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本報告書は、国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構が実施した「平成３０年度

放射線安全規制研究戦略的推進事業費（内部被ばく線量評価コードの開発に関する

研究）事業」の成果を取りまとめたものです。 
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第1章 はじめに 

原子力規制委員会（以下、「規制委員会」とする。）は、平成 28 年 7 月に原子力規制等を支

える強固な技術基盤の構築等を行うための安全研究の基本方針及び実施方針を定めた[1]。そ

の中で、放射線規制・管理の分野における安全研究の推進が示され、平成 29 年度に放射線安

全規制研究戦略的推進事業が創設された[2]。同事業では、規制委員会が実施する規制活動の

ニーズ、国内外の動向、「放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律」[3]（以下、

「放射線障害防止法」とする。）の改正、放射線審議会などの動向を踏まえ、年度毎に重点テ

ーマが設定され、これに基づく調査研究が公募されている。 

日本国内では、放射線による障害を防止し、公共の安全を確保するため、昭和 32 年 6 月に

放射線障害防止法が制定され、放射線障害防止法の下に、政令、規則、告示などが定められ

ている。放射線障害防止法等は、放射線利用の多様化による実態とのずれの是正等を目的と

して、たびたび改正されてきた[3]。また、これまでの改正では、最新の知見に基づいて見直

されてきた国際放射線防護委員会（ICRP）の基本勧告の主旨を取り入れてきた。現在の放射

線障害防止法等は、ICRP の 1990 年勧告[4]の主旨を取り入れているが、ICRP はこれに置き換

わる 2007 年勧告[5]を公開している。そのため、規制委員会の下に設置された放射線審議会に

おいて、2007 年勧告の国内の放射線規制への取入れに関する検討が進められている。 

国内の放射線規制の中で、内部被ばくによる放射線障害を防止するため、告示「放射線を

放出する同位元素の数量等を定める件」[6]（以下、「告示：RI の数量等を定める件」とする。）

の別表第 2 で、放射性同位元素の種類に応じて、空気中濃度限度、排気中又は空気中の濃度

限度、排液中又は排水中の濃度限度が示されている。「告示：RI の数量等を定める件」の別表

第 2 では、上記の基準値の基礎とした実効線量係数（放射性核種の単位摂取量当たりの預託

実効線量、単位：mSv/Bq）が併記されている。これらの実効線量係数は、ICRP が定める核種

の体内動態を表すモデルや各組織・臓器へのエネルギー付与データ等に基づいて算出される。

現在の「告示：RI の数量等を定める件」の別表第 2 に示されている実効線量係数は、1990 年

勧告[4]に準拠するモデルやデータに基づき導出されたものである。そのため、将来的に国内

規制へ 2007 年勧告を取り入れる場合、ICRP が与える新しい実効線量係数が 2007 年勧告に準

拠するモデルやデータに従い正確に導出しているか否か、検証することが必須となる。さら

に、2007 年勧告を国内の放射線規制へ取り入れた場合、各事業所においては 2007 年勧告に

準拠して内部被ばく線量評価を遂行し、作業者の被ばく管理等を行うこととなる。 

以上の背景を踏まえて、平成 29 年 4 月に公募のあった放射線安全規制研究戦略的推進事業

においては、「内部被ばく線量評価コードの開発に関する研究」が重点テーマの一つとして

提示された[2]。国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下、「原子力機構」とする。）

は、同テーマに対する研究計画（平成 29 年度から平成 32 年度の 4 か年）を提案し、これが

採択された[7]。本報告書は、原子力機構が放射線安全規制研究戦略的推進事業として進めて

いる「内部被ばく線量評価コードの開発に関する研究」について、平成 30 年度における事業

の成果等を取りまとめたものである。 
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第2章 平成 30 年度の研究計画と目標 

2.1 全体計画及び平成 29 年度の進捗 

2.1.1 全体計画 

平成 29 年度に放射線安全規制研究戦略的推進事業費の公募では、「内部被ばく線量評価コ

ードの開発に関する研究」について、2 つの成果活用方針が示された[2]。 

・ 国内規制への実効線量係数取り入れに活用 

・ 平常時又は事故時の放射線防護における内部被ばく評価手法として活用 

原子力機構では、内部被ばく線量の計算や評価に用いる多くのコードを開発してきた実績

がある。その中で、1990年勧告の国内規制への取入れの際、科学技術庁の委託調査により、

日本原子力研究所（以下、「原研」とする。現在、日本原子力研究開発機構）はINDES/IDEC

（INternal Dose Estimation System/Internal Dose Easy Calculation code）コードを開発した[8]。平

成21年度から平成26年度までの原子力規制庁などからの委託事業では、2007年勧告に従うモ

デル・データに準拠した内部被ばく線量計算コードの開発を進めた[9–14]。他、原子力機構で

は、確率論的事故影響評価コード（レベル3PRA）への実装を目的とし、内部被ばく線量係数

を計算するためのDSYS（Dose SYStem）コード[15]、DSYSを高度化して慢性摂取に対する内

部被ばく線量を計算できるDSYS-Chronicを開発した[16]。さらに、事故時における線量評価へ

の適用を目的として、REIDAC（REtrospective Internal Dose Assessment Code）コードを開発し

た実績もある[17]。そこで、これらの計算コード開発で蓄積してきた知見や技術の活用などに

より、以下に示す機能を有する内部被ばく線量評価コードを開発することとした。 

i) 線量係数を計算する機能（以下、「線量係数計算機能」とする。） 

 順次公開される線量評価モデルやデータを逐次実装することを可能とする設計 

 ICRPが提示する実効線量係数等が2007年勧告に従う線量評価モデルやデータに従い

導出されることを検証 

ii) 核種摂取量を推定する機能（以下、「核種摂取量推定機能」とする。） 

 モニタリング結果から、摂取条件や核種、経過時間等を考慮し、核種摂取量を推定、

内部被ばく線量を評価 

iii) ユーザーの操作性や利便性を鑑みた機能 

 線量評価用パラメータや核種の摂取条件、モニタリングの測定値等を入力するグラフ

ィカルユーザーインターフェース（GUI）画面 

 線量係数の評価値、核種の摂取量等を取りまとめた数表、体内や排泄物中の放射性核

種量の時間推移を表すグラフ 

具体的な研究の進め方として、図 2-1 のロードマップに示すとおり、線量係数計算機能、

核種摂取量を推定する機能、ユーザーの操作性や利便性を鑑みた機能を順次開発し、各機能

を統合したコードを完成させる計画とした。 
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図 2-1 本研究のロードマップ（平成 29 年度～平成 32 年度、▲：マイルストーン） 

 

2.1.2 平成 29 年度の進捗 

平成 29 年度[18]は、線量係数計算機能の中で ICRP の線量評価モデルやデータに従い実効

線量係数等を正確に導出する基本機能の完成、核種摂取量推定機能の完成形イメージを提示

することを目標とした（図 2-1）。 

このうち、線量係数計算機能については、ICRP Publ. 133 [19]の比吸収割合（SAF）データ、

職業人の放射性核種摂取シリーズ（Occupational Intake of Radionuclide、以下「OIR」とする。） 

part 2（ICRP Publ. 134 [20]）で示された組織系動態モデル等を実装し、同刊行物が掲載する主

要 14 元素の実効線量係数を正確に導出することを検証し、マイルストーンとした基本機能の

完成を達成させた。 

核種摂取量推定機能の開発においては、既存の類似コードの分析、原子力機構でモニタリ

ングに従事する者との意見交換によるニーズ調査等を進めた。これらの調査結果に基づき、

計算フローを決定し、その際に入力項目を設定する GUI 画面のイメージを整理することで、

完成形のイメージを提示することができた。一方、複数の研究評価委員より、他の大学や研

究機関の研究者や技術者に対し、当該機能のニーズの聴取などを目的とした意見交換を行う

ことが課題として指摘された。 

2.2 平成 30 年度の研究計画 

図 2-1 に示すロードマップに基づいて、平成 29 年度の研究評価委員会で受けた指摘を反映

して、平成 30 年度における線量係数計算機能及び核種摂取量推定機能の開発に関する研究計

画を立案した。 

2.2.1 線量係数計算機能の開発 

ICRPによる 2007年勧告に準拠する内部被ばく線量評価に用いるモデルやデータについて、

刊行物としての公開状況は表 2-1 に示すとおりである。未公開のデータやモデルとして、成

人以外の SAF データ、作業者の主要 28 元素以外の組織系動態モデルがある。そこで、今後

も継続される ICRP からのモデルやデータの公開へ対応するため、新規モデルやデータの取
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込みによる拡張が可能なコード設計を進めることとした。また、内部被ばく防護の基準値の

見直しにおいては、日本人パラメータや 1990 年勧告に従うパラメータを用いて導出された実

効線量係数との比較検証も想定される。そこで、ユーザーによるパラメータ等を GUI により

設定する方法を検討するとした。他、平成 30 年 1 月に OIR part 3（ICRP Publ. 137）[21]が公

開されたため、同刊行物が提示したヨウ素、セシウム、ウラン等の組織系動態モデルへ対応

させる改良を進め、実効線量係数の正確な導出に係る検討を行うとした。 

表 2-1 ICRP による内部被ばく線量評価モデル・データの公表（平成 30 年 4 月時点） 

線量評価モデル、データ 刊行物 公開年 

体重データ、組織・重量質量データ ICRP Publ. 89 [22] 平成 14 (2002)年 

ヒト消化管モデル ICRP Publ. 100 [23] 平成 18 (2006)年 

放射線加重係数、組織加重係数 ICRP Publ. 103 [5] 平成 19 (2007)年 

放射性核種崩壊データ ICRP Publ. 107 [24] 平成 20 (2008)年 

ヒト呼吸器モデル、組織系動態モデルの考え方 ICRP Publ. 130 [25] 平成 27 (2015)年 

成人の比吸収割合（SAF）データ ICRP Publ. 133 [19] 平成 28 (2016)年 

作業者の組織系動態モデル等（14 元素）、OIR part 2 ICRP Publ. 134 [20] 平成 29 (2017)年 

作業者の組織系動態モデル等（14 元素）、OIR part 3 ICRP Publ. 137 [21] 平成 30 (2018)年 

 

2.2.2 核種摂取量推定機能の開発 

平成 29 年度の事業において、原子力機構内の専門家との意見交換により、当該機能のニー

ズ等を聴取し、開発する核種摂取量推定機能の完成形イメージを提示した。そこで、今年度

は、今後の開発へ有益な情報をより広く収集するため、原子力機構外の研究機関や大学で内

部被ばくモニタリングや線量評価に関係する専門家との意見交換等を進めることとした。ま

た、当該機能の開発においては、モニタリング値に基づく核種摂取量の推定に必要なデータ

フィッティング法、体内放射能の経時変化の解析法等の開発が重要となる。そこで、単独摂

取、慢性摂取及び複数回摂取の各摂取パターン対し、摂取量推定で重要となるモニタリング

データのフィッティング方法を開発することとした。ここでは、平成 29 年度に実施した概念

設計に基づき、最尤推定法（最尤法）によるデータフィッティングを実施する基本機能の開

発を進めるとした。他、体内放射能や排泄物中に含まれる放射能の経時変化を解析する手法

を開発することとした。 
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第3章 線量係数計算機能の開発 

3.1 実施計画と目標 

今年度は、大きく以下に示す 2 つ研究開発を実施する計画とした。 

・ ICRP から今後公開されるモデルやデータの継続的な実装、日本人パラメータや 1990 年

勧告に従う線量計算を可能とするために必要な当該機能の設計 

・ OIR part 3 へ対応するための改良、検証 

平成 29 年度中に線量係数計算機能については、OIR part 2（ICRP Publ. 134）が与える 14 元

素の実効線量係数を正しく導出することを検証している。当該機能は、体内における放射性

核種の移行及び等価線量率の時間変化を表す常微分方程式を解くことにより、体内放射能並

びに等価線量及び実効線量を導出するアルゴリズムを含む。また、これらの計算に必要な線

量評価データや体内動態を表す数値パラメータ等を実装している。 

そこで、今年度は図 3-1 に示すように、OIR part 3 へ対応するための改良を進めるととも

に、ここで得た経験や知見をフィードバックして、当該機能を設計、完成させる。具体的に

は、OIR part 3 の刊行物を調査し、線量計算アルゴリズムの確認、必要な改良を進めるととも

に、今後公開が想定される線量評価データ、モデルを継続的に実装するため、効率的なファ

イルの記述方法、これらを格納する方法を確立する。また、日本人パラメータや 1990 年勧告

に従う線量計算も可能とするため、各種パラメータを読み込むための検討を進める。上記の

研究開発や検討結果に基づいて、当該機能の全体設計を進め、マイルストーンとした機能の

完成を達成させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 平成 30 年度における線量係数計算機能の開発フロー 

 

3.2 OIR part 3 へ対応するための改良 

3.2.1 刊行物の調査 

OIR part 3 [21]は、作業者による主要 14 元素（ルテニウム、アンチモン、テルル、ヨウ素、

セシウム、バリウム、イリジウム、鉛、ビスマス、ポロニウム、ラドン、ラジウム、トリウム

及びウラン）の摂取について、見直された血液移行パラメータ及び組織系動態モデル、並び

にこれらに基づく実効線量係数を収録している。ラドンについては、ラドン核種を単独で摂

①計算アルゴリズムの確認 
②データの継続的な実装に関する検討 

③日本人特性や 1990 年勧告に従う 
 パラメータの適用等に関する検討 

④線量計算機能の全体設計 

（1）機能の設計 (2) OIR part 3 への対応 

①刊行物の調査 
②モデルやデータの実装 
③検証計算 
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取した場合の線量係数に加え、種々のばく露環境におけるエアロゾルの非付着成分比や子孫

核種の平衡係数を考慮した単位ばく露量あたりの実効線量も収録された。また、ラドンの線

量係数は、他の元素のように線量評価に基づくアプローチだけでなく、ICRP Publ. 115 [26]に

ある疫学的アプローチに基づく結果を参照し、数値が決定された。 

血液移行パラメータは、吸入摂取については図 3-2 (a)に示す呼吸気道血液移行モデル（以

下、「OIR の規定モデル」とする。）に基づく移行係数（d−1）として、経口摂取については消

化管から血液への移行割合 fA値として、化学形の違いを考慮して与えられた。組織系動態モ

デルは、元素の種類毎にコンパートメントモデルとして構築されており、移行元コンパート

メントと移行先コンパートメントの組合せ毎に移行係数（d−1）が与えられた。こうしたデー

タ構造については、昨年度の事業において調査した OIR part 2 [20]と同様であった。ただし、

ウランの一部の化学形については、米国での追跡研究の結果に基づいて、図 3-2 (b)の 1990 年

勧告準拠の線量評価において使用されていた血液移行モデル（以下、「従来の規定モデル」と

する。）に基づく移行パラメータが与えられた。また、摂取核種の子孫核種にラドンが含まれ

る場合のラドンの体内動態モデルは、ラドンに用意された組織系動態モデルは適用せずに、

他の希ガスと同様の取扱いとすることが明記された。 

    

 

図 3-2 呼吸気道血液移行モデル（OIR part 1, Fig. 3.5 より[25]） 

fr：速い溶解割合、fb：結合状態移行割合、sr (d−1)：速い溶解速度係数、ss (d−1)：遅い溶解速度

係数、sb (d−1)：結合状態からの溶解速度係数、sp (d−1)：初期溶解速度係数、spt (d−1)：変換速度

係数、st (d−1)：最終溶解速度係数。 

 

3.2.2 アルゴリズムの改良 

OIR part 3 に示されたラドンを除く 13 元素に関する新しい血液移行パラメータ及び組織系

動態モデルをデータ化し、開発中の線量係数計算機能に実装する際に、線量係数計算機能の

アルゴリズムに以下の改良を加えた。 

· 従来の呼吸気道血液移行モデルへの対応 

OIR part 2 に収録された元素の呼吸気道から血液への移行については、すべての元素に対し

て OIR の規定モデルが適用されたため、開発中の線量係数計算機能は OIR の規定モデルのみ

(a) OIR の規定モデル (b) 従来の規定モデル 
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に対応していた。しかしながら、OIR part 3 において、ウランの一部の化学形に対して従来の

規定モデルに基づく移行パラメータが与えられたため、双方のモデルに対応するためのアル

ゴリズム改良を行った。 

OIR の規定モデルに対応する sr、ss及び frのパラメータは、次式により従来の規定モデルに

対応する sp、spt及び stに変換することができる[25]。 

𝑠p = 𝑠s + 𝑓r(𝑠r − 𝑠s) 

𝑠pt = (1 − 𝑓r)(𝑠r − 𝑠s) 

𝑠t = 𝑠s 

そこで、線量係数計算機能のアルゴリズムを、従来の規定モデルに基づくパラメータ（sp、spt

及び st）を用いて計算するよう改良し、OIR の規定モデルに基づいて血液移行パラメータを

与える場合は、式(3-1)により従来の規定モデルに基づく移行パラメータに変換することとし

た。そして、従来の規定モデルに基づいて移行パラメータを与える場合は、データファイル

において、sp、spt及び stに−1 を乗じたものをそれぞれ sr、ss及び frとして与えることとした。

すなわち、プログラムが sr、ss及び frのデータを参照した際に、値が正であれば式(3-1)による

パラメータ変換を実施し、値が負であれば各データを正に変換したものを sp、spt 及び st とし

て取り扱うこととした。この改良により、双方の呼吸気道血液移行モデルを取り扱うことを

可能とした。 

· 同一元素異動態モデルへの対応 

OIR part 1 において、OIR シリーズでは、摂取した核種（親核種）の子孫核種の元素が親核

種の元素と異なる場合の子孫核種の体内動態は、子孫核種の元素の特徴を考慮したモデルを

適用すること（以下、「個別動態モデル」とする。）が明記された。通常、元素が異なる場合は

組織系動態モデルのコンパートメント構造が異なるため、両者を適切に接続できるよう、子

孫核種の元素の組織系動態モデルを改造する必要がある。したがって、同じ元素であっても、

その放射性核種が摂取した核種（親核種）である場合と子孫核種である場合とで、組織系動

態モデルのコンパートメント構造は異なったものとなる。ただし、核異性体が核異性体転移

したことにより生成した子孫核種に対しては、直接同じ元素に壊変するため、子孫核種には

親核種と同じ組織系動態モデルを適用する。 

OIR part 2 に収録された元素・放射性核種には、上記の核異性体転移を除き、子孫核種に親

核種と同じ元素が出現するケースはなかった。一方、OIR part 3 ではα壊変核種が新たに収録

されたことから、図 3-3 に示すように、摂取した核種が異なる元素の放射性核種を経由した

後に、摂取核種と同じ元素の放射性核種となる壊変系列を持つ場合が生じた。この例では、

摂取核種である 214Pb と、その子孫核種である 210Pb に対し、異なる組織系動態モデルを適用

する必要がある。そこで、α壊変を経て親核種と同じ元素の子孫核種が存在する場合に、異

なる組織系動態モデルが適用できるよう、線量係数計算機能のアルゴリズムを改良した。 

 

 (3-1) 
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図 3-3 214Pb を摂取した場合の体内における壊変 

 

3.2.3 検証結果 

OIR Data Viewer ver. 3.01.05.18 [20]に新たに収録された 13 元素 183 核種、摂取経路や化学系

の違いを考慮した 885 種類の摂取条件に対する実効線量係数について、改良したコードによ

る計算値と OIR Data Viewer の収録値を比較することで、線量係数計算機能のアルゴリズム改

良の検証を行った。表 3-1 に示すとおり、改良したアルゴリズムによる計算では数値を概ね

再現し、正しく実効線量係数を計算していると判断できる。なお、本事業で開発中の線量係

数計算機能の基としたプログラム[18, 27, 28]においても、OIR Data Viewer ver. 3.01.05.18 の収

録値をほぼ同様に再現したことから、2007 年勧告に従って実効線量係数を導出するためのア

ルゴリズムの構築やデータ実装は、適切に実施できたと考える。 
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表 3-1 改良コードと OIR Data Viewer ver. 3.01.05.18 の実効線量係数の比較（1/26） 

核種 摂取経路 
化学形又は 

血液への吸収タイプ 

実効線量係数（Sv/Bq) 

コード Data Viewer 

94Ru 吸入摂取 四酸化ルテニウム 9.6E−11 9.6E−11 
  

F 3.7E−11 3.7E−11 
  

M 4.2E−11 4.2E−11 
  

S 4.2E−11 4.2E−11 
 

経口摂取 全ての化学形 8.7E−11 8.7E−11 

95Ru 吸入摂取 四酸化ルテニウム 5.8E−11 5.8E−11 
  

F 2.5E−11 2.5E−11 
  

M 3.0E−11 3.0E−11 
  

S 3.1E−11 3.1E−11 
 

経口摂取 全ての化学形 5.2E−11 5.2E−11 

97Ru 吸入摂取 四酸化ルテニウム 1.2E−10 1.2E−10 
  

F 8.2E−11 8.2E−11 
  

M 7.7E−11 7.7E−11 
  

S 7.9E−11 7.9E−11 
 

経口摂取 全ての化学形 9.0E−11 9.0E−11 

103Ru 吸入摂取 四酸化ルテニウム 1.4E−09 1.4E−09 
  

F 8.7E−10 8.7E−10 
  

M 8.0E−10 8.0E−10 
  

S 1.0E−09 1.0E−09 
 

経口摂取 全ての化学形 2.6E−10 2.6E−10 

105Ru 吸入摂取 四酸化ルテニウム 3.7E−10 3.7E−10 
  

F 9.2E−11 9.2E−11 
  

M 1.2E−10 1.2E−10 
  

S 1.3E−10 1.3E−10 
 

経口摂取 全ての化学形 1.3E−10 1.3E−10 

106Ru 吸入摂取 四酸化ルテニウム 7.0E−09 7.0E−09 
  

F 7.7E−09 7.7E−09 
  

M 1.3E−08 1.3E−08 
  

S 3.6E−08 3.6E−08 
 

経口摂取 全ての化学形 2.6E−09 2.6E−09 

115Sb 吸入摂取 F 1.0E−11 1.0E−11 

  M 1.3E−11 1.3E−11 

  S 1.3E−11 1.3E−11 

 経口摂取 全ての化学形 2.7E−11 2.7E−11 
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表 3-1 改良コードと OIR Data Viewer ver. 3.01.05.18 の実効線量係数の比較（2/26） 

核種 摂取経路 
化学形又は 

血液への吸収タイプ 

実効線量係数（Sv/Bq) 

コード Data Viewer 

116Sb 吸入摂取 F 1.2E−11 1.2E−11 

  M 1.4E−11 1.4E−11 

  S 1.4E−11 1.4E−11 

 経口摂取 全ての化学形 3.6E−11 3.6E−11 

116mSb 吸入摂取 F 2.7E−11 2.7E−11 

  M 3.5E−11 3.5E−11 

  S 3.6E−11 3.6E−11 

 経口摂取 全ての化学形 6.1E−11 6.1E−11 

117Sb 吸入摂取 F 7.3E−12 7.3E−12 

  M 1.2E−11 1.2E−11 

  S 1.2E−11 1.2E−11 

 経口摂取 全ての化学形 1.1E−11 1.1E−11 

118mSb 吸入摂取 F 7.7E−11 7.7E−11 

  M 9.7E−11 9.7E−11 

  S 9.8E−11 9.8E−11 

 経口摂取 全ての化学形 1.7E−10 1.7E−10 

119Sb 吸入摂取 F 1.6E−11 1.6E−11 

  M 1.7E−11 1.7E−11 

  S 1.8E−11 1.7E−11 

 経口摂取 全ての化学形 2.2E−11 2.2E−11 

120Sb 吸入摂取 F 6.2E−12 6.2E−12 

  M 7.5E−12 7.5E−12 

  S 7.5E−12 7.5E−12 

 経口摂取 全ての化学形 1.7E−11 1.7E−11 

120mSb 吸入摂取 F 6.5E−10 6.5E−10 

  M 8.0E−10 7.9E−10 

  S 8.4E−10 8.4E−10 

 経口摂取 全ての化学形 8.4E−10 8.4E−10 

124Sb 吸入摂取 F 1.8E−09 1.8E−09 

  M 3.0E−09 3.0E−09 

  S 4.3E−09 4.3E−09 

 経口摂取 全ての化学形 1.1E−09 1.1E−09 

124nSb 吸入摂取 F 4.2E−12 4.2E−12 

  M 5.4E−12 5.4E−12 

  S 5.6E−12 5.6E−12 

 経口摂取 全ての化学形 8.6E−12 8.6E−12 
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表 3-1 改良コードと OIR Data Viewer ver. 3.01.05.18 の実効線量係数の比較（3/26） 

核種 摂取経路 
化学形又は 

血液への吸収タイプ 

実効線量係数（Sv/Bq) 

コード Data Viewer 

125Sb 吸入摂取 F 9.8E−10 9.7E−10 

  M 2.0E−09 1.9E−09 

  S 8.4E−09 8.4E−09 

 経口摂取 全ての化学形 3.7E−10 3.7E−10 
126Sb 吸入摂取 F 1.3E−09 1.3E−09 

  M 1.7E−09 1.7E−09 

  S 2.0E−09 2.0E−09 

 経口摂取 全ての化学形 1.3E−09 1.3E−09 
126mSb 吸入摂取 F 1.6E−11 1.6E−11 

  M 2.0E−11 2.0E−11 

  S 2.0E−11 2.0E−11 

 経口摂取 全ての化学形 4.5E−11 4.5E−11 
127Sb 吸入摂取 F 4.5E−10 4.5E−10 

  M 6.4E−10 6.3E−10 

  S 7.0E−10 7.0E−10 

 経口摂取 全ての化学形 4.2E−10 4.2E−10 
128Sb 吸入摂取 F 2.4E−10 2.4E−10 

  M 3.3E−10 3.3E−10 

  S 3.4E−10 3.4E−10 

 経口摂取 全ての化学形 4.7E−10 4.7E−10 
128mSb 吸入摂取 F 1.3E−11 1.3E−11 

  M 1.5E−11 1.5E−11 

  S 1.5E−11 1.5E−11 

 経口摂取 全ての化学形 4.1E−11 4.1E−11 
129Sb 吸入摂取 F 1.1E−10 1.1E−10 

  M 1.7E−10 1.7E−10 

  S 1.8E−10 1.8E−10 

 経口摂取 全ての化学形 2.0E−10 2.0E−10 
130Sb 吸入摂取 F 4.0E−11 4.0E−11 

  M 5.1E−11 5.1E−11 

  S 5.2E−11 5.2E−11 

 経口摂取 全ての化学形 1.0E−10 1.0E−10 
131Sb 吸入摂取 F 5.3E−11 5.3E−11 

  M 4.8E−11 4.8E−11 

  S 4.4E−11 4.4E−11 

 経口摂取 全ての化学形 1.1E−10 1.1E−10 
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表 3-1 改良コードと OIR Data Viewer ver. 3.01.05.18 の実効線量係数の比較（4/26） 

核種 摂取経路 
化学形又は 

血液への吸収タイプ 

実効線量係数（Sv/Bq) 

コード Data Viewer 

114Te 吸入摂取 全ての特定されていないガス･蒸気 4.9E−11 4.9E−11 

  F 2.2E−11 2.2E−11 

  M 2.9E−11 2.9E−11 

  S 2.9E−11 2.9E−11 

 経口摂取 全ての化学形 7.9E−11 7.8E−11 
116Te 吸入摂取 全ての特定されていないガス･蒸気 1.1E−10 1.1E−10 

  F 6.5E−11 6.4E−11 

  M 1.0E−10 1.0E−10 

  S 1.0E−10 1.0E−10 

 経口摂取 全ての化学形 1.5E−10 1.5E−10 
117Te 吸入摂取 全ての特定されていないガス･蒸気 3.7E−11 3.7E−11 

  F 2.0E−11 2.0E−11 

  M 2.7E−11 2.7E−11 

  S 2.8E−11 2.8E−11 

 経口摂取 全ての化学形 5.3E−11 5.3E−11 
118Te 吸入摂取 全ての特定されていないガス･蒸気 1.5E−09 1.5E−09 

  F 9.2E−10 9.2E−10 

  M 1.3E−09 1.3E−09 

  S 1.4E−09 1.4E−09 

 経口摂取 全ての化学形 1.2E−09 1.2E−09 
119Te 吸入摂取 全ての特定されていないガス･蒸気 9.9E−11 9.9E−11 

  F 7.3E−11 7.3E−11 

  M 9.2E−11 9.2E−11 

  S 9.5E−11 9.5E−11 

 経口摂取 全ての化学形 1.3E−10 1.3E−10 
119mTe 吸入摂取 全ての特定されていないガス･蒸気 5.8E−10 5.8E−10 

  F 3.8E−10 3.8E−10 

  M 4.5E−10 4.5E−10 

  S 4.7E−10 4.7E−10 

 経口摂取 全ての化学形 5.3E−10 5.3E−10 
121Te 吸入摂取 全ての特定されていないガス･蒸気 4.9E−10 4.9E−10 

  F 2.8E−10 2.8E−10 

  M 3.3E−10 3.3E−10 

  S 3.7E−10 3.7E−10 

 経口摂取 全ての化学形 3.3E−10 3.2E−10 
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表 3-1 改良コードと OIR Data Viewer ver. 3.01.05.18 の実効線量係数の比較（5/26） 

核種 摂取経路 
化学形又は 

血液への吸収タイプ 

実効線量係数（Sv/Bq) 

コード Data Viewer 

121mTe 吸入摂取 全ての特定されていないガス･蒸気 1.1E−09 1.1E−09 

  F 5.1E−10 5.1E−10 

  M 1.4E−09 1.4E−09 

  S 2.8E−09 2.8E−09 

 経口摂取 全ての化学形 4.3E−10 4.3E−10 
123Te 吸入摂取 全ての特定されていないガス･蒸気 1.6E−11 1.6E−11 

  F 7.0E−12 7.0E−12 

  M 1.3E−11 1.3E−11 

  S 3.0E−10 3.0E−10 

 経口摂取 全ての化学形 5.3E−12 5.3E−12 
123mTe 吸入摂取 全ての特定されていないガス･蒸気 6.7E−10 6.7E−10 

  F 3.2E−10 3.1E−10 

  M 9.7E−10 9.6E−10 

  S 1.6E−09 1.6E−09 

 経口摂取 全ての化学形 2.6E−10 2.6E−10 
125mTe 吸入摂取 全ての特定されていないガス･蒸気 5.2E−10 5.2E−10 

  F 2.4E−10 2.4E−10 

  M 6.7E−10 6.7E−10 

  S 9.4E−10 9.4E−10 

 経口摂取 全ての化学形 1.9E−10 1.9E−10 
127Te 吸入摂取 全ての特定されていないガス･蒸気 8.5E−11 8.5E−11 

  F 4.2E−11 4.2E−11 

  M 7.8E−11 7.8E−11 

  S 8.1E−11 8.0E−11 

 経口摂取 全ての化学形 4.6E−11 4.6E−11 
127mTe 吸入摂取 全ての特定されていないガス･蒸気 1.3E−09 1.3E−09 

  F 5.9E−10 5.9E−10 

  M 1.8E−09 1.8E−09 

  S 3.1E−09 3.1E−09 

 経口摂取 全ての化学形 4.5E−10 4.5E−10 
129Te 吸入摂取 全ての特定されていないガス･蒸気 5.8E−11 5.8E−11 

  F 2.5E−11 2.5E−11 

  M 4.1E−11 4.1E−11 

  S 4.1E−11 4.1E−11 

 経口摂取 全ての化学形 6.1E−11 6.1E−11 
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表 3-1 改良コードと OIR Data Viewer ver. 3.01.05.18 の実効線量係数の比較（6/26） 

核種 摂取経路 
化学形又は 

血液への吸収タイプ 

実効線量係数（Sv/Bq) 

コード Data Viewer 

129mTe 吸入摂取 全ての特定されていないガス･蒸気 2.0E−09 2.0E−09 

  F 9.9E−10 9.9E−10 

  M 2.0E−09 2.0E−09 

  S 2.6E−09 2.6E−09 

 経口摂取 全ての化学形 8.9E−10 8.9E−10 
131Te 吸入摂取 全ての特定されていないガス･蒸気 8.1E−11 8.1E−11 

  F 4.2E−11 4.2E−11 

  M 3.1E−11 3.1E−11 

  S 2.7E−11 2.7E−11 

 経口摂取 全ての化学形 8.3E−11 8.3E−11 
131mTe 吸入摂取 全ての特定されていないガス･蒸気 1.8E−09 1.8E−09 

  F 1.1E−09 1.1E−09 

  M 6.3E−10 6.3E−10 

  S 5.3E−10 5.3E−10 

 経口摂取 全ての化学形 1.1E−09 1.1E−09 
132Te 吸入摂取 全ての特定されていないガス･蒸気 3.4E−09 3.4E−09 

  F 1.8E−09 1.8E−09 

  M 1.2E−09 1.2E−09 

  S 1.2E−09 1.2E−09 

 経口摂取 全ての化学形 1.9E−09 1.9E−09 
133Te 吸入摂取 全ての特定されていないガス･蒸気 6.0E−11 6.0E−11 

  F 3.0E−11 3.0E−11 

  M 2.0E−11 1.9E−11 

  S 1.7E−11 1.7E−11 

 経口摂取 全ての化学形 6.3E−11 6.3E−11 
133mTe 吸入摂取 全ての特定されていないガス･蒸気 2.1E−10 2.1E−10 

  F 1.1E−10 1.1E−10 

  M 7.3E−11 7.3E−11 

  S 6.1E−11 6.1E−11 

 経口摂取 全ての化学形 2.0E−10 2.0E−10 
134Te 吸入摂取 全ての特定されていないガス･蒸気 1.1E−10 1.1E−10 

  F 4.7E−11 4.7E−11 

  M 5.9E−11 5.9E−11 

  S 5.9E−11 5.9E−11 

 経口摂取 全ての化学形 9.7E−11 9.7E−11 
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表 3-1 改良コードと OIR Data Viewer ver. 3.01.05.18 の実効線量係数の比較（7/26） 

核種 摂取経路 
化学形又は 

血液への吸収タイプ 

実効線量係数（Sv/Bq) 

コード Data Viewer 

119I 吸入摂取 元素状ヨウ素、全ての特定されていない化学形 1.1E−11 1.1E−11 

  ヨウ素化メチル及びヨウ素化エチル 5.0E−11 5.0E−11 

  F 1.2E−11 1.2E−11 

  M 1.6E−11 1.6E−11 

  S 1.6E−11 1.6E−11 

 経口摂取 全ての特定されていない化学系 3.9E−11 3.9E−11 
120I 吸入摂取 元素状ヨウ素、全ての特定されていない化学形 1.5E−10 1.5E−10 

  ヨウ素化メチル及びヨウ素化エチル 2.7E−10 2.7E−10 

  F 1.0E−10 1.0E−10 

  M 9.7E−11 9.6E−11 

  S 9.5E−11 9.5E−11 

 経口摂取 全ての特定されていない化学系 3.0E−10 3.0E−10 
120mI 吸入摂取 元素状ヨウ素、全ての特定されていない化学形 7.6E−11 7.6E−11 

  ヨウ素化メチル及びヨウ素化エチル 1.7E−10 1.7E−10 

  F 5.8E−11 5.8E−11 

  M 6.5E−11 6.5E−11 

  S 6.5E−11 6.5E−11 

 経口摂取 全ての特定されていない化学系 1.8E−10 1.8E−10 
121I 吸入摂取 元素状ヨウ素、全ての特定されていない化学形 3.0E−11 3.0E−11 

  ヨウ素化メチル及びヨウ素化エチル 5.8E−11 5.8E−11 

  F 2.1E−11 2.1E−11 

  M 1.8E−11 1.8E−11 

  S 1.8E−11 1.8E−11 

 経口摂取 全ての特定されていない化学系 4.4E−11 4.4E−11 
123I 吸入摂取 元素状ヨウ素、全ての特定されていない化学形 1.3E−10 1.3E−10 

  ヨウ素化メチル及びヨウ素化エチル 2.0E−10 2.0E−10 

  F 1.1E−10 1.1E−10 

  M 4.9E−11 4.9E−11 

  S 3.7E−11 3.7E−11 

 経口摂取 全ての特定されていない化学系 1.8E−10 1.8E−10 
124I 吸入摂取 元素状ヨウ素、全ての特定されていない化学形 6.1E−09 6.1E−09 

  ヨウ素化メチル及びヨウ素化エチル 8.7E−09 8.6E−09 

  F 5.7E−09 5.7E−09 

  M 1.6E−09 1.6E−09 

  S 5.5E−10 5.5E−10 

 経口摂取 全ての特定されていない化学系 8.6E−09 8.6E−09 
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表 3-1 改良コードと OIR Data Viewer ver. 3.01.05.18 の実効線量係数の比較（8/26） 

核種 摂取経路 
化学形又は 

血液への吸収タイプ 

実効線量係数（Sv/Bq) 

コード Data Viewer 

125I 吸入摂取 元素状ヨウ素、全ての特定されていない化学形 8.9E−09 8.9E−09 

  ヨウ素化メチル及びヨウ素化エチル 1.3E−08 1.3E−08 

  F 8.6E−09 8.6E−09 

  M 2.1E−09 2.1E−09 

  S 3.0E−10 3.0E−10 

 経口摂取 全ての特定されていない化学系 1.3E−08 1.3E−08 
126I 吸入摂取 元素状ヨウ素、全ての特定されていない化学形 1.5E−08 1.5E−08 

  ヨウ素化メチル及びヨウ素化エチル 2.1E−08 2.1E−08 

  F 1.4E−08 1.4E−08 

  M 3.5E−09 3.5E−09 

  S 6.9E−10 6.9E−10 

 経口摂取 全ての特定されていない化学系 2.1E−08 2.1E−08 
128I 吸入摂取 元素状ヨウ素、全ての特定されていない化学形 1.6E−11 1.6E−11 

  ヨウ素化メチル及びヨウ素化エチル 8.0E−11 7.9E−11 

  F 1.6E−11 1.6E−11 

  M 2.3E−11 2.3E−11 

  S 2.3E−11 2.3E−11 

 経口摂取 全ての特定されていない化学系 5.7E−11 5.7E−11 
129I 吸入摂取 元素状ヨウ素、全ての特定されていない化学形 6.6E−08 6.6E−08 

  ヨウ素化メチル及びヨウ素化エチル 9.5E−08 9.4E−08 

  F 6.4E−08 6.4E−08 

  M 1.7E−08 1.7E−08 

  S 1.4E−08 1.4E−08 

 経口摂取 全ての特定されていない化学系 9.4E−08 9.4E−08 
130I 吸入摂取 元素状ヨウ素、全ての特定されていない化学形 1.1E−09 1.1E−09 

  ヨウ素化メチル及びヨウ素化エチル 1.6E−09 1.6E−09 

  F 8.6E−10 8.5E−10 

  M 3.9E−10 3.9E−10 

  S 3.0E−10 3.0E−10 

 経口摂取 全ての特定されていない化学系 1.5E−09 1.5E−09 
131I 吸入摂取 元素状ヨウ素、全ての特定されていない化学形 1.2E−08 1.2E−08 

  ヨウ素化メチル及びヨウ素化エチル 1.7E−08 1.7E−08 

  F 1.1E−08 1.1E−08 

  M 2.7E−09 2.7E−09 

  S 6.0E−10 6.0E−10 

 経口摂取 全ての特定されていない化学系 1.6E−08 1.6E−08 

 

- 20 -



17 

 

表 3-1 改良コードと OIR Data Viewer ver. 3.01.05.18 の実効線量係数の比較（9/26） 

核種 摂取経路 
化学形又は 

血液への吸収タイプ 

実効線量係数（Sv/Bq) 

コード Data Viewer 

132I 吸入摂取 元素状ヨウ素、全ての特定されていない化学形 1.8E−10 1.8E−10 

  ヨウ素化メチル及びヨウ素化エチル 3.3E−10 3.3E−10 

  F 1.2E−10 1.2E−10 

  M 1.0E−10 1.0E−10 

  S 9.7E−11 9.7E−11 

 経口摂取 全ての特定されていない化学系 2.8E−10 2.8E−10 
132mI 吸入摂取 元素状ヨウ素、全ての特定されていない化学形 1.4E−10 1.4E−10 

  ヨウ素化メチル及びヨウ素化エチル 2.6E−10 2.6E−10 

  F 9.6E−11 9.6E−11 

  M 7.0E−11 7.0E−11 

  S 6.6E−11 6.6E−11 

 経口摂取 全ての特定されていない化学系 1.9E−10 1.9E−10 
133I 吸入摂取 元素状ヨウ素、全ての特定されていない化学形 2.3E−09 2.3E−09 

  ヨウ素化メチル及びヨウ素化エチル 3.3E−09 3.3E−09 

  F 1.9E−09 1.9E−09 

  M 5.7E−10 5.7E−10 

  S 2.8E−10 2.8E−10 

 経口摂取 全ての特定されていない化学系 3.1E−09 3.1E−09 
134I 吸入摂取 元素状ヨウ素、全ての特定されていない化学形 5.4E−11 5.3E−11 

  ヨウ素化メチル及びヨウ素化エチル 1.5E−10 1.5E−10 

  F 4.3E−11 4.3E−11 

  M 5.2E−11 5.2E−11 

  S 5.2E−11 5.2E−11 

 経口摂取 全ての特定されていない化学系 1.2E−10 1.2E−10 
135I 吸入摂取 元素状ヨウ素、全ての特定されていない化学形 5.4E−10 5.4E−10 

  ヨウ素化メチル及びヨウ素化エチル 8.4E−10 8.3E−10 

  F 4.0E−10 4.0E−10 

  M 2.0E−10 2.0E−10 

  S 1.6E−10 1.6E−10 

 経口摂取 全ての特定されていない化学系 7.6E−10 7.6E−10 
125Cs 吸入摂取 F 1.3E−11 1.3E−11 

  M 2.1E−11 2.1E−11 

  S 2.1E−11 2.1E−11 

 経口摂取 塩化セシウム、硝酸塩、硫酸塩; 全ての特定さ

れていない化合物 

4.6E−11 4.6E−11 

  難溶性の物質（照射された燃料の破片） 4.4E−11 4.4E−11 
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表 3-1 改良コードと OIR Data Viewer ver. 3.01.05.18 の実効線量係数の比較（10/26） 

核種 摂取経路 
化学形又は 

血液への吸収タイプ 

実効線量係数（Sv/Bq) 

コード Data Viewer 

127Cs 吸入摂取 F 1.9E−11 1.9E−11 

  M 2.9E−11 2.8E−11 

  S 2.9E−11 2.9E−11 

 経口摂取 塩化セシウム、硝酸塩、硫酸塩; 全ての

特定されていない化合物 

3.6E−11 3.6E−11 

  難溶性の物質（照射された燃料の破片） 4.4E−11 4.4E−11 
129Cs 吸入摂取 F 4.7E−11 4.7E−11 

  M 6.2E−11 6.2E−11 

  S 6.5E−11 6.5E−11 

 経口摂取 塩化セシウム、硝酸塩、硫酸塩; 全ての

特定されていない化合物 

7.6E−11 7.6E−11 

  難溶性の物質（照射された燃料の破片） 8.7E−11 8.7E−11 
130Cs 吸入摂取 F 9.3E−12 9.3E−12 

  M 1.5E−11 1.5E−11 

  S 1.5E−11 1.5E−11 

 経口摂取 塩化セシウム、硝酸塩、硫酸塩; 全ての

特定されていない化合物 

3.5E−11 3.5E−11 

  難溶性の物質（照射された燃料の破片） 3.4E−11 3.4E−11 
131Cs 吸入摂取 F 3.5E−11 3.5E−11 

  M 3.1E−11 3.1E−11 

  S 3.1E−11 3.1E−11 

 経口摂取 塩化セシウム、硝酸塩、硫酸塩; 全ての

特定されていない化合物 

5.2E−11 5.2E−11 

  難溶性の物質（照射された燃料の破片） 2.8E−11 2.8E−11 
132Cs 吸入摂取 F 3.4E−10 3.4E−10 

  M 2.9E−10 2.8E−10 

  S 2.7E−10 2.7E−10 

 経口摂取 塩化セシウム、硝酸塩、硫酸塩; 全ての

特定されていない化合物 

5.1E−10 5.1E−10 

  難溶性の物質（照射された燃料の破片） 2.9E−10 2.9E−10 
134Cs 吸入摂取 F 9.5E−09 9.5E−09 

  M 6.0E−09 6.0E−09 

  S 1.5E−08 1.5E−08 

 経口摂取 塩化セシウム、硝酸塩、硫酸塩; 全ての

特定されていない化合物 

1.4E−08 1.4E−08 

  難溶性の物質（照射された燃料の破片） 2.0E−09 2.0E−09 
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表 3-1 改良コードと OIR Data Viewer ver. 3.01.05.18 の実効線量係数の比較（11/26） 

核種 摂取経路 
化学形又は 

血液への吸収タイプ 

実効線量係数（Sv/Bq) 

コード Data Viewer 

135Cs 吸入摂取 F 8.8E−10 8.8E−10 

  M 1.2E−09 1.2E−09 

  S 1.4E−08 1.4E−08 

 経口摂取 塩化セシウム、硝酸塩、硫酸塩; 全ての

特定されていない化合物 

1.3E−09 1.3E−09 

  難溶性の物質（照射された燃料の破片） 1.3E−10 1.3E−10 
135mCs 吸入摂取 F 9.2E−12 9.1E−12 

  M 1.2E−11 1.2E−11 

  S 1.2E−11 1.2E−11 

 経口摂取 塩化セシウム、硝酸塩、硫酸塩; 全ての

特定されていない化合物 

2.7E−11 2.7E−11 

  難溶性の物質（照射された燃料の破片） 2.8E−11 2.8E−11 
136Cs 吸入摂取 F 1.9E−09 1.9E−09 

  M 1.4E−09 1.4E−09 

  S 1.3E−09 1.3E−09 

 経口摂取 塩化セシウム、硝酸塩、硫酸塩; 全ての

特定されていない化合物 

2.7E−09 2.7E−09 

  難溶性の物質（照射された燃料の破片） 9.7E−10 9.7E−10 
137Cs 吸入摂取 F 9.3E−09 9.3E−09 

  M 5.6E−09 5.6E−09 

  S 5.1E−08 5.1E−08 

 経口摂取 塩化セシウム、硝酸塩、硫酸塩; 全ての

特定されていない化合物 

1.4E−08 1.4E−08 

  難溶性の物質（照射された燃料の破片） 1.6E−09 1.6E−09 
138Cs 吸入摂取 F 3.2E−11 3.2E−11 

  M 5.0E−11 5.0E−11 

  S 5.0E−11 5.0E−11 

 経口摂取 塩化セシウム、硝酸塩、硫酸塩; 全ての

特定されていない化合物 

1.3E−10 1.3E−10 

  難溶性の物質（照射された燃料の破片） 1.2E−10 1.2E−10 
124Ba 吸入摂取 F 2.3E−11 2.3E−11 

  M 2.5E−11 2.5E−11 

  S 2.6E−11 2.6E−11 

 経口摂取 水溶性 8.5E−11 8.5E−11 

  不溶性（硫酸塩及びチタン酸塩） 8.5E−11 8.5E−11 
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表 3-1 改良コードと OIR Data Viewer ver. 3.01.05.18 の実効線量係数の比較（12/26） 

核種 摂取経路 
化学形又は 

血液への吸収タイプ 

実効線量係数（Sv/Bq) 

コード Data Viewer 

126Ba 吸入摂取 F 9.5E−11 9.4E−11 

  M 1.2E−10 1.2E−10 

  S 1.2E−10 1.2E−10 

 経口摂取 水溶性 2.4E−10 2.4E−10 

  不溶性（硫酸塩及びチタン酸塩） 2.4E−10 2.4E−10 
127Ba 吸入摂取 F 9.9E−12 9.9E−12 

  M 1.1E−11 1.1E−11 

  S 1.1E−11 1.1E−11 

 経口摂取 水溶性 2.8E−11 2.8E−11 

  不溶性（硫酸塩及びチタン酸塩） 2.8E−11 2.8E−11 
128Ba 吸入摂取 F 6.0E−10 6.0E−10 

  M 8.3E−10 8.3E−10 

  S 8.8E−10 8.8E−10 

 経口摂取 水溶性 8.9E−10 8.8E−10 

  不溶性（硫酸塩及びチタン酸塩） 8.7E−10 8.7E−10 
129Ba 吸入摂取 F 1.9E−11 1.9E−11 

  M 2.4E−11 2.4E−11 

  S 2.5E−11 2.5E−11 

 経口摂取 水溶性 3.5E−11 3.5E−11 

  不溶性（硫酸塩及びチタン酸塩） 3.5E−11 3.5E−11 
129mBa 吸入摂取 F 2.9E−11 2.9E−11 

  M 3.5E−11 3.5E−11 

  S 3.5E−11 3.5E−11 

 経口摂取 水溶性 5.8E−11 5.8E−11 

  不溶性（硫酸塩及びチタン酸塩） 5.9E−11 5.9E−11 
131Ba 吸入摂取 F 1.7E−10 1.7E−10 

  M 3.3E−10 3.3E−10 

  S 3.7E−10 3.7E−10 

 経口摂取 水溶性 2.2E−10 2.2E−10 

  不溶性（硫酸塩及びチタン酸塩） 2.1E−10 2.1E−10 
131mBa 吸入摂取 F 4.1E−12 4.1E−12 

  M 5.1E−12 5.1E−12 

  S 5.1E−12 5.1E−12 

 経口摂取 水溶性 8.3E−13 8.3E−13 

  不溶性（硫酸塩及びチタン酸塩） 8.2E−13 8.2E−13 
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表 3-1 改良コードと OIR Data Viewer ver. 3.01.05.18 の実効線量係数の比較（13/26） 

核種 摂取経路 
化学形又は 

血液への吸収タイプ 

実効線量係数（Sv/Bq) 

コード Data Viewer 

133Ba 吸入摂取 F 1.3E−09 1.3E−09 

  M 1.7E−09 1.6E−09 

  S 1.3E−08 1.3E−08 

 経口摂取 水溶性 1.0E−09 1.0E−09 

  不溶性（硫酸塩及びチタン酸塩） 2.0E−10 2.0E−10 
133mBa 吸入摂取 F 7.7E−11 7.7E−11 

  M 1.5E−10 1.5E−10 

  S 1.7E−10 1.7E−10 

 経口摂取 水溶性 6.9E−11 6.9E−11 

  不溶性（硫酸塩及びチタン酸塩） 6.4E−11 6.4E−11 
135mBa 吸入摂取 F 6.7E−11 6.7E−11 

  M 1.3E−10 1.3E−10 

  S 1.4E−10 1.4E−10 

 経口摂取 水溶性 5.9E−11 5.9E−11 

  不溶性（硫酸塩及びチタン酸塩） 5.5E−11 5.5E−11 
139Ba 吸入摂取 F 5.0E−11 5.0E−11 

  M 6.5E−11 6.5E−11 

  S 6.6E−11 6.6E−11 

 経口摂取 水溶性 1.2E−10 1.2E−10 

  不溶性（硫酸塩及びチタン酸塩） 1.2E−10 1.2E−10 
140Ba 吸入摂取 F 7.0E−10 6.9E−10 

  M 1.8E−09 1.8E−09 

  S 2.2E−09 2.2E−09 

 経口摂取 水溶性 7.1E−10 7.1E−10 

  不溶性（硫酸塩及びチタン酸塩） 5.3E−10 5.3E−10 
141Ba 吸入摂取 F 2.7E−11 2.7E−11 

  M 3.3E−11 3.3E−11 

  S 3.4E−11 3.4E−11 

 経口摂取 水溶性 6.9E−11 6.9E−11 

  不溶性（硫酸塩及びチタン酸塩） 6.9E−11 6.9E−11 
142Ba 吸入摂取 F 1.7E−11 1.7E−11 

  M 2.0E−11 2.0E−11 

  S 2.0E−11 2.0E−11 

 経口摂取 水溶性 3.3E−11 3.3E−11 

  不溶性（硫酸塩及びチタン酸塩） 3.3E−11 3.3E−11 
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表 3-1 改良コードと OIR Data Viewer ver. 3.01.05.18 の実効線量係数の比較（14/26） 

核種 摂取経路 
化学形又は 

血液への吸収タイプ 

実効線量係数（Sv/Bq) 

コード Data Viewer 

182Ir 吸入摂取 F 2.0E−11 2.0E−11 

  M 2.4E−11 2.4E−11 

  S 2.4E−11 2.4E−11 

 経口摂取 全ての特定されていない化学形 5.7E−11 5.6E−11 
183Ir 吸入摂取 F 2.1E−11 2.1E−11 

  M 2.9E−11 2.9E−11 

  S 2.9E−11 2.9E−11 

 経口摂取 全ての特定されていない化学形 3.9E−11 3.9E−11 
184Ir 吸入摂取 F 6.6E−11 6.6E−11 

  M 9.4E−11 9.4E−11 

  S 9.6E−11 9.6E−11 

 経口摂取 全ての特定されていない化学形 1.3E−10 1.3E−10 
185Ir 吸入摂取 F 8.8E−11 8.8E−11 

  M 1.3E−10 1.3E−10 

  S 1.4E−10 1.4E−10 

 経口摂取 全ての特定されていない化学形 1.4E−10 1.4E−10 
186Ir 吸入摂取 F 1.8E−10 1.8E−10 

  M 2.4E−10 2.4E−10 

  S 2.5E−10 2.5E−10 

 経口摂取 全ての特定されていない化学形 3.0E−10 3.0E−10 
186mIr 吸入摂取 F 2.7E−11 2.7E−11 

  M 3.7E−11 3.7E−11 

  S 3.8E−11 3.8E−11 

 経口摂取 全ての特定されていない化学形 5.4E−11 5.4E−11 
187Ir 吸入摂取 F 2.8E−11 2.8E−11 

  M 4.5E−11 4.5E−11 

  S 4.7E−11 4.7E−11 

 経口摂取 全ての特定されていない化学形 4.7E−11 4.7E−11 
188Ir 吸入摂取 F 3.3E−10 3.3E−10 

  M 3.8E−10 3.8E−10 

  S 4.0E−10 4.0E−10 

 経口摂取 全ての特定されていない化学形 4.9E−10 4.9E−10 
189Ir 吸入摂取 F 8.3E−11 8.3E−11 

  M 1.6E−10 1.6E−10 

  S 1.9E−10 1.9E−10 

 経口摂取 全ての特定されていない化学形 4.2E−11 4.2E−11 
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表 3-1 改良コードと OIR Data Viewer ver. 3.01.05.18 の実効線量係数の比較（15/26） 

核種 摂取経路 
化学形又は 

血液への吸収タイプ 

実効線量係数（Sv/Bq) 

コード Data Viewer 

190Ir 吸入摂取 F 7.4E−10 7.3E−10 

  M 7.6E−10 7.6E−10 

  S 8.3E−10 8.3E−10 

 経口摂取 全ての特定されていない化学形 5.9E−10 5.9E−10 
190mIr 吸入摂取 F 3.0E−12 3.0E−12 

  M 3.1E−12 3.1E−12 

  S 3.4E−12 3.4E−12 

 経口摂取 全ての特定されていない化学形 2.3E−12 2.3E−12 
190nIr 吸入摂取 F 4.1E−11 4.1E−11 

  M 5.8E−11 5.8E−11 

  S 6.0E−11 6.0E−11 

 経口摂取 全ての特定されていない化学形 7.5E−11 7.5E−11 
192Ir 吸入摂取 F 1.7E−09 1.7E−09 

  M 1.9E−09 1.9E−09 

  S 2.7E−09 2.7E−09 

 経口摂取 全ての特定されていない化学形 4.5E−10 4.5E−10 
192nIr 吸入摂取 F 1.2E−08 1.2E−08 

  M 6.2E−09 6.2E−09 

  S 9.3E−08 9.3E−08 

 経口摂取 全ての特定されていない化学形 5.4E−10 5.4E−10 
193mIr 吸入摂取 F 5.3E−11 5.3E−11 

  M 2.3E−10 2.3E−10 

  S 2.8E−10 2.8E−10 

 経口摂取 全ての特定されていない化学形 3.5E−12 3.5E−12 
194Ir 吸入摂取 F 2.1E−10 2.1E−10 

  M 3.2E−10 3.2E−10 

  S 3.3E−10 3.3E−10 

 経口摂取 全ての特定されていない化学形 3.4E−10 3.4E−10 
194mIr 吸入摂取 F 5.8E−09 5.8E−09 

  M 4.6E−09 4.6E−09 

  S 7.5E−09 7.4E−09 

 経口摂取 全ての特定されていない化学形 1.2E−09 1.2E−09 
195Ir 吸入摂取 F 3.3E−11 3.3E−11 

  M 5.6E−11 5.6E−11 

  S 5.7E−11 5.7E−11 

 経口摂取 全ての特定されていない化学形 4.8E−11 4.8E−11 
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表 3-1 改良コードと OIR Data Viewer ver. 3.01.05.18 の実効線量係数の比較（16/26） 

核種 摂取経路 
化学形又は 

血液への吸収タイプ 

実効線量係数（Sv/Bq) 

コード Data Viewer 

195mIr 吸入摂取 F 4.1E−11 4.1E−11 

  M 7.4E−11 7.4E−11 

  S 7.6E−11 7.6E−11 

 経口摂取 全ての特定されていない化学形 5.1E−11 5.1E−11 
196mIr 吸入摂取 F 5.1E−11 5.1E−11 

  M 7.4E−11 7.4E−11 

  S 7.5E−11 7.5E−11 

 経口摂取 全ての特定されていない化学形 9.1E−11 9.1E−11 
194Pb 吸入摂取 F 1.1E−11 1.1E−11 

  M 1.3E−11 1.3E−11 

  S 1.3E−11 1.3E−11 

 経口摂取 全ての化学形 2.3E−11 2.3E−11 
195mPb 吸入摂取 F 2.5E−11 2.5E−11 

  M 1.8E−11 1.8E−11 

  S 1.8E−11 1.8E−11 

 経口摂取 全ての化学形 2.3E−11 2.3E−11 
196Pb 吸入摂取 F 2.5E−11 2.5E−11 

  M 2.2E−11 2.2E−11 

  S 2.3E−11 2.2E−11 

 経口摂取 全ての化学形 2.6E−11 2.6E−11 
197mPb 吸入摂取 F 5.0E−11 5.0E−11 

  M 3.8E−11 3.8E−11 

  S 3.8E−11 3.8E−11 

 経口摂取 全ての化学形 3.9E−11 3.9E−11 
198Pb 吸入摂取 F 7.4E−11 7.4E−11 

  M 5.6E−11 5.6E−11 

  S 5.7E−11 5.7E−11 

 経口摂取 全ての化学形 6.1E−11 6.1E−11 
199Pb 吸入摂取 F 3.7E−11 3.7E−11 

  M 2.2E−11 2.2E−11 

  S 2.2E−11 2.2E−11 

 経口摂取 全ての化学形 3.4E−11 3.4E−11 
200Pb 吸入摂取 F 4.0E−10 4.0E−10 

  M 2.1E−10 2.1E−10 

  S 2.2E−10 2.2E−10 

 経口摂取 全ての化学形 1.8E−10 1.8E−10 
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表 3-1 改良コードと OIR Data Viewer ver. 3.01.05.18 の実効線量係数の比較（17/26） 

核種 摂取経路 
化学形又は 

血液への吸収タイプ 

実効線量係数（Sv/Bq) 

コード Data Viewer 

201Pb 吸入摂取 F 1.3E−10 1.3E−10 

  M 7.9E−11 7.9E−11 

  S 7.9E−11 7.9E−11 

 経口摂取 全ての化学形 1.0E−10 1.0E−10 
202Pb 吸入摂取 F 3.0E−08 3.0E−08 

  M 9.1E−09 9.0E−09 

  S 8.2E−08 8.2E−08 

 経口摂取 全ての化学形 1.2E−08 1.2E−08 
202mPb 吸入摂取 F 9.0E−11 9.0E−11 

  M 7.8E−11 7.8E−11 

  S 7.9E−11 7.9E−11 

 経口摂取 全ての化学形 1.1E−10 1.1E−10 
203Pb 吸入摂取 F 2.3E−10 2.3E−10 

  M 1.2E−10 1.2E−10 

  S 1.2E−10 1.2E−10 

 経口摂取 全ての化学形 1.2E−10 1.2E−10 
204mPb 吸入摂取 F 2.1E−11 2.1E−11 

  M 2.4E−11 2.4E−11 

  S 2.4E−11 2.4E−11 

 経口摂取 全ての化学形 4.9E−11 4.9E−11 
205Pb 吸入摂取 F 2.4E−10 2.4E−10 

  M 7.7E−11 7.7E−11 

  S 1.1E−09 1.1E−09 

 経口摂取 全ての化学形 9.1E−11 9.1E−11 
209Pb 吸入摂取 F 7.4E−11 7.4E−11 

  M 4.4E−11 4.4E−11 

  S 4.4E−11 4.4E−11 

 経口摂取 全ての化学形 2.3E−11 2.3E−11 
210Pb 吸入摂取 F 7.0E−07 7.0E−07 

  M 6.2E−07 6.2E−07 

  S 9.2E−06 9.2E−06 

 経口摂取 全ての化学形 3.2E−07 3.2E−07 
211Pb 吸入摂取 F 2.5E−08 2.5E−08 

  M 1.3E−08 1.3E−08 

  S 1.3E−08 1.3E−08 

 経口摂取 全ての化学形 1.0E−10 1.0E−10 
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表 3-1 改良コードと OIR Data Viewer ver. 3.01.05.18 の実効線量係数の比較（18/26） 

核種 摂取経路 
化学形又は 

血液への吸収タイプ 

実効線量係数（Sv/Bq) 

コード Data Viewer 

212Pb 吸入摂取 F 3.0E−07 3.0E−07 

  M 9.4E−08 9.4E−08 

  S 9.4E−08 9.4E−08 

 経口摂取 全ての化学形 5.6E−09 5.6E−09 
214Pb 吸入摂取 F 2.0E−08 2.0E−08 

  M 1.4E−08 1.4E−08 

  S 1.4E−08 1.4E−08 

 経口摂取 全ての化学形 7.7E−11 7.7E−11 
200Bi 吸入摂取 F 2.7E−11 2.7E−11 

  M 2.8E−11 2.8E−11 

  S 2.8E−11 2.8E−11 

 経口摂取 全ての化学形 5.0E−11 5.0E−11 
201Bi 吸入摂取 F 5.4E−11 5.4E−11 

  M 5.6E−11 5.6E−11 

  S 5.6E−11 5.6E−11 

 経口摂取 全ての化学形 8.8E−11 8.8E−11 
202Bi 吸入摂取 F 4.8E−11 4.8E−11 

  M 4.9E−11 4.9E−11 

  S 4.9E−11 4.9E−11 

 経口摂取 全ての化学形 9.0E−11 8.9E−11 
203Bi 吸入摂取 F 2.1E−10 2.1E−10 

  M 2.2E−10 2.2E−10 

  S 2.3E−10 2.3E−10 

 経口摂取 全ての化学形 3.3E−10 3.3E−10 
204Bi 吸入摂取 F 2.6E−10 2.6E−10 

  M 2.7E−10 2.7E−10 

  S 2.7E−10 2.7E−10 

 経口摂取 全ての化学形 4.0E−10 4.0E−10 
205Bi 吸入摂取 F 5.0E−10 5.0E−10 

  M 7.3E−10 7.3E−10 

  S 8.2E−10 8.2E−10 

 経口摂取 全ての化学形 6.1E−10 6.1E−10 
206Bi 吸入摂取 F 9.3E−10 9.2E−10 

  M 1.2E−09 1.2E−09 

  S 1.3E−09 1.2E−09 

 経口摂取 全ての化学形 1.2E−09 1.2E−09 
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表 3-1 改良コードと OIR Data Viewer ver. 3.01.05.18 の実効線量係数の比較（19/26） 

核種 摂取経路 
化学形又は 

血液への吸収タイプ 

実効線量係数（Sv/Bq) 

コード Data Viewer 

207Bi 吸入摂取 F 8.5E−10 8.5E−10 

  M 3.8E−09 3.8E−09 

  S 6.5E−08 6.5E−08 

 経口摂取 全ての化学形 8.3E−10 8.3E−10 
208Bi 吸入摂取 F 1.0E−09 1.0E−09 

  M 3.6E−09 3.5E−09 

  S 8.0E−08 8.0E−08 

 経口摂取 全ての化学形 9.8E−10 9.8E−10 
210Bi 吸入摂取 F 2.5E−09 2.5E−09 

  M 2.9E−08 2.9E−08 

  S 5.7E−08 5.7E−08 

 経口摂取 全ての化学形 1.1E−09 1.1E−09 
210mBi 吸入摂取 F 1.3E−07 1.3E−07 

  M 1.4E−06 1.4E−06 

  S 1.4E−05 1.4E−05 

 経口摂取 全ての化学形 2.6E−08 2.5E−08 
212Bi 吸入摂取 F 2.8E−08 2.8E−08 

  M 2.9E−08 2.9E−08 

  S 2.9E−08 2.9E−08 

 経口摂取 全ての化学形 1.1E−10 1.1E−10 
213Bi 吸入摂取 F 2.8E−08 2.8E−08 

  M 2.9E−08 2.9E−08 

  S 2.9E−08 2.9E−08 

 経口摂取 全ての化学形 5.5E−11 5.5E−11 
214Bi 吸入摂取 F 1.4E−08 1.4E−08 

  M 1.4E−08 1.4E−08 

  S 1.4E−08 1.4E−08 

 経口摂取 全ての化学形 4.8E−11 4.7E−11 
203Po 吸入摂取 F 3.5E−11 3.5E−11 

  M 3.7E−11 3.7E−11 

  S 3.7E−11 3.7E−11 

 経口摂取 全ての化学形 4.4E−11 4.4E−11 
204Po 吸入摂取 F 2.5E−10 2.5E−10 

  M 3.1E−10 3.1E−10 

  S 3.2E−10 3.2E−10 

 経口摂取 全ての化学形 1.8E−10 1.8E−10 
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表 3-1 改良コードと OIR Data Viewer ver. 3.01.05.18 の実効線量係数の比較（20/26） 

核種 摂取経路 
化学形又は 

血液への吸収タイプ 

実効線量係数（Sv/Bq) 

コード Data Viewer 

205Po 吸入摂取 F 3.1E−11 3.1E−11 

  M 3.3E−11 3.3E−11 

  S 3.4E−11 3.4E−11 

 経口摂取 全ての化学形 4.8E−11 4.8E−11 
206Po 吸入摂取 F 5.4E−09 5.4E−09 

  M 1.9E−08 1.9E−08 

  S 2.3E−08 2.3E−08 

 経口摂取 全ての化学形 2.9E−09 2.9E−09 
207Po 吸入摂取 F 6.3E−11 6.3E−11 

  M 6.9E−11 6.9E−11 

  S 7.2E−11 7.2E−11 

 経口摂取 全ての化学形 1.0E−10 1.0E−10 
208Po 吸入摂取 F 3.4E−07 3.4E−07 

  M 1.5E−06 1.5E−06 

  S 5.0E−06 5.0E−06 

 経口摂取 全ての化学形 2.4E−07 2.4E−07 
209Po 吸入摂取 F 3.4E−07 3.4E−07 

  M 1.5E−06 1.5E−06 

  S 1.2E−05 1.2E−05 

 経口摂取 全ての化学形 2.4E−07 2.4E−07 
210Po 吸入摂取 F 2.8E−07 2.8E−07 

  M 1.1E−06 1.1E−06 

  S 1.8E−06 1.8E−06 

 経口摂取 全ての化学形 1.8E−07 1.8E−07 
223Ra 吸入摂取 F 1.9E−07 1.9E−07 

  M 1.8E−06 1.8E−06 

  S 2.2E−06 2.2E−06 

 経口摂取 全ての化学形 4.1E−08 4.1E−08 
224Ra 吸入摂取 F 1.3E−07 1.2E−07 

  M 9.1E−07 9.1E−07 

  S 1.1E−06 1.1E−06 

 経口摂取 全ての化学形 2.9E−08 2.9E−08 
225Ra 吸入摂取 F 5.9E−08 5.9E−08 

  M 9.6E−07 9.6E−07 

  S 1.3E−06 1.3E−06 

 経口摂取 全ての化学形 4.5E−08 4.5E−08 
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表 3-1 改良コードと OIR Data Viewer ver. 3.01.05.18 の実効線量係数の比較（21/26） 

核種 摂取経路 
化学形又は 

血液への吸収タイプ 

実効線量係数（Sv/Bq) 

コード Data Viewer 

226Ra 吸入摂取 F 1.6E−07 1.6E−07 

  M 1.4E−06 1.4E−06 

  S 1.3E−05 1.3E−05 

 経口摂取 全ての化学形 1.3E−07 1.3E−07 
227Ra 吸入摂取 F 2.0E−10 1.9E−10 

  M 1.2E−10 1.2E−10 

  S 2.7E−10 2.7E−10 

 経口摂取 全ての化学形 5.9E−11 5.8E−11 
228Ra 吸入摂取 F 4.1E−07 4.1E−07 

  M 1.2E−06 1.2E−06 

  S 2.2E−05 2.2E−05 

 経口摂取 全ての化学形 3.4E−07 3.4E−07 
230Ra 吸入摂取 F 8.9E−11 8.9E−11 

  M 1.1E−10 1.1E−10 

  S 1.1E−10 1.1E−10 

 経口摂取 全ての化学形 1.5E−10 1.5E−10 
226Th 吸入摂取 塩化物、クエン酸塩、硝酸塩及び硫酸塩を

含む水溶性化合物、フッ化物 

5.3E−08 5.3E−08 

  F 2.9E−08 2.9E−08 

  M 5.5E−08 5.5E−08 

  S 5.5E−08 5.5E−08 

 経口摂取 全ての化学形 3.6E−12 3.6E−12 
227Th 吸入摂取 塩化物、クエン酸塩、硝酸塩及び硫酸塩を

含む水溶性化合物、フッ化物 

1.7E−06 1.7E−06 

  F 3.7E−07 3.7E−07 

  M 1.6E−06 1.5E−06 

  S 2.1E−06 2.1E−06 

 経口摂取 全ての化学形 1.3E−09 1.3E−09 
228Th 吸入摂取 塩化物、クエン酸塩、硝酸塩及び硫酸塩を

含む水溶性化合物、フッ化物 

1.1E−05 1.1E−05 

  F 1.7E−05 1.7E−05 

  M 9.1E−06 9.0E−06 

  S 2.3E−05 2.3E−05 

 経口摂取 全ての化学形 3.1E−08 3.1E−08 
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表 3-1 改良コードと OIR Data Viewer ver. 3.01.05.18 の実効線量係数の比較（22/26） 

核種 摂取経路 
化学形又は 

血液への吸収タイプ 

実効線量係数（Sv/Bq) 

コード Data Viewer 

229Th 吸入摂取 塩化物、クエン酸塩、硝酸塩及び硫酸塩を

含む水溶性化合物、フッ化物 

3.4E−05 3.4E−05 

  F 1.2E−04 1.2E−04 

  M 2.7E−05 2.7E−05 

  S 9.5E−05 9.4E−05 

 経口摂取 全ての化学形 2.1E−07 2.1E−07 
230Th 吸入摂取 塩化物、クエン酸塩、硝酸塩及び硫酸塩を

含む水溶性化合物、フッ化物 

9.2E−06 9.2E−06 

  F 3.4E−05 3.4E−05 

  M 7.3E−06 7.3E−06 

  S 1.5E−05 1.5E−05 

 経口摂取 全ての化学形 6.0E−08 6.0E−08 
231Th 吸入摂取 塩化物、クエン酸塩、硝酸塩及び硫酸塩を

含む水溶性化合物、フッ化物 

1.2E−10 1.2E−10 

  F 4.6E−11 4.6E−11 

  M 1.2E−10 1.2E−10 

  S 1.3E−10 1.3E−10 

 経口摂取 全ての化学形 1.7E−11 1.7E−11 
232Th 吸入摂取 塩化物、クエン酸塩、硝酸塩及び硫酸塩を

含む水溶性化合物、フッ化物 

1.0E−05 1.0E−05 

  F 4.0E−05 4.0E−05 

  M 8.2E−06 8.2E−06 

  S 5.4E−05 5.4E−05 

 経口摂取 全ての化学形 7.1E−08 7.0E−08 
233Th 吸入摂取 塩化物、クエン酸塩、硝酸塩及び硫酸塩を

含む水溶性化合物、フッ化物 

1.6E−11 1.6E−11 

  F 1.1E−11 1.1E−11 

  M 1.7E−11 1.7E−11 

  S 1.7E−11 1.7E−11 

 経口摂取 全ての化学形 2.2E−11 2.2E−11 
234Th 吸入摂取 塩化物、クエン酸塩、硝酸塩及び硫酸塩を

含む水溶性化合物、フッ化物 

2.6E−09 2.6E−09 

  F 1.9E−09 1.9E−09 

  M 2.3E−09 2.3E−09 

  S 2.9E−09 2.9E−09 

 経口摂取 全ての化学形 5.9E−10 5.9E−10 
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表 3-1 改良コードと OIR Data Viewer ver. 3.01.05.18 の実効線量係数の比較（23/26） 

核種 摂取経路 
化学形又は 

血液への吸収タイプ 

実効線量係数（Sv/Bq) 

コード Data Viewer 

236Th 吸入摂取 塩化物、クエン酸塩、硝酸塩及び硫酸塩を

含む水溶性化合物、フッ化物 

5.8E−11 5.8E−11 

  F 3.8E−11 3.7E−11 

  M 6.0E−11 6.0E−11 

  S 6.0E−11 6.0E−11 

 経口摂取 全ての化学形 9.1E−11 9.1E−11 
230U 吸入摂取 硝酸ウラニル、過酸化ウラン水和物、重ウ

ラン酸アンモニウム、三酸化ウラン 

1.1E−06 1.1E−06 

  八酸化三ウラン、二酸化ウラン 3.6E−06 3.6E−06 

  ウランアルミナイド 3.7E−06 3.7E−06 

  F 2.5E−07 2.5E−07 

  M 2.8E−06 2.8E−06 

  S 3.7E−06 3.7E−06 

 経口摂取 水溶性の物質 1.3E−08 1.3E−08 

  難溶性の物質 1.4E−09 1.4E−09 

231U 吸入摂取 硝酸ウラニル、過酸化ウラン水和物、重ウ

ラン酸アンモニウム、三酸化ウラン 

9.6E−11 9.6E−11 

  八酸化三ウラン、二酸化ウラン 1.9E−10 1.9E−10 

  ウランアルミナイド 1.9E−10 1.9E−10 

  F 4.7E−11 4.7E−11 

  M 1.6E−10 1.6E−10 

  S 2.0E−10 2.0E−10 

 経口摂取 水溶性の物質 4.9E−11 4.9E−11 

  難溶性の物質 4.9E−11 4.9E−11 

232U 吸入摂取 硝酸ウラニル、過酸化ウラン水和物、重ウ

ラン酸アンモニウム、三酸化ウラン 

1.1E−06 1.1E−06 

  八酸化三ウラン、二酸化ウラン 2.1E−05 2.1E−05 

  ウランアルミナイド 7.4E−06 7.4E−06 

  F 1.3E−06 1.3E−06 

  M 3.0E−06 3.0E−06 

  S 6.8E−05 6.8E−05 

 経口摂取 水溶性の物質 1.8E−07 1.8E−07 

  難溶性の物質 1.8E−08 1.8E−08 
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表 3-1 改良コードと OIR Data Viewer ver. 3.01.05.18 の実効線量係数の比較（24/26） 

核種 摂取経路 
化学形又は 

血液への吸収タイプ 

実効線量係数（Sv/Bq) 

コード Data Viewer 

233U 吸入摂取 硝酸ウラニル、過酸化ウラン水和物、重

ウラン酸アンモニウム、三酸化ウラン 

4.2E−07 4.2E−07 

  八酸化三ウラン、二酸化ウラン 5.6E−06 5.6E−06 

  ウランアルミナイド 3.1E−06 3.1E−06 

  F 2.6E−07 2.6E−07 

  M 1.5E−06 1.5E−06 

  S 1.4E−05 1.3E−05 

 経口摂取 水溶性の物質 3.6E−08 3.5E−08 

  難溶性の物質 3.6E−09 3.5E−09 

234U 吸入摂取 硝酸ウラニル、過酸化ウラン水和物、重

ウラン酸アンモニウム、三酸化ウラン 

4.1E−07 4.1E−07 

  八酸化三ウラン、二酸化ウラン 5.6E−06 5.5E−06 

  ウランアルミナイド 3.0E−06 3.0E−06 

  F 2.5E−07 2.5E−07 

  M 1.4E−06 1.4E−06 

  S 1.3E−05 1.3E−05 

 経口摂取 水溶性の物質 3.5E−08 3.5E−08 

  難溶性の物質 3.5E−09 3.5E−09 

235U 吸入摂取 硝酸ウラニル、過酸化ウラン水和物、重

ウラン酸アンモニウム、三酸化ウラン 

3.8E−07 3.8E−07 

  八酸化三ウラン、二酸化ウラン 5.1E−06 5.1E−06 

  ウランアルミナイド 2.8E−06 2.8E−06 

  F 2.3E−07 2.3E−07 

  M 1.3E−06 1.3E−06 

  S 1.2E−05 1.2E−05 

 経口摂取 水溶性の物質 3.2E−08 3.2E−08 

  難溶性の物質 3.3E−09 3.3E−09 

235mU 吸入摂取 硝酸ウラニル、過酸化ウラン水和物、重

ウラン酸アンモニウム、三酸化ウラン 

6.0E−17 6.0E−17 

  八酸化三ウラン、二酸化ウラン 6.0E−17 6.0E−17 

  ウランアルミナイド 5.9E−17 5.9E−17 

  F 6.9E−17 6.9E−17 

  M 6.0E−17 6.0E−17 

  S 6.0E−17 6.0E−17 

 経口摂取 水溶性の物質 5.8E−19 5.8E−19 

  難溶性の物質 5.9E−20 5.9E−20 
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表 3-1 改良コードと OIR Data Viewer ver. 3.01.05.18 の実効線量係数の比較（25/26） 

核種 摂取経路 
化学形又は 

血液への吸収タイプ 

実効線量係数（Sv/Bq) 

コード Data Viewer 

236U 吸入摂取 硝酸ウラニル、過酸化ウラン水和物、重

ウラン酸アンモニウム、三酸化ウラン 

3.9E−07 3.8E−07 

  八酸化三ウラン、二酸化ウラン 5.2E−06 5.2E−06 

  ウランアルミナイド 2.8E−06 2.8E−06 

  F 2.4E−07 2.4E−07 

  M 1.3E−06 1.3E−06 

  S 1.2E−05 1.2E−05 

 経口摂取 水溶性の物質 3.2E−08 3.2E−08 

  難溶性の物質 3.2E−09 3.2E−09 

237U 吸入摂取 硝酸ウラニル、過酸化ウラン水和物、重

ウラン酸アンモニウム、三酸化ウラン 

2.4E−10 2.4E−10 

  八酸化三ウラン、二酸化ウラン 4.8E−10 4.8E−10 

  ウランアルミナイド 4.9E−10 4.9E−10 

  F 1.1E−10 1.1E−10 

  M 4.1E−10 4.1E−10 

  S 4.8E−10 4.8E−10 

 経口摂取 水溶性の物質 7.6E−11 7.6E−11 

  難溶性の物質 7.4E−11 7.4E−11 

238U 吸入摂取 硝酸ウラニル、過酸化ウラン水和物、重

ウラン酸アンモニウム、三酸化ウラン 

3.6E−07 3.6E−07 

  八酸化三ウラン、二酸化ウラン 4.8E−06 4.8E−06 

  ウランアルミナイド 2.6E−06 2.6E−06 

  F 2.2E−07 2.2E−07 

  M 1.2E−06 1.2E−06 

  S 1.2E−05 1.2E−05 

 経口摂取 水溶性の物質 3.1E−08 3.1E−08 

  難溶性の物質 3.1E−09 3.1E−09 

239U 吸入摂取 硝酸ウラニル、過酸化ウラン水和物、重

ウラン酸アンモニウム、三酸化ウラン 

1.8E−11 1.8E−11 

  八酸化三ウラン、二酸化ウラン 1.9E−11 1.9E−11 

  ウランアルミナイド 1.9E−11 1.9E−11 

  F 1.6E−11 1.6E−11 

  M 1.9E−11 1.9E−11 

  S 1.9E−11 1.9E−11 

 経口摂取 水溶性の物質 2.4E−11 2.4E−11 

  難溶性の物質 2.4E−11 2.4E−11 
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表 3-1 改良コードと OIR Data Viewer ver. 3.01.05.18 の実効線量係数の比較（26/26） 

核種 摂取経路 
化学形又は 

血液への吸収タイプ 

実効線量係数（Sv/Bq) 

コード Data Viewer 

240U 吸入摂取 硝酸ウラニル、過酸化ウラン水和物、重

ウラン酸アンモニウム、三酸化ウラン 

2.8E−10 2.8E−10 

  八酸化三ウラン、二酸化ウラン 3.2E−10 3.2E−10 

  ウランアルミナイド 3.2E−10 3.2E−10 

  F 2.0E−10 2.0E−10 

  M 3.0E−10 3.0E−10 

  S 3.2E−10 3.2E−10 

 経口摂取 水溶性の物質 2.6E−10 2.6E−10 

  難溶性の物質 2.6E−10 2.6E−10 

242U 吸入摂取 硝酸ウラニル、過酸化ウラン水和物、重

ウラン酸アンモニウム、三酸化ウラン 

3.1E−11 3.1E−11 

  八酸化三ウラン、二酸化ウラン 3.1E−11 3.1E−11 

  ウランアルミナイド 3.1E−11 3.1E−11 

  F 2.9E−11 2.9E−11 

  M 3.1E−11 3.1E−11 

  S 3.1E−11 3.1E−11 

 経口摂取 水溶性の物質 6.2E−11 6.2E−11 

  難溶性の物質 6.2E−11 6.2E−11 
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3.3 1990 年勧告に準拠する線量係数の計算、日本人パラメータの適用 

国内の放射線規制への 2007 年勧告の取入れに係る検討においては、新旧の実効線量係数の

差異やその影響因子に関する知見が重要となる。また、日本人の特性が実効線量係数に及ぼ

す影響についても、国際データを国内の規制に採用する際の重要な参考データとなる。そこ

で、本事業では、こうした検討に資するため、1990 年勧告に従うモデルやデータ、日本人パ

ラメータを用いた線量係数計算が可能な内部被ばく線量評価コードを開発する計画である。

本節では、それぞれの計算を実施するための検討結果及び対応方法を記す。 

3.3.1 1990 年勧告に準拠する線量係数の計算 

放射線加重係数 wR、組織加重係数 wT、放射性核種崩壊データ、体内動態モデル及び SAF デ

ータを基に等価線量及び実効線量を算出する流れについては、1990 年勧告と 2007 年勧告で

ほぼ同様である[4, 5]。しかしながら、2007 年勧告に準拠した線量評価では、使用する線量評

価モデルやデータは全て改訂された。また、実効線量の算出におけるいくつかのルールにつ

いても見直しがあった。 

コードの維持管理を考慮すると、1990 年勧告に準拠する線量係数の計算を実行可能とする

にあたって、内部被ばく線量評価コードの構造、アルゴリズム等に変更を加えることは、可

能な限り最小限にすることが望ましい。本項では、1990 年勧告と 2007 年勧告について、線量

評価モデル・データや実効線量算出手順の差異をまとめるとともに、データの与え方に関す

る検討結果を記す。 

(1) 線量評価モデル・データ 

表 3-2 に、各基本勧告において参照する線量評価モデル・データの比較を示す。各データ・

モデルについて、実効線量を算出するにあたって考慮すべき差異を以下に記す。 

表 3-2 線量評価モデル・データの比較 

データ・モデル 1990 年勧告 2007 年勧告 

体重、組織・臓器質量 ICRP Publ. 23 [29], 

ORNL/TM-8381/V1 [30] 

ICRP Publ. 89 [22] 

放射線加重係数 wR、 

組織加重係数 wT 

ICRP Publ. 60 [4] ICRP Publ. 103 [5] 

放射性核種崩壊データ ICRP Publ. 38 [31] ICRP Publ. 107 [24] 

体内動態モデル 

呼吸気道モデル 

消化管モデル 

組織系動態モデル 

 

ICRP Publ. 66 [32] 

ICRP Publ. 30 part 1 [33] 

ICRP Publ. 30 parts 1–4, 56, 67, 

69, 71 [33–40] 

 

ICRP Publ. 130 [25] 

ICRP Publ. 100 [23] 

ICRP Publ. 134, 137 [20, 21] 

SAF データ 光子：ORNL/TM-12351 [41] 

電子、α粒子等：ICRP Publ. 30 

part 1, 66 [32, 33] 

ICRP Publ. 133 [19] 
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・体重、組織・臓器質量 

2007 年勧告において wTが適用される組織・臓器が追加されたため、データ数とその数値に

差異がある。 

・放射線加重係数、wR 

内部被ばくで重要となる光子、電子、α粒子（α壊変反跳核、自発核分裂片を含む）に対す

る値は変更がなかったものの、中性子に対してはエネルギー関数の見直しがあった。2007 年

勧告に準拠した線量係数評価においては、中性子を放出する核種に対して、核種が放出する

中性子スペクトルを考慮した平均 wRがデータ化されており[19]、これを使用することとなる。 

・組織加重係数、wT 

2007 年勧告において wTが適用される組織・臓器が追加されるとともに、適用する数値の見

直しが行われた。 

・放射性核種崩壊データ 

使用するデータファイル（RAD ファイル：放出放射線の種類、エネルギー、放出率、BET

ファイル：β線スペクトルデータ、NDX ファイル：壊変系列、RAD 及び BET ファイルの収

録位置等のインデックスファイル）のデータ収録様式が変更された[24, 31]。 

・体内動態モデル 

呼吸気道モデルについては、粒子輸送クリアランスに関するコンパートメントモデルの見

直しと、標準で使用する血液吸収クリアランスに関するモデルの変更があった[25]。ただし、

血液吸収クリアランスについては、2007 年勧告に準拠する計算においても、従来の規定モデ

ルを適用するケースも一部存在する[21]。消化管モデルについては、コンパートメントモデル

におけるコンパートメントが追加されるとともに、小腸内容物以外のコンパートメントから

の血液移行も考慮できる構造となった[23]。ただし、今のところ、小腸内容物以外から血液に

移行する移行パラメータは提示されていない[20, 21]。組織系動態モデルについては、体内動

態に関する最新のレビューを反映して見直されたものが順次公開されている[20, 21]。このよ

うに、モデルの見直しは進められたが、データの与え方に関する変更はない。 

・SAF データ 

2007 年勧告に準拠した線量評価における SAF データは、男女別に全放射線についてエネル

ギーの関数として与えられている[19]。一方、1990 年勧告に準拠した線量評価では、男女の

区別はなく、エネルギーの関数として SAF が与えられたのは光子並びに呼吸気道領域におけ

る電子及びα粒子のみであった。呼吸気道領域を除く電子及びα粒子に対する SAF はエネル

ギーによらない一定値として与えられ、骨領域における電子 SAF については 0.2 MeV を境に

2 つの値が設定されていた[32, 33, 41]。また、中性子に関する SAF データはなく、Dillman ら

[42]による 252Cf の中性子に対する組織と臓器の組合せ毎に評価された吸収線量データを使用

して線量を導出していた。その他、従来データには、エネルギーが 0 に限りなく近づいたと

きの SAF の極限値という概念はなく、10 keV 未満のデータはなかった。さらに、10 keV 未満

の光子については電子の SAF を適用するというルールがあった[41]。 
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(2) 実効線量算出手順 

線量評価モデル・データから実効線量を算出するまでの手順のうち、1990 年勧告と 2007 年

勧告とで異なるものについて、その内容を記す。 

・線源領域が Other の SAF の計算 

2007 年勧告における線源領域が Other の SAF、Φ(T←Other) (kg−1)は、式(3-2)に示すとおり、

Other に含まれる線源領域 S から各標的臓器 T への SAF、Φ(T←S) (kg−1)の質量加重平均する

ことで計算する[19]。 

𝛷(T ⟵ Other) =
1

𝑀Other
∑𝑀S𝛷(T ⟵ S)

S

 

ここで、MOther (kg)は Other の質量、MS (kg)は線源領域 S の質量である。一方、1990 年勧告に

おける Φ(T←Other)は、式(3-3)に示すとおり、全身線源の SAF、Φ(T←WB) (kg−1)から、Other

に含まれない線源領域 S’から各標的臓器 T への SAF、Φ(T←S’) (kg−1)及び心臓内容物 HtC か

ら各標的臓器 T への SAF、Φ(T←HtC) (kg−1)を線源領域の質量で加重し差し引くことにより計

算する[41]。 

𝛷(T ⟵ Other) =
𝑀WB𝛷(T ⟵WB) − ∑ 𝑀S′𝛷(T ⟵ S′)S′ −𝑀HtC𝛷(T ⟵ HtC)

𝑀WB − ∑ 𝑀S′S′ −𝑀HtC
 

ここで、MWB (kg−1)は全身組織質量、MS’ (kg−1)は線源領域 S’の質量、MHtC (kg−1)は HtC の質量

である。 

・放射線加重 S 係数の計算 

2007 年勧告におけるβ線に対する放射線加重 S 係数 Sw (Sv/(Bq s))の計算においては、すべ

ての線源領域-標的臓器の組合せについてスペクトルデータを参照して行うこととなってい

る[19]。一方、1990 年勧告では、SAF がエネルギー関数で与えられた呼吸気道領域内の線源

領域-標的臓器の組合せについてはスペクトルデータを参照し、それ以外の領域についてはβ

線の平均エネルギーを用いて Swの計算を行っていた[43]。 

・生殖腺の等価線量の計算 

2007 年勧告における生殖腺の等価線量は、男性人体モデルに基づく精巣に対する等価線量

と、女性人体モデルに基づく卵巣に対する等価線量の算術平均値である[5]。一方、1990 年勧

告においては、精巣と卵巣をともに有する男女の区別のない人体モデルに基づく精巣及び卵

巣に対する等価線量の大きい方が生殖腺の等価線量である[38]。 

・残りの組織の等価線量の計算 

2007 年勧告における残りの組織の等価線量 Hremは、残りの組織に含まれる 13 種類の組織・

臓器に対する等価線量の算術平均値である[5]。一方、1990 年勧告における Hremは、残りの組

織に含まれる 10 種類の組織・臓器に対する等価線量の質量加重平均とされていた。また、残

りの組織に含まれる組織・臓器の等価線量の最大値 Hmaxが、個別の wTが適用される組織・臓

器の等価線量の最大値 HT’より大きい場合、Hmaxを与える組織・臓器 Tmaxに対して残りの組織

に対する wT の半分が適用され、wT の残り半分は Tmax を除く 9 種類の組織・臓器に対する等

(3-2) 

(3-3) 
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価線量の質量加重平均値に適用される、いわゆる分割ルールが採用されていた。式で表すと

式(3-4)のとおりである[38]。 

𝐻rem =
∑ 𝑚𝑖𝐻𝑖
10
𝑖=1

∑ 𝑚𝑖
10
𝑖=1

,              if 𝐻max ≤ 𝐻T′ 

𝐻rem = 0.5
∑ 𝑚𝑖𝐻𝑖
10
𝑖=1(𝑖≠T′)

∑ 𝑚𝑖
10
𝑖=1(𝑖≠T′)

+ 0.5𝐻max, if 𝐻max > 𝐻T′ 

・実効線量の計算 

2007 年勧告における実効線量は、男女別の人体モデル[44]に基づく男女別の等価線量の平

均値に対して wT を乗じ、総和するという手順で算出する[5]。一方、1990 年勧告における実

効線量は、男女の区別のない人体モデル[30]に基づく等価線量に対して wT を乗じ、総和する

ことで算出する[4]。 

(3) データの与え方に関する検討 

開発中の線量係数計算機能に対してアルゴリズムの追加や変更を実施することなく 1990

年勧告に準拠した計算を実行するために、線量評価モデル・データや実効線量算出手順の違

いをデータの与え方で対応する方法について検討した。 

・体重、組織・臓器質量 

データ数と各数値の変更のみであり、従来のデータを開発コードのデータ様式で格納する

ことで対応可能である。 

・放射線加重係数、wR 

内部被ばくによる実効線量の算出において考慮する必要のある放射線の種類は、光子、電

子、α粒子、α壊変反跳核、自発核分裂片、及び中性子である。このうち、中性子以外につい

ては、wRの数値に変更はない。中性子に対する wRは、いずれの勧告においてもエネルギーの

関数で与えられるが、2007 年勧告に準拠した線量評価では、中性子スペクトルを考慮した wR

が核種毎にデータ化されており、SAF データとともに収録されている。そこで、1990 年勧告

に準拠した線量評価を実行するためには、Dillman ら[42]の 252Cf の中性子に対する線源領域-

標的臓器組合せ毎に評価された吸収線量データを基に SAF を導出するとともに、中性子 wR

のエネルギー関数と核崩壊データを基にスペクトルデータで加重平均した wRを算出し、ICRP 

Publ. 133 の中性子 SAF データと同じ様式のデータファイルを作成すれば良い。ここで、SAF

は、Dillman らの吸収線量を 252Cf の平均中性子エネルギーで除することで得られる。 

・組織加重係数、wT 

データ数と各数値の変更のみであり、従来のデータを開発コードのデータ様式で格納する

ことで対応可能である。 

・放射性核種崩壊データ 

ICRP Publ. 38 のデータを ICRP Publ. 107 の様式に修正した事例[45]があり、対応可能であ

る。 

(3-4) 
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・体内動態モデル 

呼吸気道の粒子輸送クリアランスモデル、消化管モデル、組織系動態モデルは、従来モデ

ルにおいても移行元と移行先コンパートメントの組合せ毎に移行係数を与えるデータが整備

されており、開発コードのデータ様式で記入することにより対応可能である。また、呼吸気

道の血液移行モデルについても、3.2.2 項で記したように、開発コードは 1990 年勧告に準拠

した線量評価における規定モデルにも対応可能となったため、従来データを開発コードのデ

ータ様式で格納することにより対応可能である。 

・SAF データ 

エネルギーに関係なく一定の値とする SAF については、エネルギー関数で表現することで

対応可能である。SAF の極限値という概念については、光子以外の SAF はエネルギーによら

ず一定値であること、10 keV 未満の光子は電子の SAF を適用することから、データの整備が

可能である。また、骨領域における電子 SAF が、0.2 MeV を境に 2 つの値が設定されている

点については、RAD ファイルにおけるエネルギーデータの有効数字が 6 桁であることから、

0.199999 MeV のエネルギー点データを追加することで対応可能である。以上のことから、従

来データを開発コードのデータ様式で格納することにより対応可能である。 

・線源領域が Other の SAF の計算 

2007 年勧告に準拠した線量評価において用いられる SAF データは体全体が何らかの線源

領域に区分されているため、式(3-2)によって Φ(T←Other)を計算することが可能である。一方、

従来の SAF データは、全身組織を除く線源領域をすべて足し合わせても全身をカバーできな

いため、式(3-2)で Φ(T←Other)を計算することはできない。そこで、従来の組織系動態モデル

を参照し、Other に含まれ得るすべての線源領域を全身組織から取り除いた領域を線源とする

SAFを式(3-3)によりあらかじめ計算しておくことで、従来の SAFデータに基づくΦ(T←Other)

を式(3-2)で計算可能とする方法を考案した。 

・放射線加重 S 係数の計算 

β線を除く放射線に対する Sw の計算は、放射性核種崩壊データ及び SAF データを用意す

ることで 1990 年勧告に準拠した計算方法を実行可能である。しかしながら、β線については、

呼吸気道領域においてはスペクトルデータを考慮して、呼吸気道以外の領域においては平均

エネルギーで Swを計算しなければならない。また、骨領域の電子 SAF は 0.2 MeV を境に 2 つ

の値を取る[33]ため、スペクトルデータを考慮した計算では 1990 年勧告に準拠した計算手順

に基づく Swを再現できない。 

・生殖腺の等価線量の計算 

開発中のコードにおける等価線量は、男女で同じ ID が付された組織・臓器の等価線量を算

術平均して計算するようハードコーディングされている。開発中のコードによる 2007 年勧告

に準拠した生殖腺の等価線量計算では、wTを適用する組織を構成する組織・臓器を記述する

データファイルにおいて、男性は精巣を、女性は卵巣を生殖腺の構成組織・臓器として指定

している。そのため、生殖腺の等価線量の計算結果は、男性の精巣の等価線量と女性の卵巣
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の等価線量の平均値となる。1990 年勧告に準拠した生殖腺の等価線量を出力するためには、

男性の精巣の等価線量と女性の卵巣の等価線量の大きい方を生殖腺の等価線量とする処理の

追加が必要となる。ただし、wTを適用する組織のデータファイルにおいて、生殖腺ではなく

精巣と卵巣を組織としてデータ化することで、精巣と卵巣の等価線量をそのまま出力するこ

とは可能である。 

・残りの組織の等価線量の計算 

開発中のコードにおける残りの組織の等価線量 Hremの計算は、残りの組織に含まれる組織・

臓器の等価線量を算術平均するようハードコーディングされている。一方、2007 年勧告に準

拠する線量計算に用いるアルゴリズムにおいて、分割ルールの適用は想定していない。 

・実効線量の計算 

1990 年勧告に準拠したモデル・データに基づく実効線量の算出手順は、男女別に SAF デー

タファイルを用意し、これに男女共通のデータを格納させることで対応は可能である。しか

しながら、上記のように、1990 年勧告に準拠した生殖腺及び残りの組織の等価線量を出力す

るためには、アルゴリズムの検証が必須となる。 

(4) 検討結果と今後の課題 

線量評価モデル・データの更新や実効線量算出手順の変更が実効線量係数に及ぼす影響を

把握するためには、1990 年勧告及び 2007 年勧告に従うモデルやデータを個別に設定可能で

あることが望ましい。この場合、体内動態モデルにおけるコンパートメントと SAF データの

線源領域の紐付け、wTを適用する組織・臓器と SAF データの標的臓器の関係等、整合性が取

れない状況となる。そのため、モデルやデータを個別に選択し、組み合わせる実効線量係数

評価を実行するため、今後、アルゴリズムの検討、必要に応じてコードの改良が必要となる。 

3.3.2 日本人パラメータの適用 

表 2-1 の線量評価モデルやデータは、ICRP が国際的な研究で得た成果や知見を反映して定

めたものである。そのため、実効線量係数を「告示：RI の数量等を定める件」の別表第 2 に

ある基準値の改定に適用する場合、日本人に適したパラメータを設定した計算により、その

合理性を確認することも想定される。平成 7 年度から平成 11 年度まで、原研（現、原子力機

構）では、科学技術庁からの委託事業「原子力発電施設等内部被ばく評価技術調査」により、

当時検討されていた 1990 年勧告の国内法令への取入れに対する有効な技術として、内部被ば

く線量評価に用いる INDES/IDEC を開発した[8]。この調査においては、日本人の代謝データ

等の調査、整備を行い、その結果を反映した線量評価法の検討も進められた。そこで、今年

度の事業では、日本人の体格特性や代謝特性（動態や排出）を考慮したデータやパラメータ

を調査し、当該機能における適用方法を検討した。 

・体格特性 

ICRP が Publ. 133 で公開した SAF データについては、Publ. 110 [44]で定めた標準人モデル

を採用している。標準人体モデル（RCP-AF:女性、RCP-AM：男性）は Publ. 89 [22]の体重デ

ータ、組織・重量質量データに従って構築しており、その数値はコーカソイドの標準値とな
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っている。成人日本人は、コーカソイドの成人よりも体格（身長、体重）は小さいことが知ら

れている。そこで、原子力機構では、成人日本人の身体的特性を考慮した線量評価を可能と

するため、平均的成人日本人人体モデル（JF-103：女性、JM-103：男性）を開発した[46]。表 

3-3 に示すとおり、各ファントムは標準人体モデルよりも小さく、成人日本人の平均的な体格

を持たせている。また、Publ. 103 で組織加重係数を割り当てられた全ての臓器・組織を含ん

でおり、その質量は日本人の平均値と±10%以内で一致している[46]。 

表 3-3 成人日本人人体モデル[46]及び ICRP 標準人体モデル[44]の体格 

 JF-103 JM-103 RCP-AF RCP-AM 

身長 (cm) 155 171 163 176 

体重 (kg) 52 65 60 73 

 

原子力機構では、JF-103 及び JM-103 を用いて、10 keV から 10 MeV の光子及び電子に対す

る SAF データを計算により解析し、公開した[47, 48]。ICRP の標準人体モデルによる SAF デ

ータ（Publ. 133）と成人日本人人体モデルによる計算結果の比較検証により、二種類の各性の

人体モデルの差異が SAF データに与えた影響が確認されている[47–49]。また、男性モデル同

士、すなわち JM-103 と RCP-AM については、体格の差異が実効線量に及ぼす影響について

も確認されている[27]。そのため、成人日本人人体モデルによる SAF データを適用すること

で、平均的な日本人の体格特性を考慮した内部被ばく線量評価を行うことが期待できる。 

・代謝特性 

日本人の代謝特性に関する研究の多くは、排泄量、生物学的半減期等、体内における存在

量の評価に関係する量を対象としていた。このうち、生物学的半減期として、水素[50]、鉄[51]、

ヨウ素[52]、セシウム[53]等の元素に対するデータが報告されている。上記の「原子力発電施

設等内部被ばく評価技術調査」においては、ヨウ素及びセシウムの代謝データが特徴的とさ

れ、線量係数が試算された[54]。この試算において、ヨウ素の甲状腺への移行率及び生物学的

半減期[52]並びにセシウムの生物的半減期[53]が適用された。 

一方、国内の原子力施設、放射線施設やその周辺における内部被ばく線量評価では、基本

的にはICRPによる国際的な標準データを適用してきた。ただし、「発電用軽水型原子炉施設

周辺の線量目標値に対する評価指針（線量評価指針）」[55]では、原子炉施設の基本設計段階

における平常運転時の施設周辺の線量評価に用いるパラメータとして、ヨウ素の甲状腺への

移行率をICRPがPubl. 30で与えた0.3 [33]ではなく、日本人特性を考慮した0.2を与えている。

ここで与えられている0.2という数値については、1960年代を中心に報告された成果に基づき、

出生後の数日間を除いて年齢に拠らず一定という知見[56]に基づいて定められた[55]。その後、

1970年代から1980年代にかけても、日本人のヨウ素の甲状腺への移行率を0.2することを裏付

ける成果が報告されている[52, 57, 58]。また、線量評価指針で対象としている131I及び132I以外

の同位元素について、上記のパラメータを適用してヨウ素の内部被ばくによる線量係数を試

算した研究報告もある[59]。 

以上を鑑みて、開発する機能を活用した線量評価では、日本人パラメータについては任意
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に指定することが適切と判断される。その中で、ヨウ素の甲状腺への移行率については、日

本人特性を考慮したパラメータを予め用意することが適当である。ただし、図 3-4 に示すと

おり、OIR part 3 では甲状腺への取込みや排出について、新たに有機ヨウ素とそれ以外のヨウ

素を個別に考慮したヨウ素の組織系動態モデルが与えられた[21]。そこで、新旧モデルの差異

を分析し、適切なパラメータを準備することが課題となる。 

 

 

 

 

 

 

    (a) ICRP Publ. 30 part 1              (b) OIR part 3 (ICRP Publ. 137) 

図 3-4 甲状腺におけるヨウ素の代謝（取込み、排出）を表すモデル 

3.4 コードの全体設計 

3.4.1 線量評価に用いるモデルとデータの記述方式 

今年度、線量係数計算機能の設計を進めるにあたり、以下の 2 点を考慮してコードの全体

設計を行った。 

· ICRP が今後公開すると想定される線量評価データ、モデルの継続的な取り込み 

· 日本人パラメータや 1990 年勧告に従う線量計算 

上記の要件を満たすため、データの追記が可能であり、容易に編集可能となる効率的なファ

イル記述方法である必要がある。また、パラメータが異なる複数のファイルを切り替えて計

算するため、効率的なファイルの格納方法であることが要求される。 

線量係数の計算などで必要なモデルやデータの記述方式については、本事業の先行事業（平

成 21 年度から平成 23 年度までは文部科学省、平成 24 年度から平成 26 年度までは原子力規

制庁からの受託事業）で検討を進めた[9–14]。平成 23 年度の事業において、一定の書式に従

うプレーンテキスト方式、タグによりデータの構造や属性を自由に記述できる XML

（Extensible Markup Language）を採用することとした。また、各データやモデルの特徴に鑑

み、当時は刊行物として未公開のものを含めて、以下の方式で記述することとした[11]。 

・プレーンテキスト方式 

体重データ、組織・臓器質量データ、放射線加重係数 wR、放射性核種崩壊データ、 

SAF データ 

・XML 形式 

組織加重係数 wT、ヒト呼吸気道モデル、ヒト消化管モデル、組織系動態モデル 

先行事業の行われていた平成 26 年度末時点において未公開であったデータのうち、ヒト呼

吸気道モデル、成人の SAF データ及び作業者の主要 28 元素に対する組織系動態モデルにつ

Blood Thyroid 

Body 

Iodide 
Blood 1 

*1
 

Blood 2*2 Organic 
iodide 

Thyroid 

*1 Iodide in blood, *2 Organic iodide in blood 
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いては、それぞれ Publ. 130、Publ. 133、Publ. 134 及び Publ. 137 で公開された。また、ICRP よ

り今後に公開が想定されるモデルやデータとしては、成人以外の SAF データ、作業者に対す

る主要 28 元素以外の組織系動態モデルがある。 

3.4.2 SAF データの実装に関する検討 

SAF データについては、年齢別の男女のモデルによりエネルギーの関数で整備することが

想定され、大幅なデータ量の増加が見込まれていた。そのため、プレーンテキスト形式を採

用することを決定した。その中で、全身の組織とそれ以外に分類し、カットオフエネルギー

をフラグで表現し整備するとした。しかし、Publ. 133 の付属データとして整備された SAF デ

ータは、Pub. 107 で公開された放射性核種データと同様、改変をしないことが利用の許諾条

件とされた。そこで、Publ. 133 を改変することなく、プレーンテキスト形式でデータを整備

する。なお、中性子放出核種の中性子に対する wRについて、先行事業ではエネルギーに対す

る関数で導出される加重係数より計算する設計としたが、上述のように各核種に固有の 1 つ

の値が与えられている。 

今後の公開が想定される成人以外の年齢群の SAF データに関して、導出に必要な人体モデ

ル（ファントム）が本年 8 月に公表された ICRP TG96 によるドラフト文書で記載された[60]。

ここでは、新生児、1 歳児、5 歳児、10 歳児及び 15 歳児の年齢群について男女のファントム

が示されており、SAF データも上記の 5 つの年齢群に対する整備が想定される。これらのデ

ータについても、成人のデータと同様に改変しないことが、利用の許諾条件とされる可能性

が高い。 

3.4.3 組織系動態モデルの実装に関する検討 

3.4.1 項のモデルやデータの記述方式の検討において、体内での核種動態を示すヒト呼吸気

道モデル及び組織系動態モデルは 1990 年勧告に従うモデルを参照した。一方、OIR part 2 及

び part 3 のドラフト文書が公開された際、組織系動態モデルは従来のものと比較して、複雑

化することが推測されていた[12]。これらのモデルについては、正式に公開された Publ. 134

及び Publ. 137 で複雑化している一方、移行元と移行先を表すコンパートメント名（臓器や組

織名）及び移行係数で公開されることが確認された。 

より具体的に組織系動態モデルは、下記のように大きく 2 つに分類されるモデルの前提条

件及び数値パラメータにより表現される。 

・元素や物質名、年齢、コンパートメント名（移行元、移行先）等の前提条件 

・移行係数、吸収割合等の数値パラメータ 

このうち、数値パラメータは刊行物のデータを与えることになる。年齢については、3.4.2

項で述べたとおり、成人とそれ以外の 5 年齢群となることが推測される。一方、組織系動態

モデルに含まれる物質名及びコンパートメントについては、各元素間で数等も異なり、多岐

にわたるので、刊行物を調査してデータ実装における留意点を抽出した。 

・物質の種類（化学形等） 

OIR part 2 に掲載されている元素のうち、水素及びニオブで明示されている物質の種類（化
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学形）、線量係数等を表 3-4 及び表 3-5 にまとめた。これら 2 つの表より、考慮されている物

質の種類や線量係数の数については、関連する研究の実施例に応じて、元素間で大きく異な

っていると推測される。また、ニオブの粒子の吸入（Type F）のように、線量係数のみが与え

られているケースもある。 

表 3-4 水素の線量係数一覧 

物質の種類（化学形） 吸収タイプ、fA値等 摂取経路 
線量係数 

(mSv/Bq) 

トリチウム水（蒸気） ガスまたは蒸気(Type V) 吸入 2.0E−08 

トリチウムガス ガスまたは蒸気(Type V) 吸入 2.0E−12 

トリチウムメタン ガスまたは蒸気(Type V) 吸入 5.9E−11 

特定されないガスまたは蒸気 
ガスまたは蒸気(Type F), 

fA = 0.99 
吸入 2.0E−08 

有機結合トリチウム（OBT） 粒子(Type F), fA = 0.99 吸入 3.5E−08 

トリチウム吸蔵 LaNi4.25Al0.75 粒子(Type F), fA = 0.99 吸入 1.3E−08 

ガラス破片、発光塗料、トリチウム化チタ

ン、トリチウム化ジルコニウム、全ての特定

されていない化合物 

粒子(Type M), fA = 0.2 吸入 2.4E−08 

トリチウム化炭素、トリチウム化ハフニウム 粒子(Type S), fA = 0.01 吸入 2.6E−07 

可溶性物質（有機結合トリチウム及びトリチ

ウム吸蔵 LaNi4.25Al0.75） 
fA = 0.99 経口 1.9E−08 

生体物質 fA = 0.99 経口 5.1E−08 

難溶性物質（ガラス破片、発光塗料、トリチ

ウム化チタン、トリチウム化ジルコニウム、

全ての特定されない化合物、トリチウム化炭

素、トリチウム化ハフニウム） 

fA = 0.1 経口 2.0E−09 

表 3-5 ニオブの線量係数一覧 

物質の種類（化学形） 吸収タイプ、fA値等 摂取経路 
線量係数

(mSv/Bq) 

数値のみ（化学形等なし） 粒子(Type F), fA = 0.01 吸入 5.6E−07 

シュウ酸塩、全ての特定されない化学形 粒子(Type M), fA = 0.002 吸入 6.9E−07 

炭酸塩、酸化物 粒子(Type S), fA =.0001 吸入 8.5E−07 

全ての化学形 fA = 0.01 経口 3.0E−07 

 

線量係数の導出においては、化学形等の物質の種類を指定する必要がある。ただし、物質

の種類（化学形）を個別に XML 形式でタグ付けして、組織系動態モデルを表現する場合、水

素では、20 を超えるデータセットを整備することになる。一方で、水素では線量係数が 11 個

与えられており、計算条件の倍となるデータを用意することになる。そこで、吸収タイプや

fA 値の情報を基本として、線量係数を与えているケース毎に分類して組織系動態モデルに関

係するデータを整理し、物質の種類（化学形）を実装することが適切と考える。一方、水素の

粒子（Type F）の吸入摂取、fA値が 0.99 の核種の経口摂取のように、複数の種類（化学形）が

存在する場合、両者を区別してデータを読み込む必要がある。 

表 3-6 に OIR part 2 及び part 3 に収録された元素について、線量係数が与えられているケ

ースの数をまとめた（ただし、ラドンについては、子孫核種による単位被ばく当たりの線量
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が与えられているために含めていない）。ニオブの粒子（Type F）の吸入のように、線量係数

のみが与えられているケースは、カッコ書きで記した。吸入摂取については、表 3-1 に記し

たとおり、全ての元素で粒子吸入の Types F、M 及び S の 3 つのケースの線量係数を与えてい

る。ただし、カッコ書きのケースを含む 21 の元素については、ICRP が各元素で一部の吸収

タイプを与える物質の種類（化学形）があることを把握していない。開発する機能では、全

ての条件で計算させる一方、表 3-6 でカッコ書きとされた条件では、化学形等については明

記せず、吸収タイプで種類を認識することにする。 

一方、吸入摂取で線量係数が 4 つ以上与えられている元素のうち、トリウム及びウランに

ついては、通常の吸入タイプとは異なる条件を持つ物質の種類（化学形）も分類されており、

固有の線量係数が与えられている。また、水素、硫黄、ルテニウム、テルル及びヨウ素につい

ては、蒸気やガスの摂取条件に応じた線量係数がある。今後に組織系動態モデル等が公表さ

れる予定の元素では、1990 年勧告に準拠する Publ. 68 の調査より、ニッケル、水銀等でガス

や蒸気状の摂取条件に対応した線量係数が与えられる可能性がある。 

表 3-6 各元素が与える線量係数の数 

元素 線量係数の数* 元素 線量係数の数* 元素 線量係数の数* 

吸入 経口 吸入 経口 吸入 経口 

H 8 3 Y 3 1 Cs 2(1) 2 

C 7(1) 1 Zr 2(1) 1 Ba 2(1) 2 

P 2(1) 1 Nb 2(1) 1 Ir 3 1 

S 4(1) 2 Mo 2(1) 2 Pb 2(1) 2 

Ca 2(1) 1 Tc 2(1) 1 Bi 1(2) 1 

Fe 2(1) 1 Ru 4 1 Po 1(2) 1 

Co 3 2 Sb 2(1) 1 Ra 2(1) 1 

Zn 3 1 Te 3(1) 1 Th 3(1) 1 

Sr 3 2 I 3(2) 1 U 5(1) 2 

*物質の種類（化学形）が明示されている場合の個数（“特定されていない化学形“等を含む）であり、

線量係数のみが与えられているケースはカッコ書きで個数を示している。 

・コンパートメント名 

放射性核種の体内動態の移行を示すコンパートメントは、臓器や組織等の名前を含んで与

えられる。全身を循環する血液、全身に含まれる骨領域及び排泄物（膀胱及び結腸内容物）

というコンパートメントについては、OIR part 2 及び part 3 に含まれる主要 28 元素の全ての

組織系動態モデルで与えられている。他、多くの元素では全身軟組織を表すコンパートメン

ト並びに骨領域の骨皮質及び梁骨の 2 つが含まれている。個別の臓器の中では腎臓及び肝臓

を示すコンパートメントが比較的多くの元素に含まれている。このうち、骨領域については、

さらに表面と領域（ボリューム）に分割されており、いくつかの元素では、領域（ボリュー

ム）での交換（Exchangeable）の可否も考慮し、コンパートメントが分割されている。腎臓や

肝臓についても、領域を細分化、あるいは移行速度の違いを考慮して、複数の腎臓及び肝臓

を表すコンパートメントが同様に含まれている。 

一方、OIR part 2 と part 3 の調査より、同じような図で表現されているが、異なるコンパー

- 49 -



46 

 

トメント名で与えられているケースが確認される。その代表的な例として、図 3-5 にイット

リウム及びセシウムの血液における移行を示す。図 3-5 (a)のように、OIR part 2 では、ほぼ全

ての元素で Blood というコンパートメントがあり、多くの元素で Blood 内に Blood 2 というコ

ンパートメントが与えられている。一方、OIR part 3 の多くの元素で、Plasma（血漿）と RBC

（赤血球）として、OIR part 2 の Blood と Blood 2 とほぼ同じ関係が与えられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) Y の組織系動態モデル略図[20] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) Cs の組織系動態モデル略図[21] 

図 3-5 OIR part 2 と part 3 における血液の移行に関するコンパートメント名の例 

 

また、ごく一部の元素の組織系動態モデルでのみ考慮されている臓器や組織もあり、特に

生殖腺、皮膚、心臓、乳房、脂肪等の移行を示すコンパートメントは OIR part 2 では与えられ

ていなく、OIR part 3 の組織系動態モデルで新たに含まれた。そのため、今後に公開される組

織系動態モデルでは、新たに臓器や組織が追加される可能性もある。 

以上を総合的に鑑みて、開発する機能においては、データを正確に転載するため、刊行物

で示されたコンパートメント名で体内移行を示すことが適当であると考える。 

Cort. sur. 

・ 
・ 
・ ・ 

・ 

Blood 1 

 
Blood 2 

Trab. sur. 

Cort. vol. 

Trab. vol. 

Bone 

・ 
・ 

Liver 2 

Liver 1 

Liver 

Lung 
tissue 

Kidneys 

Liver 

Stomach 
Wall 

・ 
・ 

・ 
・ 
・ 
・ 

・ 
・ 

・ 
・ 

・ 

Plasma 

 
RBC 

・ 

Red marrow 

- 50 -



47 

 

3.4.4 データファイルの作成 

開発を進めているコードで使用する入力データファイルの一覧を表 3-7 に示す。先行事業

では、核データやモデルの特徴を鑑みて、テキストプレーン方式、または XML 方式でデータ

を記述することを検討した[11]。本事業においては、今後のデータの拡張を鑑みて、ICRP が

テキストデータとして公開し、改変が許可されていな放射性核種データ（No. 1–3）及び SAF

データ（No. 4–13）のみ、プレーンテキストでデータを実装することとした。他、評価対象者

の年齢や体重、臓器質量のデータ、体内動態を表すモデルやデータ、実効線量の導出に用い

る 2 つの加重係数、呼吸気道沈着割合データ等については、XML 形式（No. 14–32）で実装す

る。また、計算で用いる時間データ（No. 33）及び評価核種データ（No. 34）は CSV 形式のデ

ータで与えるとする。今後、例えば、ICRP が今後新たな組織系動態モデルを公開した場合に

は、Systemic biokinetic model の移行係数データ（No. 30）に元素毎の動態モデルのデータを追

加することで、対応が可能となる。 

図 3-6 に XML 形式での記述方法の一例を示す。XML ではタグを用いることにより、デー

タに構造や属性を付加することができる。そのため、データの内容を読み解くことが容易で

あり、自由度が高い。ここで、コンパートメント名、物質名等を正しく認識するため、各モデ

ルやデータの内容（名称）については、ID 番号で付与することでファイルを準備する。なお、

Microsoft Excel®等のソフトウェアを用いることで効率的な編集及びデータの追加が可能とい

う特徴を有する。 

3.4.5 データファイルを格納したディレクトリの配置 

新旧勧告での係数の差に対する決定因子や日本人特性を調査するため、1990 年勧告に準拠

するモデルやデータ、日本人パラメータを使用することが想定される。そのため、同じ開発

コードで計算が可能となるように、2007 年勧告に準拠するモデルやデータと同じ取り扱いに

することとした。ここで、3.3.2 項で述べた成人日本人モデルにより解析、整備した SAF デー

タを実装する場合、ICRP と同じ形式でデータファイルを整備する点等を留意する必要がある。

また、移行係数パラメータ等のデータを同一のファイルに収録することは、2007 年勧告に従

ったデータのアップデートが今後も行われることから、日本人パラメータや 1990 年勧告に従

うデータは、別のファイルとして保存することとした。図 3-7 に開発コードのディレクトリ

構造を、表 3-8 に各ディレクトリの格納内容を示す。ここで、/dat/bio/ディレクトリ及び

/dat/bio90/ディレクトリには、表 3-7 の XML ファイルを配置した。 

使用するデータファイルの切り替えは、表 3-9 に示す計算パラメータファイルで指定する。

計算パラメータファイルには核種や摂取条件のほか、計算に使用するデータファイルを指定

することにより、新旧勧告及び日本人パラメータでの計算を行うことが可能である。なお、

計算パラメータファイルにはモニタリングデータも記述することができるため、摂取量推定

時にも使用することができる。 
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表 3-7 開発コードの入力データファイル一覧 

No. データファイル 形式 概要 

1 ICRP-07.NDX 
プレーン

テキスト 
放射性核種崩壊データ（半減期、分岐比等） 

2 ICRP-07.RAD 
プレーン

テキスト 
放射性核種崩壊データ（放出率、エネルギー） 

3 ICRP-07.BET 
プレーン

テキスト 
放射性核種崩壊データ（β 線スペクトルデータ） 

4 sregions_2017-03-07.NDX 
プレーン

テキスト 
SAF の線源領域データ 

5 torgans_2017-03-07.NDX 
プレーン

テキスト 
SAF の標的領域データ 

6 rcp-am_photon_2017-03-07.SAF 
プレーン

テキスト 
成人男性の光子 SAF データ 

7 rcp-am_electron_2017-03-07.SAF 
プレーン

テキスト 
成人男性の電子 SAF データ 

8 rcp-am_alpha_2017-03-07.SAF 
プレーン

テキスト 
成人男性のα粒子 SAF データ 

9 rcp-am_neutron_2017-03-07.SAF 
プレーン

テキスト 
成人男性の中性子 SAF データ 

10 rcp-af_photon_2017-03-07.SAF 
プレーン

テキスト 
成人女性の光子 SAF データ 

11 rcp-af_electron_2017-03-07.SAF 
プレーン

テキスト 
成人女性の電子 SAF データ 

12 rcp-af_alpha_2017-03-07.SAF 
プレーン

テキスト 
成人女性のα粒子 SAF データ 

13 rcp-af_neutron_2017-03-07.SAF 
プレーン

テキスト 
成人女性の中性子 SAF データ 

14 1-age.xml XML 年齢データ 

15 1-equivalent-dose.xml XML 等価線量データ 

16 1-material.xml XML 物質データ 

17 1-organ.xml XML 臓器データ 

18 1-radiation-factor.xml XML 放射線加重係数データ 

19 2-body.xml XML 体重データ 

20 2-compartment.xml XML コンパートメントデータ 

21 2-equivalent-tissue.xml XML 等価線量を構成する標的組織・臓器データ 

22 2-hrtm-absorption.xml XML 呼吸気道の血液吸収データ 

23 3-bladder-transfer.xml XML 膀胱の移行係数データ 

24 3-hatm-absorption.xml XML 消化管の血液吸収データ 

25 3-hatm-transfer.xml XML 消化管の移行係数データ 

26 3-hrtm-deposition-aerosol.xml XML 呼吸気道のエアロゾル沈着割合データ 

27 3-hrtm-deposition-gas.xml XML 呼吸気道のガス・蒸気状沈着割合データ 

28 3-hrtm-transfer.xml XML 呼吸気道の移行係数データ 

29 3-noble.xml XML 呼吸気道と消化管の希ガス移行係数データ 

30 3-systemic-transfer.xml XML 組織系動態モデルの移行係数データ 

31 3-wound-deposition.xml XML 創傷の沈着コンパートメントデータ 

32 3-wound-transfer.xml XML 創傷の移行係数データ 

33 time.dat CSV 経時変化計算の時間データ 

34 nuclide-list.dat CSV GUI による評価核種データ 
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図 3-6 XML 形式データの記述例 
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図 3-7 開発コードのディレクトリ構造 

太字は 1990 年勧告準拠のデータを格納するディレクトリを表す。 

 

表 3-8 ディレクトリの格納内容 

ディレクトリ 格納内容 

/dat/bio/ 2007 年勧告の XML データ 

/dat/bio90/ 1990 年勧告の XML データ 

/dat/decay/ 放射性核種崩壊データ（Publ. 107） 

/dat/saf/ 2007 年勧告の SAF データ 

/dat/saf90/ 1990 年勧告の SAF データ 

/dat/time/ 経時変化計算の時間データ 

/dist/ 実行ファイル 

/inp/ 2007 年勧告の計算パラメータファイル 

/inp90/ 1990 年勧告の計算パラメータファイル 

/out/ 2007 年勧告の計算結果の出力ファイル 

/out90/ 1990 年勧告の計算結果の出力ファイル 

/src/ ソースコード 

  

out

out90

src

inp90

bio

inp

dist

datroot

bio90

decay

saf

saf90

time
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表 3-9 計算パラメータファイルの内容 

入力要素 内容 

Input 
      

Data 
     

DecayNdx 

DecayRad 

DecayBet 

Age 

Material 

Compartemnt 

Organ 

EvaluationTime 

AerosolDeposition 

GasDeposition 

HrtmTransfer 

HrtmAbsorption 

HatmTransfer 

HatmAbsorption 

WoundDeposition 

WoundTransfer 

SystemicTransfer 

BladderTransfer 

Noble 

RadiationFactor 

EquivalentDose 

EquivalentTissue 

BodyMass 

   放射性核種インデックスデータ 

放出放射線データ 

β線スペクトルデータ 

年齢データ 

物質名データ 

コンパートメント名データ 

組織・臓器名データ 

計算結果出力時間データ 

呼吸気道沈着割合データ 

呼吸気道ガス沈着割合データ 

呼吸気道クリアランスデータ 

呼吸気道血液吸収データ 

消化管クリアランスデータ 

消化管血液吸収データ 

創傷沈着データ 

創傷移行データ 

組織系動態移行データ 

膀胱移行データ 

希ガス移行データ 

放射線加重係数データ 

等価線量データ 

等価線量組織データ 

体重データ 

SafMass Source 

Target 

SystemicSource 

  線源領域データ 

標的領域データ 

全新線源データ 

SafList 
   

Saf 
  

DayOld 

PhotonMale 

ElectronMale 

AlphaMale 

NeutronMale 

PhotonFemale 

ElectronFemale 

AlphaFemale 

NeutronFemale 

SAF データの日齢(d) 

男性光子 SAF データ 

男性電子 SAF データ 

男性α粒子 SAF データ 

男性中性子 SAF データ 

女男性光子 SAF データ 

女性電子 SAF データ 

女性α粒子 SAF データ 

女性中性子 SAF データ 

Repository 
     

Folder    保存フォルダ 

Evaluation 
     

Flag    評価選択フラグ 

Exposure 
     

Gender 

Subject 

DayOld 

Period 

   性別 

対象者（作業者、公衆） 

日齢(d) 

期間(d) 

Aerosol 
     

Amad    空気力学的中央径(μm) 

Intake 
     

Nuclide 

Route 

ChemicalForm 

AlimentaryMaterial 

SystemicMaterial 

   摂取核種 

摂取経路 

化学形 

消化管モデルの物質名 

組織系動態モデルの物質名 

Quantities 
    

Quantity 
   

Date 

Value 

 摂取日付(yyyy/mm/dd) 

摂取量(Bq) 

Measurement 
     

DeviationType    偏差タイプ 

Radiations 
    

Radiation 
   

Nuclide 

Source 

Limit 

ErrorType 

 測定核種 

測定線源 

検出下限値(Bq) 

測定誤差タイプ 

Activities   

Date 

Value 

Error 

測定日付(yyy/mm/dd) 

測定値(Bq) 

測定誤差 
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3.4.6 計算方法の設定（GUI によるデータファイルの読込み）に関する検討 

開発したコードの操作性を考慮し、ユーザーによる条件設定に用いる GUI、結果を効果的

に表示する機能として、線量係数を取りまとめた数表、体内放射能の経時変化を示すグラフ

等の検討を行った。 

線量係数計算における GUI のイメージを図 3-8 に、GUI の処理フローを図 3-9 に示す。始

めに画面に表示するためのパラメータファイル（表 3-9）を読み込む。パラメータが適切に設

定されていない場合は、GUI 上で適宜設定する。 

線量係数計算においては、急性摂取及び慢性摂取の計算が可能である。急性摂取は男性及

び女性の両方の計算を行うのに対し、慢性摂取の場合は男性又は女性のどちらかを選択し計

算を行う。また、慢性摂取のときは、摂取日と摂取量を別画面で入力する。計算条件の設定

ができたならば、計算を実行する。計算終了後、急性摂取では単位摂取の体内放射能と線量

の経時変化を表と図で確認でき、慢性摂取では総摂取量の体内放射能と線量の経時変化を表

と図で確認できる。 

 

 

図 3-8 GUI のイメージ 
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図 3-9 線量係数計算における GUI の処理フロー 
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3.5 機能の開発や運用に関する情報収集及び調査 

今年度に設計した機能を活用し、ICRP が今後公開する線量評価モデルやデータを実装した

場合、「告示：RI の数量等を定める件」の別表第 2 にある基準値の改正に必要なコードを整備

していくことが想定される。そこで、ICRP によるモデルやデータの公開状況に関する情報取

集を進めるとともに、OIR Data Viewer [20]で線量係数が公開されている主要 27 元素（ラドン

を除く）で考慮されている同位元素の種類（化学形等）の調査を行った。 

3.5.1 ICRP によるモデルやデータの公開に関する情報収集 

表 2-1 より、作業者（主要 28 元素以外）及び公衆の組織系動態モデル及び成人以外の SAF

データが今後に公開されることが推測される。ICRP では、作業者及び公衆の内部被ばくに対

する線量係数の公開や検討状況に関する情報について、HP で平成 30（2018）年 7 月にリリー

スした[61]。 

ランタノイド及びアクチノイドに対する組織系動態モデルについては、線量係数等ととも

に OIR part 4 として公開される見込みである。既に OIR part 4 については、平成 28（2016）

年 9 月に刊行物のドラフト文書が公開され、コメント募集が行われている。その後、OIR part 

2 及び part 3 に含まれる主要 28 元素、ランタノイド及びアクチノイドに対する公衆の組織系

動態モデルが 1 つの刊行物（EIR part 1）で公開される予定である。公衆の組織系動態モデル

を含む刊行物では、線量係数も公表される予定である。その導出に必要な成人以外の SAF デ

ータについては、計算に用いた人体モデルとともに公開される予定である。また、ICRP は成

人以外の人体モデルを取りまとめた刊行物のドラフト文書を平成 30（2018）年 11 月に HP で

公開し、コメント募集を行った。OIR part 2 から part 4 までに含まれる 53 元素以外の作業者

及び公衆の組織系動態モデルについては、その後 OIR part 5 及び EIR part 2 として公開される

計画となっている。表 3-10 に組織系動態モデルの公開状況、今後の予定等を取りまとめた。 

表 3-10 各元素に対する組織系動態モデルの公開状況と今後の予定[61] 

元素名 作業者 公衆 

H, C, P, S, Ca, Fe, Co, Zn, Sr, Y, Zr, Nb, 

Mo, Tc（14 元素） 

OIR part 2（Publ. 134）で公開 ・成人以外の SAF データ

（刊行物ドラフト文書は、

平成 31 年 3 月現在で未公

開）の後、EIR part 1 とし

て公開予定 

・SAF データ導出に用い

る人体モデルの刊行物ド

ラフト文書は平成 30 年 11

月公開 

Ru, Sb, Te, I, Cs, Ba, Ir, Pb, Bi, Po, Rn, 

Ra, Th, U（14 元素） 

OIR part 3（Publ. 137）で公開 

La, Ce, Pr, Nd, Pm, Sm, Eu, Gd, Tb, Dy, 

Ho, Er, Tm, Yb, Lu, Ac, Pa, Np, Pu, Am, 

Cm, Bk, Cf, Es, Fm（25 元素） 

OIR part 4 として公開予定 

（コメント募集終了） 

その他の元素（45 元素）* EIR part 1 に続いて、OIR part 

5 として公開予定 

OIR part 5 に続き、EIR part 

2 として公開予定 

*備考：現在の別表第 2 で考慮されているが OIR parts 2–4 に含まれない元素 

Be, N, O, F, Na, Mg, Al, Si, Cl, Ar, K, Sc, Ti, V, Cr, Mn, Ni, Cu, Ga, Ge, As, Se, Br, Kr, Rb, Rh, Pd, Ag, Cd, In, 

Sn, Sb, Xe, Hf, Ta, W, Re, Os, Pt, Au, Hg, Tl, At, Fr, Md の 45 元素 

別表第 2 でサブマージョンのみ考慮されている元素（N, O, Ar, Kr, Xe）は、ICRP が 1990 年勧告に準

拠する線量係数を提示していない。 
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平成 30（2018）年 10 月にフランスで開催された 12th International Conference of the Health 

Effects of Incorporated Radionuclides（HEIR2018）へ参加し、ICRP で線量係数の検討に携わる

研究者と意見交換した際、上記の計画で刊行物が順次公開される予定である旨を確認できた。

特に、OIR part 2 から part 4 に含まれる 53 元素に対しては、公衆のモデルやデータに関する

検討も進捗中であるという情報も得た。ただし、表 3-10 でその他の元素とした 45 元素（「告

示：RI の数量等を定める件」の別表第 2 で、サブマージョンのみ考慮している元素を除いた

場合は 40 元素）については、組織系動態モデルや線量係数の公開見通しは不透明な状況にあ

る。 

3.5.2 OIR part 2 及び part 3 で考慮されている各元素の核種や化学形等の調査 

現在の「告示：RI の数量等を定める件」の別表第 2 においては、核種と化学形等の組み合

わせで特定される「放射性同位元素の種類」に応じて、内部被ばく防護のための基準値が定

められている。ここで、放射性同位元素の種類は第 1 欄に明示され、第 2 欄及び第 3 欄に吸

入摂取及び経口摂取をした場合の実効線量係数が放射性同位元素の種類毎に示されている。

ここで、第 2 欄及び第 3 欄にある実効線量係数のほとんどは、ICRP Publ. 68 で示された作業

者に対する実効線量係数の数値と一致している[62]。そのため、OIR part 2 及び part 3 で掲載

された 27 元素（ラドンは除く）について、「告示：RI の数量等を定める件」の別表第 2 にあ

る防護のための基準値の改正で考慮される放射性同位元素の種類について調査を進めた。 

OIR part 2 及び part 3 に含まれる元素の実効線量係数データを確認できる Data Viewer にお

いて、下記の核種が「告示：RI の数量等を定める件」の別表第 2 に含まれていないことを確

認した。新たに追加を検討すべき核種については、何れも半減期が 20 分未満である。 

・ Te：114Te（半減期：15.2 分）が新たに追加 

・ Pb：194Pb（半減期：12 分）が新たに追加 

・ U ：242U（半減期：16.8 分）が新たに追加 

Data Viewer では、粒子吸入に対する吸収タイプの Type F、Type M、Type S 等を考慮して、

実効線量係数等が与えられている。ただし、多くの元素において、物質名が存在しない吸収

タイプが存在する（Data Viewer の Material 欄で、吸収タイプ及び fA値のみが明示され、化学

形の情報が含まれていない）。このような元素では、他の吸収タイプで“全ての特定されない

形（all unspecified form）”のような表示があるため、ICRP も吸収タイプに該当する化学形を

確認できていないと推測する。また、Data Viewer の Material 欄と「告示：RI の数量等を定め

る件」の別表第 2 の第 1 欄と照合した結果、特定されている化学形等の加除も確認される。

この中で、留意すべき点として、OIR シリーズでは、表 3-11 に示すとおり、“特定されない

化学形の粒子等”の線量係数については、多くの元素で吸収タイプを Type M として導出して

いる（Type M をデフォルトとして位置づけている）。一方、現行の「告示：RI の数量等を定

める件」の別表第 2 でいくつかの元素については、“○○以外の化合物”のように特定されな

い化学形等の実効線量係数（第 2 欄）は、ICRP Publ. 68 の中で吸収タイプとして Type F や

Type S として導出されるものが多くある（表 3-11）。 

炭素は気体（ガス）に加えて、Data Viewer では粒子吸入も新たに考慮されている。他、蒸

気やガスの吸入摂取についても、考慮されている物質に変更が確認されており、経口摂取も
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吸収割合（ fA値）の見直し等により、告示別表第 2 の第 3 欄で 1 つの数値しか与えられなか

った元素について、複数の線量係数が与えられているものもある。 

以上のように、例えば、「告示：RI の数量等を定める件」の別表第 2 の改正において、開発

した機能により、新旧勧告の実効線量係数の影響因子を調査する場合、化学形等を正確に照

合し、さらに考慮している吸収タイプ等を正確に認識することが要求される。付録-1 に「放

射性同位元素の種類(化学形等)について、告示：RI の数量等を定める件」の別表第 2、OIR part 

2 及び part 3 で掲載された 27 元素（ラドンは除く）で考慮されているものを一覧としてまと

めた。 

表 3-11 ラドンを除く OIR part 2 及び part 3 の掲載元素で、特定されない物質や化学形を 

含む粒子の吸入摂取で考慮している吸収タイプ 

元素 ICRP Publ. 68* OIR part 2 元素 ICRP Publ. 68* OIR part 3 

H Type M Type M Ru Type F Type M 

C  Type M Sb Type F Type M 

P Type F Type M Te Type F Type M 

S  Type M I Type F Type F 

Ca Type M Type M Cs Type F Type M 

Fe Type F Type M Ba Type F Type M 

Co Type M Type M Ir Type M Type M 

Zn Type S Type M Pb Type F Type F 

Sr Type F Type M Bi Type M Type M 

Y Type M Type M Po Type M Type M 

Zr Type S Type M Ra Type M Type M 

Nb Type M Type M Th Type M Type S 

Mo Type F Type M U  Type M 

Tc Type F Type M  

*「告示：RI の数量等を定める件」の別表第 2 中の第 1 欄及び第 2 欄を照合（斜線のある元

素は、“○○以外の化合物など“のような化学形等が存在しない。） 
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3.6 線量係数計算機能の開発のまとめ 

今年度、線量係数計算機能の開発として、ICRP により今後公開されるモデルやデータへの

対応を鑑みた機能の設計及び平成 30 年 1 月に公開された OIR part 3 への対応するための改良

を進めた。平成 29 年度までに、OIR part 2 が与えた作業者による主要 14 元素の摂取に対する

実効線量係数について、正確に導出することを検証し、基本機能を完成させていた。そこで、

OIR part 3 への対応に係る改良を進めることで、今後のデータ拡張やアルゴリズム改良を検討

することとした。また、1990 年勧告に準拠する線量評価及び日本人パラメータの適用につい

て、並行して検討を進めた。 

OIR part 3 では、ウランやラジウムなどのα壊変核種が含まれた。この中で、ウラン系列、

トリウム系列等に含まれる元素については、摂取核種が体内で崩壊して、同一元素となる複

数の子孫核種を生成する条件があった。体内中における動態は、本質的には元素の核種で差

異はない。ただし、内部被ばく線量評価においては、子孫核種は取りまとめて取り扱うため、

摂取核種と子孫核種を区別するようにアルゴリズムを改良した。例えば、OIR part 4 に含まれ

るアクチノイド元素では、同様の条件が含まれることが想定されるが、本年度に改良したア

ルゴリズムを採用することで対応できると考える。また、ウランの一部の化学形では、追跡

調査に基づいて、従来の呼吸気道血液移行モデルを採用したため、関連するアルゴリズムを

改良した。新しく公開される刊行物の中で、基本とするモデル以外のデータを採用した場合

に対し、今年度の経験や知見を反映できると考える。また、今後のデータ拡張を鑑みた場合、

組織系動態モデルを正確に実装することが重要となることが確認されたので、モデルの内容

を正確に記述するファイルの作成法を確立した。 

現在の放射性規制で基本とする 1990 年勧告に準拠する線量評価においては、使用するモデ

ルやデータの種類や構造は 2007 年勧告に従うものと同等である。一方、線量計算については、

一部変更しているため、その対応方法も整理した。日本人パラメータについては、過去の研

究の調査結果に基づいて、当該機能で効果的に適用する方法を検討し、GUI によるデータの

読み込み方法を確立した。 

最終的には、上記の検討や調査に基づいて、ファイルのディレクトリ配置を決定し、今後

のデータ拡張等も可能とする当該期機能を完成させた。 
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第4章 核種摂取量推定機能の開発 

4.1 実施計画と目標 

今年度は、大きく以下に示す 2 つの項目を実施する計画とした。 

・ 原子力機構外の専門家との意見交換による、当該機能のニーズ等の聴取 

・ データフィッティング法、体内放射能の経時変化の解析法等(基本機能)の開発 

平成 29 年度は、当該機能に関係する調査として、既存の類似コード IDEC [8]、MONDAL

（MONitoring to Dose cALculation）[63]及び IMBA（Integrated Modules for Bioassay Analysis）

[64]の分析、原子力機構でモニタリングに従事する者との意見交換等を進めた。その結果、対

象とする摂取条件については、1 回の急性摂取の他、複数回摂取あるいは慢性摂取も考慮する

必要があることを確認した。また、モニタリングデータのフィッティング方法についても、

検討すべき数値解析法として、最小二乗法及び最尤推定法を抽出した。 

そこで、今年度は今後の開発へ有益な情報をより広く収集し、開発方針の妥当性を確認す

るため、原子力機構外の研究機関や大学で内部被ばくモニタリングや線量評価に関係する専

門家との意見交換等を進めることとした。また、昨年度に抽出したフィッティング手法につ

いては、表 4-1 に示す特徴を有することを確認した。そこで、各手法の特徴を鑑みて、摂取

条件に応じて、モニタリング値の不確かさや検出下限値以下の取り扱いを検討したうえで、

体内放射能や排泄物中に含まれる放射能の経時変化を効率的に解析する手法を開発する。こ

の研究開発により、マイルストーンとした基本機能の完成を達成させる。 

表 4-1 最小二乗法及び最尤推定法の特徴 

 最小二乗法 最尤推定法 

摂取形態 単一摂取のみ 単一、複数回摂取 

モニタリング値の不確かさ 考慮不可 考慮可能 

検出下限値以下の結果 考慮不可 考慮可能 

 

4.2 研究者からのニーズ調査 

平成 29 年度の事業においては、原子力機構のモニタリング従事者と当該機能に関する意見

並びに要望を聴取し、MONDAL 開発者である石榑信人氏と意見交換を行った。これらの意見

交換により、考慮する摂取シナリオ、モニタリング値の取扱い等の機能に関するものの他、

入力条件の設定や結果の確認等の操作性の観点から、有益な要望や意見を聴取することがで

きた。一方、研究評価委員会より、多様な観点から意見を聴取する必要性が指摘された。 

上記の進捗及び指摘を踏まえて、高度被ばく医療や原子力災害医療に関係する機関や大学

等で、当該機能に関する意見交換を行った。聴取した意見は、機能面と実際の利用状況に関

するものに大別できた。 
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1) 機能面に関するニーズ 

① 摂取シナリオの設定 

 創傷汚染モデルは取り扱える方がよい。原子力災害医療訓練では、必ず創傷部汚染を

伴ったシナリオとなっている。 

 複数の摂取経路、異なる化学形を同時に考慮できるとよい。（例、吸入摂取＋創傷部

取込み、吸入摂取のタイプ F＋タイプ S） 

 ② モニタリング値の不確かさ 

 測定値（モニタリング値）は必ず誤差、不確かさを伴うので、これらを考慮すること

ができるような入力インターフェースとする必要がある。 

 事故対応等、公衆に対するモニタリングは、1 回しか測定できないことが多く、摂取

時期の不確かさ（摂取の可能性がある期間の幅）が大きいという特徴がある。 

 ③ 体内放射能・排泄率推移の計算条件の設定 

 エアロゾルの粒径分布は環境によって多様であり、ICRP の既定値とは大きく異なる

場合があるため、任意の粒径分布に対応することが望ましい。 

 粒径分布以外にも、エアロゾルの沈着割合に影響を及ぼすパラメータ（評価対象者の

体格、運動状態等）も考慮できるとよい。 

 呼吸気道クリアランスに対する補正項目では、評価対象者が簡単に答えられる項目

（喘息、喫煙等）は反映できるとよいのではないか。 

 様々なパラメータの感度解析が重要となる。影響が大きいパラメータは可能な限り

考慮することを推奨でき、影響が小さい場合は安心して既定値が使用できる。 

 ④ 結果の出力 

 リスク評価の観点から、吸収線量（Gy）での出力も必要である。 

 時間経過と累積被ばく線量の関係を示す図は、一般の人々への説明において重要な

データとなる。 

 最初の 1 年間など、任意の期間での被ばく線量を出力できるとよい。 

 子孫核種の放射能推移評価結果も出力できるとよい。（例、132Te 摂取時の 132I） 

2) 機能の利用に関する意見 

 全国に全身カウンタが普及し、体内放射能測定は簡易に行える一方、初期の現場では

線量評価の専門知識を持たない人（放射線技師等）が担当となる場合が多くある。こ

のような場合、測定結果（Bq）を線量（Gy、Sv）に変換することに困難を伴う。 

 摂取からの経過日数、測定された放射能を入力するだけで、デフォルトパラメータに

よる摂取量推定を行い、線量評価結果を出力するような、非常にシンプルなエディシ

ョンが必要である。（原子力災害拠点病院、協力機関等での利用が想定） 

昨年度と同様、複数の摂取に対する対応に係る意見や要望があった。創傷汚染については、

昨年度の意見交換では、注入摂取と仮定して評価する方法を採用することが指摘されていた

ので、傷部位の放射能測定等が適切に実施可能かを鑑みたうえで、対応を検討する必要があ

る。また、原子力機構のモニタリング従事者は、主に作業者に対する内部被ばく線量評価を
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対象としている一方、今回意見を聴取した大学や研究機関では、公衆の線量評価に関する実

績が多くあった。特に、事故対応等の緊急時においては、モニタリングの回数が制限される

ため、その結果の不確かさの取扱いに関するコメントが多くあった。また、公衆への説明や

初期の対応を行う者を想定した条件設定や結果出力に関する意見もあった。このうち、利用

者を想定したエディションの分類については、昨年度も同様の意見があった。今年度に聴取

できた要望や意見は、今後の当該機能の運用を鑑みた開発に反映させていく予定である。 

4.3 基本機能の開発 

内部被ばく線量は、摂取量（Bq）と線量係数（Sv/Bq）の積によって評価する。したがって、

線量を算出するには、放射性核種の摂取量が必要となる。吸入摂取する空気中濃度（Bq/m3）

又は経口摂取する食物中濃度（Bq/kg）が既知の場合には、摂取量はこれら濃度と摂取した体

積又は重量から定量化することができる。しかし、空気中濃度または食物中濃度が未知の場

合には、体内放射能の測定から摂取量を推定する。体内放射能の測定には、体外計測法（全

身、肺、甲状腺の計測）またはバイオアッセイ法（尿、糞の計測）の 2 つの方法がある。これ

らの測定値と体内動態モデルから評価された単位摂取量当たりの体内放射能予測値から統計

的手法またはフィッティングによって摂取量が推定できる。本作業では、摂取量を推定する

方法として最尤推定法を導入し、最尤推定法に基づいた摂取量推定のコードを開発した。 

4.3.1 摂取量推定に用いる数値解析法 

1) 最尤推定法 

核種の摂取率及び単位摂取の体内放射能予測値が与えられたとき、摂取された核種に対す

る体内放射能予測値を表すと、 

 𝑸 = 𝒒𝑰 (4-1) 

となる。ここで、 

 𝑸 ： 体内放射能予測ベクトル 

𝑸 = [
𝑄(𝑇1)
⋮

𝑄(𝑇𝑚)
] 

 𝑰 ： 摂取量ベクトル 

𝑰 = [
𝐼(𝑡1)
⋮

𝐼(𝑡𝑛)
] 

 𝒒 ： 単位摂取の体内放射能予測行列 

𝒒 = [
𝑞(𝑇1 − 𝑡1) ⋯ 𝑞(𝑇1 − 𝑡𝑛)

⋮ ⋱ ⋮
𝑞(𝑇𝑚 − 𝑡1) ⋯ 𝑞(𝑇𝑚 − 𝑡𝑛)

] = [

𝑞1,1 ⋯ 𝑞1,𝑛
⋮ ⋱ ⋮

𝑞𝑚,1 ⋯ 𝑞𝑚,𝑛
] 

 𝑄(𝑇𝑖) ： 日齢𝑇𝑖 (d)の体内放射能予測値(Bq) 

 𝐼(̇𝑡) ： 日齢𝑡 (d)の核種摂取率(Bq/d) 

 𝑞(𝑇𝑖 − 𝑡𝑗) ： 核種を摂取した日齢𝑡𝑗  (d)以後の日齢𝑇𝑖  (d)における単位摂取
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の体内放射能予測値(Bq/Bq)（𝑇𝑖 < 𝑡のとき𝑞 = 0） 

 𝑡1 ： 最初に核種を摂取した日齢(d) 

 𝑡𝑛 ： 最後に核種を摂取した日齢(d) 

となる。核種の体内動態を 1 日単位で評価すると、𝑇𝑖と𝑡𝑗は 1 日単位で評価することとなり、

平均摂取量𝐼は 1 日で区分した量として与えることとなる。 

体内放射能の測定値𝑎𝑖が正規分布（式(4-2)）または対数正規分布（式(4-3)）に従うとして、

複数の測定値が互いに独立であるとするならば、全ての体内放射能測定値に関する確率密度

関数は関数の積となる。これらの確率密度関数は、未知な摂取量を与えることによって測定

値の分布が定まることから、条件付確率密度関数𝑝(𝒂|𝑰)となる。よって、摂取量に関する尤度

𝐿(𝑰|𝒂)は式(4-4)となる。 

 𝑝(𝑎𝑖) =
1

√2𝜋𝜎𝑖
exp [−

1

2
(
𝑎𝑖 − (𝒒𝑰)𝑖

𝜎𝑖
)
2

] (4-2) 

 𝑝(log(𝑎𝑖)) =
1

√2𝜋log (𝜎g𝑖)
exp [−

1

2
(
log (𝑎𝑖) − log{(𝒒𝑰)𝑖}

log (𝜎g𝑖)
)

2

] (4-3) 

 𝐿(𝑰|𝒂) = 𝑝(𝒂|𝑰) =

{
 
 

 
 ∏𝑝(𝑎𝑗)δ𝑎

𝑗

              for normal       

∏(log(𝑎𝑗))
δ𝑎

𝑎𝑗
𝑗

       for log normal
 (4-4) 

ここで、 

 𝑎𝑖 ： 日齢𝑇𝑖 (d)の体内放射能測定値𝑎𝑖（または𝑎(𝑇𝑖)）(Bq) 

 

𝒂 ： 測定値ベクトル 

𝒂 = [

𝑎1
⋮
𝑎𝑚
] 

 𝑝(𝑎𝑖) ： 測定値𝑎𝑖に関する確率密度関数 

 𝜎𝑖 ： 測定値𝑎𝑖に関する標準偏差値(Bq) 

 
𝜎g𝑖 ： 測定値𝑎𝑖に関する幾何標準偏差値(Bq)（または𝜎g𝑖を scattering factor（SF𝑖）

で表す） 

となる。 

与えられた測定値に対してパラメータの摂取量を様々に変えて尤度を評価したとき、最大

尤度になった摂取量が与えられた測定値に最も相応しいとする方法が最尤推定法である。式

(4-4)の尤度が最大となるのは、 

 

min
𝑰
∑[

𝑎𝑖 − (𝒒𝑰)𝑖
𝜎𝑖

]

2

𝑖

                      for normal 

min
𝑰
∑[

log(𝑎𝑖) − log{(𝒒𝑰)𝑖}

log (𝜎g𝑖)
]

2

𝑖

   for log normal 

(4-5) 

となる。ここで式(4-5)を満たす摂取量𝑰を反復法により解く。試行解を𝑰𝑘  (𝑘 = 0, 1,⋯ )とおく

と、𝑰𝑘+1 = 𝑰𝑘 + δ𝑰となり、式(4-5)は式(4-6)に変形できる。 
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min
𝑰
‖�̂�𝑤 − 𝑱(𝑰

𝑘)𝑰𝑘+1‖
2
 

�̂�w = 𝒂w − 𝑮w(𝑰
𝑘) + 𝑱(𝑰𝑘)𝑰𝑘 

(4-6) 

ここで、 

 𝒂w ： ベクトル𝒂w =

{
 
 
 
 

 
 
 
 
[

𝑎1

𝜎1

⋮
𝑎𝑀

𝜎𝑀

]               for normal        

[
 
 
 
 
log(𝑎1)

log(𝜎g1)

⋮
log(𝑎𝑀)

log(𝜎g𝑀)]
 
 
 
 

    for log normal

  

 𝑮w(𝑰) ： ベクトル𝑮w(𝑰) =

{
 
 
 
 

 
 
 
 

[
 
 
 
(𝒒𝑰)1

𝜎1

⋮
(𝒒𝑰)𝑀

𝜎𝑀 ]
 
 
 

           for normal        

[
 
 
 
 
log{(𝒒𝑰)1}

log(𝜎g1)

⋮
log{(𝒒𝑰)𝑀}

log(𝜎g𝑀)]
 
 
 
 

    for log normal

 

 𝑱(𝑰𝑘) ： M × n のヤコビ行列 𝑱(𝑰𝑘) =
𝜕𝑮w(𝑰

𝑘)

𝜕𝑰𝑘
=

[
 
 
 
 
 
𝜕(𝑮w(𝑰

𝑘))
1

𝜕(𝑰𝑘)
1

⋯
𝜕(𝑮w(𝑰

𝑘))
1

𝜕(𝑰𝑘)
𝑛

⋮ ⋱ ⋮
𝜕(𝑮w(𝑰

𝑘))
𝑀

𝜕(𝑰𝑘)
1

⋯
𝜕(𝑮w(𝑰

𝑘))
𝑀

𝜕(𝑰𝑘)
𝑛 ]

 
 
 
 
 

 

となる。式(4-6)は、ベクトル�̂�𝑤とベクトル𝑱(𝑰𝑘)𝑰𝑘+1の間の距離を最小にするベクトル

𝑱(𝑰𝑘)𝑰𝑘+1を見つけることに等しい。そのベクトルは、ベクトル𝑱(𝑰𝑘)𝑰𝑘+1を構成している空間

上にベクトル�̂�wを射影したベクトルに対応する。このとき、行列𝑱(𝑰𝑘)の列ベクトルとベクト

ル�̂�w − 𝑱(𝑰
𝑘)𝑰𝑘+1との内積がゼロとなり、式(4-7)を満たす。 

 

(𝑱(𝑰𝑘))
𝑇
(�̂�w − 𝑱(𝑰

𝑘)𝑰𝑘+1) = 𝟎 

(𝑱(𝑰𝑘))
𝑇
𝑱(𝑰𝑘)𝑰𝑘+1 = (𝑱(𝑰𝑘))

𝑇
�̂�w 

(4-7) 

式(4-7)の m × n のヤコビ行列𝑱は、𝑚 ≥ 𝑛（測定数≥摂取数）のとき m × m の行列𝑱𝑇𝑱は逆行

列を持ち、𝑰𝑘+1に関して解くことができる。しかし、𝑚 < 𝑛（測定数<摂取数）のとき𝑱𝑇𝑱は逆

行列を持たず逆行列によって解くことができない。そこで、上記の条件に関係なく解くこと

が可能となる特異値分解を用いた方法[65]を適用した。 

式(4-7)のヤコビ行列𝑱を特異値分解（𝑱 = 𝑼𝑺𝑽𝑇、𝑱(𝑰𝑘)を単に𝑱とする）し、𝑰𝑘+1に関して次

のように解くことができる。 
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(𝑼𝑺𝑽𝑇)𝑇(𝑼𝑺𝑽𝑇)𝑰𝑘+1 = (𝑼𝑺𝑽𝑇)𝑇�̂�w 

𝑰𝑘+1 = 𝑽𝑺−1𝑼𝑇�̂�w 

𝑰𝑘+1 =

{
 
 

 
 𝑽[𝑺𝑝

−1 𝟎]𝑼𝑇�̂�w  (𝑚 > 𝑛)

𝑽 [
𝑺𝑝
−1

𝟎
]𝑼𝑇�̂�w        (𝑚 < 𝑛)

𝑽𝑝𝑺𝑝
−1𝑼𝑝

𝑇�̂�w          (𝑚 = 𝑛)

 

(4-8) 

ここで、 

 

𝑺 ： m × n の行列 

𝑺 = [
𝑺𝑝
𝟎
] (𝑚 > 𝑛, 𝑝 = 𝑛), [𝑺𝑝 𝟎](𝑚 < 𝑛, 𝑝 = 𝑚)  or  [𝑺𝑝](𝑚 = 𝑛 = 𝑝) 

対角行列𝑺𝑝 = [

𝑠1
⋱

𝑠𝑝

] , 𝑠1 ≥ 𝑠2 ≥ ⋯ ≥ 𝑠𝑝 > 0 

 𝑼 ： m 次元空間の正規直交基底の列ベクトルで構成された m × m の行列 

 𝑽 ： n 次元空間の正規直交基底の列ベクトルで構成された n × n の行列 

となる。式(4-8)は、測定回数 m と摂取回数 n の大小関係によって場合分けされ、m > n（測定

数 > 摂取数）の場合は、最小 2 乗法による解に対応する。一方、m < n（測定数 < 摂取数）

の場合は、複数の解が存在し、その中から大きさが最小となる解を採用する。よって、m < n

の場合の解には偏りがあり、摂取量が過小評価される可能性があることに注意しなければな

らない。 

2) 測定下限値を考慮した摂取量推定 

放射能測定では検出下限値（Limit of detection：LOD）が存在し、測定された放射能が検出

下限値未満のときは明確な測定値がわからない。この不明な検出下限値未満の測定値を𝑎<LOD

とする。検出下限値があった場合（𝑎𝑗 = 𝑎<LOD）には式(4-4)の尤度を定めることができない。

そこで EPA のレポート[66]を基に、検出下限値未満であった測定結果の数が全測定数の 15%

未満である場合は、検出下限値以下の測定値を（検出下限値÷2）と仮定できるとした。ただ

し、ある程度の測定データ数がない場合、検出下限値未満のデータを取り扱うことはできな

い点に留意する必要がある。 

3) 摂取量の信頼区間 

式(4-8)により求められた摂取量𝑰の不確かさは、共分散行列Cov(𝑰)より求めることができる。

ここで�̂�wは、式(4-6)の第 2 項と第 3 項について、収束後は定数と見なせるため、Cov(�̂�w) =

Cov(𝒂w)となる。今、ベクトル𝒂wの各成分（測定値）は統計的に独立である仮定していること

から、Cov(𝒂w)は分散を対角成分とする対角行列となり、𝒂wの定義を考慮すれば単位行列と

なる。したがってCov(𝑰)は、 

 

Cov(𝑰) = Cov(𝑽𝑺−1𝑼𝑇�̂�w) 

= (𝑽𝑺−1𝑼𝑇)Cov(�̂�w)(𝑽𝑺
−1𝑼𝑇)𝑇 

= (𝑽𝑺−1𝑼𝑇)(𝑽𝑺−1𝑼𝑇)𝑇 

(4-9) 

となり、摂取量の推定値の 95%信頼区間は、 
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𝐼𝑖 ± 1.96 × √(Cov(𝑰))𝑖𝑖                      for normal 

exp [log 𝐼𝑖 ± 1.96 × √log(Cov(𝑰))𝑖𝑖]     for log normal 

(4-10) 

となる。 

 

4.3.2 摂取量推定に関するプログラム開発 

4.3.1 項で示した最尤法による摂取量推定法に基づいた計算コードを Java 言語で開発した。

図 4-1 に開発コードの処理フローを示す。処理を開始する前に、摂取量推定を行うのに必要

な計算条件として、体内放射能測定値、その測定値の偏差値タイプ（なし、正規分布、対数正

規分布）と偏差値、検出下限値及び単位摂取の体内放射能予測値を入力する。始めに、検出

下限値以下の測定値があった場合は、体内放射能測定値を検出下限値の半分に置換する。次

に、処理した体内放射能測定値ベクトル、偏差値ベクトル及び単位摂取の体内放射能予測値

行列を用いて摂取量を推定する。摂取量は初期値を 0.01 として、ヤコビ行列の特異値分解、

摂取量及び分散を反復計算する。収束判定は、絶対残差のノルムが 10−5 以下に設定した。最

後に収束した摂取量と分散から摂取量の 95%信頼区間を算出する。特異値分解の計算には、

Java 言語で開発された la4j ver. 0.6.0 [67]を利用した。 
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図 4-1 摂取量推定コードの処理フロー 
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4.4 試計算 

4.4.1 仮定した摂取パターンに対する試計算 

開発した基本機能プログラムの動作確認のため、欧州線量評価委員会（EURADOS）が行っ

た摂取量推定事例[68]及び IMBA の例題[64]を題材に、試計算を行った。試計算では、モニタ

リング値と、単位放射能摂取を仮定したときのモニタリング実施日におけるモデル予測値を

入力値とした。IMBA ver. 5.0.0 による評価も併せて実行し、開発プログラムと IMBA による

評価結果を相互比較した。なお、IMBA と開発コードでは体内放射能計算手法が異なるため、

モデル予測値は IMBA による評価値を入力値とした。 

1) 複数回の急性摂取事例 

複数回の急性摂取の事例として、作業者による 137Cs の 2 回の経口摂取に対するモニタリン

グを試計算対象とした。本事例の摂取量推定条件、モニタリング値及びモデル予測値を、そ

れぞれ表 4-2 及び表 4-3 に示す。このケースは測定数が摂取回数より多いため、摂取量推定

で測定値にフィッティングした１つの推定結果が得られる。測定値の不確かさは対数正規分

布で与えられているため、反復して摂取量を算出することとなる。 

本事例について、開発プログラムと IMBA を用いて摂取量推定した結果、及び EURADOS

による評価値を表 4-4 に示す。開発プログラムの計算結果は、IMBA による推定結果及び

EURADOS の評価値と良く一致した。 

表 4-2 137Cs 摂取事例の摂取量推定条件 

項目 条件 

評価対象者 作業者（35 歳男性） 

核種 137Cs 

摂取経路 経口摂取 

摂取日 1 回目：0 日、2 回目：38 日 

モニタリング対象 全身放射能 

 

表 4-3 137Cs 全身放射能のモニタリング値とモデル予測値 

測定日 

(d) 

モニタリング 1 Bq 摂取時のモデル予測値 (Bq) 

測定値 (Bq) 幾何偏差 1 回目 2 回目 

1 8.8E+04 1.2 9.8754E−01 — 

8 6.0E+04 1.2 8.6968E−01 — 

17 9.3E+04 1.2 8.1296E−01 — 

30 8.3E+04 1.2 7.4803E−01 — 

46 4.8E+05 1.2 6.7560E−01 8.6968E−01 

50 4.6E+05 1.2 6.5862E−01 8.4113E−01 

60 4.4E+05 1.2 6.1801E−01 7.8717E−01 
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表 4-4 137Cs 摂取事例に対する摂取量推定結果 

摂取日 (d) 開発プログラム (Bq) IMBA (Bq) EURADOS (Bq) 

0 9.3988E+04 9.399E+04 9.3988E+04 

38 4.7910E+05 4.791E+05 4.7911E+05 

 

2) 検出下限値以下というモニタリング値を含む事例 

モニタリングの結果検出下限値であったことを考慮する事例として、作業者による 238Pu の

吸入摂取に対する尿排泄率測定[64]を試計算対象とした。本事例の摂取量推定条件、モニタリ

ング値及びモデル予測値を、それぞれ表 4-5 及び表 4-6 に示す。本事例は、モニタリング期

間が約 6300 日と長く、48 個のモニタリング値のうち最初の 4 回は検出下限値以下である。 

開発プログラムと IMBA を用いて摂取量推定した結果を表 4-7 に示す。開発プログラムの

計算結果は、IMBA による推定結果と良く一致した。 

表 4-5 238Pu 摂取事例の摂取量推定条件 

項目 条件 

評価対象者 作業者 

核種 238Pu 

摂取経路 吸入摂取（AMAD = 5 μm) 

摂取日 0 日 

モニタリング対象 尿中排泄率 
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表 4-6 238Pu 尿中排泄率のモニタリング値とモデル予測値 

測定日 

(d) 

モニタリング モデル予測値 

(Bq) 測定値 (Bq) 幾何偏差 

2 ND 1.8 1.2948E−09 

3 ND 1.8 1.8116E−09 

4 ND 1.8 2.3745E−09 

76 ND 1.8 3.7766E−08 

123 0.160 1.8 5.7706E−08 

150 0.070 1.8 6.8911E−08 

186 0.070 1.8 8.3486E−08 

209 0.100 1.8 9.2515E−08 

264 0.160 1.8 1.1301E−07 

283 0.180 1.8 1.1970E−07 

293 0.200 1.8 1.2314E−07 

328 0.310 1.8 1.3469E−07 

359 0.230 1.8 1.4433E−07 

387 0.260 1.8 1.5255E−07 

415 0.200 1.8 1.6033E−07 

506 0.370 1.8 1.8272E−07 

593 0.230 1.8 2.0038E−07 

685 0.240 1.8 2.1561E−07 

776 0.240 1.8 2.2767E−07 

870 0.330 1.8 2.3744E−07 

964 0.310 1.8 2.4490E−07 

1048 0.350 1.8 2.4988E−07 

1143 0.370 1.8 2.5390E−07 

1231 0.580 1.8 2.5632E−07 

1293 0.210 1.8 2.5736E−07 

1481 0.430 1.8 2.5787E−07 

1668 0.410 1.8 2.5536E−07 

1847 0.440 1.8 2.5102E−07 

2027 0.350 1.8 2.4541E−07 

2123 0.160 1.8 2.4208E−07 

2212 0.210 1.8 2.3883E−07 

2212 0.160 1.8 2.3883E−07 

2575 0.220 1.8 2.2484E−07 

2689 0.280 1.8 2.2038E−07 

2881 0.120 1.8 2.1296E−07 

3100 0.280 1.8 2.0474E−07 

3244 0.290 1.8 1.9954E−07 

3446 0.270 1.8 1.9254E−07 

3612 0.270 1.8 1.8707E−07 

3805 0.270 1.8 1.8103E−07 

3988 0.200 1.8 1.7563E−07 

4329 0.180 1.8 1.6635E−07 

4701 0.450 1.8 1.5731E−07 

4831 0.210 1.8 1.5439E−07 

5192 0.360 1.8 1.4687E−07 

5560 0.270 1.8 1.3999E−07 

5924 0.330 1.8 1.3384E−07 

6294 0.230 1.8 1.2817E−07 
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表 4-7 238Pu 摂取事例に対する摂取量推定結果 

摂取日 (d) 開発プログラム (Bq) IMBA (Bq) 

0 1.272E+06 1.282E+06 

 

4.4.2 体内放射能及び排泄物中放射能の経時変化 

平成 29 年度事業において、単位放射能の 1 回の急性摂取に対する体内放射能及び排泄物中

放射能の経時変化出力機能について検証した[18]。一方、核種摂取量推定機能では、複数回の

急性摂取及び慢性摂取についても放射能の経時変化が評価できる必要がある。なお、慢性摂

取は日単位の摂取量を該当日の開始時に摂取したと近似するため、複数回の急性摂取と取扱

いは同じである。そこで、複数の急性摂取に対しても、体内放射能及び排泄物中放射能の経

時変化を出力する機能を開発した。 

複数回の急性摂取に対する体内放射能及び排泄物中放射能の経時変化は、まず単位放射能

摂取時の経時変化を評価し、これに摂取した時期毎の摂取量を乗じて摂取時期の間隔だけシ

フトさせた各経時変化を足し合わせることで得ることとした。 

表 4-4 に示す 137Cs 摂取条件に対する全身放射能（Bq）及び尿中排泄率（Bq/d）の経時変化

の評価結果を、図 4-2 に示す。図に示すように、本機能は 2 回の急性摂取に対する放射能の

経時変化を評価できた。 

 

 

図 4-2 137Cs 複数回摂取時の全身放射能及び尿中排泄率 
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4.5 核種摂取量推定機能の開発のまとめ 

全身カウンタやバイオアッセイ法により得た体内の放射性核種残留量（放射能）に基づく

線量評価において、摂取した放射性核種の量（放射能）を推定することが最も重要となる。

今年度は、この摂取した放射性核種の量を推定するための計算手法を開発し、そのプログラ

ムを実装することを最大の目標とした。 

この計算手法の開発においては、昨年度の既存コードの調査結果に基づいて抽出した数値

解析法の中から、最尤推定法の活用を検討した。この推定法では、測定値に対してパラメー

タとなる摂取量を変化させた際の尤度を評価し、これが最大となった摂取量が与えられる測

定値を最適と判断して摂取量を推定する。この手法を採用するにあたっては、実際の適用に

おける課題を抽出し、検出下限値のデータを参照する手法なども検討した。最終的には、開

発コードのメイン言語で、これらを処理できるプログラムを開発した。また、限定的である

が、いくつかの例題により、開発したプログラムの検証を目的とした試計算を行い、その信

頼性を確認した。 

他、平成 29 年度の事業の研究評価において、広い多角的な観点から当該機能に関するニー

ズを聴取することが指摘された。そこで、緊急被ばく医療に関係する大学や研究機関におい

て、当該機能に関する意見交換を行った。聴取した意見の中には、昨年度に原子力機構内で

の意見交換で得たものと同様なものが多くある一方、特に緊急時における評価で必要な条件

設定などの情報が含まれていた。これらの意見は、基本機能の開発方針、解析手法の選択に

影響はない一方、次年度の実施予定の GUI 開発等で有益となるものであり、今後のコード完

成へ向けた研究開発へ反映させる予定である。 
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第5章 あとがき 

平成 29 年度からの 4 か年計画で、ICRP の 2007 年勧告に従う新しい線量評価モデルやデー

タに基づき、内部被ばく線量を導出できるコードの開発に関する研究に取り組んでいる。開

発するコードは、国内の放射線規制への 2007 年勧告の取入れにおける実効線量係数の検証、

緊急時や平常時のモニタリングに基づく被ばく線量評価での活用を目的としている。平成 30

年度は、コードの基本機能となる線量係数計算機能及び核種摂取量推定機能の開発を進め、

線量係数計算機能の設計を完了し、モニタリングデータに基づいて核種の摂取量を推定する

基本機能の完成を目標とした。 

線量係数計算機能については、平成 29 年度の事業で OIR part 2（ICRP Publ. 134）で示され

た実効線量係数を正確に導出することを確認し、基本となる基本機能の妥当性を検証した。

今年度は、平成 30 年 1 月に公開された OIR part 3（ICRP Publ. 137）へ対応するための改良を

行い、今後に公開されるデータの実装を効率的に遂行するための機能の設計を行った。ここ

で、新規データの取込みに関する検討において、OIR part 3 への対応で得た知見や経験を反映

した。今後公開されるデータの中では、全身における核種の動態を表す組織系動態モデルの

実装が大きな課題となる。今年度の事業において、核種の移行を表現するコンパートメント

（臓器や組織）名を ID 番号で認識し、先行事業で選定した XML 形式によりモデルの内容を

含むファイルを作成することを決定した。さらに、日本人パラメータの読込み方法を決定し、

1990 年勧告に準拠するモデルやデータの実装を含め、データファイルを配置する設計を完了

した。また、OIR part 3 では、ウラン系列やトリウム系列に含まれる元素の組織系動態モデル

等も公開された。これらの元素に含まれる核種を摂取した場合、体内での壊変により同じ元

素の核種が生成し、摂取核種と子孫核種を区別する必要性などの課題を確認した。これら課

題を解決するため、線量計算機能のアルゴリズム改良を行い、OIR part 3 で公開された実効線

量係数を正確に導出することを検証した。今後、組織系動態モデルが公開された場合、アル

ゴリズム改良が必要となる可能性もあるが、これまでに構築した機能に基づいて、今年度の

経験を活用することで、線量係数計算機能を継続的にアップデートすることに大きな問題は

生じないと考える。 

核種摂取量推定機能については、昨年度の調査結果に基づいてモニタリングデータより、

最尤推定法を用いて、摂取量を推定するという基本機能を開発した。これにより、体外計測

法（全身、肺、甲状腺の計測）やバイオアッセイ法（尿、糞の計測）で得たモニタリング結果

より、最適な摂取量を推定可能となった。また、種々の摂取パターン、検出下限値が一部含

まれる条件への対応も可能とし、実際のニーズに合致する基本機能が完成したと考える。今

年度は、いくつかの例題に対する試計算を進めたが、次年度の前半において、更なる検証を

進める予定である。また、昨年度の研究評価委員会での指摘を受けて、原子力機構以外の大

学や研究機関で緊急被ばく医療に携わる専門家との意見交換により、当該機能のニーズ等を

聴取することができた。昨年度に原子力機構内の専門家から聴取したものとほぼ同じ内容の

意見も多くあった一方、緊急時対応や公衆への説明等の観点からも有益な意見を聴取するこ

とができた。来年度、これらの意見を反映してユーザーが計算条件を GUI で設定する方法を
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決定する。 

平成 31 年度は、核種摂取量推定機能の信頼性を確証したうえで、コードの操作性や利便性

の向上を図るため、計算条件を設定する GUI や結果を効果的に表示する機能等を開発する。

その後、全機能を統合してコードβ版を開発し、その完成をマイルストーン（目標）として

設定する。ここで、β版の開発においては、1990 年勧告及び 2007 年勧告に準拠する実効線量

係数の差異の要因分析における線量係数計算機能の活用等の検証も進めていく予定である。

他、今後のコード開発、今後の放射線規制の見直しに関する進捗にも影響を与える ICRP の動

向については、引き続き調査し、その結果は進捗状況と同様に PO 会合などで報告する。さら

に、将来的なコードの普及を鑑みて、学会発表などで内部被ばくに携わる専門家に成果を周

知するとともに、開発後の普及対策（講習会開催）の戦略も検討する予定である。 
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付録-1 告示別表第 2（ICRP Publ. 68）と OIR シリーズで考慮されている放射性同位 

元素の種類（化学形等) 

 

1) 水素 

付表 1-1 告示別表第 2（ICRP Publ. 68）の放射性同位元素の種類（化学形） -H- 

種類（化学形） 吸収タイプ、f1値等 摂取経路 

元素状水素 可溶性または反応性ガス 吸入 

メタン ガスまたは蒸気 吸入 

水 可溶性または反応性ガス 吸入 

有機物（メタンを除く） 可溶性または反応性ガス 吸入 

上記を除く化合物 粒子(Type M) 吸入 

水 f1 = 1.0* 経口 

有機物（メタンを除く） f1 = 1.0 経口 

上記を除く化合物 f1 = 1.0* 経口 

*水の経口摂取は、すぐに体全体に行き渡るという仮定に基づいており、ICRP Publ. 68 では f1 = 1.0 と

記載されているが、実際には小腸内容物→血液という経路は考慮されていない。これを除く経口摂取

は、消化管を通じて f1 = 1 (i.e. 0.99)で血液に吸収されるという計算である。 

 

付表 1-2 OIR シリーズの放射性同位元素の種類（化学形） -H- 

種類（化学形） 吸収タイプ、fA値等 摂取経路 

トリチウム水（蒸気） ガスまたは蒸気(Type V) 吸入 

トリチウムガス ガスまたは蒸気(Type V) 吸入 

トリチウムメタン ガスまたは蒸気(Type V) 吸入 

特定されないガスまたは蒸気（特定されない有機

化合物蒸気を含む） 

ガスまたは蒸気 

(Type F), fA = 0.99 
吸入 

有機結合トリチウム（OBT） 粒子(Type F), fA = 0.99 吸入 

トリチウム吸蔵 LaNi4.25Al0.75 粒子(Type F), fA = 0.99 吸入 

ガラス破片、発光塗料、トリチウム化チタン、トリチ

ウム化ジルコニウム、全ての特定されていない化合物 
粒子(Type M), fA = 0.2 吸入 

トリチウム化炭素、トリチウム化ハフニウム 粒子(Type S), fA = 0.01 吸入 

可溶性物質（有機結合トリチウ及びトリチウム 

吸蔵 LaNi4.25Al0.75） 
fA = 0.99 経口 

生体物質 fA = 0.99 経口 

難溶性物質（ガラス破片、発光塗料、トリチウム化チタン、

トリチウム化ジルコニウム、全ての特定されない化合物、 

トリチウム化炭素、トリチウム化ハフニウム） 

fA = 0.1 経口 
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2) 炭素 

付表 1-3 告示別表第 2（ICRP Publ. 68）の放射性同位元素の種類（化学形） -C- 

種類（化学形） 吸収タイプ、f1値等 摂取経路 

蒸気 可溶性または反応性ガス 吸入 

一酸化物 可溶性または反応性ガス 吸入 

二酸化物 可溶性または反応性ガス 吸入 

メタン ガスまたは蒸気 吸入 

有機物（経口） f1 = 1.0 経口 

 

付表 1-4 OIR シリーズの放射性同位元素の種類（化学形） -C- 

種類（化学形） 吸収タイプ、fA値等 摂取経路 

一酸化物 ガスまたは蒸気(Type V) 吸入 

二酸化物 ガスまたは蒸気(Type V) 吸入 

メタン ガスまたは蒸気(Type V) 吸入 

特定されないガスまたは蒸気 ガスまたは蒸気(Type F), fA = 0.99 吸入 

炭酸バリウム 粒子(Type F), fA = 0.99 吸入 

数値のみ（化学形等なし） 粒子(Type F), fA = 0.99 吸入 

全ての特定されない化学形 粒子(Type M), fA = 0.2 吸入 

元素状炭素、トリチウム化炭素 粒子(Type S), fA = 0.01 吸入 

全ての化学形 fA = 0.99 経口 

 

3) リン 

付表 1-5 告示別表第 2（ICRP Publ. 68）の放射性同位元素の種類（化学形） -P- 

種類（化学形） 吸収タイプ、f1値等 摂取経路 

Sn のリン酸塩以外の化合物 粒子(Type F) 吸入 

Sn のリン酸塩 粒子(Type M) 吸入 

Sn のリン酸塩以外の化合物 f1 = 0.8 経口 

Sn のリン酸塩 f1 = 0.8 経口 

付表 1-6 OIR シリーズの放射性同位元素の種類（化学形） -P- 

種類（化学形） 吸収タイプ、fA値等 摂取経路 

リン酸ナトリウム（リン酸ソーダ） 粒子(Type F), fA = 0.8 吸入 

リン酸イットリウム、リン酸スズ、リン酸亜鉛、

全ての特定されない化学形 
粒子(Type M), fA = 0.16 吸入 

数値のみ（化学形等なし） 粒子(Type S), fA = 0.008 吸入 

全ての特定されていない化学形 fA = 0.8 経口 
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4) 硫黄 

付表 1-7 告示別表第 2（ICRP Publ. 68）の放射性同位元素の種類（化学形） -S- 

  

種類（化学形） 吸収タイプ、f1値等 摂取経路 

蒸気（二酸化硫黄を含む） 可溶性または反応性ガス 吸入 

二硫化炭素 ガスまたは蒸気 吸入 

H、Li、Na、Mg、Al、Si、P、 K、Ti、V、Cr、Mn、

Fe、Ni、Ga、Rb、Sr、Zr、Tc、Ru、Rh、Pd、In、

Te、I、 Cs、Ba、La、Gd、Hf、W、 Re、Os、Ir、

Pt、Au、Tl、Pb、Po、Fr、Ac の硫化物と硫酸塩、

Cu の無機化合物の硫酸塩、Ge、Mo、Ag、Cd、Sn

の硫酸塩、Se の無機化合物の硫化物と硫酸塩、Hg

の無機化合物の硫酸塩、Hg の有機化合物の硫化

物と硫酸塩及び大部分の六価のウラン化合物の

硫化物と硫酸塩 

粒子(Type F) 吸入 

元素状硫黄〔吸入摂取〕､Be、Ca、Sc、Co、Zn、

As、Y、 Nb、Sb、Ce、Pr、Nd、Pm、Sm、Eu、

Tb、Dy、Ho、Er、Tm、Yb、Lu、Ta、Bi、Ra、Th、

Pa、Np、Pu、Am、Cm、Bk、Cf、Es、Fm、Md の

硫化物と硫酸塩、Cu の無機化合物の硫化物、Ge、

Mo、Ag、Cd、Sn の硫化物、Hg の無機化合物の

硫化物及び難溶性、不溶性のウラン化合物の硫化

物と硫酸塩 

粒子(Type M) 吸入 

元素状硫黄 f1 = 0.100 経口 

元素状以外の無機化合物 f1 = 0.800 経口 

食品中の硫黄 f1 = 1.000 経口 

上記を除く化合物   経口 
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付表 1-8 OIR シリーズの放射性同位元素の種類（化学形） -S- 

種類（化学形） 吸収タイプ、fA値等 摂取経路 

二酸化硫黄、二硫化炭素、硫化水素、硫化カル

ボニル、他の特定されない無機ガス、蒸気 

ガスまたは蒸気(Type F),  

fA = 0.99 
吸入 

他の有機ガス 
ガスまたは蒸気(Type F),  

fA = 0.99 
吸入 

硫酸セシウム、硫酸ニッケル、硫酸ストロンチ

ウム及び硫酸トリウム 
粒子(Type F), fA = 0.99 吸入 

硫酸バリウム、全ての特定されていない化学形 粒子(Type M), fA = 0.2 吸入 

数値のみ（化学形等なし） 粒子(Type S), fA = 0.01 吸入 

特定されていない無機、有機化合物 fA = 0.99 経口 

元素状硫黄及びチオ硫酸塩 fA = 0.1 経口 

 

5) カルシウム 

付表 1-9 告示別表第 2（ICRP Publ. 68）の放射性同位元素の種類（化学形） -Ca- 

種類（化学形） 吸収タイプ、f1値等 摂取経路 

全ての化合物 粒子(Type M) 吸入 

全ての化合物 f1 = 0.3 経口 

付表 1-10 OIR シリーズの放射性同位元素の種類（化学形） -Ca- 

種類（化学形） 吸収タイプ、fA値等 摂取経路 

塩化カルシウム 粒子(Type F), fA = 0.4 吸入 

全ての特定されていない化学形 粒子(Type M), fA = 0.08 吸入 

数値のみ（化学形等なし） 粒子(Type S), fA = 0.004 吸入 

全ての特定されていない化学形 fA = 0.4 経口 
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6) 鉄 

付表 1-11 告示別表第 2（ICRP Publ. 68）の放射性同位元素の種類（化学形） -Fe- 

種類（化学形） 吸収タイプ、f1値等 摂取経路 

酸化物、水酸化物及びハロゲン化物以外の化合物 粒子(Type F) 吸入 

酸化物、水酸化物及びハロゲン化物 粒子(Type M) 吸入 

酸化物、水酸化物及びハロゲン化物以外の化合物 f1 = 0.100 経口 

酸化物、水酸化物及びハロゲン化物 f1 = 0.100 経口 

付表 1-12 OIR シリーズの放射性同位元素の種類（化学形） -Fe- 

種類（化学形） 吸収タイプ、fA値等 摂取経路 

数値のみ（化学形等なし） 粒子(Type F), fA = 0.1 吸入 

過塩化鉄、酸化鉄、全ての特定されていない化学形 粒子(Type M), fA = 0.02 吸入 

腐食生成物 粒子(Type S), fA = 0.001 吸入 

全ての特定されていない化学形 fA = 0.1 経口 

 

7) コバルト 

付表 1-13 告示別表第 2（ICRP Publ. 68）の放射性同位元素の種類（化学形） -Co- 

種類（化学形） 吸収タイプ、f1値等 摂取経路 

酸化物、水酸化物、ハロゲン化物及び硝酸塩以外の化合物 粒子(Type M) 吸入 

酸化物、水酸化物、ハロゲン化物及び硝酸塩 粒子(Type S) 吸入 

酸化物、水酸化物、ハロゲン化物及び硝酸塩以外の化合物 f1 = 0.100 経口 

酸化物、水酸化物、ハロゲン化物及び硝酸塩 f1 = 0.050 経口 

付表 1-14 OIR シリーズの放射性同位元素の種類（化学形） -Co- 

  

種類（化学形） 吸収タイプ、fA値等 摂取経路 

硝酸コバルト、塩化コバルト 粒子(Type F), fA = 0.1 吸入 

全ての特定されていない化合物 粒子(Type M), fA = 0.02 吸入 

結合アルミノケイ酸塩（FAP）、ポリスチレン

（PSL）、酸化物 
粒子(Type S), fA = 0.004 吸入 

全ての化学形 fA = 0.1 経口 

不溶性酸化物 fA = 0.05 経口 
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8) 亜鉛 

付表 1-15 告示別表第 2（ICRP Publ. 68）の放射性同位元素の種類（化学形） -Zn- 

種類（化学形） 吸収タイプ、f1値等 摂取経路 

全ての化合物 粒子(Type S) 吸入 

全ての化合物 f1 = 0.500 経口 

付表 1-16 OIR シリーズの放射性同位元素の種類（化学形） -Zn- 

種類（化学形） 吸収タイプ、fA値等 摂取経路 

酸化物、クロム酸塩 粒子(Type F), fA = 0.5 吸入 

硝酸塩、リン酸塩亜鉛、全ての特定されない化合物 粒子(Type M), fA = 0.1 吸入 

腐食生成物 粒子(Type S), fA = 0.005 吸入 

全ての化学形 fA = 0.5 経口 

 

9) ストロンチウム 

付表 1-17 告示別表第 2（ICRP Publ. 68）の放射性同位元素の種類（化学形） -Sr- 

種類（化学形） 吸収タイプ、f1値等 摂取経路 

チタン酸ストロンチウム以外の化合物 粒子(Type F) 吸入 

チタン酸ストロンチウム 粒子(Type S) 吸入 

チタン酸ストロンチウム以外の化合物 f1 = 0.3 経口 

チタン酸ストロンチウム f1 = 0.010 経口 

付表 1-18 OIR シリーズの放射性同位元素の種類（化学形） -Sr- 

種類（化学形） 吸収タイプ、fA値等 摂取経路 

塩化ストロンチウム、硫酸ストロンチウム、炭酸

ストロンチウム 
粒子(Type F), fA = 0.25 吸入 

全ての特定されていない化学形、燃料破片 粒子(Type M), fA = 0.05 吸入 

結合アルミノケイ酸塩（FAP）、ポリスチレン

（PSL）、チタン酸ストロンチウム 
粒子(Type S), fA = 0.0025 吸入 

チタン酸ストロンチウム fA = 0.01 経口 

他の全ての化学形 fA = 0.25 経口 
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10) イットリウム 

付表 1-19 告示別表第 2（ICRP Publ. 68）の放射性同位元素の種類（化学形） -Y- 

種類（化学形） 吸収タイプ、f1値等 摂取経路 

酸化物及び水酸化物以外の化合物 粒子(Type M) 吸入 

酸化物及び水酸化物 粒子(Type S) 吸入 

酸化物及び水酸化物以外の化合物 f1 = 1.0E−4 経口 

酸化物及び水酸化物 f1 = 1.0E−4 経口 

付表 1-20 OIR シリーズの放射性同位元素の種類（化学形） -Y- 

種類（化学形） 吸収タイプ、fA値等 摂取経路 

塩化物を含む水溶性化合物 粒子(Type F), fA = 1.0E−4 吸入 

酸化物、リン酸塩、全ての特定されていない化学形 粒子(Type M), fA = 2.0E−5 吸入 

結合アルミノケイ酸塩（FAP） 粒子(Type S), fA = 1.0E−6 吸入 

全ての化学形 fA = 1.0E−4 経口 

 

11) ジルコニウム 

付表 1-21 告示別表第 2（ICRP Publ. 68）の放射性同位元素の種類（化学形） -Zr- 

種類（化学形） 吸収タイプ、f1値等 摂取経路 

酸化物、水酸化物、ハロゲン化物、硝酸塩及び炭化

ジルコニウム以外の化合物 
粒子(Type F) 吸入 

酸化物、水酸化物、ハロゲン化物、及び硝酸塩 粒子(Type M) 吸入 

炭化ジルコニウム 粒子(Type S) 吸入 

酸化物、水酸化物、ハロゲン化物、硝酸塩及び炭化

ジルコニウム以外の化合物 
f1 = 0.002 経口 

酸化物、水酸化物、ハロゲン化物、及び硝酸塩 f1 = 0.002 経口 

炭化ジルコニウム f1 = 0.002 経口 

付表 1-22 OIR シリーズの放射性同位元素の種類（化学形） -Zr- 

種類（化学形） 吸収タイプ、fA値等 摂取経路 

数値のみ（化学形等なし） 粒子(Type F), fA = 0.002 吸入 

シュウ酸塩、全ての特定されていない化学形 粒子(Type M), fA = 4.0E−4 吸入 

炭酸塩、酸化物、トリチウム化物 粒子(Type S), fA = 2.0E−5 吸入 

全ての化学形 fA = 0.002 経口 
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12) ニオブ 

付表 1-23 告示別表第 2（ICRP Publ. 68）の放射性同位元素の種類（化学形） -Nb- 

種類（化学形） 吸収タイプ、f1値等 摂取経路 

酸化物及び水酸化物以外の化合物 粒子(Type M) 吸入 

酸化物及び水酸化物 粒子(Type S) 吸入 

酸化物及び水酸化物以外の化合物 f1 = 0.010 経口 

酸化物及び水酸化物 f1 = 0.010 経口 

付表 1-24 OIR シリーズの放射性同位元素の種類（化学形） –Nb- 

種類（化学形） 吸収タイプ、fA値等 摂取経路 

数値のみ（化学形等なし） 粒子(Type F), fA = 0.01 吸入 

シュウ酸塩、全ての特定されていない化学形 粒子(Type M), fA = 0.002 吸入 

炭酸塩、酸化物 粒子(Type S), fA = 1.0E−4 吸入 

全ての化学形 fA = 0.01 経口 

 

13) モリブテン 

付表 1-25 告示別表第 2（ICRP Publ. 68）の放射性同位元素の種類（化学形） -Mo- 

種類（化学形） 吸収タイプ、f1値等 摂取経路 

二硫化モリブデン、酸化物及び水酸化物以外の化合物 粒子(Type F) 吸入 

二硫化モリブデン、酸化物及び水酸化物 粒子(Type S) 吸入 

二硫化モリブデン以外の化合物 f1 = 0.800 経口 

二硫化モリブデン f1 = 0.050 経口 

付表 1-26 OIR シリーズの放射性同位元素の種類（化学形） -Mo- 

種類（化学形） 吸収タイプ、fA値等 摂取経路 

塩化モリブテン及びモリブテン酸アンモニウム 粒子(Type F), fA = 0.9 吸入 

酸化物及び全ての特定されていない化学形 粒子(Type M), fA = 0.18 吸入 

数値のみ（化学形等なし） 粒子(Type S), fA = 0.009 吸入 

硫化物 fA = 0.05 経口 

他の全ての化学形 fA = 0.9 経口 
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14) テクネチウム 

付表 1-27 告示別表第 2（ICRP Publ. 68）の放射性同位元素の種類（化学形） -Tc- 

種類（化学形） 吸収タイプ、f1値等 摂取経路 

酸化物、水酸化物、ハロゲン化物及び硝酸塩以外の 

化合物 
粒子(Type F) 吸入 

酸化物、水酸化物、ハロゲン化物及び硝酸塩 粒子(Type M) 吸入 

酸化物、水酸化物、ハロゲン化物及び硝酸塩以外の 

化合物 
f1 = 0.800 経口 

酸化物、水酸化物、ハロゲン化物及び硝酸塩 f1 = 0.800 経口 

付表 1-28 OIR シリーズの放射性同位元素の種類（化学形） -Tc- 

種類（化学形） 吸収タイプ、fA値等 摂取経路 

過テクネチウム酸塩、Tc-DTPA 粒子(Type F), fA = 0.9 吸入 

全ての特定されていない化学形 粒子(Type M), fA = 0.18 吸入 

数値のみ（化学形等なし） 粒子(Type S), fA = 0.009 吸入 

全ての化学形 fA = 0.9 経口 

15) ルテニウム 

付表 1-29 告示別表第 2（ICRP Publ. 68）の放射性同位元素の種類（化学形） -Ru- 

種類（化学形） 吸収タイプ、f1値等 摂取経路 

四酸化ルテニウム 四酸化ルテニウム蒸気 吸入 

ハロゲン化物、酸化物、水酸化物及び四酸化 

ルテニウム以外の化合物 
粒子(Type F) 吸入 

ハロゲン化物 粒子(Type M) 吸入 

酸化物及び水酸化物 粒子(Type S) 吸入 

ハロゲン化物、酸化物、水酸化物及び四酸化 

ルテニウム以外の化合物 
f1 = 0.050 経口 

ハロゲン化物 f1 = 0.050 経口 

酸化物及び水酸化物 f1 = 0.050 経口 

付表 1-30 OIR シリーズの放射性同位元素の種類（化学形） -Ru- 

種類（化学形） 吸収タイプ、fA値等 摂取経路 

四酸化ルテニウム 
ガスまたは蒸気(Type F),  

fA = 0.01 
吸入 

塩化物、シュウ酸塩 粒子(Type F), fA = 0.05 吸入 

クエン酸塩、全ての特定されていない化学形 粒子(Type M), fA = 0.01 吸入 

二酸化物 粒子(Type S), fA = 5.0E−4 吸入 

全ての化学形 fA = 0.05 経口 
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16) アンチモン 

付表 1-31 告示別表第 2（ICRP Publ. 68）の放射性同位元素の種類（化学形） -Sb- 

種類（化学形） 吸収タイプ、f1値等 摂取経路 

酸化物、水酸化物、ハロゲン化物、硫化物、 

硫酸塩及び硝酸塩以外の化合物 
粒子(Type F) 吸入 

酸化物、水酸化物、ハロゲン化物、硫化物、 

硫酸塩及び硝酸塩 
粒子(Type M) 吸入 

酸化物、水酸化物、ハロゲン化物、硫化物、 

硫酸塩及び硝酸塩以外の化合物 
f1 = 0.100 経口 

酸化物、水酸化物、ハロゲン化物、硫化物、 

硫酸塩及び硝酸塩 
f1 = 0.100 経口 

付表 1-32 OIR シリーズの放射性同位元素の種類（化学形） -Sb- 

種類（化学形） 吸収タイプ、fA値等 摂取経路 

塩化物、酒石酸 粒子(Type F), fA = 0.05 吸入 

三酸化物、全ての特定されていない化学形 粒子(Type M), fA = 0.01 吸入 

数値のみ（化学形等なし） 粒子(Type S), fA = 5.0E−4 吸入 

全ての化学形 fA = 0.05 経口 

 

17) テルル 

付表 1-33 告示別表第 2（ICRP Publ. 68）の放射性同位元素の種類（化学形） -Te- 

種類（化学形） 吸収タイプ、f1値等 摂取経路 

蒸気 ガスまたは蒸気 吸入 

酸化物、水酸化物及び硝酸塩以外の化合物 粒子(Type F) 吸入 

酸化物、水酸化物及び硝酸塩 粒子(Type M) 吸入 

酸化物、水酸化物及び硝酸塩以外の化合物 f1 = 0.300 経口 

酸化物、水酸化物及び硝酸塩 f1 = 0.300 経口 

付表 1-34 OIR シリーズの放射性同位元素の種類（化学形） -Te- 

種類（化学形） 吸収タイプ、fA値等 摂取経路 

全ての特定されていない化合物（ガス、蒸気） 
ガスまたは蒸気(Type F),  

fA = 0.3 
吸入 

塩化テルル及び二酸化テルル 粒子(Type F), fA = 0.3 吸入 

元素状テルル、テルル化カドミウム及び全て

の特定されていない化学形 
粒子(Type M), fA = 0.06 吸入 

数値のみ（化学形等なし） 粒子(Type S), fA = 0.003 吸入 

全ての化学形 fA = 0.3 経口 
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18) ヨウ素 

付表 1-35 告示別表第 2（ICRP Publ. 68）の放射性同位元素の種類（化学形） -I- 

種類（化学形） 吸収タイプ、f1値等 摂取経路 

蒸気 可溶性または反応性ガス 吸入 

ヨウ化メチル ガスまたは蒸気 吸入 

ヨウ化メチル以外の化合物 粒子(Type F) 吸入 

ヨウ化メチル以外の化合物 f1 = 0.100 経口 

付表 1-36 OIR シリーズの放射性同位元素の種類（化学形） -I- 

種類（化学形） 吸収タイプ、fA値等 摂取経路 

元素状ヨウ素、全ての特定されていない化学

形（ガス、蒸気） 

ガスまたは蒸気(Type F), 

fA = 0.99 
吸入 

ヨウ化メチル及びヨウ化エチル ガスまたは蒸気(Type V) 吸入 

ヨウ化ナトリウム、塩化セシウムベクター、

ヨウ化銀及び全ての特定されていない化学形 
粒子(Type F), fA = 0.99 吸入 

数値のみ（化学形等なし） 粒子(Type M), fA = 0.2 吸入 

数値のみ（化学形等なし） 粒子(Type S), fA = 0.01 吸入 

全ての特定されていない化学形 fA = 0.99 経口 

 

19) セシウム 

付表 1-37 告示別表第 2（ICRP Publ. 68）の放射性同位元素の種類（化学形） -Cs- 

種類（化学形） 吸収タイプ、f1値等 摂取経路 

全ての化合物 粒子(Type F) 吸入 

全ての化合物 f1 = 1.000 経口 

付表 1-38 OIR シリーズの放射性同位元素の種類（化学形） -Cs- 

種類（化学形） 吸収タイプ、fA値等 摂取経路 

塩化セシウム、硝酸塩及び硫酸塩 粒子(Type F), fA = 0.99 吸入 

照射された燃料の破片、全ての特定されていない

化学形 
粒子(Type M), fA = 0.2 吸入 

数値のみ（化学形等なし） 粒子(Type S), fA = 0.01 吸入 

塩化セシウム、硝酸塩、硫酸塩；全ての特定され

ていない化学形 
fA = 0.99 経口 

難溶性の物質（照射された燃料の破片） fA = 0.1 経口 
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20) バリウム 

付表 1-39 告示別表第 2（ICRP Publ. 68）の放射性同位元素の種類（化学形） -Ba- 

種類（化学形） 吸収タイプ、f1値等 摂取経路 

全ての化合物 粒子(Type F) 吸入 

全ての化合物 f1 = 0.100 経口 

付表 1-40 OIR シリーズの放射性同位元素の種類（化学形） -Ba- 

種類（化学形） 吸収タイプ、fA値等 摂取経路 

塩化バリウム及び炭酸塩 粒子(Type F), fA = 0.2 吸入 

硫酸バリウム及び全ての特定されていない化学形 粒子(Type M), fA = 0.04 吸入 

数値のみ（化学形等なし） 粒子(Type S), fA = 0.002 吸入 

水溶性 粒子(Type F), fA = 0.2 経口 

不溶性（硫酸塩及びチタン酸塩） 粒子(Type M), fA = 1.0E−4 経口 

 

21) イリジウム 

付表 1-41 告示別表第 2（ICRP Publ. 68）の放射性同位元素の種類（化学形） -Ir- 

種類（化学形） 吸収タイプ、f1値等 摂取経路 

ハロゲン化物、硝酸塩、酸化物、水酸化物 

及び金属イリジウム以外の化合物 
粒子(Type F) 吸入 

ハロゲン化物、硝酸塩及び金属イリジウム 粒子(Type M) 吸入 

酸化物及び水酸化物 粒子(Type S) 吸入 

ハロゲン化物、硝酸塩、酸化物、水酸化物 

及び金属イリジウム以外の化合物 
f1 = 0.010 経口 

ハロゲン化物、硝酸塩及び金属イリジウム f1 = 0.010 経口 

酸化物及び水酸化物 f1 = 0.010 経口 

付表 1-42 OIR シリーズの放射性同位元素の種類（化学形） -Ir- 

種類（化学形） 吸収タイプ、fA値等 摂取経路 

塩化イリジウム 粒子(Type F), fA = 0.01 吸入 

全ての特定されていない化学形 粒子(Type M), fA = 0.002 吸入 

元素状イリジウム 粒子(Type S), fA = 1.0E−4 吸入 

全ての特定されていない化学形 fA = 0.01 経口 
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22) 鉛 

付表 1-43 告示別表第 2（ICRP Publ. 68）の放射性同位元素の種類（化学形） -Pb- 

種類（化学形） 吸収タイプ、f1値等 摂取経路 

全ての化合物 粒子(Type F) 吸入 

全ての化合物 f1 = 0.200 経口 

付表 1-44 OIR シリーズの放射性同位元素の種類（化学形） -Pb- 

種類（化学形） 吸収タイプ、fA値等 摂取経路 

二塩化物、二臭化物、二フッ化物、水酸化物、 

硝酸塩、酸化物、全ての特定されていない化学形 
粒子(Type F), fA = 0.2 吸入 

数値のみ（化学形等なし） 粒子(Type M), fA = 0.04 吸入 

鉱物ダスト 粒子(Type S), fA = 0.002 吸入 

全ての化学形 fA = 0.2 経口 

 

23) ビスマス 

付表 1-45 告示別表第 2（ICRP Publ. 68）の放射性同位元素の種類（化学形） -Bi- 

種類（化学形） 吸収タイプ、f1値等 摂取経路 

硝酸ビスマス 粒子(Type F) 吸入 

硝酸ビスマス以外の化合物 粒子(Type M) 吸入 

硝酸ビスマス f1 = 0.050 経口 

硝酸ビスマス以外の化合物 f1 = 0.050 経口 

付表 1-46 OIR シリーズの放射性同位元素の種類（化学形） -Bi- 

種類（化学形） 吸収タイプ、fA値等 摂取経路 

数値のみ（化学形等なし） 粒子(Type F), fA = 0.05 吸入 

全ての特定されていない化学形 粒子(Type M), fA = 0.01 吸入 

数値のみ（化学形等なし） 粒子(Type S), fA = 5.0E−4 吸入 

全ての化学形 fA = 0.05 経口 
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24) ポロニウム 

付表 1-47 告示別表第 2（ICRP Publ. 68）の放射性同位元素の種類（化学形） -Po- 

種類（化学形） 吸収タイプ、f1値等 摂取経路 

酸化物、水酸化物及び硝酸塩 粒子(Type F) 吸入 

酸化物、水酸化物及び硝酸塩以外の化合物 粒子(Type M) 吸入 

酸化物、水酸化物及び硝酸塩 f1 = 0.100 経口 

酸化物、水酸化物及び硝酸塩以外の化合物 f1 = 0.100 経口 

付表 1-48 OIR シリーズの放射性同位元素の種類（化学形） -Po- 

種類（化学形） 吸収タイプ、fA値等 摂取経路 

数値のみ（化学形等なし） 粒子(Type F), fA = 0.1 吸入 

塩化物、水酸化物、ガス化されたポロニウム、

全ての特定されていない化学形 
粒子(Type M), fA = 0.02 吸入 

数値のみ（化学形等なし） 粒子(Type S), fA = 0.001 吸入 

全ての化学形 fA = 0.1 経口 

 

25) ラジウム 

付表 1-49 告示別表第 2（ICRP Publ. 68）の放射性同位元素の種類（化学形） -Ra- 

種類（化学形） 吸収タイプ、f1値等 摂取経路 

全ての化合物 粒子(Type M) 吸入 

全ての化合物 f1 = 0.200 吸入 

付表 1-50 OIR シリーズの放射性同位元素の種類（化学形） -Ra- 

種類（化学形） 吸収タイプ、fA値等 摂取経路 

硝酸塩 粒子(Type F), fA = 0.2 吸入 

全ての特定されていない化学形 粒子(Type M), fA = 0.04 吸入 

数値のみ（化学形等なし） 粒子(Type S), fA = 0.002 吸入 

全ての化学形 fA = 0.2 経口 
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26) トリウム 

付表 1-51 告示別表第 2（ICRP Publ. 68）の放射性同位元素の種類（化学形） -Th- 

種類（化学形） 吸収タイプ、f1値等 摂取経路 

酸化物及び水酸化物以外の化合物 粒子(Type M) 吸入 

酸化物及び水酸化物 粒子(Type S) 吸入 

酸化物及び水酸化物以外の化合物 f1 = 5.0E−4 経口 

酸化物及び水酸化物 f1 = 2.0E−4 経口 

付表 1-52 OIR シリーズの放射性同位元素の種類（化学形） -Th- 

種類（化学形） 吸収タイプ、fA値等 摂取経路 

数値のみ（化学形等なし） 粒子(Type F), fA = 5.0E−4 吸入 

水酸化物 粒子(Type M), fA = 1.0E−4 吸入 

酸化物、全ての特定されていない化学形 粒子(Type S), fA = 5.0E−6 吸入 

塩化物、クエン酸塩、硝酸塩及び硫酸塩を

含む水溶性化合物、フッ化物 
粒子(Specific Type), fA = 5.0E−5 吸入 

全ての化学形 fA = 5.0E−4 経口 
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27) ウラン 

付表 1-53 告示別表第 2（ICRP Publ. 68）の放射性同位元素の種類（化学形） -U- 

種類（化学形） 吸収タイプ、f1値等 摂取経路 

六フッ化ウラン、フッ化ウラニル、硝酸ウラニル等

の六価の化合物 
粒子(Type F) 吸入 

三酸化ウラン、四フッ化ウラン、四塩化ウラン等の

難溶性の化合物 
粒子(Type M) 吸入 

二酸化ウラン、八酸化三ウラン等の不溶性の化合物 粒子(Type S) 経口 

四価のウラン化合物以外の化合物 f1 = 0.200 経口 

二酸化ウラン、八酸化三ウラン、四フッ化ウラン等

の不溶性の化合物 
f1 = 0.020 経口 

付表 1-54 OIR シリーズの放射性同位元素の種類（化学形） -U- 

種類（化学形） 吸収タイプ、fA値等 摂取経路 

硝酸ウラニル、過酸化ウラン水和物（UO4）、 

重ウラン酸アンモニウム、三酸化ウラン（UO3） 

粒子(Type F/M の間), 

fA = 0.016 
吸入 

八酸化三ウラン（U3O8）、二酸化ウラン 
粒子(Type M/S の間), 

fA = 6.0E−4 
吸入 

ウランアルミナイド（UAIX） 
粒子(Type M/S の間), 

fA = 0.002 
吸入 

六フッ化ウラン、リン酸トリブチルウラニル 粒子(Type F), fA = 0.02 吸入 

アセチルアセトナートウラニル、運動エネルギー

弾の使用による劣化ウランのエアロゾル、蒸発し

た金属ウラン；全ての特定されていない化学形 

粒子(Type M), fA = 0.004 吸入 

数値のみ（化学形等なし） 粒子(Type S), fA = 2.0E−4 吸入 

水溶性の物質 fA = 0.02 経口 

難溶性の物質 fA = 0.002 経口 
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付録-2 プログラムオフィサー（PO）会合、専門家との打合せ及び外部発表 

 

1. プログラムオフィサー（PO）との会合 

・第 1 回 PO 会合 

日付：平成 30 年 7 月 4 日 

場所：日本原子力研究開発機構東京事務所（東京都千代田区） 

出席者： 

（研究推進委員会）古田定昭 PO、大町康 PO 補佐 

（主任研究員）高橋史明 

（研究参加者）真辺健太郎 

議題： 

1) 平成 29 年度の実施報告 

2) 平成 30 年度の実施計画 

3) 今後のスケジュール 

・第 2 回 PO 会合 

日付：平成 30 年 9 月 13 日 

場所：日本原子力研究開発機構東京事務所（東京都千代田区） 

出席者： 

（研究推進委員会）古田定昭 PO、大町康 PO 補佐 

（主任研究員）高橋史明 

（研究参加者）真辺健太郎 

議題： 

1) 線量係数計算機能の開発の進捗状況 

2) 核種摂取量推定機能の開発の進捗状況 

3) その他（今後の予定等） 

・第 3 回 PO 会合 

日付：平成 30 年 11 月 22 日 

場所：日本原子力研究開発機構東京事務所（東京都千代田区） 

出席者： 

（研究推進委員会）古田定昭 PO、大町康 PO 補佐 

（主任研究員）高橋史明 

（研究参加者）真辺健太郎 

（派遣労働者）嶋洋佑 

議題： 

1) 核種摂取量推定機能の開発の進捗状況 

2) 線量係数計算機能の開発の進捗状況 

3) その他（今後の予定等） 
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2. 専門家との打合せ 

・内部被ばくモニタリングの専門家との意見交換 その 1 

日付：平成 30 年 7 月 19 日 

場所：長崎大学坂本キャンパス①（長崎県長崎市） 

出席者： 

（長崎大学）松田尚樹、福田直子 

（原子力機構）真辺健太郎 

議題： 

1) 内部被ばく線量評価コード開発の概要説明 

2) 核種摂取量推定機能について説明と意見交換 

3) ホールボディカウンタ見学 

・内部被ばくモニタリングの専門家との意見交換 その 2 

日付：平成 30 年 7 月 23 日 

場所：福島県立医科大学（福島県福島市） 

出席者： 

（福島医大）石川徹夫 

（原子力機構）真辺健太郎 

議題： 

1) 内部被ばく線量評価コード開発の概要説明 

2) 核種摂取量推定機能について説明と意見交換 

3) ラドンの線量評価 

・内部被ばくモニタリングの専門家との意見交換 その 3 

日付：平成 30 年 7 月 24 日 

場所：弘前大学本町地区（青森県弘前市） 

出席者： 

（弘前大）床次眞司、細田正洋 

（原子力機構）佐藤薫、真辺健太郎 

議題： 

1) 内部被ばく線量評価コード開発の概要説明 

2) 核種摂取量推定機能について説明と意見交換 

3) ラドンの線量評価 
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・内部被ばくモニタリングの専門家との意見交換 その 4 

日付：平成 30 年 10 月 31 日 

場所：量子科学技術研究開発機構放射線医学総合研究所（千葉県千葉市） 

出席者： 

（放医研）栗原治、谷幸太郎 

（原子力機構）真辺健太郎、嶋洋佑 

議題： 

1) 内部被ばく線量評価コード開発の概要説明 

2) 核種摂取量推定機能について説明と意見交換 

3. 外部発表 

・第 6 回日本放射線事故・災害医学会 

日付：平成 30 年 9 月 22 日 

場所：東海村産業・情報プラザ（茨城県那珂郡東海村） 

発表者：（研究参加者）真辺健太郎 

タイトル：ICRP 2007 年勧告に基づく内部被ばく線量評価コードの開発 

・12th International Conference on the Health Effects of Incorporated Radionuclides (HEIR2018) 

日付：平成 30 年 10 月 14 日 

場所：仏国放射線防護原子力安全研究所（IRSN）（仏国フォントネー＝オー＝ローズ） 

発表者：（研究参加者）真辺健太郎 

タイトル：Development of a function calculating internal dose coefficients based on ICRP 2007 

Recommendations 

・平成 30 年度研究成果報告会 

日付：平成 31 年 2 月 15 日 

場所：原子力規制委員会（東京都港区） 

発表者：（主任研究者）高橋史明 

タイトル：内部被ばく線量評価コードの開発に関する研究 

・日本原子力学会 2019 年春の年会 2 件 

日付：平成 31 年 3 月 21 日 

場所：茨城大学水戸キャンパス（茨城県水戸市） 

1 件目 

発表者：（主任研究者）高橋史明 

タイトル：ICRP2007 年勧告に基づく内部被ばく線量評価コードの開発 

(1) 線量計算機能の開発 -平成 30 年度の進捗状況- 

2 件目 

発表者：（研究参加者）真辺健太郎 

タイトル：ICRP2007 年勧告に基づく内部被ばく線量評価コードの開発 

(2) 核種摂取量機能の開発 -平成 30 年度の進捗状況- 
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付録-3 学会発表資料 

 

1. 第 6 回日本放射線事故・災害医学会 発表ポスター 
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2. 12th International Conference on the Health Effects of Incorporated Radionuclides (HEIR2018) 

発表スライド 
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3. 日本原子力学会 2019 年春の年会 発表スライド 
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平成 30 年度 

原子力規制庁 放射線対策委託費 

（放射線安全規制研究戦略的推進事業費） 

放射線安全規制研究推進事業 

 

原子力災害拠点病院のモデル BCP 及び外部評価等に

関する調査及び開発 

 

成果報告書 

 

 

 

平成 31 年３月 

国立大学法人 九州大学 
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本報告書は、国立大学法人 九州大学が実施した「平成３０年度放射線安全
規制研究戦略的推進事業費（原子力災害拠点病院のモデル BCP 及び外部評価
等に関する調査及び開発）事業」の成果を取りまとめたものです。 
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1. 研究目的及び研究目標 

現在、我が国では東京電力福島第１原子力発電所の教訓を踏まえて、原子力

災害時の医療体制の整備が全国的に進められている。その中でも地域の中核と

されている原子力災害拠点病院が原子力災害時に業務が中断されることなく

活動するためには、平時から業務継続計画 Business Continuity Plan（以下

「BCP」という。）を策定しておくことが重要と考えられる。 

本研究では、原子力災害時における原子力災害拠点病院の医療体制の充実強

化のため、BCP を策定するための技術的指針類を開発し、原子力災害医療・総

合支援センターとともに全国の原子力災害拠点病院のBCP策定を支援すること

を目標とする。さらに、策定された BCP の内容の充実度を評価するための仕組

みを提案する。 

また、原子力災害時には情報の発信が重要な役割を果たすことから、技術的

指針類の一つとして、地域社会や報道機関、そして原子力災害拠点病院の医療

スタッフへ情報を発信するためのリスクコミュニケーションのガイドライン

についても併せて開発する。 
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1.1. 本年度の研究計画 

原子力災害拠点病院の整備の経緯として、平成 27 年８月 26 日に改正された

原子力災害対策指針に基づき整備されており、平成 31 年２月１日時点では原

子力災害対策重点区域内の道府県において 43 箇所の医療機関が指定されてい

る。しかしながら、医療機関にとって原子力災害拠点病院を担うことは、原子

力災害医療を提供するための体制整備（設備・資機材・設備・その他）及び人

材育成が大きな負担となることから、整備の推進のためには何らかの技術的支

援等が不足している可能性がある。 

そのため、１年目の事業計画として、以下の６項目を設定した。 

 

①原子力災害拠点病院における BCP の必須項目の抽出 

②リスクコミュニケーションのためのフレームワーク形成 

③同フレームワークの有効性を検証・補完するため、文献検索、各地域の拠

点病院関係者及び有識者への聞き取り調査 

④海外先進事例の把握 

⑤BCP 策定のための想定脅威の分析 

⑥研究知見に基づき原子力災害拠点病院である九州大学病院における原子 

力災害のための BCP の策定 
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1.2. 研究参加機関 

  本研究班の構成員は、災害医療、救急医療又は被ばく医療の専門家により構

成される。具体的には、国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構の明石執

行役から研究全体の監督指導、帝京大学病院の坂本院長、杏林大学医学部の山

口教授から学術指導・助言を受けながら、国から原子力災害医療・総合支援セ

ンターとして指定されている弘前大学、福島県立医科大学、広島大学及び長崎

大学で実務を担当する医師を中心に原子力災害拠点病院におけるBCP策定に関

する研究を行う。 

  また、分担研究として、鹿児島大学病院の有嶋医師を中心にリスクコミニュ

ケーションに関する研究を行う。 

  なお、研究班の構成を以下に記す。 

 

氏名 協力内容 所属機関 所属機関職名 

明石 真言 監督指導 国立研究開発法人量子

科学技術研究開発機構 

執行役 

坂本 哲也 学術指導・ 

助言 

帝京大学病院 院長 

山口 芳裕 学術指導・ 

助言 

杏林大学医学部 

救急医学教室 

教授 

山村 仁 研究協力 大阪府立中河内救命救

急センター 

（前 弘前大学） 

副所長 

長谷川 有史 研究協力 福島県立医科大学  

医学部 

放射線災害医療学講座 

主任教授 

廣橋 伸之 研究協力 広島大学 原爆放射線

医科学研究所 

教授 

宇佐 俊郎 研究協力 長崎大学病院 国際ヒ

バクシャ医療センター 

教授 

萩原 明人 研究参加 九州大学大学院 医学

研究院医療経営管理学

講座 

教授 

33
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赤星 朋比古 研究参加 九州大学大学院 先端

医療医学講座 

准教授 

石村 徳彦 補佐 九州大学病院 副看護師長 

南渕 篤 補佐 九州大学病院 主任 

濱田 昌彦 補佐 株式会社重松製作所 主任研究者 

有嶋 拓郎 分担研究 鹿児島大学病院 

救命救急センター 

特任講師 

 

 

 

 
【図１.研究班体制図】 
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2. 本年度事業の実施内容及び成果 

2.1. 海外調査 

  海外調査として、米国ハーバード大学公衆衛生大学院（マサチューセッツ州

ボストン）及び同大学教育関連病院並びに米国疾病予防センターCenter for 

Disease Control and Prevention（ジョージア州アトランタ）の視察等を通じ

て、公衆衛生や危機管理担当者への聞き取り調査や過去の米国内外の原子力事

故、リスクコミュニケーション等の意見交換を行った。 

 

期間：平成 30 年７月 30 日〜８月３日 

場所：米国マサチューセッツ州ボストン ハーバード大学公衆衛生大学院 

 

期間：平成 30 年９月 11 日〜９月 15 日 

場所：米国ジョージア州アトランタ米国疾病予防センター 

Center for Disease Control and Prevention 

 

期間：平成 31 年１月５日〜１月 11 日 

場所：米国マサチューセッツ州ボストン ハーバード大学公衆衛生大学院教

育関連病院等 
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2.2. 文献調査 

  本年度は、以下の文献調査から課題等の整理を行った。 

 

 （１）BCP について 

日本における災害拠点病院のための BCP を策定するに当たり、厚生労

働省病院 BCP 作成の手引き（平成 29 年３月版）【災害拠点病院用】（作成：

本間研究班、分担研究者 横浜市立市民病院 堀内義仁）、東京都福祉保健

局「医療機関における事業継続計画（BCP）の策定について」の二つが、

医療機関における BCP の代表的なひな形であることから、当該文献の調

査を行った。 

上記文献のほかに、多くの大学病院において BCP を定めており、代表

的なものとして名古屋大学医学部附属病院 BCP、東北大学病院災害対策マ

ニュアル、同病院 BCP が存在しており、インターネット上で公開してい

る。 

なお、大学病院に限らず、多くの医療機関においても BCP を病院のホ

ームページ等で公開している。 

このほか、厚生労働省が各都道府県において委託する研修会が開催さ

れており、その多くは保険会社シンクタンク各社が災害医療の専門家と

協働して行われている。これらの研修会に参加し、BCP 策定のための研修

資料を入手した。 

上記の文献調査の結果、以下の点が明らかとなった。 

 

ア．大規模地震を被害想定としたものが中心であるため、多数傷病者対 

応に関する病院能力の維持に加え、病院のインフラ整備、備蓄、職 

員参集、被災１か月後を目処とした復旧計画の立案が中心的な内容

であること。 

イ．大規模地震は、想定しうる各種災害（台風、事故、停電等）の中で 

も厳しい内容のものであり、インフラ整備を中心に病院の業務を包

括するものであることから、大規模地震を想定した BCP は極めて有

用であると考えられること。 

ウ．複合災害としての原子力災害については、各種資料の中に一部記載 

が見られるものもあるが、直接的に原子力災害拠点病院のための BCP
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策定に資するものは存在しなかったこと。 

 

   以上から、原子力災害拠点病院のための BCP は、大規模地震を想定し

て作られる災害拠点病院のための BCP を踏まえつつ、大規模地震・津波・

原子力災害のような複合災害を想定する必要があると考えられる。 

 

また、海外での文献調査であるが、病院の BCP について学術文献サイ

トにて hospital, business continuity, disaster をキーワードとして

検索すると複数の論文が挙げられる。しかしながら、その多くが災害時に

おける医療機関において災害復興で BCP の必要性を述べたケースレポー

トであり、原子力災害における病院の業務継続に関する報告は得られな

かった。 

一方で、医療機関のための BCP 策定ガイドラインは複数のものが公開

されている。代表的なものとして、米国カリフォルニア州病院協会

California Hospital Association の病院業務継続テンプレート

Hospital Business Continuity Templates がある。日本における災害拠

点病院のための BCP テンプレートと基本的な考え方は同じである。相違

点としては、必ずしも地震を想定したものでないこと、病院版緊急時指揮

調整システム Hospital Incident Command System に準拠していることが

挙げられる。一般的に米国では BCPは IT部門の一環として位置付けられ、

災害対応のためのものとしてはあまり捉えられていない。米国の医療機

関の災害対応は、災害対応マニュアルの整備も含めて、前述した病院版緊

急時指揮調整システム Hospital Incident Command System という包括的

なガイドラインに準拠している。 

なお、欧米の医療機関では IT 領域において業務継続に関する整備が進     

んでいる。電子カルテ、検査機器、事務部門等 IT の業務継続無くして医

療機関は機能し得ない。そのため、データベースのバックアップや頑強性

の担保、IT 部門のセキュリティ対策、万が一 IT 部門が機能不全した場合

の計画立案が進められている。 

 

（２）リスクコミュニケーションについて 

災害時におけるリスクコミュニケーションについて、学術文献サイト
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において hospital, disaster, risk communication をキーワードとして

検索すると数多くの調査研究論文が挙げられる。福島第１原子力発電所

事故後、原子力災害におけるリスクコミュニケーションは多くの研究が

行われてきており、福島県立医科大学医学部健康リスクコミュニケーシ

ョン学講座の村上道夫らは、リスクコミュニケーションにおいて専門家

(または情報提示側)に必要な７のエッセンスとして、①リスクを評価す

ること、②リスク受容とリスクトレードオフのフレームを区別すること、

③リスクの性質の違いを理解すること、④価値観のフレームを理解する

こと、⑤高すぎるリスクへの対応に留意すること、⑥信頼関係を築くこと、 

⑦情報提示のあり方を考えることを挙げている1。 

 

    福島第１原子力発電所事故当時、原子力災害急性期の混乱期において、 

医療機関のための報道対応、地域対応、職員対応に関する知見や研究は必

ずしも十分でなかったと言われている。その中で、米国の危機管理におい

て、災害時の報道対応やリスクコミュニケーションに関して文献調査等

を行い、幾つかの端緒を得ることができた。 

    参考となる文献を以下に記す。 

 

ア．米国危機管理庁教育用ウエブサイトコンテンツ 

IS-29: 報道官入門 Public Information Officer Awareness  

内容：災害・緊急時における報道官の役割、メディアに関する基本事 

項、災害時のリスクコミュニケーション の在り方等が紹介。

米国の自治体職員で報道対応に従事するものは受講が必須。 

イ．米国疾病予防センターCDC 危機・緊急事態における Crisis and  

emergency risk communication 

内容：災害のみならず、感染症、事件等におけるリーダーそして報道

担当者が行うべきリスクコミュニケーションの在り方を提示

したものである。 

ウ．米国危機管理庁原子力発電所事故時ならびに事故後のコミュニケー

ティング Communicating During and After a Nuclear Power Plant 

                                                
1 村上道夫 リスクコミュニケーションにおいて専門家に求められる 7のエッセンス イ

ルシー (130), 3-10, 2017-05 日本国際生命科学協会 
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Incident June 2013 

内容：原子力災害時における報道対応、リスクコミュニケーション 

において、回答の雛形を提供。 

 

これらは、日本でほとんど紹介されていないものであり、かつ、本研究

に必要な内容を含んでいる。原子力災害時に原子力災害拠点病院が求め

られるリスクコミュニケーションの在り方の参考になりうるものと考え

た。 
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2.3. 原子力災害拠点病院に対する質問調査 

 国から原子力災害医療・総合支援センターとして指定されている弘前大学、

福島県立医科大学、広島大学及び長崎大学の４機関を通じて、原子力災害拠点

病院における原子力災害医療体制の現状を把握するための質問調査を実施し

た。 

 なお、調査対象及び調査方法を以下に記すとともに、調査様式を参考資料１

に添付する。 

 

（１）調査対象：原子力災害拠点病院に指定されている 43 施設（平成 30 年

11 月１日現在） 

（２）調査方法：九州大学から原子力災害医療・総合支援センターである弘 

        前大学、福島県立医科大学、広島大学及び長崎大学の４機関 

を通じて、管轄内の原子力災害拠点病院の担当者宛てに質 

問調査の依頼を平成 30年 12月４日に電子メールで送付し、

12 月 21 日までの期間で実施した。 

 （３）調査内容：調査項目は以下に占める４項目 47 問とした。 

 ① 病院基本情報 

 ② 原子力災害拠点病院に関連する質問 

 ③ 原子力災害時時のリスクコミュニケーションに関する質問 

 ④ 自由記載 

（４）分析方法：統計解析ソフト Rを用いて統計処理等を行い分析した。 

 

また、当該質問調査から得られた知見を以下に記す。 

 

ア．原子力発電所からの距離に応じて原子力災害拠点病院に求められる役

割や機能がある（UPZ 内の施設は原子力災害時の傷病者受入に加え、

病院避難の可能性）こと。 

イ．原子力災害に対応する BCP を整備した施設は１施設のみであったこと。 

また、近接の原子力発電所等の事故に対する何らかの行動計画を有す 

る施設は約４割程度であったこと。 

ウ．約５割の施設で専用の原子力災害医療施設を有していること。 

エ．原子力災害病院の指定を受けて、多くの施設がその社会的意義を理解
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しつつも、人件費等の負担が大きいと感じていること。 

オ．原子力災害拠点病院は、自施設職員や原子力災害医療協力機関に対し

て研修を行うことが義務付けられているが、約７割の施設で何らかの

研修会等の技術支援の場を求めていること。 
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2.4. 原子力災害拠点病院に対する訪問調査 

前述の原子力災害医療・総合支援センターに指定されている４機関を通じて、

原子力災害医療に従事する医療従事者に対して、訪問調査を実施した。 

なお、調査対象及び調査方法を以下に記す。 

 

（１）調査対象：平成 30 年 11 月１日現在で指定されている原子力災害拠点 

病院 43 施設中、面会のアポイントが確保できた 14 施設を

訪問し、原子力災害医療を担当する医師及び事務担当者に

対して聞き取り調査を行うとともに、現有施設の現状確認

を行った。 

（２）調査方法：永田主任研究者の質問に訪問先施設の担当者が回答するイ 

ンタビュー形式（非公開）で実施した。 

（３）調査内容：主に以下の項目を質問し、議論検討した。 

 ① 災害拠点病院としての現状 

 ② 原子力災害拠点病院としての現状 

 ③ 想定しうる原子力災害及び事故 

 ④ 災害時の病院のリスクコミュニケーションに関する取組 

 （４）分析方法：回答を文書化し、匿名性を担保しつつ原子力災害拠点病院 

         の BCP 策定に関与する重要項目を抽出した。 

 

また、ヒアリングから得られた知見を以下に記す。 

 

ア．新規に指定を受けた施設は、具体的な原子力災害の想定や求められる

役割について十分に把握できていないこと。 

イ．道府県の災害想定や対応計画に関する議論が原子力災害拠点病院等を

交えずに行われることがあること。 

ウ．原子力災害拠点病院で直接診療に当たる医療従事者に対して、災害想

定が共有されていないことなどから、国や道府県、電力事業者に対し

て、一定の不安や不満があること。 

エ．原子力災害拠点病院が何らかのワークショップや研修会等を通じて、

原子力災害対応のあり方やリスクコミュニケーションを議論・検討す

る場を求めていること。 
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2.5. 九州大学病院における原子力災害のための BCP 策定 

2.5.1. 九州大学病院業務継続計画書（BCP）策定 

九州大学病院病院長のリーダーシップの下、平成 30 年４月から危機管理担

当副院長を中心にBCPを策定するための災害小委員会ワーキンググループを設

置するとともに、素案を作成するためのタスクフォースを設置した。九州大学

病院各部署の実査、聞き取り調査、情報交換等を行いながら定期的な会合を重

ね、BCP の策定を進めた。 

九州大学病院は、災害拠点病院であり、原子力災害拠点病院でもある。加え

て、福岡市という大都市に位置する大学病院であるため、様々な想定脅威に対

する必要性がある。したがって、図２のように原子力災害も含めたあらゆる想

定脅威に対して、九州大学病院が生き残り、地域での医療を提供し続けること

を目指して、BCP を検討した。蓋然性の高い警固断層地震（推定マグニチュー

ド 7.0、倒壊家屋 18,000 軒、負傷者 22,000 名、死者 1,200 名）による災害を

中心とするも、九州電力玄海原子力発電所事故等の複合災害に対しても対応で

きることを目指した。 

検討の結果、九州大学病院 BCP は第１版が平成 31 年２月 27 日に承認され、

同年３月 30 日に福岡県へ提出される予定である。 

【図２.一般的な BCP 策定の考え方】 
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2.5.2. 策定した BCP の検証について 

策定された BCP が機能するか、福岡県原子力防災訓練及び院内災害・BCP 訓

練を通じて検証を行っており、検証の結果を踏まえ、BCP の修正を行い、第１

版を完成させた。 

なお、訓練の主な実施内容を以下に記す。 

 

（１）平成 30 年度 福岡県原子力防災訓練(被ばく傷病者受入れ訓練) 

目  的：九州電力玄海原子力発電所で原子力災害が発生した場合に、

原子力災害拠点病院を拠点とした被ばく傷病者への医療体

制が迅速かつ的確に行われるよう、各関係機関と訓練を実施

することにより、原子力災害時における医療提供体制の習熟

及び関係機関の連携強化を図る。 

日  時：平成 31 年２月２日 10:30～14:00 

場  所：九州大学病院第２駐車場等 

訓練想定：九州電力玄海原子力発電所の事故発生後のプルーム通過中

に UPZ 内で屋外作業をしていた会社の同僚２人が、一時移

転の指示を受け、福岡市内の避難所へ自家用車で避難途中

に交通事故に遭った。両名とも放射性物質による汚染の疑

いがあることから、原子力災害拠点病院である九州大学病

院へ搬送し、被ばく傷病者に対する除染及び救急処置を実

施する、との想定で各関係機関と連携して訓練を実施した。 

訓練内容：１人目の被ばく傷病者は、軽傷であったことから、除染テン

トを使用した除染及び救急処置を行った。２人目の被ばく

傷病者は、緊急手術が必要な重症患者であることが判明し、

救命処置が優先されるとの想定で、中央診療棟の処置室で

除染及び救急処置を実施した。なお、被ばく傷病者の内部被

ばくの確認のためにホールボディカウンター検査を併せて

実施した。 
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【図３.除染テント設営】    【図４.被ばく傷病者受け入れ①】 

  

【図５.被ばく傷病者受け入れ②】     【図６.ホールボディカウンターによる測定】 

   

 

（２）平成 30 年度 九州大学病院災害・BCP 訓練  

目  的：地域災害が発生した場合に災害拠点病院として、円滑に対 

処できるよう、災害対策本部の指揮命令機能の確認と向上

を図る。 

日  時：平成 31 年２月 28 日 14:00～16:30 

場  所：九州大学病院外来診療棟５階 会議室１ 

訓練方法：平日、昼間の地震発生に対して、病院長を中心とした「災害         

対策本部」を立ち上げ、初動対応を行う。対策本部の設置、

連携部署の受入体制の確認を行い、与えられる原子力災害

を含む様々な想定付与に応じて、対策本部アクションカー

ドに沿った行動により本部運営を行った。また、訓練終了後
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には問題点等を話し合い、全体を総括した。 

    訓練想定：14 時 30 分、警固断層を震源地とした大規模地震が発生。震         

度は福岡市東区６強、マグニチュード 7.0 であり、火災は院

内では発生していないが、院外では発生している。津波の発

生はないが、ライフラインの被害として、電気が供給停止し

ており、非常電源により院内の電力は保たれている状況で

ある。なお、水は通常どおり供給されている。 

         このような状況下で、複合災害として九州電力玄海原子力                   

発電所事故が発生したという想定。 

訓練内容：マグニチュード 7.0 規模の地震が発生した１日に発生しう

る状況を１時間 15 分の訓練として再現した。地震発生後、

直ちに病院長を本部長とする災害対策本部が設置され、院

内の被害状況及び市内の被災状況に関する情報収集を実施

した。病院の被害が比較的軽微であることを確認したのち

に、外部からの多数傷病者受け入れ体制を構築した。市内の

被災状況が甚大であるため、BCP を発動し、病院長は翌日以

降の外来・入院に関する病院業務を縮小するとともに１か

月以内に復旧するための計画立案を指示した。また、九州電

力玄海原子力発電所における原子力災害発生の連絡を受け

て、病院長から原子力災害医療体制の準備が指示され、訓練

終了となった。 
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【図７.指揮所訓練の様子】 

 

 

【図８.病院長に情報集約】        【図９．原子力災害（訓練）のニュース速報】 
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2.6. 全体会議 

  原子力災害拠点病院を対象とした質問調査の内容に関する検討、リスクコミ

ュニケーションで盛り込むべき項目に関する検討のほか、海外調査や文献調査

の情報共有として、本年度は３回の研究班会議を開催した。 

  なお、研究班会議の主な実施内容を以下に記す。 

 

（１）第１回会議  

日   時：平成 30 年６月７日 14 時 00 分～16 時 00 分 

出 席 者：永田（九州大）、有嶋（鹿児島大）、明石（量研機構）、長

谷川（福島県立医大）、廣橋（広島大）、宇佐（長崎大）、

萩原、赤星（九州大）、濱田（重松製作所） 

オブザーバ：鈴木（陸上自衛隊福岡病院）、清水（陸上自衛隊福岡病 

院）、石川（福島県立医大、プログラムオフィサー：             

PO）、田中（原子力規制庁）、平瀬（原子力規制庁、PO 補

佐） 

    主 な 内 容：事業計画書に沿って３年間で実施する研究の概要及び本

年度実施する項目について、参加者間で共有がなされた。 

 

（２）第２回会議  

日   時：平成 30 年 11 月 19 日 14 時 00 分〜15 時 45 分 

出 席 者：永田（九州大）、有嶋（鹿児島大）、坂本（帝京大）、長谷

川（福島県立医大）、山村（中河内救命救急センター）、廣

橋（広島大）、宇佐（長崎大）、萩原、赤星、石村（九州大）、

濱田（重松製作所）、 

オブザーバ：中尾（岡山大）、石川（福島県立医大、PO）、田中（原子力

規制庁）、平瀬（原子力規制庁、PO 補佐） 

    主 な 内 容：原子力災害拠点病院を対象とした質問調査について、質 

問項目に盛り込むべき内容等を検討した。また、リスクコ

ミュニケーションのガイドライン開発に関する研究の進

捗報告がなされた。 
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 （３）第３回会議  

日   時：平成 31 年１月 29 日 14 時 00 分～16 時 00 分 

出 席 者：永田（九州大）、有嶋（鹿児島大）、明石（量研機構）、山

口（杏林大）、山村（中河内救命救急センター）、廣橋（広

島大）、萩原、赤星、石村（九州大）、濱田（重松製作所） 

オブザーバ：石川（福島県立医大、PO）、田中（原子力規制庁）、 

      平瀬（原子力規制庁、PO 補佐） 

    主 な 内 容：12 月に実施した原子力災害拠点病院を対象とした質問調

査の結果（一部途中経過）について、参加者間で検討を行

った。得られた結果については、来年度以降の研究に活用

していくことが確認された。また、リスクコミュニケーシ

ョンのガイドライン開発に盛り込む考え方について検討

がなされた。 
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3. 本年度事業のまとめ 

  1.1. 本年度の研究計画で挙げた１年目の事業計画の６項目は、おおむね実

施できた。 

なお、各項目の詳細を以下に記す。 

 

①原子力災害拠点病院における BCP の必須項目の抽出は、質問調査を通じて

一定数の有益な知見が得られた。 

②リスクコミュニケーションのためのフレームワーク形成については、本年

度は文献調査、海外事例分析、有識者への聞き取り調査等を実施した。 

③同フレームワークの有効性を検証・補完するため、本年度は文献検索、各

地域の拠点病院関係者及び有識者への聞き取り調査を通じて多くの有益

な知見を得ることができた。 

④本年度は、海外先進事例の把握を通じて多くの知見を得ることができた。 

⑤BCP 策定のための想定脅威の分析は、訪問調査を通じて実施した。なお、

原子力災害拠点病院が対応を求められる原子力災害には想定等の具体性

を持たせる必要があることが分かった。 

⑥研究知見に基づき原子力災害拠点病院である九州大学病院における原子

力災害のための BCP の策定は実施できた。 
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3.1. 本年度事業の成果発表 

本年度事業の成果については、学会発表を通じて途中経過等を報告している。 

なお、主な学会発表について以下に記す。 

 

（１）第６回日本放射線事故・災害医学会年次学術集会(平成 30 年９月 22 日

東海村) 

永田 高志 

「原子力災害拠点病院のモデル BCP 及び外部評価等に関する調査及び

開発」 

 

（２）第 46 回日本救急医学会総会・学術集会（平成 30 年 11 月 20 日 横浜市） 

永田 高志, 有嶋 拓郎, 長谷川 有史, 山村 仁, 赤星 朋比古, 廣橋 

伸之, 宇佐 俊郎, 山口 芳裕, 坂本 哲也, 明石 真言  

「原子力災害拠点病院のモデル BCP 及び外部評価等に関する調査及び

開発」 

 

（３）第 24 回日本災害医学会総会・学術集会（平成 31 年 3 月 18 日 米子市） 

永田 高志, 有嶋 拓郎, 長谷川 有史, 山村 仁, 赤星 朋比古, 廣橋 

伸之, 山口 芳裕, 坂本 哲也  

「原子力災害拠点病院の BCP 策定に向けて」 
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参考資料 

 

質問調査様式 
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                   　ＴＥＬ：０９２－６４２－６２２２
                   　ＦＡＸ：０９２－６４２－６２２４

１．施設の概要

施 設 名

住 所 住所：〒

電 話 番 号
（ 代 表 ）

電話：（　　　　　　　　　）　　　　　　　　局　　　　　　　　　番

施 設 管 理 者 名
（ 病 院 長 名 ）

記 入 者 の 氏 名

所属（部署名）：

住所：〒

電話：（　　　　　　　　　）　　　　　　　　局　　　　　　　　　番（内線　　　　　　　）

メールアドレス：

原子力規制庁 平成30年度放射線安全規制研究戦略的推進事業

原 子 力 災 害 拠 点 病 院 活 動 基 本 調 査 票
「原子力災害拠点病院モデルBCP及び外部評価等に関する調査及び開発」

（平成３０年１１月１日現在）

【問合せ先】
　　　　　　〒８１２－８５８２　福岡県福岡市東区馬出３－１－１　総合臨床研究棟４階
　　　　　　九州大学大学院医学研究院　先端医療医学講座　災害救急医学分野　
　　　　　　担当　永田、山崎

本票の記入内容の照会に回

答される人（記入者）の

所属（部署名）、所在地、

電 話 番 号 等

 ☆  この調査は、原子力災害拠点病院が事業継続計画（BCP)を策定するためのモデルとなる技術的指針類を開発することを目的
       に、原子力規制庁の委託研究事業として調査を行うものです。

 ☆  この調査により報告された記載内容は、九州大学の規定により秘密が保護されます。また、第三者への提供は行いません。
 ☆  病院名を特定しない形で解析結果を公表する場合があります。

 ☆  調査の期日は、平成３０年１２月１日現在です。

 ☆  調査票は、平成30年12月21日（金）までに以下の回答先まで電子メールまたはFAXにより回答をお願いします。

【回答先メールアドレス】　saki2645@med.kyushu-u.ac.jp

 ☆  調査項目のうち、選択枝の項目はプルダウンにより該当する回答を選択してください。
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２．病院基本情報について

１． 病床数 床

２． 病院職員数（非常勤を含む）

総数 名

（内訳）
医師 名 名 診療放射線技師 名
事務 名 名 その他の職種の職員 名

注）その他の職種の職員は、医師、看護師、診療放射線技師、事務、薬剤師以外の職員数を記載してください。

３． 救命救急センターの指定について、該当するものにチェックを入れてください。

三次救急医療機関（救命救急センター、高度救命救急センター）
二次救急医療機関

４． 病院内で原子力災害を含めた災害医療を専門に行う施設がありますか？

1 有り
2 無し

５． 耐震構造又は免震構造のどちらですか？

1 耐震構造
2 免震構造
3 どちらでもない

６． 貴院には災害対策マニュアルは作成されていますか？

1 有り 7へ
2 無し 6－1、6－2へ

6－1.　今後、災害対策マニュアルを整備する予定はありますか？

1 はい
2 いいえ

6－2.　災害対策マニュアルが作成されていない理由についてお知らせください。（自由記載）

病院の基本情報についてお尋ねします。なお、災害拠点病院に指定されている場合は、災害拠点病院として記入
してください。

回答

回答

看護師

0

薬剤師

回答

回答

回答
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７． 災害対策マニュアルを策定した組織の構成人員、委員会等の名称、院内の位置づけを教えてください。

名 うち 医師　 名

「院内の位置づけ」の回答例：「副院長をトップに防災対策委員会の下」「病院運営会議の下」等

8. 災害対策マニュアルの被害想定について、該当するもの全てにチェックを入れ、項目に記載してください。

地震：震度（ ）を想定 津波 大雨・台風 土砂崩れ

原子力災害（ 原子力施設名 )

その他 （ )

9. 上記（問8.）の被害想定の根拠は何ですか。該当するもの全てにチェックを入れてください。

地域防災計画 津波浸水想定 市町村ハザードマップ

土砂災害警戒区域 )

10. 貴院が想定する多数傷病者対応（５名以上）において最大の傷病者受入れ人数を教えてください。
注） 院内事故を含む全ての被害における傷病者の受け入れ人数です。（赤タグを想定）

傷病者受け入れ数 名

11. 過去に同時に5名以上の多数傷病者対応の経験がありますか？

1 有り 11－1へ
2 無し 12へ

11－1.　具体的な状況、受け入れ人数等を教えてください。

名 黄 名 緑

注） 複数の経験がある場合は、貴施設に最も困難であったもの、あるいは傷病者数が多かった事案について 紹介教えてくださ
   い。

傷病者数 赤 名

構 成 人 員

年 月 日

災害状況

回答

そ　の　他 （

平成日　時

院 内 の 位 置 づ け

委 員 会 等 の 名 称

組織の責任者の役職
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12．過去に病院において災害対策本部を設置するような大災害の対応を経験したことがありますか？

1 有り 12－1へ
2 無し 13へ

12－1.　上記の災害対応について、具体的な状況を教えてください。

13．病院内に災害医療のマネジメントを行う常設の部署がありますか？

1 有り 13－1、13-2へ
2 無し 14へ

13－1.　上記の部署の人員の総数を教えてください。

部署の人員総数 名

13－2.　そのうち、災害医療専従のスタッフは何名ですか？
注）災害医療専従とは、同部署にフルタイムで勤務（事務系職員を含む）していることを意味します。

災害医療専従スタッフ 名

14. 災害医療に関する研修会（院内向け、院外向け）は、年に何回行っていますか？

院内向け研修会 回
院外向け研修会 回

15．災害訓練は、年に何回行っていますか？

災害訓練 年 回

16．DMAT数と隊員数を教えてください。（総数）

DMAT数 チーム
医師数 名 名
看護師数 名 名
ロジスティクス隊員数 名 名

病院基本情報に関する質問は以上です。

　　左記のうち、何らかのCBRNE研修
　　を受講したことのある数

災害状況

日　時

回答

日平成 年 月

回答
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３．原子力災害拠点病院について

１． 原子力災害拠点病院として地方公共団体から指定されたのはいつですか？

平　成 年 月

２． 原子力災害医療のための専用施設（除染施設等）を保有していますか？

1 はい 2－1、2－2、２－3、2－4へ
2 いいえ 3へ

2－1.　具体的な施設名を教えてください。

回答例：「除染施設」「初療施設」「原子力災害医療専用施設」等

2－2.　上記の専用施設は本院とは独立した施設ですか？

1 はい
2 いいえ

2－3.　上記の専用施設の用途について教えてください。（自由記載）

1 はい
2 いいえ

3． 直近の原子力発電所・原子力施設までの距離はいくらですか？

約 ｋｍ

4． 上記の施設で事故・災害が発生することを想定した行動計画は策定しましたか？

1 はい
2 いいえ

原子力災害拠点病院に関する事項についてお尋ねします。

2－4.　原子力災害医療専用の施設のライフライン（水、電気）は緊急時でも機能するための施設基準を満たして
　　　 いますか？

施設名

原子力施設名
直線距離

回答

回答

回答

回答

回答
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5． 院内の原子力災害医療の担当者、担当部署、担当診療科を教えてください。

注）複数ある場合は全てご記入ください。

6． 原子力災害に関する研修会を定期的に行っていますか？

1 はい 6－1へ
2 いいえ 7へ

6－1．　研修会の具体的な内容をご記入ください。（自由記載）

7． 県内あるいは地域内で原子力災害医療協力機関とのネットワークを構築していますか？

県内におけるネットワーク構築

１．はい ２．いいえ

地域内におけるネットワーク構築

１．はい ２．いいえ

8． 貴施設では、1999年に発生した東海村ＪＣＯ臨界事故のような急性放射線症候群等の高線量被ばくによる傷病者対
応は可能ですか？

1 はい
2 いいえ

9． プルトニウムの吸入等で用いるキレート剤や防護のための薬剤の備蓄はありますか？

①Ｃａ－ＤＴＰＡ １．はい ２．いいえ

②Ｚｎ－ＤＴＰＡ １．はい ２．いいえ

③プルシアンブルー １．はい ２．いいえ

④安定ヨウ素剤 １．はい ２．いいえ

注） ①～③の薬剤については、高度被ばく医療支援センター等における、診療の提供を受けられる体制が構築されている場合は
   整っているものとみなす項目とされています。（「原子力災害拠点病院等の施設要件」脚注10より）

注） あくまでも仮定の話としての質問です。急性放射線症候群の対応は、原子力災害拠点病院では、対応が困難な事例とされて
   います。（「原子力災害拠点病院等の施設要件」脚注2より）事例とされています。（「原子力災害拠点病院等の施設要
件」
   脚注2より）

担　当　者
担当部署・診療科名

回答

回答

回答

回答

回答

回答

回答

回答

回答
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10． 搬送されてきた患者に、プルトニウムの吸入があった（疑いを含む）と分かった場合に、傷病者の対応は可
能ですか？

１．はい ２．いいえ

11． 貴院の原子力災害拠点病院の指定に関し、下記のうち該当するものにチェックしてください。（複数回答可）

原子力災害拠点病院として指定されることは名誉である。
原子力災害拠点病院活動を通じて人材育成を図ることが出来た。
原子力災害拠点病院活動を通じて体制強化を図ることが出来た。
原子力災害拠点病院の指定を通じて地域からの信頼を得ることが出来た。
原子力災害拠点病院の整備のための予算を通じて体制強化を図ることが出来た。
原子力災害拠点病院の整備が日常の診療業務で役に立つことが出来た。
原子力災害拠点病院の整備が実際の災害対応で役に立つことが出来た。
原子力災害拠点病院の指定は負担である。
原子力災害拠点病院の人材育成が負担である。
原子力災害医療体制の構築・維持が負担である。
原子力災害拠点病院について院内の理解が十分に得られない。
原子力災害拠点病院について地域の理解が十分に得られない。
原子力災害拠点病院について自治体から協力が十分に得られない。
原子力災害拠点病院の具体的な活動が十分に理解できない。
原子力災害拠点病院に対する何らかのインセンティブが必要である。
原子力災害拠点病院であることについて、院内から反対意見がある。
原子力災害拠点病院であることについて、院外から反対意見や事情がある。
そのほか、何かありましたら以下の欄にご記入ください。（自由記載）

12． 原子力災害に関する病院ＢＣＰがありますか？

1 はい
2 いいえ

13． 原子力災害を想定したＢＣＰ策定は必要ですか？

1 はい
2 いいえ

回答

回答

回答

注） あくまでも仮定の話としての質問です。アクチニドによる内部被ばくの対応は、原子力災害拠点病院では対応が困難な事例
   とされています。（「原子力災害拠点病院等の施設要件」脚注2より）
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14． 原子力災害を想定したＢＣＰを策定することは難しいですか？

1 はい 14－1へ
2 いいえ 15へ

14－1．　具体的な理由について教えてください。（自由記載）

15． 原子力災害を想定した災害対策マニュアルやＢＣＰを策定する際、具体的な被害想定を立てるのは難しいですか？

1 はい 15ー1へ
2 いいえ 16へ

15－1．　どのような点が難しいですか？具体的な理由について教えてください。（自由記載）

16． 原子力災害拠点病院のためのＢＣＰを策定する際に必要と思われる項目について、該当するものにチェックを入れ
てください。（複数回答可）

原子力災害拠点病院ＢＣＰのためのテンプレート
原子力災害拠点病院ＢＣＰのための具体的な被害想定
原子力災害拠点病院ＢＣＰのためのアクションカード
原子力災害拠点病院ＢＣＰのための本部機能の在り方に関するガイダンス
原子力災害拠点病院ＢＣＰのための研修会
原子力災害拠点病院ＢＣＰのための訓練シナリオ
そのほか、何かありましたら以下の欄にご記入ください。（自由記載）

17． 原子力災害拠点病院のＢＣＰのあり方に関し、原子力規制庁を含む行政に対して要望があればご記入ください。
（自由記載）

回答

回答
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18． その他の放射線災害（ＲＩ事故やダーティボム等）について想定していますか？

1 はい
2 いいえ

19． ＲＩ事故やダーティボム等の放射線災害への対応はできますか？

1 はい 20へ
2 いいえ 19－1へ

19－1．「いいえ」の理由として、該当するものにチェックを入れてください。（複数回答可）

ＲＩ事故の対応について知識、経験、訓練の機会がないから。
ダーティボムの対応について知識、経験、訓練の機会がないから。
原子力災害事故しか想定していないから。
放射線災害への対応に関するコンセンサスが得られていないから。
ＲＩ事故やダーティボム等の放射線災害への恐怖心があるから。
そのほか、何かありましたら以下の欄にご記入ください。（自由記載）

20． 放射線災害（ＲＩ事故やダーティボム等）対応について、原子力規制庁を含む行政に対して要望があればご記入く
ださい。（自由記載）
注） 問18の注釈と同様にあくまでも仮定の話としての質問です。

21． 原子力災害拠点病院のためのＢＣＰの中に安全注意義務に関する項目が必要だと思いますか？

1 はい 21－1へ
2 いいえ 22へ

注） あくまでも仮定の話としての質問です。ダーティボムやRI事故の対応は、原子力災害拠点病院の役割として、原子力災害対
策指針や原子力災害拠点病院等の施設要件に明記されていません。

注） 上記の注釈と同様にあくまでも仮定の話としての質問です。

回答

回答

回答

3131
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21－1．　「はい」の理由として、ご意見等がございましたらご記入ください。（自由記載）

22． 原子力災害時におけるリスクコミュニケーションについて事前に考えておく必要はありますか？

1 はい 22－1へ
2 いいえ 23へ

22－1．　「はい」の理由として、該当するものにチェックを入れてください。（複数回答可）

災害・緊急時対応におけるリスコミュニケーションが重要だから。
災害・緊急時において報道対応が重要だから。
リスクコミュニケーションに関して十分な知識や経験がないから。
リスクコミュニケーションに関する情報が不足しているから。
原子力災害に対する恐怖心があるから。
原子力災害に対する不信感があるから。
原子力災害に対するリスクコミュニケーションのマニュアルが必要だから。
原子力災害に対するリスクコミュニケーションの研修が必要だから。
そのほか、何かありましたら以下の欄にご記入ください。（自由記載）

23． 原子力災害拠点病院にとってリスクコミュニケーションは重要と考えますか？

1 はい
2 いいえ

24． 病院向けの具体的なリスクコミュニケーションの対応マニュアルはありますか？

1 はい
2 いいえ

25． 住民向けの具体的なリスクコミュニケーションの対応マニュアルはありますか？

1 はい
2 いいえ

注） リスクコミュニケーションの定義は「行政、専門家、企業、住民が役割を明らかにし、共通の意識を持ち、協力関係を構築
   するために、互いに危機について意見や情報を交換し、共有しあうこと。（首相官邸ＨＰから一部抜粋編集）

回答

回答

回答

回答
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26． 報道機関向けの具体的なリスクコミュニケーションの対応マニュアルはありますか？

1 はい
2 いいえ

27． 病院向けの具体的な対応マニュアルは必要ですか？

1 はい
2 いいえ

28． 住民向けの具体的な対応マニュアルは必要ですか？

1 はい
2 いいえ

29． 報道機関向けの具体的な対応マニュアルは必要ですか？

1 はい
2 いいえ

30． 原子力災害時における報道対応の窓口やスポークスパーソンはいますか？

1 はい
2 いいえ

31． 原子力災害時におけるリスクコミュニケーションの問題点や意見を教えてください。（自由記載）

質問は以上です。御協力有難うございました。

回答

回答

回答

回答

回答

3333
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 1 

1. 研究事業の概要 

1.1. 背景と⽬的 
原⼦⼒災害、放射線テロまたは核攻撃（以下：RN テロ・災害）、放射線障害防⽌法

の対象事業所（以下：RI 事業所）での労災事故など、発⽣あるいは災害の種類によっ
て区別されることなく、初動対応や緊急被ばく医療は実施される必要がある。しかし、
それぞれの発⽣場所あるいは災害の種類によって、対応する初動機関、医療機関が分
かれており、それぞれの体制整備、⼈材育成が実施されている(図 1-1)。 

 

図 1-1 災害の区分と対応機関 
 

原⼦⼒災害対策指針は東電福島第⼀原発事故の経験を踏まえ、被ばく医療等の
体制の充実、強化が図られている。しかし、国、⽀援センター、地⽅公共団体等が
⾏なっている研修について、研修内容の重複、対象者のミスマッチ等が⽣じており、
研修を整理・体系化し、効率的・効果的な⼈材育成を⾏うことが必要であると原⼦
⼒規制庁により⽰されている1。さらに多数の公衆等への迅速な避難と適切な避難
退域時検査の両⽴の困難等も⽰されており、原⼦⼒災害対策指針等に基づく防護
措置及び医療対応の実際的な運⽤に必要な解決策を⾒出す必要がある。 

また、RI 事業所での事故や RN テロ・災害等に対応できる体制については整備
が遅れている。RI 利⽤の拡⼤、昨今の核セキュリティへの国際的な取り組みを鑑
みると、これらの対策は喫緊の課題である。放射線障害防⽌法の改正により数量の
極めて⼤きい RI の許可届出使⽤者⼜は⼤規模研究⽤加速器施設の許可使⽤者を対

                                                        
1 原⼦⼒規制庁；平成 30 年度第 3 回原⼦⼒規制委員会 資料１「原⼦⼒災害拠点病院等の
施設要件」の⾒直しの⽅向性について, 平成 30 年 4 ⽉ 18 ⽇ 

- 161 -



 2 

象に、危険時の措置の強化として消防、警察、医療等の対応機関との連携が求めら
れている。また、国⺠保護に関する基本指針では、核攻撃等による医療、防護措置
等の必要性が⽰され、オリパラ・テロ対策推進要綱では、テロ等発⽣時の救護体制
の強化として、多数傷病者の搬送体制の整備等が⽰されている。 

本研究事業では、原⼦⼒災害に限らず、RI 事業所での事故、RN テロ・災害等に
対応可能な被ばく医療体制構築のため、対応機関の初動対応、初療のマニュアル、
専⾨的⽀援、⼈材育成について、現⾏の原⼦⼒災害対策指針等の体制等に基づき検
証し、対応機関が包括的に被ばく医療を実践できる対処能⼒の実効性を向上させ
る⽅法を明らかにし、原⼦⼒災害等における防護措置及び医療対応の実際的運⽤
⽅法を明らかにする。 

 
1.2. 研究内容 

原⼦⼒災害対策指針では、原⼦⼒災害対策重点区域（24 道府県）での被ばく医療体
制整備が進められているが、それ以外の地域（23 都県）も含め、RI 事業所での放射
線事故、労災事故など危険時の措置の強化、国⺠保護に関する基本指針では武⼒攻撃
事態等、緊急対処事態における放射線テロまたは核攻撃等の放射線緊急事態での医療、
放射線防護措置等の必要性も⽰されており、包括的かつ実際的な被ばく医療の体制整
備が求められている。 

また、多⼈数を対象とした実際的な放射線防護及び医療対応についての検討、包括
的に被ばく医療を提供するためのガイドラインやマニュアル、効果的な現場運⽤のた
めの研修⽅法等について、課題の整理、抽出および実施体制の整備等が求められる。
さらに、放射線防護、放射線管理、被ばく医療、線量評価等に関して専⾨的⽀援体制、
情報共有システムの整備が必要である。 

このため本研究では、これまで量⼦科学技術研究開発機構放射線医学総合研究所
（以下：量研放医研）で実施してきた緊急被ばく医療体制整備、各種セミナー、協⼒
協定病院等を活⽤し、【調査研究１】初動対応⼿順の検討とマニュアル等の作成、【調
査研究２】医療機関での受け⼊れ体制整備、【調査研究３】専⾨的⽀援体制の整備、
【検証１】モデル地域での検証の区分に分けて実施する（図 1-2）。さらに本研究では、
化学剤、爆発物によるテロ災害等の知⾒を取り⼊れ、原⼦⼒災害のみでなく、RI 事業
所や輸送中の事故、核攻撃等も含め、初動対応の⼿順、医療等を検討する。 

最終的な研究成果としては、包括的被ばく医療の体制構築のために、次の項⽬を⽬
標とする。 

l 地域の実情に合わせた研修やマニュアル、ガイドライン等の最適化 
l 研修内容の標準化 
l 研修の体系化、効率化 
l 原⼦⼒災害時の医療に関しては、⼈材育成の⾼度化 
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l 原⼦⼒災害時の医療に携わる⼈材の⼀元管理 
l 包括的被ばく医療の⼈材育成 
l 専⾨的⽀援体制の整備 

 

図 1-2  研究の概要 
 
1.3. 研究計画 

研究は、平成 30 年度から３年間の調査研究を計画している。研究区分ごとの計画
を⽰す。 

 
1.3.1. 調査研究１：初動対応⼿順の検討とマニュアル等の作成 

迅速、的確な初動対応、関係機関間の連携による実効性向上を⽬的とする。 
H30 年度は原⼦⼒災害等の研修、演習あるいは有識者等から初動対応機関、RI 事

業所の原⼦⼒災害等への対応、多機関連携に関連する情報を収集することにより課題
を⽐較・抽出して整理する。H31 年度は脅威の迅速な検知と All hazard approach も
含めた初動対応⼿順及び多⼈数のスクリーニング⽅法等を検討し、マニュアル、教材
等を作成、検証する。H32 年度は、マニュアル等を再検証し、各地域の実状に合わせ
て改善する。 

 
1.3.2. 調査研究２：医療機関での受け⼊れ体制整備 
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全国の医療機関の被ばく医療の診療能⼒の向上により迅速かつ適切な被ばく医療
を提供する⼿段の開発を⽬的とする。 

H30 年度は量研放医研の協⼒協定病院、有識者等の協⼒を得て、現場除染なしまた
は乾的除染で医療機関が傷病者を受⼊れるために必要な体制、教育等について課題を
抽出する。さらに既存の原⼦⼒災害医療の研修の体系を整理し、既存のテキストを改
定し、研修による⼈材育成の実効性を向上する。H31 年度は、多⼈数の被災者への対
応を含めた、医療機関での初療マニュアル、教材を作成、効果的研修法を検証する。
H32 年度は、マニュアル等を再検証し、医療機関の実状に合わせて改善する。 

 
1.3.3. 調査研究３：専⾨的⽀援体制等の整備 

専⾨的⽀援の充実による初動対応、被ばく医療の実効性向上を⽬的とする。 
H30 年度は、専⾨機関、染⾊体および物理学的線量評価ネットワークを活⽤した被

ばく線量評価、被ばく医療等の専⾨的⽀援に必要な項⽬、課題を整理する。H31 年度
は、専⾨的⽀援について、具体的⼿順、⽅法、器材等を検討する。初年度から平⾏し
て平常時、災害時に活⽤できる専⾨的⽀援における情報共有システムについて課題等
を整理し、システムを設計する。また、既存の広域災害救急医療情報システム（EMIS）
や健康危機管理⽀援ライブラリー（H-CRISIS）との連携についても検討する。 

 
1.3.4. 検証１：モデル地域での検証 

H30 年度は、原⼦⼒災害対策重点区域（24 道府県）及びそれ以外の地域（23 都県）
で研修等を実施するモデル地域を選定する。H31〜32 年度は、モデル地域で効果的な
現場運⽤のための研修法を検討し、調査研究１〜３へ反映する。 

 
1.4. 実施体制 

本年度は、調査研究１〜３および検証１のそれぞれの担当者を図 1-3 のように割り
振り、本研究を実施した。 

 
研究代表者：富永隆⼦ 
      量⼦科学技術研究開発機構 

放射線医学総合研究所 被ばく医療センター 
 

表 1-1 研究協⼒者⼀覧 
1 井瀧千恵⼦ 弘前⼤学 ⼤学院保健学研究科看護学領域 

2 伊藤勝博 弘前⼤学 医学部付属病院⾼度救命救急センター 

3 岩熊真司 東洋紡 AC 製品事業部特需グループ 

- 164 -



 5 

4 宇佐俊郎 ⻑崎⼤学 ⻑崎⼤学病院 
国際ヒバクシャ医療センター 

5 ⼤津留晶 福島県⽴医科⼤学 放射線健康管理学講座 

6 奥村徹 ⽇本中毒情報センター   

7 河本志朗 ⽇本⼤学 危機管理学部危機管理学科 

8 河野恭彦 国⽴研究開発法⼈ 
⽇本原⼦⼒研究開発機構 

核燃料・バックエンド研究開発部⾨  
核燃料サイクル⼯学研究所 
放射線管理部環境監視課 

9 近藤久禎 国⽴病院機構 
災害医療センター 
厚⽣労働省 DMAT 事務局 

臨床研究部・災害医療部 

10 酒井明⼦ 福井⼤学 医学部看護学科 

11 隅⽥博⾂ 広島⼤学 広島⼤学病院診療⽀援部 

12 ⾼⽥千恵 国⽴研究開発法⼈ 
⽇本原⼦⼒研究開発機構 

核燃料・バックエンド研究開発部⾨  
核燃料サイクル⼯学研究所 
放射線管理部線量計測課 

13 武⽥聡司 国⽴病院機構東埼⽟病院 放射線科 

14 ⽥崎修 ⻑崎⼤学 ⻑崎⼤学病院救命救急センター 

15 永岡美佳 国⽴研究開発法⼈ 
⽇本原⼦⼒研究開発機構 

核燃料・バックエンド研究開発部⾨  
核燃料サイクル⼯学研究所 
放射線管理部環境監視課 

16 中川貴博 国⽴研究開発法⼈ 
⽇本原⼦⼒研究開発機構 

核燃料・バックエンド研究開発部⾨  
核燃料サイクル⼯学研究所 
放射線管理部放射線管理第１課 

17 ⻑⾕川有史 福島県⽴医科⼤学 放射線災害医療学講座 

18 廣橋伸之 広島⼤学 原爆放射線医科学研究所 
放射線災害医療研究センター 
放射線医療開発研究分野 

19 細井義夫 東北⼤学 ⼤学院医学系研究科 
放射線⽣物学分野 

20 安⽥仲宏 福井⼤学 附属国際原⼦⼒⼯学研究所 
原⼦⼒防災・危機管理部⾨ 

21 ⼭⼝芳裕 杏林⼤学 医学部救急医学教室 
⾼度救命救急センター 

- 165 -



 6 

22 ⼭村仁 地⽅独⽴⾏政法⼈ 市⽴東
⼤阪医療センター 
⼤阪府⽴中河内救命救急セ
ンター 

  

23 ⼭本荘⼀郎 エス・ティ・ジャパン 危機管理製品部 

24 ⼭本尚幸 原⼦⼒安全研究協会 放射線災害医療研究所 

25 吉村崇 ⼤阪⼤学 ラジオアイソトープ総合センター 
同位体化学研究室 

 
表 1-2 研究参加者⼀覧 

1 ⾦ウンジュ 量⼦科学技術研究開発機構 放射線医学総合研究所 
計測・線量評価部 
内部被ばく線量評価チーム 

2 栗原治 量⼦科学技術研究開発機構 放射線医学総合研究所 
計測・線量評価部 

3 ⼩林圭輔 量⼦科学技術研究開発機構 放射線医学総合研究所 
被ばく医療センター 

4 相良雅史 量⼦科学技術研究開発機構 放射線医学総合研究所 
被ばく医療センター 

5 數藤由美⼦ 量⼦科学技術研究開発機構 放射線医学総合研究所 
計測・線量評価部 
⽣物線量評価チーム 

6 ⾼島良⽣ 量⼦科学技術研究開発機構 放射線医学総合研究所 
計測・線量評価部 
⽣物線量評価チーム 

7 ⽴崎英夫 量⼦科学技術研究開発機構 放射線医学総合研究所 
被ばく医療センター 

8 ⾕幸太郎 量⼦科学技術研究開発機構 放射線医学総合研究所 
計測・線量評価部 
内部被ばく線量評価チーム 

9 堤弥⽣ 量⼦科学技術研究開発機構 放射線医学総合研究所 
被ばく医療センター 
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図 1-3  平成 30 年度（2018 年度）実施体制 
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1.5. 研究のマイルストーン 
３年間の研究のマイルストーンを図 1-4 に⽰す。 

 

図 1-4  研究のマイルストーン 
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2. 【調査研究 1】 初動対応⼿順の検討とマニュアル等の作成 

2.1. 本年度の研究計画 
消防等の初動対応機関での迅速、的確な初動対応、関係機関間の連携による実効性

向上を⽬的とし、今年度は、原⼦⼒災害等の研修、演習あるいは有識者等から初動対
応機関、RI 事業所の原⼦⼒災害等への対応、多機関連携に関連する情報を収集するこ
とにより課題を抽出して整理する。 

 
2.2. 検討の経緯 

原⼦⼒災害、放射線事故、放射線テロ災害等に関連する訓練、研修、演習、学会等
に参加あるいは開催し、情報を収集し、原⼦⼒災害等での初動対応、教育に関連する
課題を抽出し、整理した。 

 
2.2.1. 避難退域時検査 

(1) 原⼦⼒総合防災訓練 避難退域時検査実動訓練（資料 2-1） 
2018 年度原⼦⼒総合防災訓練（2018 年 8 ⽉ 26 ⽇）において実施された避難退域

時検査実働訓練を視察し、より現実的かつ実⾏可能な課題解決策について、検討が必
要であることを確認した。 

さらに避難退域時検査及び簡易除染マニュアル（平成 29 年 1 ⽉ 30 ⽇修正）を放射
線テロ災害時に活⽤することの可能性あるいは活⽤にあたっての課題についても抽
出できた。 

 
2.2.2. CBRNE テロ災害の初動対応の教育 

座学、実習、机上演習から構成される研修により CBRNE テロ災害での初動対応機
関向けの教育に関する課題を抽出した。 

(1) CBRNE 災害対処千葉連携研修会（資料 2-2） 
CBRNE 災害対処千葉連携研修会は千葉県警察本部、千葉市消防局、量研放医研が

中⼼となって、千葉地域での CBRNE テロ災害対処の能⼒向上のために 2014 年度か
ら開催している研修会である。毎年、CBRNE テロ災害対処に関係する講義や資器材
の取り扱い実習、机上演習、実働演習を実施している。本年度は、ダーティボムを想
定した対応に必要となる研修項⽬を検討し、ターニケット（⽌⾎帯）の使⽤に関する
講演と実習を 2 回、オリンピック・パラリンピックの競技会場となる幕張メッセでの
ダーティボムによるテロ災害を想定した机上演習を 2 回、「放射線テロ災害での放射
線防護と初動対応」の講義を 1 回開催し、参加者から千葉における CBRNE テロ災害
対処について、研修等の要望などを聞き取るとともに、机上演習では、初動対応の課
題を抽出した（表 2-1）。 
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表 2-1 2018 年度 CBRNE 災害対処千葉連携研修会 

 研修項⽬ ⽇時 内容等 
1 机上演習 2018.7.11 イベントの競技会場での ダーティ

ボムのテロ災害を想定 
2 ターニケット研修会  2018.8.27 ターニケット（⽌⾎帯）の使⽤⽅法

について講義と実習 
3 ターニケット研修会  2018.8.28 ターニケット（⽌⾎帯）の使⽤⽅法

について講義と実習 
4 「放射線テロ災害での放

射線防護と初動対応」 
2018.9.26 講義 

5 机上演習 2018.11.28 イベントの競技会場での ダーティ
ボムのテロ災害を想定 

 
(2) 市川市消防局⻄消防署特殊災害研修（資料 2-3） 

市川市消防局⻄消防署の機動化学隊、指揮隊、ポンプ隊、救急隊の職員に対する研
修の依頼があり、現有部隊、現有資器材での CBRNE テロ災害対応の能⼒を⽬的とし
て、化学テロ災害、放射線テロ災害の初動対応のための基礎知識の講義、各種検知器
等の資器材を使⽤した実習、CBRNE テロ災害を想定した机上演習からなる合計 6 回
の研修会を実施した（表 2−2）。この研修により、総務省消防庁が各地域の消防本部
等に貸与している機材を使⽤した研修⽅法、教材について検討でき、保有する資器材
が少ない状況での初動対応で安全と危険の判断、早期の救助を実現するにあたっての
課題、CBRNE の脅威が複合した場合の初動対応等について、総務省消防庁のマニュ
アル 1)には詳細が記載されていない課題について検討できた。 
l 化学テロ災害の講義、実習 

化学テロ災害の基礎知識の講義の後に、簡単な状況を付与し、考えられる化学剤の
可能性をグループで検討したことは、化学剤と症状を整理することに効果的であった
と思われる。また、検知紙の実習では擬剤を使⽤しているので、実際の⾊調を確認で
きたことは、経験として有意義であったと思われる。 
l 放射線テロ災害の講義、実習 

放射線テロ災害の基礎知識の講義の後に、実習を⾏なっているが、実習で使⽤した
放射線測定器は、総務省消防庁から各消防局、消防本部に貸与されているものと同じ
機材を使⽤した。さらに表⽰付認証機器とパウチしたマントルを使⽤して実際に放射
線を測定する実習を⾏なった。このため、警報値の設定など具体的で、詳細な使⽤⽅
法について習得でき、実際の放射線の測定について、機器の応答速度や感度、特性を
実体験できたことは有意義であったと思われる。 
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l 机上演習 
６〜７名を１グループとして、⼊電から出発までと現着から事態収拾までに区分し、

与えられた情報を基に状況判断と対応要領を討議し討議結果を発表する実施要領は、
全員が参画し真剣に考え意⾒を交える場を提供できたと考える。 

爆発物の爆破に伴う放射性物質及び催涙物質の散布を状況として付与した事は、爆
破テロ発⽣時にあらゆる可能性を予期して対応する原則を印象付けるための効果が
あった。また、原因物質として、放射性物は医療⽤ヨウ素、化学物質は⼀般に⼊⼿容
易な熊スプレーとした事は、実際に発⽣する可能性が⼗分にある印象を与え、CBRNE
対応の意識向上につながったものと考える。 

 
表 2-2  特殊災害研修の概要 

⽇時 時間 ⽅式 内容 
第 1 回 
2019.1.30 
第 2 回 
2019.1.31 
 
「 化 学 テ ロ 災
害」 

9:05 ‒ 10:30 講義 １ 有毒化学剤の基礎 
２ C テロ災害対応 

10:40 ‒ 11:20 討議 症状による初期判断 
・各種有毒化学剤の症状と対応の基本 

11:20 ‒ 12:00 実習 検知紙の取り扱い 
・検知紙の変⾊と判断 
・被服等に付着した液滴の検知要領 

第 3 回 
2019.2.19 
 
第 4 回 
2019.2.20 
 
「放射線テロ災
害」 

9:05 ‒ 10:00 講義 「放射線テロ災害対応の基本」 
・放射線の基礎 
・放射線防護 
・放射線テロ災害の種類 
・放射線テロ災害の初動対応 

10:00 ‒ 10:10 準備 実習準備 
10:10 ‒ 11:50 実習 1. 個⼈防護装備着⽤ 

2. 空間線量率測定 
3. ゾーニング 
4. 汚染検査 
5. 脱⾐ 

第 5 回 
2019.3.5 
第 6 回 
2019.3.6 
 
「机上演習」 

9:05 ‒ 9:10 説明 机上演習のルルーについて 
9:10 ‒ 9:50 討議 討議１ 

情報シート１を配布 
9:50 ‒ 10:20 発表 各班の討議内容の発表 

（発表後 10 分休憩） 
10:30 ‒ 11:20 討議 討議２ 
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情報シート２を配布 
11:20 ‒ 11:50 発表 各班の討議内容の発表 
11:50 ‒ 12:00 説明 想定の解説 

 
2.2.3. ソフトターゲットを標的とした CBRNE テロ災害 

⼤規模集客施設でのソフトターゲットを標的とした CBRNE テロ災害を想定した
訓練（表 2-3）の視察、評価により、初動対応での課題を抽出し、整理した。 

 
表 2-3 ソフトターゲットを標的とした訓練等の視察、評価 

 訓練、研修 ⽇時 内容等 
1 国際空港エマルゴトレーニン

グ 
2018.7.12 CBRNE テロ災害を想定した

演習の視察 
2 CBRN 対処合同訓練 2018.8.2 - 3  
3 国際空港エマルゴトレーニン

グ 
2018.12.20 CBRNE テロ災害を想定した

演習の視察 
4 ⼤規模集客施設防災訓練 2019.1.24 防災訓練の視察 
5 平成 30 年度多数傷病者発⽣時

における⽅⾯救助救急訓練（⽇
本武道館テロ災害対応訓練） 

2019.2.7 テロ災害対応訓練の視察 

 
(1) 国際空港エマルゴトレーニング（資料 2-4） 

エマルゴトレーニングシステム®とは、スウェーデンのリンショーピング⼤学病院
に隣接された Centre for Teaching and Research in Disaster Medicine & Traumatology
（災害医療・外傷学教育研究センター）にて 20 年以上前から地域とともに開発され
てきた救急・災害医療の机上シミュレーションによる研修法である。災害を想定し、
医療従事者及び被災者に⾒⽴てたマグネット⼈形を使⽤し、これらを⽩板上で災害現
場や病院などに移動する。これらは設定された病床数・増床数職員数・限られた資源
を⽤い、訓練上の時間経過に沿って⾏われ、評価は、設定された対応法の妥当性及び
避けられた合併症、避けられた死の有無の検討で⾏われる。様々な職種の⽅が参加す
ることが有⽤であり、⾏政職員、⾃衛隊警察、消防、病院関係者などがトレーニング
に参加することにより実災害に近い訓練となる。 

国際空港では、エマルゴトレーニングシステムによる航空機災害の研修を実施して
きたが、今年度より CBRNE テロ災害（爆発テロ）を想定した研修を実施している（表
2-3）。⼤規模集客施設での CBRNE テロ災害への事業者を含めた対応について、視察
することで、訓練シナリオの作成、初動対応などの課題を抽出した。 
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(2) CBRN 対処合同訓練（資料 2-5） 
来年度のラグビーワールドカップ開催を控え、CBRN テロ対策に関⼼が⾼まってい

る事を受け、警察、消防、⾃衛隊の合同訓練が各組織の持ち回りで担当となり実施さ
れており、今回は 3 回⽬であった。屋内施設にサリンを散布され、約 40 名の傷病者
の発⽣した状況を想定し、初⽇に机上演習、２⽇⽬に実動訓練を実施し、各機関間の
情報共有・連携要領について訓練されていた。化学テロ災害での初動対応について、
防護装備や検知活動と救助の連携、関係機関の連携について得られた知⾒により、All 
hazard approach の観点から関係機関連携を含めた初動対応⼿順等の検討に必要な項
⽬の整理ができた。 

 
(3) ⼤規模集客施設防災訓練（資料 2-6） 

千葉県内に所在する⼤規模集客施設の地震と津波を想定した防災訓練を視察し、ソ
フトターゲットを標的にした CBRNE テロ災害の想定や発⽣時の対応について、課題
を整理し、解決策等を検討した。 

 
(4) 多数傷病者発⽣時における⽅⾯救助救急訓練（⽇本武道館テロ災害対応訓練） 

東京消防庁第⼀⽅⾯本部及び麹町消防署が中⼼となって開催された 2020 オリンピ
ック・パラリンピックの競技会場である⽇本武道館における爆発テロによる多数傷病
者発⽣時の訓練に評価者として参加し、⼤規模イベントにおける現場対応、早期病院
搬送のための現場トリアージといった課題等の情報を得た。この訓練の想定は、国際
的⼤規模イベントの開催場所であり、テロ対応の準備が整っている状況での爆発物テ
ロが発⽣し、対処についての検証を⾏っていることから、不測の事態が発⽣しても迅
速に対応できる状況での CBRNE テロ災害対処について検証できた。本訓練には、千
代⽥区の⾏政職員やオリンピック組織委員会等も参加しており、関係機関間の連携の
調整の難しさの知⾒も得られた。 

 
2.2.4. 第 40 回⽇本中毒学会学術集会（2018.7.20 ‒ 21） 

⽇本中毒学会における CBRN テロへの最新の取り組み状況（「CBRN 脅威と対応に
関するセミナー」「Tokyo2020 コンソーシアムと中毒学会の取り組み」「安全な社会を
守るために海外から学ぶ」「毒ガス講談 化学テロから⾝を守るには」）について情報
収集し、All hazard approach の観点から関係機関連携を含めた初動対応⼿順等の検討
に必要な項⽬の整理のための知⾒を得た。 

 
2.2.5. 第 24 回⽇本災害医学会総会 学術集会（2019.3.18 - 20） 

CBRNE テロ災害、⼤量殺傷型テロ対応における初動対応での新たな対応⽅針の提
⾔や医療機関との連携、医療機関での対応について、現状の報告や様々な提⾔がなさ
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れた。また、原⼦⼒災害、被ばく医療の教育についても地域の医療機関での研修や現
状について報告があった。CBRNE テロ災害、⼤量殺傷型テロ等への初動対応、原⼦
⼒災害時の医療の教育、災害医療と被ばく医療との連携について、最新の知⾒、関係
者の意⾒が得られた。 

 
2.2.6. テロ対策特殊装備展ʼ18（2018.10.10 - 12） 

テロ対策特殊装備展で、検知機材、検知システム等の最新の機材について情報収集
するとともに、CBRNE クラウドシステムについて、テロ災害での活⽤について研究
協⼒者と検討した。 

 
2.3. 結果 
2.3.1. 避難退域時検査における課題 

避難退域時検査の実動訓練での実施地域の実状と抱える課題の中で、どの地域でも
共有できる課題と解決策を整理した。 

①⾞両汚染検査と再検査 
ゲートモニターによる⾞両側⾯の汚染検査と、GM サーベイメーターでのワイ

パー部分の汚染検査で、OIL４以上の表⾯汚染があれば再汚染検査を実施してい
るが、マニュアルでは、再汚染検査の項⽬はなく、不要である。⼈材確保が困難
となる災害時には、省略すべきポイントであると思われる。今回の訓練会場のレ
イアウトでは、図 2-1 に⽰す通り、汚染検査後に汚染がある⾞両と汚染がない⾞
両の動線が交差していた。 

②通過証配布 
この避難退域時検査は、OIL に基づく避難等の指⽰を受けた住⺠等が対象とな

るため、放射性物質が放出される前に避難した住⺠等は対象とならない。このた
め、後⽇、避難所や仮設住宅等への⼊所等に通過証が求められるような事態にな
った場合は、混乱が⽣じる可能性がある。また、このような場合に通過証の提⽰
を求めないように⾏政が要請するのであれば、そもそも通過証の発⾏は不要と思
われる。 

⾞両への配布となっているが、汚染があったのか、除染できたのか、などその
後の公衆の線量評価に必要な情報の登録等は実施されていない。通過証を発⾏す
る場合、公衆の線量評価にも使⽤できるような情報の管理（通過時刻等の情報の
保管）体制も今後の課題となる。 

③⾞両の除染 
マニュアルでは、ウェス等での拭き取りによる簡易除染が原則との記載がある。

除染テント、除染⽤の⽔の準備、⽔の回収、除染のための⼈員配置などの労⼒を
考慮すると、拭き取り除染を優先して実施するのが良いと思われる。また、簡易
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除染後の再検査は、除染エリアで実施した⽅が、除染が不完全であり OIL4 以下
となっていない場合、すぐに再度の拭き取り除染が可能である。 

今回の⽔を吹きかける程度では、量研放医研等における東電福島原発事故での
⾞両汚染とその除染の経験からは、除染はできないと思われる。本格的に流⽔に
よる除染をするのであれば、より⼤量の⽔、ブラシ等の使⽤が必要である。 

④住⺠の汚染検査 
住⺠の汚染検査は、⾞両の汚染があった場合のみに実施されるが、今後、甲状

腺簡易検査による内部被ばくの評価等の公衆の線量評価の⼿順が確⽴された場
合は、汚染状況を確認するのみではく、内部被ばくの評価のための検査との組合
せの⽅法を検討する必要があると思われる。 

原⼦⼒災害時に避難指⽰が出る状況では、迅速に避難させることが優先される
べきである。そのため、住⺠の汚染検査を全員に実施することが迅速な避難の妨
げになるということを考慮して、30km 圏の外に⼀時的に避難者が待機できる場
所を確保し、そこでの避難退域時検査と避難が両⽴する⽅法等を検討することも
解決策の⼀つとなり得る。避難後の汚染検査やゲートモニターの使⽤あるいは指
定箇所検査といった短時間で多⼈数の汚染検査が実施できる体制を構築するこ
とが課題となるが、現状として、公園や運動場などの広いエリアが避難退域時検
査場所の候補地になっていることも多く、⼀時的に待機できる場所が選定されて
いないこともあり、この場所の確保が課題でもある。 

⑤住⺠の汚染検査に関する動線 
⾞両の除染後に住⺠の汚染検査の区域まで徒歩で移動後、同じルートで⾞両に

戻っている。今回は、住⺠の汚染の想定はなかったが、実際に汚染がある場合、
靴底の汚染が最も考えられるため、汚染拡⼤防⽌の観点からは、汚染した靴で歩
⾏したルートとは別のルートを除染後に歩く⽅が良いと思われる。 

⑥避難退域時検査の会場設営、⼈員配置 
⾞両の除染テントは関⻄電⼒、千代⽥テクノルによる設営、⼈の除染テントは

福井県から委託された業者が設営することになっているとのことであるが、訓練
前にテントやゲートモニターの設置がなされており、実際に災害時にどれだけの
時間が必要であるのか検証が必要と思われる。 

⑦対応者の防護服 
汚染検査や誘導係は、タイベックスーツの着⽤の必要性は低いため、ディスポ

⽩⾐、ゴム⼿袋、綿⼿袋の着⽤での対応も考慮できる。 

- 175 -



 16 

 

図 2-1 ⾞両の動線 
 

 
2.3.2. CBRNE テロ災害での初動対応における課題 

研修や訓練への参加で抽出した課題は次のとおりである。 
l 爆発事案の発⽣時に、NBC 出動となるか、明確な指針が⽰されていない。 
l 多数傷病者発⽣時に、初動で NBC 対応が開始されない場合、放射線の検知活動が

開始されず、放射線テロ災害の認知が遅れ、汚染拡⼤が懸念される。 
l 爆発物の事案であれば、安全確保のため、消防のマニュアルでは集結場所は現場か

ら 300~400m 離れた場所に位置することになっている。要救助者に接触するまで
に時間がかかり、爆傷の処置、医療介⼊が遅れ、救命できない。 

l 初動機関の現有の個⼈線量計は、警備担当の警察職員等には、配備されておらず、
活動する職員全員の装着はできない。また、放射線測定器も数量が少なく（消防、
警察の各組織で数個程度）、数百⼈の被災者の汚染検査を短時間で実施するには不
⼗分であった。 

l 訓練参加者の CBRNE 対応に関する知識の差がある。爆発テロの想定で、事業者、
医療機関は、CBRNE テロ災害時の安全確保の⼿段、必要性、現有の資器材、体制
についての検討がなされなかった⼀⽅で、警察、消防は、CBRNE テロ災害を疑い、
初動を検討していた。各組織の活動内容や活動⽅針について、相互理解の機会が必
要である。 

l 有毒化学剤（放射性物質や⽣物剤も同様）の特性に関する普及教育が必要である。
特に有毒化学剤では、最初に現着できる消防の迅速な対応で、防ぎ得た死をなくす
ことができるかが左右される。有毒化学剤を正しく認識し恐れず侮らず適切かつ
迅速な対応が不可⽋である。 
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2.3.3. ソフトターゲットを標的とした CBRNE テロ災害対応での課題 

CBRNE テロ災害対応での課題は次のとおりである。 
l 各組織の CBRNE テロ災害対応のマニュアル、活動⽅針の相互理解が不⾜してい

る。特に、爆発事案であり、他の不審物の爆発の危険性がある中での活動を検討す
る必要がある場合に、消防や医療機関は独⾃に安全を判断できないが、警察が安全
を保証することはできないことが、相互理解されておらず、安全に関する必要な情
報共有、活動⽅針の調整が円滑でなかった。安全に関する情報と危険に関する情報
を整理して、関係機関の活動を調整するための指針等が必要である。 

l 初動の時点では、化学剤、放射線、放射性物質、⽣物剤の脅威に関する情報がない
場合に、初動の活動⽅針について、明確なガイドライン等がなく、初動対応機関の
集結場所、装備等について整理されていない。All hazard approach での⼿順の検討
が必要である。 

l 爆発による多数傷病者の災害という情報では、多数傷病者対応で活動が開始され、
CBRNE テロ災害対応がなされず、検知活動や防護装備による安全確保の対策が実
施されない可能性もある。多数傷病者対応と CBRNE テロ災害対応の相違を明確
にし、現状の多数傷病者対応に何を追加するのか、あるいは多数傷病者対応で
CBRNE テロ災害に対応した場合の問題など課題を抽出し、整理する必要がある。 

l 放射線検知に関して、具体的にかかる時間、⼿順などが検討されていない。放射線
テロ災害時のモニタリング体制、汚染検査や除染の体制、⼿法について検討が必要
である。 

l 原因物質が判明していない状況で、消防機関は陽圧式化学防護服のレベル A 装備
を選択することがほとんどである。これは消防庁のマニュアルに⽰されている装
備の選定基準であるため、変更することは容易ではない。しかし、レベルＡ装備で
も 40 分間の活動と、かなりの重労働が可能（気温約 40℃であったにもかかわら
ず）であることも確認した。１回の任務に限界がある（時間的、⽣理的負荷）ので、
ボンベの交換と⼈員の交代が順調にできれば、レベルＡ装備での活動も、現着後、
検知活動などせず徹底的にまずはショートピックアップで要救助者を危険区域か
ら救助する運⽤は、⾮常に有効であると思料する。 

l 放射線テロ災害時の専⾨機関による⽀援体制の検討が必要である。 
l 保有する放射線、化学剤の検知器が少ないため、要救助者の汚染確認に検知器が使

⽤できないなど、活動や対応に制限がある。 
l 発災現場における安全性の確認において化学剤検知器を⽤いていたが、⼀度化学

剤を吸⼊し警報を発すると清浄空気を通さなければ警報が出っ放しになるため、
復帰⽤の活性炭布製のパージ袋の必要性とその運⽤要領の検討が必要である。 
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2.4. 考察 
避難退域時検査、CBRNE テロ災害に関する教育や初動対応⼿順について、それぞ

れの課題の解決策について考察した。 
 

2.4.1. 避難退域時検査の実⾏性の向上施策 
「原⼦⼒災害時における避難退域時検査及び簡易除染マニュアル」（原⼦⼒規制庁

放射線防護企画課 平成 29 年 1 ⽉ 30 ⽇修正）では、OIL による避難する住⺠等の
汚染状況の確認が⽬的であるが、⾞両の汚染検査で OIL4 以上でない場合は、乗員（住
⺠）の汚染検査を実施しないため、住⺠等の汚染状況の把握ができない。避難の受⼊
の地⽅公共団体の不安解消をも⽬的として汚染状況の把握をするには、全員の汚染検
査をすることを追求することになるが、迅速な避難とバランスをとる検討が必要とな
る。⼀⽅で、住⺠としても⾃⾝の汚染状況を把握したいという要望があれば、それに
応える対応体制も求められる。実際に、避難退域時検査の対象を原則として⾞両では
なく「⼈」とする1ことや、原則、全住⺠の検査を実施することを計画2している地域
もある。さらに、避難退域時検査の効率化のためには、短時間で指定箇所検査ができ
る⽅法として、⾞両に乗⾞したままの指定箇所検査の⽅法や⼈のゲートモニター等の
装置、公衆の線量評価のための⾏動調査、検査結果を後からでも参照できる避難退域
時検査情報のシステム等の検討も考慮していく必要がある。この点は、引き続き検討
していく予定である。 

また、迅速な避難を優先とするのであれば、原⼦⼒災害対策重点区域の境界周辺か
ら避難所までの間で実施することになっているため、避難退域時検査を避難所の近傍
で実施し、すぐに避難所に移動できるように検討が必要である。 

さらに汚染がある⾞両・乗員（住⺠等）と汚染がない⾞両・乗員（住⺠等）の動線
が可能な限り交差しないようにすること、汚染区域と⾮汚染区域を視覚的にも明瞭に
区分し、明⽰することも必要である。⾞両および住⺠の動線、各エリアについて、汚
染の可能性があるエリアと汚染のないエリアが混在しないようにした配置図の案を
図 2-2 に⽰す。前述の⾞両の動線と住⺠等の動線、エリアの配置案を⽰しているが、
各地域で実施する避難退域時検査の場所や広さ、動員できる⼈材や機材の⼈数等、そ
れぞれの実状に応じた対応が必要である。本報告書で⽰した案は、訓練視察した研究
協⼒者等で考察し、検討した結果であり、放射線テロ災害等での汚染検査の実施にも
参考になるものと思われる。 

今回は、⾞両も⼈も除染テントが準備されていたが、ふき取りによる簡易除染を実
施するのであれば、テントは不要である。テント設営の時間と⼈員を削減することが

                                                        
1 新潟県スクリーニング・簡易除染マニュアル（Ver.1.1 平成 31 年 3 ⽉） 
2 内閣府 ⼤飯地域の緊急時対応
（https://www8.cao.go.jp/genshiryoku_bousai/pdf/02_fukui_0303l.pdf） 
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可能となり、⾞両の⽔除染による⽔の回収等も不要となる。 
放射線テロ災害でも、発⽣場所によっては、被災者だけでなく⾃家⽤⾞等の汚染検

査を考慮しなくてはならない可能性もある。多くの国⺠保護に関する実動訓練や
CBRNE テロ対応の訓練においても⾞両の汚染検査を取り⼊れているものは⾒られな
い。そのため、⾞両の動線や汚染検査の指針等として活⽤できるマニュアルの作成も
必要であると思われる。 

図 2-2 レイアウト案 
(ア)バスのワイパーの部分の汚染検査は、⾞両ゲートモニターの検査場

所で実施する。ゲートモニターは低速（5km/h）での⾛⾏より停⽌
した⽅が感度が良いため、⼀旦停⽌してワイパーの汚染検査を実施
することは問題ない。 

(イ)汚染した⾞両の乗員（住⺠）と汚染のない⾞両の乗員（住⺠）の汚
染検査の場所は別にする。可能な限り汚染拡⼤防⽌となるように配
置する。 

 
2.4.2. CBRNE テロ災害に関する教育の充実 

原⼦⼒防災には関連がない機関が CBRNE テロ災害対応をする場合は、被ばく医療、
原⼦⼒災害時の対応の基礎知識を放射線テロ災害対応に応⽤するということは期待
できないことから、放射線テロ災害に関連する教育、訓練の機会を別途提供し、原⼦
⼒災害以外でも全ての医療機関、初動対応機関が、最低限の対応ができるようにすべ
きである。さらに医療機関や初動対応機関が保有する放射線測定器、放射線防護に関
連する資器材の種類、保有数等を整理し、現状での効率的な使⽤⽅法、配置等を検討
し、効率的かつ効果的な資器材の使⽤法について教育、研修が必要である。 

CBRNE テロ災害対応では、防護装備や検知活動、ゾーニングなど過剰に安全対策
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を講じる傾向があると思われる。このために要救助者の救助開始までに時間がかかり、
救命率低下の原因になると考えられる。これは、CBRNE テロ災害に関して、化学剤、
放射線、放射性物質、⽣物剤の危険性や影響については、教育がなされるが、濃度や
密度などの原因物質の存在する量によるリスクの評価とその判断⽅法、要救助者対応
での許容できるリスクの程度について、具体的に教育されていないことが、実際の対
応での過剰な安全対策となってしまう原因の⼀つと考えられる。安全と危険、リスク、
防護対策の効果、および相互の関係性と判断⽅法について、教育⽅法を検討する必要
がある。 

化学テロ災害と放射線テロ災害の基礎知識の講義と、消防署の現有資器材を使⽤し
た実習により、実際の活動における知識と検知や救助技術の向上が図られたと推測す
る。このような研修は、消防局、消防本部の資器材がある程度同じである場合は、他
の消防本部でも同様に実施することが可能であり、標準的な研修としての展開も可能
だと思われる。しかし、研修の指導者は、それぞれの資器材の取り扱いに精通してい
る必要があり、講師の確保は容易でない可能性がある。 

 
2.4.3. CBRNE テロ災害の想定と対策 

l 地震等⾃然災害の被害状況との相違 
地震の被害は、施設全体に被害が発⽣し、負傷者が広範囲に存在すると想定される

ため、少数の看護師等を有効活⽤するには、負傷者を仮説救護所に搬送し、集中的に
管理することが望ましいと思われるが、CBRNE テロ災害では、被害は局所に限局（複
数箇所の同時多発でもそれぞれの発災場所は限局している）していること、化学剤や
放射性物質が付着した可能性のある被災者とこれらの付着の危険がない発災場所か
ら離れた場所にいた来客者が混在しないように避難誘導する必要があること、⼆次被
害の防⽌のために化学剤や放射性物質が付着した可能性のある被災者を広範囲に移
動させない⽅が良いことを考えると、発災場所の近くに救助者や救護所を展開し、応
急救護や除染すべきである。危険物質の流動拡散からの回避を考慮した避難誘導要領
の検討も必要である。 

また、化学剤や放射性物質の関与は、発災直後に事業所側で検知するのは、検知器
材を保有していないとできないため、CBRNE テロ災害が疑われる場合は、救助者は
直ちにマスクやゴム⼿袋の装着ができるように準備しておくことも必要であると思
われる。これらの簡易的な防護装備により、救助者の化学剤や放射性物質の吸⼊によ
る⼆次被害を防ぐことも可能であると思われる。 

l 爆発物テロ 
もっとも被害が多くなると想定されるのは、パレードやショーなどで観客が集中し

ている場所での爆発物テロ、放射性物質を混合した Dirty bomb（汚い爆弾）によるテ
ロの発⽣がある。この場合、避難経路が１か所に集中する、避難経路に観客が座して
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いる場合などは、円滑な避難の妨げとなることが予想され、避難時の混雑による転倒
や将棋倒しの⼆次被害の危険もある。 

爆発物テロの場合、爆傷による四肢損傷で動脈性出⾎がある場合は、数分以内の⽌
⾎が救命率向上のためには不可⽋であり、このため、AED の設置場所（施設内のどこ
にでも 5 分以内に到着できる場所に設置されている。）等に⽌⾎帯（ターニケット）
を準備しておくことも対策の⼀つと考えられる。 

また、発災場所を迂回し、混雑箇所や通路の狭い場所を回避した避難誘導について
も検討が必要だと思われる。 

l 化学テロ 
⼤勢が集まり、特に⼩児や幼児の利⽤の多い、広い空間のある屋内施設で化学剤が

散布された場合には、被害の範囲は限定的であっても重症者が多く発⽣すると予想さ
れる。このため、屋内からの迅速な救助と避難経路の明確な指⽰、屋内の排気を考慮
して対応すべきである。排気⼝の位置によっては⼆次被害が考えられるため、確認し
ておくべきである。また、排気システムにガス吸収剤(活性炭)の設置も⼀案である。 

発災当初、化学テロと認識することは⾮常に困難であり、迅速適切な初期対応がな
されない場合、傷病者の拡⼤・重篤化、⼆次被害の発⽣等、被害が拡⼤することが予
測される。このため、職員の教育と訓練、マニュアルの整備が必要である。また、現
場救護と並⾏して除染の所要が発⽣するが、救命のためには現場職員による迅速な処
置が有効であり、職員⽤の呼吸保護等の防護装備、化学剤による汚染の有無を確認す
る検知紙、脱⾐除染後の⽑布等の準備、ふき取り除染⽤のウエット⼜はドライシート
等の準備も必要である。 

l 放射線テロ 
⼈が滞留する場所に放射線源を放置し、外部被ばくの被害が出る場合、線源の発⾒

は⾮常に難しいと予想される。何らかの状況で線源が発⾒された場合は、線源の情報
により、周辺に滞在した被害者の線量を想定する必要があるが、被害者を特定するの
は困難である。事業者と⾏政が協⼒して状況、健康影響等について広報する必要があ
ると思われる。また、爆発を伴わない放射性物質の散布でも同様であると考えられる。 

放射性物質が散布されても⾝体的な影響や症状はすぐには出現しないため、放射性
物質の散布や汚染を覚知するのは困難であるが、例えば⽬に⾒える形で不審な状況で
散布されるなど、放射性物質の関与も疑い、検知を⾏い、放射性物質の付着が発⾒さ
れた場合は、除染の⽅法を計画しておく必要がある。外套等の脱⾐、⽪膚や頭髪の拭
き取りの実施場所を確保する、脱⾐後の⾐服の持ち帰り、洗濯⽅法の広報などは、⾏
政との調整が必要である。 

l 原因物質の検知 
放射性物質、化学剤の関与がある場合は、検知による原因物質の危険性の把握、原

因物質の特定が最終的には必要であるが、まずは放射性物質あるいは化学剤の存在を
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認識することが優先である。放射線、化学剤の検知器は公設消防署が保有していると
思われるが、通報から検知開始までは時間がかかることが予想される。そのため、物
質の特定よりも存在を⼤まかに把握、検知できる簡易的な検知器等を事業者としても
保有しておくことも来客者の安全に寄与すると考えられるが、実効性向上には、検知
開始のタイミングや状況、異変や被災者の様態等からの判断要領、検知⽅法などは簡
易的なガイドライン等が必要である。 

 
2.4.4. All hazard approach による初動対応⼿順 

⼤規模集客施設での爆発事案では、多数傷病者対応と同時に CBRNE を考慮した対
応を開始するように初動の⼿順を明確にすべきであるが、CBRNE テロ災害対応が開
始されると、必要以上に原因物質に対する警戒⼼が先⾏し、重症の要救助者を救助し、
医療が介⼊するまでに時間がかかり、救命率が著しく低下することも懸念される。 

⼀般的には、爆発事案で多数傷病者発⽣の通報であれば、通常の⽕災対応を専⾨と
する隊が⼀番先に現着することとなる。これらの部隊は、NBC 対応装備は限定的で
あり、関連する識能も残念ながら⼗分とは⾔えない。この制約の中で、消防隊員の安
全の確保と迅速な対応による救命率の向上を実現しなければならない。そこで、下記
の対応を提案する。 

① 初動対応者全員にアラーム付きのデジタル式個⼈線量計（線量率も測れるタ
イプ）を装備し、先着隊には必ず保有させる。 

② 防護装備は通常⽕災対応の空気呼吸器と防⽕服とし、気道の防護と不審液体
の⽪膚への直接接触を避けることを徹底する。 

③ 現場に急⾏して要救助者と接触し、要救助者の症状や臭気など現場の状況か
ら NBC の存在を判断し、努めて迅速に要救助者を危険地域から搬出する。 

④ 不審な液体等が被災者に付着していることを確認した場合は、脱⾐、ふき取
りによる除染を実施した後、医療機関へ搬送する。（この際、安価な検知紙
を全消防隊員が保有していることが望ましい） 

⑤ 原因物質の特定のための検知は実施せず、汚染地域と予測される場所（被害
者の症状・場所で判断）での活動は努めて短時間にして離脱し、消防服も脱
⾐しビニール袋等に⼊れて現場に残置し安全距離を確保して危険が予測さ
れる地域（⾵向・施設形状で判断）を封鎖する。 

⑥ 検知器を保有する警察・消防の NBC 専⾨部隊の到着を待ち、汚染物質、汚
染地域の処置を任せる。 

⑦ 発災現場で⽣存している多量の被災者に対しては、活性炭⼊りの簡易マスク
等を配布装着させ、落ち着いて避難誘導することも必要である。 

⑧ 汚染された地域の確認、除染の要否等、液状の有毒化学剤の存在を軽易に判
断できる装備として、検知紙の普及が有効である。 
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2.5. 結論 

訓練の視察により避難退域時検査及び簡易除染マニュアルの実効性のある運⽤に
ついて検討した。このマニュアルを原⼦⼒災害でより実効性のある対応とするための
⽅法を今後提案する。また、このマニュアルを放射線テロ災害時に活⽤するための応
⽤⽅法についても、今後検討が必要である。 

CBRNE テロ災害の対応としては、原因物質や脅威が特定された後のマニュアルや
活動要領、対応⼿順は⽰されており、それぞれの消防組織でも研修や訓練が実施され
ている。しかし、CBRNE テロ災害発⽣時に、原因物質が判明しない初動対応では、
All hazard approach も含めた対応⼿順が必要であり、そのガイドラインや教材作成の
ために必要な情報をこの⼀連の研修から得られた。初動対応での安全と危険の判断を
適切に⾏い、状況に応じた最善策を選択できるように知識と技術を習得できることを
⽬標とした研修内容、教材が必要であり、これらの開発を今後⾏う。 
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1) 総務省消防庁国⺠保護・防災部参事官付, 平成 28 年度 救助技術の⾼度化等検討会報

告書, 平成 29 年 3 ⽉. 
http://www.fdma.go.jp/neuter/about/shingi_kento/h28/terro_taiou/houkoku/houko
kusyo.pdf（2019.3.11 アクセス） 

2) 内閣官房国⺠保護ポータルサイト 国⺠保護訓練 
http://www.kokuminhogo.go.jp/kunren/（2019.3.11 アクセス） 
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資料 2-1 
2018 年度原⼦⼒総合防災訓練 避難退域時検査実動訓練 

 
1. ⽇時：2018 年 8 ⽉ 26 ⽇（⽇） 10:00〜13:00 
2. 場所：総合運動公園駐⾞場 
3. 訓練参加⼈数 

表１ 参加内訳  

避
難
者 

バス 21 台 562 ⼈ 

634 ⼈ 
乗⽤⾞ 34 台 44 ⼈ 
福祉⾞両 11 台 28 ⼈ 

運
営 

医師 1 ⼈ 

73 ⼈ 

⾞両検査 27 ⼈ 
⾞両除染 8 ⼈ 
⼈ 指定箇所検査 16 ⼈ 
⼈ 確認検査 4 ⼈ 
⼈ 簡易除染 4 ⼈ 
事務 2 ⼈ 
誘導 7 ⼈ 
通過証 2 ⼈ 
指導 2 ⼈ 

 
4. 事故想定：原⼦⼒発電所３号機において、北部を震源とした地震による外部電源喪失後、

原⼦炉冷却材の漏えいが発⽣し、さらに設備故障等により⾮常⽤炉⼼冷却装置による
原⼦炉への全ての注⽔が不能となり、全⾯緊急事態となる。他⽅、別の原⼦⼒発電所４
号機においては、地震による影響は認められなかったが、送電線事故による外部電源喪
失後、蒸気発⽣器への給⽔が不能となり、また、設備故障等により⾮常⽤炉⼼冷却装置
による原⼦炉への注⽔が直ちにできなくなり、全⾯緊急事態となる。 
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5. 会場配置と運営 

 
6. 訓練の流れ 

① 対応者の防護服：炎天下での訓練のため、「タイベック着⽤中」のビブスを着⽤。 
② ⾞両汚染検査：ゲートモニタで側⾯(タイヤの部分)の汚染検査後、GM サーベイメ

ータを使⽤し、2 ⼈でワイパー部分を検査。バスと普通⾞は別々のレーンで実施。
約 2 分で完了。 

③ 通過証配布：⾞両 1 台に対し、1 枚配布。 
④ 汚染再検査：２名が GM サーベイメータを

使⽤し、⾞両全体の汚染検査を実施。 
⑤ ⾞両の除染：⽔を吹きかけての除染。ブラ

シ等の使⽤なし。除染の⽔はポンプでドラ
ム⽸に回収。 
 

図 1 会場配置図 

図 2 ゲートモニターの通過 
 

図 3 ワイパー部分の検査 
 

図 4 通過証 
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⑥ 除染後⾞両検査：ワイパー、タイヤ部分の検査。 
⑦ 乗員(住⺠)の汚染検査：降⾞して汚染検査場所に移動。 
⑧ 避難所へ移動：汚染検査後に同じルートを歩いてバス、乗⽤⾞に乗⾞後、避難所へ

移動。 
※今回の訓練想定では、住⺠の汚染はなし。簡易除染の実施はなし。 

 
 
  

図 5 バスの再汚染検査 
 

図 6 バスの除染 
 

図 7 除染後の再検査 
 

図 8 住⺠の汚染検査 
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資料 2-2 
2018 年度 CBRNE 災害対処千葉連携研修 机上演習 

 
1. 概要 

(1) 第 1 回 机上演習 
開催⽇時：2018 年 7 ⽉ 11 ⽇(⽔)14:00 ‒ 17:00 
開催場所：量研機構放射線医学綜合研究所 講堂 
参加機関：千葉県（３名）、千葉県警察（13 名）、千葉市消防局（18 名）、放射線医

学総合研究所（7 名） 
(2) 第 2 回 机上演習 

開催⽇時：2018 年 11 ⽉ 28 ⽇(⽔)9:00 ‒ 12:00 
開催場所：量研機構放射線医学綜合研究所 講堂 
参加機関：千葉県（３名）、千葉県警察（17 名）、千葉市消防局（16 名）、幕張メッ

セ（3 名）、オリエンタルランド（14 名）、成⽥空港（4 名）、放射線医学
総合研究所（7 名） 

 
2. 想定 

訓練内容：CBRNE テロを想定した机上演習 
訓練想定： 演習シナリオ概要 

l 想定発⽣⽇は 7 ⽉末の平⽇、夏の⽇中。 
l 幕張メッセでは⼤規模イベント開催中につき、千葉県警はイベント警備

を実施中。 
l イベント来場者から幕張メッセ警備へ、エスプラナード中央付近に不審

物が留置されているとの通報があり、警備員が現認に向かう途上、エス
プラナード中央付近で爆発により負傷者が発⽣する。 

l 現着した消防救助隊等が現場に進⼊したところ負傷者近くで放射線を
検知、同刻不審物件捜索を⾏っていた警察官がエスプラナード南⻄側⼊
り⼝付近にて不審物を発⾒。 

l 放射線検知により消防は NBC 対応へ切替、県警は NBC 隊が出動。不
審物件発⾒のため県警爆処理隊が出動。併せて消防より量研放医研へ現
場⽀援要請。 

訓練⽬的：爆発等の活動危険が伴う状況にて、現実的な部隊展開、迅速な負傷者救出と
医療介⼊、汚染検査や除染等被災者対応、現場保存等について演習にて検討
する。 
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3. 訓練内容 
災害発⽣から活動終了までの現場初動対応者が⾏う活動を対象に、参加機関が連携し
て対応する。机上演習には２つの⽬的を設定し、２班に別れて、発災から 20 分間の初
動対応とそれ以降の活動の２つのフェーズに分けて、現有資器材、現有部隊を想定し
て、それぞれ検討、議論し、検討事項を発表する。 

⽬的 1：演習参加者は各機関の活動計画と現場の裁量に鑑みかつ他機関と連携して、
演習班ごとに各機関の活動⽬的達成のための最善の活動⼿順を検討する。 

⽬的２：千葉県が設置する対策本部等へ共有すべき情報の内容と意味を整理する。 
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資料 2-３ 
2018 年度市川市消防局⻄消防署 特殊災害研修 

 
1. 開催⽇時、参加者 

 
⽇時 

参加者（名） 
主催消防署 近隣消防本部 事業者 量研放医研 

第１回 1 ⽉ 30 ⽇（⽔） 
9:00~12:00 28 3 3 3 

第２回 1 ⽉ 31 ⽇（⽊） 
9:00~12:00 25 2 2 3 

第３回 2 ⽉ 19 ⽇（⽕） 
9:00~12:00 27 3 3 4 

第４回 2 ⽉ 20 ⽇（⽔） 
9:00~12:00 25 2 3 4 

第５回 3 ⽉ 5 ⽇（⽕） 
9:00~12:00 26 3 2 4 

第６回 3 ⽉ 6 ⽇（⽔） 
9:00~12:00 25 3 4 4 

 
2. 研修内容 

(1) 第 1 回・第 2 回 「化学テロ災害」 
時間 ⽅式 内容 担当 

9:05 ‒ 10:30 講義 １ 有毒化学剤の基礎 
・有毒化学の種類と特性 
・有毒化学剤の検知 
・有毒化学剤の防護 
・⾝体への影響 
２ C テロ災害対応 
・対処準備 
・症状及び兆候による判断 
・ゾーニング及び救護 
・現地調整所 

岩熊 
 

10:40 ‒ 11:20 討議 症状による初期判断 
・各種有毒化学剤の症状と対応の基本 

岩熊、富永 

11:20 ‒ 12:00 実習 検知紙の取り扱い要領 
・検知紙の変⾊と判断 
・被服等に付着した液滴の検知要領 

岩熊、⼩林、富
永 
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(2) 第３回・第４回「放射線テロ災害」 
時間 ⽅式 内容 担当 

9:05 ‒ 10:00 講義 「放射線テロ災害対応の基本」 
・放射線の基礎 
・放射線防護 
・放射線テロ災害の種類 
・放射線テロ災害の初動対応 

富永 
 

10:00 ‒ 10:10 準備 実習準備  
10:10 ‒ 11:50 実習 1. 個⼈防護装備着⽤ 

2. 空間線量率測定 
3. ゾーニング 
4. 汚染検査 
5. 脱⾐ 

宮後、⼩林、
堤、富永 
 

 
(3) 第５回・第６回「机上演習」 

時間 ⽅式 内容 担当 
9:05 ‒ 9:10 説明 机上演習のルールについて 富永 
9:10 ‒ 9:50 討議 討議１：情報シート１を配布 岩熊、⼩林、堤、富永 
9:50 ‒ 10:20 発表 各班の討議内容の発表 

（発表後 10 分休憩） 
富永 
 

10:30 ‒ 11:20 討議 討議２：情報シート２を配布 岩熊、⼩林、堤、富永 
11:20 ‒ 11:50 発表 各班の討議内容の発表 富永 
11:50 ‒ 12:00 説明 想定の解説 富永 

 
3. 参加者の感想・評価 

受講者から⾃由記載で研修の感想、要望、評価等を調査した。 
多くは、研修が有意義であり、特殊災害に関する知識の習得に役⽴ったというもので

あった。また、実習は、保有する資器材を使⽤して、擬剤の検知や放射線の検知を実施
したことで、使⽤⽅法などを実践的に考えられるようになったという意⾒も多くみられ
た。講義と関連する資器材を使⽤した実習で 1 回の研修を構成するのは、⾮常に学習効
果があると思われる。 

さらに、研修の継続、反復を要望する意⾒や、多くの職員への教育の必要性を訴える
意⾒もあった。 

机上演習では⼀つの想定に対して、様々な意⾒、活動⽅針が出たことで、今後の訓練
や活動計画、マニュアルの変更等に反映されることを期待する。 
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資料 2-4 
国際空港エマルゴトレーニング 

 
1. 訓練概要 

開催⽇時：2018 年 7 ⽉ 12 ⽇(⽊)10:00 ‒ 17:00 
開催場所：国際空港内 多機能施設 
参加機関： 国際空港株式会社、医療機関、警察、消防本部等 
訓練内容：CBRNE テロを想定したシミュレーション訓練 

（エマルゴトレーニングシステムを使⽤） 
訓練想定： 第２旅客ターミナルビル国際線到着ロビー付近において、⼤きな爆発⾳と

閃光があり、煙が⽴ち込めている。周辺には多数の負傷者が倒れており、多
くの⼈が現場から避難している状況。現場では、爆発以外の不審物は発⾒さ
れず、化学剤、放射線は検知されない。 

 
2. 訓練内容 
（１） 各組織での検討 

・ 空港ブース、医療機関ブース、消防ブース、県警ブースごとに①発災の覚知、②各
機関内での情報共有、③現場先着隊の活動、テロの判断と認定、④現場指揮所の活
動、⑤複数機関の連携、⑥傷病者、無傷病者、⿊タグの対応、について検討し、発
表による活動⽅針、内容の共有を図った。 

 
（２） エマルゴトレーニングシステム※による訓練 

・ 組織ごとに状況を付与し、活動⽅針を検討し、訓練の時間想定に合わせて対応の結
果を反映させ、全ての要救助者の救助完了までを実施した。 

・ 爆発発⽣からの対応の時系列は下記の通り。 
14:00 爆発、負傷者多数発⽣、軽傷者は屋外の駐⾞場への誘導開始 
14:40 警察による不審物の検索では、発⾒されない。消防は安全確保されたと判

断し、進⼊、検知活動開始。 
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14:44 屋内の検知活動完了、DMAT は救急指揮所に到着 
14:46 通常の多数傷病者対応で活動開始 
14:52 全ての要救助者の搬出は完了 

 
 
※エマルゴトレーニングシステム；エマルゴトレーニングシステム®とは、スウェ
ーデンのリンショーピング⼤学病院に隣接された Centre for Teaching and 
Research in Disaster Medicine & Traumatology（災害医療・外傷学教育研究センタ
ー）にて 20 年以上前から地域とともに開発されてきた救急・災害医療の机上シミ
ュレーションによる研修法である。 
災害を想定し、医療従事者及び被災者に⾒⽴てたマグネット⼈形を使⽤し、これら
を⽩板上で災害現場や病院などに移動する。これらは設定された病床数・増床数職
員数・限られた資源を⽤い、訓練上の時間経過に沿って⾏われ、評価は、設定され
た対応法の妥当性及び避けられた合併症避けられた死の有無の検討で⾏われる。
様々な職種の⽅が参加することが有⽤であり、⾏政職員、⾃衛隊警察、消防、病院
関係者などがトレーニングに参加することにより実災害に近い訓練となる。 
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資料 2-5 
CBRN 対処合同訓練 

 
1. 訓練の概要 

時期：平成３０年８⽉２⽇（⽊）〜３⽇（⾦） 
参加： 

警察：60 名 

消防局：37名 

陸上自衛隊：38 名 

要救助者:隊員家族 15 名、自衛官 161名 

内容：屋内施設にサリンを散布され、約 40 名の傷病者の発⽣した状況への対応 

初⽇に図上演習、２⽇⽬に実動訓練を実施し、各機関間の情報共有・連携要領
を練成 

 
2. 訓練の状況 
（１） 図上演習：２⽇（⽊）14:30〜17:00 

警察、消防は課⻑級の管理者が主
として参加、⾃衛隊は特殊武器防護
隊⻑が進⾏役と⾃衛隊の対応役を務
め討議を進めた。演習は、実動訓練で
使⽤する場所の地図上において、患
者発⽣から、CBRN を予測した出動
準備、現着、指揮所開設、状況把握、
役割調整、相互活動の理解、救出、救
助、警戒、避難誘導、⾃衛隊への派遣
要請等、時系列で各機関の対応要領・
能⼒等について相互理解を深めた。  

    
（２） 実動訓練：３⽇（⾦）09:00〜12:00 

(ア) 演習の概要 
・「⼯場で異臭発⽣、数⼗名の要救護者発⽣」の通報で状況を開始 
・被災者には症状がタグ付けされており、検知器に反応する擬剤を散布（気体の

み） 
・基本的には、被災者の症状と検知器を確認しながら状況判断し処置をするブライ

ンド訓練 
・周辺地域への影響への対処、受⼊病院の調整等、⾃治体、医療機関等との連携は
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ない 
・⾃衛隊は発災後約１時間で現着（実際には困難、またこのケースで派遣要請も疑

問） 
・要救助者を全員回収した時点で状況終了 
 

(イ)  クロノロジー 

 
(ウ) 訓練の様⼦ 

a. 現地調整所（現場指揮所）の開設 
現着後、速やかにテーブルを展
開し、現場状況の把握と施設責
任者から現場の内部地図を⼊⼿
し、情報の整理と対処⽅針の決
定を実施していた。 
以後、後着した消防、警察がこ
こで調整を⾏っており、現地調
整所としての機能を発揮してい
た。   
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b. 統制線の設定 
現場指揮所からの指⽰に従い、統制線（ウオームゾーンとコールドゾーンの境
界）を設定し、コーンとポールで明⽰していたが、その根拠は、前⽅約 100m
の地点に⽣存者らしき⼈の存在であった。 

c. ⽬視できた要救助者の状況 
有毒化学剤の存在が疑われる地域
に、⽣存しており救助を待つ⼥性
と⼦供が⽬視できているにもかか
わらず、確認してから救助に向か
ったのは約 15 分後であった。こ
の地域は発災現場（ホットゾー
ン）の近傍のウオームゾーンであ
り、早く避難誘導しなければなら
ないとの認識は感じられなかった。 

d. 避難誘導 
その後、避難誘導したが、歩⾏
可能な２名の少⼥を誘導したの
みで、⾜を怪我した少⼥２名と
⺟親は置き去りにされた。 
⾃分はレベルＢで防護された状
態で、危険地域との認識がある
にもかかわらず、無防護の弱者
を危険地域に置き去りにしてい
るとの認識は感じられなかった。 

e. 現地調整所での調整 
後着の消防隊、警察は逐次当初
開設した消防指揮所に集まり、
情報収集を⾏っていたが、この
時点では迅速な要救助者の把握
と救出のための任務分担等の調
整はされておらず、全般的に急
いで対処しなければならないと
の認識はいずれの機関にも感じ
られなかった。 
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f. 歩⾏可能要救助者への対応 
発災施設内に残っていいた歩⾏
可能被災者をウォームゾーン内
で問診していたが、有毒化学剤
による症状が発症していない弱
者から、危険なウォームゾーン
内で⾃分はレベルＢのままで何
を確認する必要があるのか不明
であった。（マニュアルの１次 
トリアージを形式的に実施したものと思われる） 

g. レベルＡでの⾏動 
レベルＡの防護服は、活動時間
が短く、⾏動にも⼤きな制約が
あり、視認性も悪いため、偵察
活動、救助救出活動等には⼀般
的には不向きであるが、今回確
認できた事として、活動時間は
⾼圧縮ボンベにより約４０分可
能であり、４０℃近くの厳しい
環境であったが、歩⾏不能者を
２名で引きずり出す程度の⾏動
は可能であった。しかしながら
被災者のバイタルサインの確認
や検知器による機微な状況把握等は相当の訓練が必要であると感じた。 
また、化学剤検知は、侵⼊当初から警報が鳴りっぱなしとなり、状況判断には
ほとんど使⽤されていなかった。 

h. 要救助者の放置 
４名の偵察要員は、約 30 分かけ
て要救助者の位置と数を確認
（15 名）して、放置したまま拠
点に戻ってしまった。写真は４
階のサリンのガスが放出された
現場であり、擬剤ガスが存在し
ていたにもかかわらず、ショー
トピックアップの概念はなかっ
た。また、すぐ近くに稼働して
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いるエレベータがあるにもかかわらず、これを使⽤せず、 
階段を使⽤して搬送していた。 

i. 三者三様 
同じホットゾーンからの救出に
当たり、消防はレベルＡを固
執、警察はレベルＡ、Ｂ、Ｃを
使⽤していたが、確たる根拠に
基づき使い分けている様⼦はな
かった。⾃衛隊はレベルＣのみ
の使⽤であった。 
搬出にあたっては、警察、消防
が保有する引きずるタイプのス
トレッチャーは体⼒温存のため
に有効であるが、２名で⼗分運
搬できそうなところ警察、消防
とも４名で運⽤していた。 
レベルＡ、Ｂ、Ｃの同地域の混
在は、原理原則的には違和感を
感じるが、訓練実施者において
はそれぞれの組織の⽂化との理
解か、特に違和感を感じている
様⼦はなかった。 

j. レベルＡのその後 
レベルＡの体⼒的な負担は⾮常
に⼤きいため、 １回の任務で
ほぼその隊員は次の任務に就く
ことは困難である。従って、⼀
度レベルＡで活動（約 30 分間）
した後は、まだ要救助者が残さ
れている状況であっても軽装と
なり、⽔を⼗分補給し、涼しい
所で⼗分な休息を取る必要があ
る。 

k. 警察、消防による⽔除染 
警察、消防が連携し、⼿際よく
被服の裁断、⽔除染を実施して
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いた。しかしながら、汚染の状況を確認しておらず、運ばれた被災者はとりあ
えず全員全⾝を⽔除染し、除染後の確認等も実施している様⼦はなかった。本
状況では、サリンガスの吸⼊による被災なので除染の必要性はなかった。 

l. ⼈員除染待ち 
搬送された歩⾏不能者が、⼈員
除染所の⼊⼝で待たされている
様⼦。隣の⼤型除染所は稼働し
ていなかった。 
今回は被災者が少なく、搬送速
度が遅いため１名の除染待ちで
あったが、⼤量の被災者が発⽣
した場合、除染の要否の確認、
除染要領の検討が必要である。 

m. 要救助者の放置  
除染を終了した歩⾏不能者が
現場指揮所（現地調整所）の
後⽅に運ばれた後、放置され
ていた。現場指揮所では、発
災現場の⽅向ばかりに関⼼が
あり、後⽅の患者収容、医療
機関への引き渡しまで気が回
っていないようであった。現
地調整所には医療関係者の存
在が必要である。 
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資料 2-6 
⼤規模集客施設防災訓練 

 
1. 訓練概要 

場所：千葉県内の⼤規模集客施設 
⽇時：2019 年 1 ⽉ 24 ⽇ 20:30 ‒ 21:30 
訓練想定：東京湾で地震、津波が発⽣し、来客者を避難誘導する。負傷者は仮設救護所

へ担架で移送し、トリアージ後に診療所等へ救急搬送する。 
参加者数：職員 2500 ⼈（被災者役 2000 ⼈を含む） 
 

2. 訓練内容 
(1) 屋内外の来客者の避難誘導 

地震発⽣直後に、避難経路の安全確認を実施し、屋内外の来客者を避難誘導してい
た。屋外の避難は夜間であり⾜元が暗かったが、避難経路はほとんど段差がなく、つ
まずきや転倒の危険はあまりなかった。 

(2) 屋外での待機 
電⾞等が停⽌しているため、避難者は⼀旦屋外で待機していた。外気温は低かった

が３歳以下の幼児の避難を優先する対応がなされていた。建物の安全確認後に、屋内
への避難を⾏なっていた。避難者の⼈数によっては、負傷者の搬送ルート、救急⾞の
ルートの確保の検証が必要である。 

(3) 仮設救護所の設置、トリアージ 
負傷者は訓練エリア内に２箇所設置された仮説救護所に搬送され、看護師によるト

リアージ後に診療所等への救急搬送となっていた。出⾎等に対する現場での応急救護
は実施されていないようであった。実際には、⽌⾎等の応急処置がなされた⽅がよい。 

担架での搬送には、来園者による互助の呼びかけ、活⽤を実施していた。夜間の屋
外でのトリアージでは仮設の照明が準備されていたが、暗い中でのトリアージ（状態
が記載されたカードの内容確認）には、時間がかかっていたようである。⼀次トリア
ージ後にすぐ搬送となっていたため、トリアージ後のエリアは設定されていなかった。 

(4) 屋内避難場所の設置 
安全が確認された建物を屋内避難場所として利⽤しており、冬季や⾬天時では、避

難者の低体温などの健康影響を回避する対策となる。特に寒冷時には極⼒速やかに屋
内を利⽤することが好ましいが、どのような施設点検を⾏うことにより安全を担保す
るのかを明確にし、いかに早くこの点検を実施し屋内へと誘導するのかの検討も必要
である。 
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4. 【調査研究３】専⾨的⽀援体制等の整備 

4.1. 本年度の研究計画 
専⾨的⽀援の充実による初動対応、被ばく医療の実効性向上を⽬的とする。 
H30 年度は、専⾨機関、染⾊体および物理学的線量評価ネットワークを活⽤した被

ばく線量評価、被ばく医療等の専⾨的⽀援に必要な項⽬、課題を整理する。平常時、
災害時に活⽤できる専⾨的⽀援における情報共有システムについて課題等を整理し、
システムを設計する。また、既存の広域災害救急医療情報システム（EMIS）や健康危
機管理⽀援ライブラリー（H-CRISIS）との連携についても検討する。 

 
4.2. 検討の経緯 

今年度は、被ばく医療の専⾨機関である量研放医研および量研放医研が設置してい
る染⾊体ネットワーク会議、物理学的線量評価ネットワーク会議を活⽤した専⾨的⽀
援について、委員⻑等と検討した。 

さらに専⾨的⽀援として、現地派遣の専⾨家による脅威や原因物質の検知結果を派
遣元の災害対策本部等で共有できるシステムとして CBRNE クラウドシステム等の
最新の検知器、検知システムを使⽤した検討を⾏った。 

情報共有システムについては、量研放医研で運⽤している「緊急被ばく線量評価情
報共有・伝達システム」を利⽤して、量研放医研からの専⾨家派遣時の情報共有、量
研放医研以外の⾼度被ばく医療⽀援センター、原⼦⼒災害医療・総合⽀援センターの
派遣者との情報共有について、必要項⽬を整理し、システムの設計に着⼿できるよう
にした。さらに、既存の広域災害救急医療情報システム（EMIS）を本システムから閲
覧し、災害医療の情報にアクセスすることで、災害医療の情報を確認しながら、原⼦
⼒災害時の専⾨家⽀援で共有すべき情報について検討できるように調整した。 

 
4.3. 結果 
4.3.1. ネットワーク会議を活⽤した専⾨的⽀援 

量研放医研が設置している物理学的線量評価ネットワーク会議と染⾊体ネットワ
ーク会議は、量研放医研で被ばく医療を実施する際に必要となる線量評価について専
⾨家からの⽀援を得るためのものであり、量研放医研に対する⽀援が⽬的である。 

そこで、これらのネットワーク会議を活⽤した原⼦⼒災害等での専⾨的⽀援体制の
⼀つとして、染⾊体ネットワーク会議に、⽀援者を登録し、事故や災害が発⽣した際
に染⾊体分析の画像診断に⽀援を依頼するというものである。これは、調査研究２で
提案している原⼦⼒災害時の医療に関する研修体系の中で、⾼度専⾨研修の⼀つであ
る染⾊体分析研修を受講した⽇本⼈類遺伝学会臨床細胞遺伝学認定⼠を、染⾊体ネッ
トワーク会議の⽀援者として登録し、事故や災害時に⽀援を依頼することを検討して
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いる。この専⾨的⽀援体制の構築には、今後染⾊体ネットワーク会議での議論、承認
が必要となるとともに、研修の実施が不可⽋である。また、画像診断を依頼する際に
は、運⽤⽅法、画像の受け渡し⽅法、結果の受け渡し⽅法などを決めておく必要があ
る。 

⽇本⼈類遺伝学会の臨床細胞遺伝学認定⼠は、2018 年 4 ⽉時点で、全国に 178 名、
指導⼠は 64 名おり、認定⼠のうち 64 名は⽴地隣接道府県の医療機関に所属してい
る。ただし、原⼦⼒災害拠点病院、原⼦⼒災害医療協⼒機関に所属している認定⼠は
15 名、指導⼠は 7 名である。さらに⾼度被ばく医療⽀援センターに所属している認
定⼠は量研放医研、弘前⼤学、広島⼤学、⻑崎⼤学に各 1 名おり、指導⼠は量研放医
研、弘前⼤学、広島⼤学に各 1 名である。原⼦⼒災害拠点病院および原⼦⼒災害医療
協⼒機関以外の医療機関に所属している認定⼠、指導⼠から、被ばく医療での染⾊体
分析で協⼒を得られると多数の染⾊体分析による線量評価が可能となり、線量評価体
制の充実にもなる。 

物理学的線量評価ネットワーク会議を活⽤した専⾨的⽀援体制については、⼗分議
論ができていないため、次年度にまずは⽀援として可能な項⽬を整理する。 

 

図 4-1  原⼦⼒災害対策重点区域の⽇本⼈類遺伝学会臨床細胞遺伝学認定⼠（指導⼠） 
原⼦⼒災害対策重点区域（24 道府県）に所属している臨床細胞遺伝学認定⼠と
指導⼠の⼈数を道府県別に⽰した。また、⾼度被ばく医療センターに所属する
臨床細胞遺伝学認定⼠と指導⼠の⼈数も⽰している。 
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4.3.2. 検知システム等を活⽤した専⾨的⽀援 
本研究事業で検討した検知システムは放射線モニタリングシステム（ラジプローブ

システム）と CBRNE 情報共有システム(CBRNe クラウドシステム)であり、各シス
テムの概要を⽰す。 

1. 放射線モニタリングシステム（ラジプローブシステム） 
可搬型の機材は、放射線測定器、制御⽤パソコン、カメラ、GPS、通信機器

から構成され、測定結果等を地上通信もしくは、衛星通信で量研放医研のサー
バーにも伝送する。伝送された情報は、モニタリングマップ、核種分析のスペ
クトル、線量率時間変化、積算線量、中性⼦線量、周辺映像が⼀画⾯として、
サーバーにアクセスできるパソコンやタブレットで閲覧可能である。さらに放
射線測定器は、⾼線量γ線・中性⼦線検出器、携帯型ゲルマニウム半導体検出
装置（⾼精度測定装置）、⾼感度⼩型線量計（CsI(Tl)シンチレーション検出器）
を接続できる。これらは環境モニタリング、核種分析など⽤途に応じて選択す
る。 

 

図 4-2 ラジプローブシステムの概要 
 

2. CBRNE 情報共有システム(CBRNe クラウドシステム) 
CBRNE 情報共有システムは、化学剤検知器と放射線測定器をネットワーク

化させて、検知情報、位置情報等をクラウドサーバーに転送し、このクラウド
サーバーを通じて測定現場の携帯端末と対策本部等の遠隔地の端末で情報共
有ができるシステムである。本システムでは、化学剤検知器は、イオンモビリ
ティ・スペクトロメーターであり、放射線測定器は、空間線量率、各種識別が
可能である器材を使⽤している。さらに、以下のマニュアル類を横断的に検索
でき、検知結果とリンクし、警戒区域や新⼊統制ライン等を地図上に表⽰でき
る。 
・ 緊急時応急処置指針（Emergency Response Guidebook：通称 ERG） 
・ 総務省消防庁 BC 災害マニュアル（平成 28 年度 救助技術の⾼度化等
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検討会報告書）からの引⽤ 
・ 総務省消防庁特殊災害室「医療機関、研究機関その他の放射性同位元素等

取扱施設等における消防活動上の留意事項に関する検討会」の報告書から
の引⽤、および添付資料個票（RI,装備機器，発⽣装置） 

・ 爆発物探知ハンドブックからの引⽤（元 科学警察研究所爆発研究室 中
村順先⽣監修） 
 

図 4-3  CBRNe クラウドシステムの概要 
 

4.3.2.1. 専⾨家派遣での活⽤ 
放射線モニタリングシステム（ラジプローブ）は、量研放医研の研究成果の⼀つで

あり、原⼦⼒災害や放射線テロ災害での活⽤も考慮している。ラジプローブシステム
は、放射線測定器として核種分析が可能である可搬型 Ge 半導体検出器あるいは核種
判定機能付き携帯型の検出器を使⽤すれば、核種の特定や内部被ばくの詳細検査の⼀
つであるバイオアッセイ法による⽣体試料の簡易的な計測が可能であり、測定結果を
後⽅⽀援の本部等と情報共有できることで、より詳細な分析結果を現場での専⾨的⽀
援に活⽤できる。 

また、医療機関ではエリアモニターとして空間線量率を常時測定し、診療エリア等
の安全確認に活⽤できる。NaI シンチレーションサーベイメーター等を常時誰かが監
視するのは、狭い空間での⼈員配置としても難しいと思われる。さらに多数傷病者が
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発⽣したテロ災害で、⼤勢の汚染した被災者を受け⼊れ、被災者とともに原因物質が
新たに医療機関内に持ち込まれた場合、放射線や化学剤のエリアモニターを設置し迅
速に脅威の検知ができることは、エリアの危険性を迅速に確認・把握できることにな
り、⼆次災害の防⽌にも繋がると思われる。 

 

図 4-4  派遣先での簡易計測による活⽤事例 
派遣先の医療機関で、専⾨家による⽣体試料（尿）の簡易的測定結果をデータ送信

し、測定データを量研放医研の専⾨家が解析して、解析結果を派遣先の医師等に伝達
する。その情報を元に治療の必要性、治療薬等を判断し、派遣先の医療機関で専⾨的
⽀援をする。 

 
4.3.2.2. 初動対応での活⽤ 

CBRNE テロ災害発⽣時に、初動対応機関等がこれらのシステムを使⽤して、テロ
災害の発⽣現場で検知活動を⾏い、災害対策本部や現地調整所、現地指揮本部にいる
専⾨家や、遠隔地の専⾨機関、研究機関等と検知結果等の危機管理情報をリアルタイ
ムで共有することで、迅速に適切な対策を講じることができ、被害を最⼩限にとどめ
る効果があると思われる。 
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4.3.3. 情報共有システムを活⽤した専⾨的⽀援 
量研放医研で運⽤している「緊急被ばく線量評価情報共有・伝達システム」の機能

の中で、専⾨家派遣で活⽤できる機能としては、複数の職員間での情報共有としての
掲⽰板機能とラジプローブシステムの閲覧機能である。情報共有システムに派遣先で
ある量研放医研以外の場所からアクセスが可能となるように本年度は、設定を変更し
た。 

量研放医研以外の⾼度被ばく医療⽀援センター、原⼦⼒災害医療・総合⽀援センタ
ーとその派遣者との情報共有については、それぞれの専⾨家派遣の状況、患者の受⼊
れの状況が考えられるが、これらも掲⽰板機能で対応可能と思われる。 

また、原⼦⼒災害医療派遣チームの派遣と待機の状況、チームの派遣先、活動状況
の共有が必要と思われるが、本システムに機能追加するには、原⼦⼒災害医療派遣チ
ームの活動の具体的運⽤⽅法の整理が必要である。 

これらの情報共有システムのページの構成としては、現時点では、ログイン画⾯、
掲⽰板、ラジプローブシステム、EMIS となる（図 4-5）。 

 
 

図 4-5  情報共有システムのページの構成 
 

4.3.4. 災害医療との連携 
災害医療と原⼦⼒災害時の被ばく医療の連携としては、被災地域の医療の状況、原

⼦⼒災害拠点病院と原⼦⼒災害医療協⼒機関の被災状況、原⼦⼒災害医療派遣チーム
の活動状況の情報共有がある。EMIS には、すべての医療機関がアクセスできること
から、被災地域の医療の状況、原⼦⼒災害拠点病院の被災状況については、EMIS で
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の情報共有が可能である。被災地域の災害医療の状況を把握するため、情報共有シス
テムのページに EMIS のページを表⽰させる（図 4-6）ことで、ウェブページの切り
替えがややスムーズに⾏える。なお、EMIS のウェブページにアクセスするには、EMIS
のログイン ID とパスワードが必要である。なお、通常の EMIS のウェブページから
本情報共有システムにはアクセスできない。 

原⼦⼒災害医療協⼒機関のうち、医療機関であればこの EMIS を利⽤することがで
きるが、医療機関でない協⼒機関は EMIS を利⽤できない。 

原⼦⼒災害時の被ばく医療に特有の情報として、被ばくあるいは汚染がある傷病者
の受⼊れに関する情報、避難退域時検査の状況、放射線モニタリング情報、原⼦⼒災
害医療派遣チームの活動状況などがある。これらの項⽬は、EMIS には、⼊⼒できな
いため、原⼦⼒災害時の情報共有システムとして独⾃に設計、構築する必要がある。 

 

図 4-6 情報共有システム内の EMIS のウェブページ 
 

4.4. 考察 
量研放医研が設置している染⾊体ネットワーク会議を活⽤する⽅策の⼀つとして、

⽇本⼈類遺伝学会の臨床細胞遺伝学認定⼠の協⼒を得る⽅法がある。これには、被ば
く医療での染⾊体分析の画像診断についての研修開催により被ばく医療での染⾊体
分析の知⾒を付与し、協⼒体制の強化につなげる。 

検知システムを活⽤した専⾨的⽀援については、All hazard approach による初動対
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応⼿順の検討とともに、有効な活⽤⽅法、関係機関との連携⽅法について、さらに検
討が必要である。 

情報共有システムの活⽤として、EMIS との連携があるが、⾼度被ばく医療⽀援セ
ンターでの利⽤であれば、現⾏の EMIS にそれぞれがアクセスし、情報共有が可能で
あるが、医療機関でない原⼦⼒災害医療協⼒機関が使⽤するには、災害医療と原⼦⼒
災害のそれぞれの所管省庁である厚⽣労働省、原⼦⼒規制庁、内閣府での調整、制度
設計が必要である。DMAT 隊員への被ばく医療の研修など、災害医療と原⼦⼒災害
時の被ばく医療の連携が、現場で活動する医療従事者間で進展すれば、情報共有シス
テムが不可⽋となることが予想される。原⼦⼒災害時の情報共有システムとして新た
にシステムを構築するのであれば、システムの詳細設計、管理主体、予算措置などを
考慮する必要がある。 

 
4.5. 結論 

原⼦⼒災害、RN テロ・災害、RI 事業所等での労災事故などにおける専⾨的⽀援体
制について、染⾊体ネットワーク会議等の活⽤、検知システムの活⽤、情報共有シス
テムの利⽤、災害医療との連携の各項⽬について検討した。今後、この専⾨的⽀援体
制の構築と強化のためには、詳細な検討が必要であり、次年度以降に検討する。 
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5. 【検証１】モデル地域での検証 

5.1. 本年度の研究計画 
本年度は、原⼦⼒災害対策重点区域（24 道府県）及びそれ以外の地域（23 都県）

で研修等を実施するモデル地域を選定し、調査研究１〜３へ反映する。 
 

5.2. 検討の経緯 
5.2.1. 初動対応機関の研修 

原⼦⼒災害対策重点区域（24 道府県）における初動対応機関の研修を実施する地域
の選定を研究協⼒者と検討した。さらに、原⼦⼒災害対策重点区域以外の地域（23 都
県）の初動対応機関である消防、警察に対する研修、講習会に関しては、量研放医研
に依頼があった CBRNE 災害対処千葉連携研修会、市川市消防局⻄消防署特殊災害研
修を活⽤し、多機関連携に関連する情報収集、初動対応の⼿順、研修⽅法、教材の開
発について検討した。 

 
5.2.2. 医療機関の研修 

原⼦⼒災害時の医療に関する研修は、調査研究２で提案する新たな体系化による研
修を来年度以降に開催して検証する予定とした。原⼦⼒災害対策重点区域以外の地域
（23 都県）の医療機関に対する研修としては、量研放医研と被ばく医療に関する協⼒
協定を締結している医療機関を対象として研修を実施することを検討し、全国の医療
機関に展開できるためのプログラム、研修⽅法、教材の作成を検討した。 

 
5.2.3. 災害医療との連携の研修 

原⼦⼒災害が発⽣した際、地震や津波などの⾃然災害との複合災害である場合は、
災害医療と緊密に連携して、活動することとなっている。そこで、⽇本 DMAT（災害
派遣医療チーム）の技能維持研修の参加者に対して、原⼦⼒災害、被ばく医療につい
て研修の機会を提供することを検討した。 

 
5.3. 結果 
5.3.1. 初動対応機関の研修 

原⼦⼒災害対策重点区域（24 道府県）の初動対応機関では、各地域あるいは各地域
の消防本部等で研修や訓練が実施されているので、統⼀された研修体系や教材がない。
そこで、来年度は、原⼦⼒災害時の対応に関して、実際に初動対応機関の職員が必要
と考えている研修や教材について、研究協⼒者等を交えて検討することとした。その
結果として、全国で統⼀した研修や教材の作成を⽬的とする。 

RI 事業所での事故や RN テロ・災害等の初動対応に関する研修としては、CBRNE
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災害対処千葉連携研修会と市川市消防局⻄消防署特殊災害研修で、研修および机上演
習等を実施し、All hazard approach での初動対応⼿順や教材について検討した。教材
については、実際に研修で使⽤した。 

CBRNE 災害対処千葉連携研修会では、特にダーティボムを想定した事態に対する
必要な項⽬を検討した結果、「放射線テロ災害での放射線防護と初動対応」の講義の
他、負傷者の救命率の向上にはターニケット（⽌⾎帯）の使⽤が不可⽋であると考え、
これらの研修を実施した。机上演習もダーティボムを想定して実施したところ、出動
時の指令、爆発物の事案での対応者の安全確保と救助および救急、医療の介⼊の遅れ
といった課題が抽出された。 

市川市消防局⻄消防署特殊災害研修では、CBRNE の原因物質が複合して存在する
場合の初動対応について、必要な項⽬を検討した結果、「化学テロ災害」「放射線テロ
災害」の基本的な講義と関連する資機材を使⽤した実習による研修、CBRNE テロ災
害を想定した机上演習を実施した。この結果、教材としては講義資料を作成したが、
今後は、標準的なテキストおよび⾃⼰学習できる教材として開発予定である。また、
初動対応⼿順については、CBRNE の原因物質が特定されるまでの⼿順がマニュアル
やガイドライン等で明確になっていないことから、同じ想定の机上演習でも参加者に
よって対応や活動計画が異なる結果となり、基本的な All hazard approach での初動
対応⼿順を検討する必要がある。 

また、原⼦⼒災害対策重点区域の消防本部とは異なり、放射線測定器の保有数が少
なく、限られた数量の測定器を有効に活⽤して、初動対応要員が安全に活動できるた
めの⼿順等も検討する必要があることが判明した。 

 
5.3.2. 医療機関の研修 

原⼦⼒災害時の医療に関する研修は、今回提案した研修体系の研修を 2019 年 5 ⽉
に量研で開催予定とした。この研修では、本研究事業で作成した標準テキストも使⽤
予定である。 

全国の医療機関向けの RI 事業所での事故や RN テロ・災害等での被ばく医療に関
する体制整備の課題を抽出するため、量研放医研と被ばく医療に関する協定を締結し
ている医療機関で、現場除染なしまたは乾的除染で医療機関が傷病者を受⼊れるため
に必要な知識や技術の習得を⽬的とした研修を実施した（資料８および資料９）。こ
の研修で参加者に被ばく医療に関する研修についての要望等を⾃由記載で調査した
結果、包括的被ばく医療の研修や教育に関する課題が挙げられた。これは、調査研究
２の医療機関での受け⼊れ体制整備の項⽬に記載している。 

 
5.3.3. 災害医療との連携の研修 

災害医療と原⼦⼒災害医療、被ばく医療の体制が連携するには、それぞれの活動を
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担う医療従事者が共通認識を持つことが不可⽋である。防災基本計画では、原⼦⼒災
害対策編において、「被災地⽅公共団体及び被災地の医療機関は，原⼦⼒災害以外の
災害の発⽣状況等を勘案しつつ，拠点となる原⼦⼒災害医療機関を中⼼として医療活
動を⾏うものとする。その際，災害拠点病院や DMAT 等が⾏う災害医療活動と緊密
に連携するものとする」との記載があり、DMAT との連携にあたり、被ばく医療と
災害医療について相互に共通認識を持つ必要がある。原⼦⼒災害拠点病院の中には、
災害拠点病院、基幹災害拠点病院に指定されている医療機関もあり、災害医療と原⼦
⼒災害時の医療についてどちらも研修を受講している医療従事者は⼀定数存在する。
しかし、原⼦⼒災害対策重点区域以外の災害拠点病院、基幹災害拠点病院の職員が原
⼦⼒災害や被ばく医療の研修を受講する機会はほとんどないものと思われる。そこで、
本研究事業では、原⼦⼒災害対策重点区域以外の 23 都県の DMAT 隊員に被ばく医
療の研修の機会を提供することとした。今後は、DMAT の技能研修の⽇程に合わせ、
パイロット研修の実施に向けて、研修内容を検討し、関係者との調整を⾏う予定であ
る。 

 
5.4. 考察 

包括的被ばく医療の体制構築には、原⼦⼒災害対策重点区域（24 道府県）以外でも
初動対応機関、医療機関が、RN テロ・災害や被ばく医療についての共通認識を持っ
ていることが重要である。そのためには、標準的な研修、講習、テキストが不可⽋で
あるが、原⼦⼒災害以外の RI 事業所での事故や RN テロ・災害等に関連する教育は、
各関係機関で独⾃に実施されているのみであり、体系的に実施されていない。対象と
なる事案、事故、災害の規模や被災者の状況、対応時の安全確保や危険情報について
もそれぞれ異なることから、原⼦⼒災害に関する研修よりも広範な事象に対し、最低
限必要な対応が確実に実施できるようになる研修が求められる。 

DMAT の技能研修での被ばく医療研修の機会の提供については、DMAT と原⼦⼒
災害医療の所管省庁が異なることから、統⼀した研修による認識、知識の共通化に⽀
障があると予測されることより、災害医療と原⼦⼒災害時の被ばく医療が円滑に連携
できないため、省庁間の調整は不可⽋である。今後、パイロット研修を実施して、連
携あるいは協働した研修の必要性が認識された際には、⾏政的な調整がなされること
を期待する。 

 
5.5. 結論 

原⼦⼒災害に関する研修は、原⼦⼒災害対策指針、原⼦⼒災害拠点病院等の施設要
件で、教育研修、訓練等の実施について⾔及されている。しかし、RI 事業所での事故
や RN テロ・災害等に関連する教育は、関係機関の独⾃の研修があるのみで、原⼦⼒
災害の研修や訓練と統⼀されたものは実施されていない。そのため、今後は、原因ご

- 229 -



 70 

とに必要な研修や教育の内容と、統⼀して実施すべき研修や教育の内容を詳細に検討
し、相互に整合性の取れた研修や教材を作成すべきである。 

本研究事業では、次年度以降、原⼦⼒災害に関する研修は基礎から専⾨的な研修ま
で体系化したものを教材とともに作成し、RI 事業所での事故や RN テロ・災害等に関
連する研修は、関係機関に対して効率的に短時間で教育できる教材を作成することを
⽬標とする。 
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資料 5-1 
原⼦⼒災害拠点病院以外の救命救急センター等での研修 

 
1. ⽇本医科⼤学千葉北総病院 

1. 研修概要 
開催⽇時：2018 年 9 ⽉ 27 ⽇(⽊)13:30 ‒ 17:00 
開催場所：⽇本医科⼤学千葉北総病院 
参加者： ⽇本医科⼤学千葉北総病院救命救急センターおよび放射線センターの

職員 15 名 
     放医研講師 4 名 
研修内容：  

① 講義（40 分）「被ばく医療」 
② 講義（40 分）「放射線防護」 
③ 実習（30 分）「施設資機材の養⽣」 
④ 実習（60 分）「PPE 着脱、汚染検査、除染」 

 
2. 研修内容の詳細 

l 講義「被ばく医療」；放射線の基礎、放射線の⼈体影響、放射線事故・テロ・
災害の種類、被ばく医療の概要、医療機関での被ばく医療について講義 

l 講義「放射線防護」；外部被ばく防護、内部被ばく防護、 
l 実習「施設資機材の養⽣」；講義室の⼀部を汚染傷病者の受⼊れエリアと想定

して、床の養⽣について指導しながら、実際に研修⽣が養⽣を実施 
l 実習「PPE 着脱、汚染検査、除染」；サージカルガウン等の PPE を着装し、

汚染のある傷病者に⾒⽴てたマネキンの汚染検査と除染を実施したのちに、
⾃⾝の PPE の脱⾐の仕⽅について、講師が注意点を解説しながら各⾃で脱⾐ 
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2. ⽇本医科⼤学付属病院 
1. 研修概要 

開催⽇時：2018年 10月 11日 
開催場所：⽇本医科⼤学付属病院 
参加者： ⽇本医科⼤学付属病院の職員 37 名 

放医研講師 4 名 
2. 研修内容 

① 講義（30 分）「サーベイメーターについて」 
② 実習（30 分）「放射線測定器の取扱」 

3. 研修内容の詳細 
l 講義「サーベイメーターについて」；放射線測定器のうち主に GM サーベイメ

ーターの取り扱い⽅について講義 
l 実習「放射線測定器の取扱」；放射線測定器（GM サーベイメーター）を⽤い

てマントル等を測定する。 
 

3. 東京大学医学部付属病院 
1. 研修概要 

開催⽇時：2018年 11月 28日 18:00 ‒ 20:00 
開催場所：東京大学医学部附属病院 
参加者： 東京大学医学部附属病院の職員 22 名 

放医研講師 4 名 
2. 研修内容  

① 講義（45 分）「被ばく医療と放射線防護」 
② 実習（60 分）「放射線測定器の取扱」 

3. 研修内容の詳細 
l 講義「被ばく医療, 放射線防護」；放射線の基礎、放射線の⼈体影響、放射線

事故・テロ・災害の種類、被ばく医療の概要、医療機関での被ばく医療、外部
被ばく防護、内部被ばく防護について講義 

l 実習「放射線測定器の取扱」；放射線測定器（GM サーベイメーター、NaI シ
ンチレーションサーベイメーター）の使⽤⽅法の説明、マントル等を測定す
る。 

 
  

- 232 -



 73 

資料 5-2 
研修⽤資機材⼀覧 

 
講義⽤ 

ノートパソコン 1 台 

発表⽤データ 必要数 

プロジェクター 1 台 

プロジェクター周辺機器 必要数 

ポインタ 1 個 

配布資料 ⼈数分+α 

延⻑コード（ドラム） 必要数 

延⻑コード（テーブルタップ） 必要数 

 
養⽣実習 

ビニールシート 1 本 

養⽣シート 2 本 

ハサミ 5 本 

養⽣テープ 5 個 

トラテープ 2 個 

アララシート 2 本 

⽴⼊禁⽌⽤コーン 必要数 

ゴミ袋（撤去⽤） 90Ｌ⼆袋 

ラミロール 840mm x 20m 1 本 

 
防護装備着脱実習 

アンダーウエア ⼈数分+α 

個⼈線量計 ⼈数分+α 

個⼈線量計の記録⽤紙 ⼀式 

マスク ⼈数分+α 

帽⼦ （男性⽤/⼥性⽤） ⼈数分+α 

タイベックスーツ （Ｍ/Ｌ/ＬＬ） ⼈数分+α 

アイソレーションガウン ⼈数分+α 
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フェイスシールド ⼈数分+α 

シューズカバー ⼈数分+α 

綿⼿袋 （Ｍ/Ｌ/ＬＬ） ⼈数分+α 

ゴム⼿袋 （Ｍ/Ｌ/ＬＬ） ⼈数分×2 

養⽣テープ ⼈数分÷2 

サインペン （⾚/⻘/⿊） 各 3 本 

椅⼦（研修先から借⽤） ⼈数分+α 

ゴミ袋 （脱⾐⽤） 90Ｌ⼆袋 

ハサミ 2 本 

ＧＭサーベイメーター（デモ⽤） 1 台 

 
汚染検査実習 

ＧＭサーベイメーター ⼈数分+講師 

NaI シンチレーションサーベイメータ 1 台 

予備電池 数個 

マントル（パウチしたもの） 必要数 
記録⽤紙 ⼈数分＋α 

 
除染実習 

NaI シンチレーションサーベイメータ 1 台 
ゴミ箱（折りたたみ式） 3 個 
ゴミ袋 90Ｌ⼆袋 
ゴム⼿袋（替え⽤） 数枚 
ＧＭサーベイメーター（ホット⽤） 1 台 
ＧＭサーベイメーター（コールド⽤） 1 台 
記録⽤紙 実習分 
スミアろ紙 ⼀箱 
ビニール袋（ホット→コールド⽤） 20Ｌ⼀袋 
除染資機材⼀式 1 式 
訓練⽤マネキン 1 体 
⽔濡れ検知シート（必要であれば） 1 本 
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6. まとめ 

本研究事業は、包括的被ばく医療の体制構築のために、原⼦⼒災害、放射線テロまたは核
攻撃（以下、RN テロ・災害）、放射線障害防⽌法の対象事業所（以下、RI 事業所）での放
射線事故や労災事故など、発⽣場所あるいは災害の種類によって区別されることなく、その
事象に対して適切な初動対応や緊急被ばく医療が実施されるように、初動対応機関、医療機
関の体制整備、⼈材育成に資する課題、解決策、システム、教材等を提案することが⽬的で
ある。この包括的な被ばく医療の体制構築には、これまでの緊急被ばく医療体制、原⼦⼒災
害医療体制、原⼦⼒防災体制などを鑑み、原⼦⼒災害への対応の充実と強化、原⼦⼒災害以
外の RN テロ・災害、労災事故、放射線事故などへの対応能⼒の向上が必要となる。そこ
で、本研究事業では、初動対応機関、医療機関、専⾨機関に分けてそれぞれの対応の充実と
強化のための⽅策を調査、検討し、体制構築、⼈材育成に必要な資料、教育⽅法、教材の開
発を中⼼として、課題の抽出と整理を⾏い、解決策の⼀案を提案した。 

【調査研究１】では、避難退域時検査及び簡易除染マニュアルの実効性のある運⽤につい
ての課題と解決のために必要な情報、All hazard approach も含めた対応⼿順の作成のため
に必要な情報が得られた。 

【調査研究２】では、原⼦⼒災害での被ばく医療に関する研修の新たな体系化と⾼度専⾨
的研修、研修制度の提案と、標準テキストの教材の作成を⾏い、原⼦⼒災害以外の被ばく医
療については、初療のためのフローチャートを作成し、全国の医療機関（救命救急センター
等）で効率的に短時間での研修の座学と実習から構成されるプログラムとテキストを作成
した。 

【調査研究３】では、専⾨的⽀援体制として既存のネットワークの活⽤と検知システムの
活⽤について提案し、情報共有システムによる原⼦⼒災害時の関係機関間の情報共有、災害
医療体制との情報共有について考察し、課題と解決策を提案した。 

【検証１】では、本年度に作成した教材、研修内容で、実際に研修を⾏うことで、参加者
からのフィードバックが得られ、包括的被ばく医療の体制構築に必要となる⼈材育成の⽅
法、教材等について調査研究１〜３に反映できる課題が⾒出された。 

本年度は、包括的被ばく医療の体制構築の課題、その解決策について整理した。次年度以
降は、対応機関ごとの研修や⼈材育成、専⾨的⽀援体制からの視点で得られたことや作成し
た教材や研修体系、研修制度、提案したシステム等を実際に使⽤、運⽤し、さらに課題を抽
出し、改善していくこととする。 
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本資料は、原子力規制庁平成 30 年度放射線対策委託費（放射線安全規制研究戦略
的推進事業費）放射線安全規制研究推進事業（包括的被ばく医療の体制構築に関する
調査研究）において作成された成果です。
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原子力災害、放射線事故・テロ・災害時の患者搬送

1.	 背景と目的
放射性物質が付着した傷病者を搬送するにあたっては、搬送車両等（救急車やヘリコプター）への汚染

拡大防止対策を講じる。対策は、搬送車両や搭載機材、搬送を担当する救急隊員等への放射性物質の付着の
防止となる。これらの対策の目的は、放射性物質の汚染拡大防止と資機材の早期の復旧（放射性物質の付着
がなく、通常の業務に使用できるようにする）である。本資料はその対策について解説する。

2.	 傷病者の汚染拡大防止
搬送する傷病者に放射性物質が付着している場合は、その部分をシートやガーゼなどで被覆して接触に

よる汚染拡大を防止する（図 1）。放射性物質の付着が全身あるいは広範囲におよび、個別の被覆が困難で
ある場合は、全身を搬送シート等で被覆して汚染拡大を防止する（図 2）。事業者によっては、搬送用の袋
状になったシート等を保有していることもあり、使用可能な場合もある。このシートは全身の被覆ができる
とともに複数箇所にファスナーがついており、血圧測定などで腕のみをシートの外に容易に出せる。
搬送する傷病者の放射性物質の付着部位や全身が搬送シート等で被覆され、汚染拡大防止の処置が講じ

られている場合は、車両や航空機の養生は状況に応じて不要となる場合がある。

シーツ等で放射性物質が付
着している部分を被覆する。

図 1　部分的な被覆 図 2　全身の被覆とバックボードでの固定

3.	 救急車の汚染拡大防止
（1）車両内部

救急車内部の汚染拡大防止の方法は、車両の床と壁の養生である。
1.	 車両の床をビニールシートで養生する。ストレッチャーの架台などは動作を妨げないように
する。雨天時などビニールシートでは滑るような場合は、車両の床をビニールシートの上か
らろ紙シートで養生する。

2.	 車内の椅子にビニールシートあるいは大きいビニール
袋等を被せる。シートベルトなどの装着ができるよう
に必要な箇所には切れ込みを入れる。

3.	 シートベルト等は傘用のビニール袋など細長いビ
ニール袋を使用して養生する。

4.	 車両の壁はビニールシートで天井近くから床まで養生
する。ビニールシートは上辺にあらかじめテープが付
いているものを使用すると作業の時間短縮となる。

5.	 バックドアも壁と同様に養生する。
図 3　車両内部の養生

ビニールシートとろ紙シートで床
を養生する。
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6.	 養生終了後は、養生シートがストレッチャーの架台
等の動作の妨げになっていないことを確認する。

（2）資機材
車両等に搭載されているモニター等は、個別にビニール

袋等で被覆する方法と、車両の壁の養生の奥に設置される
ようにする方法（図 4）がある。車両の壁の養生の奥にモニ
ター類がある場合は、ビニールシートに切り込みを入れて、
ケーブル等を出し、使用できるようにする。

図 5　モニター類の養生
壁の養生シートの奥にモニター類を設置する。
この場合、シートの一部分に切り込みを入れて、ケーブル等を出

す。切り込み部分はテープで補強する。

（3）ストレッチャー
ストレッチャーのマットレス等はビニールシートあるいはビニール袋（45〜 120ℓの大きいもの）

を使用して養生する。サイドフレームやハンドルなどの動作のために放射性物質が付着した手指等で
接触する部分は、ビニールシートやラップ、テープ等で養生する。脚部は養生が困難であり、車両に
搭載するために脚折れ式となっていることもあり、養生しない。

図 6　ストレッチャーの養生
マットレス、サイドフレーム、ハンドルなどはビニール袋、ビニールシート、

ラップなどを使用して養生し、ベルト等を通す部分はテープで補強する。
ベルトは、傘用のビニール袋などを利用すると養生が容易である。

図 4　バックドアの養生
壁の養生と同様に風で剥がれないよ

うに辺縁にテープを貼付する。

壁のシートの切れ込
み部分からケーブル
等を出す。
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図 9　養生シートの貼付
辺縁はテープでしっかりと貼り付ける。
ベルトなどはビニールに切り込みを入れてだ

す。ベルト自体は、傘用のビニール袋などを利用
すると養生が容易である。

図 10　モニター類の養生
ビニールシートで一括で覆うか、ビニール

袋で個別に被覆する。

4. ヘリコプターの汚染拡大防止
搬送にヘリコプターを使用する場合も可能な限り機内の養生をする。ただし、安全な運行に支障がある

場合は、養生を実施せず傷病者の搬送を行い、その後汚染検査と除染を実施することとする。

図 7　切り抜いた養生シート
ベルト等を通す部分はテープで補強する。

図 8　養生シートの保管
切り抜いた養生シートは折りたた

んで保管する。

（1）養生シートの準備
あらかじめ機内の構造に合わせてビニールシートを切り抜いておく。貼り付ける部分は、ベルクロ

テープなどを貼付しておくと養生の時間を短縮できる。
（2）機内

救急車と同様にビニールシートで機体内を養生する。風等で剥がれないように辺縁はテープで貼付
する。

（3）資機材
機内に搭載しているモニターやストレッチャーは救急車の資機材と同様にビニールシートやビニー

ル袋で養生する。

ケーブル類は使用できるよ
うに切り込み部分から出す。
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タイベックスーツ

ゴム手袋　二重

ゴーグル

マ ス ク； 使 い 捨 て 防 塵 マ ス ク（N95) 

内側のゴム手袋とタイベックスー
ツの袖をテープで目張りする。

靴カバー

靴カバーとタイベックスー
ツをテープで目張りする。

靴底が全面ゴム製に
なったものだと野外で
の活動でも破れない。

図 11　搬送時の個人防護装備
タイベックスーツ、ゴーグル、マスク、ゴム手袋（二重）、靴カバーを着用する。
内側のゴム手袋、靴カバーは、放射性物質が侵入しないようにテープで目張りをする。
靴カバーは屋外で使用した場合、すぐに破れてしまう、あるいは滑りやすいため、靴底が全面ゴム

製のものなどを使用するか、通常の装備であるブーツをそのまま使用し、活動後に靴底の汚染検査、
除染をすることでも良い。

5.	 搬送要員の汚染拡大防止
搬送に従事する要員の汚染拡大防止としては、個人防護装備を着用する。

6.	 活動後の汚染検査と除染
搬送終了後には、養生シートをゆっくり丁寧に剥がす。その後、車両内部、資機材の汚染検査を行う。

汚染があれば拭き取りで除染する。
養生シートを剥がす時は搬送時と同様に個人防護装備を着用する。使用済みの養生シートは放射性物質

が付着している廃棄物として、処理する。

7.	 空調
全身の被覆、防護装備の着用の状況では、長時間の搬送による熱負荷での発汗、体温上昇による生理的

負荷を回避するため、搬送中の空調は基本的に使用する。環境への放射性物質の放出がない場合は外気循環、
環境への放射性物質の放出がある場合は内気循環でエアコン使用する。エアコンの送風口は塞がない。

8.	 最後に
放射性物質が付着している傷病者の搬送おける車両等の汚染拡大防止対策について解説した。車両等の

養生については、傷病者の緊急度、災害の規模、準備にかかる時間などを考慮して、傷病者の被覆のみにす
る、あるいは床面の養生のみに省略することも可能である。養生にかかる時間は、あらかじめ訓練等で確認
しておくことが望ましい。
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平成 30 年度放射線対策委託費 

（放射線安全規制研究戦略的推進事業費） 

放射線安全規制研究推進事業 

包包括括的的被被ばばくく医医療療のの体体制制構構築築にに関関すするる調調査査研研究究  

成成果果報報告告書書  

別別添添資資料料１１  

国⽴研究開発法⼈量⼦科学技術研究開発機構 

放射線医学総合研究所 被ばく医療センター 
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��FJH�0�������FJ5�
����8QH CJ�	�����6@�����

�� ଌఆ쎩։࢝썰쎢ɻ

์ࣹઢଌఆث쎆ɺܦྼԽ썮쎕썰ɻ썴쎅썶쎘ɺଌఆث쎅ੑ쎩쏋쎱쏍쎹썰쎢
썶쎘쎂࠷썾쎙�ճ쎅ߍਖ਼썣ਪ썬쎣썽썛쎕썰ɻ์ࣹઢଌఆث쎅ߍਖ਼썿쎆ɺ
쎅ʢଌఆث४ʣ썿ɺଌఆج쎅ʢث४ଌఆجඪ४썿썻쎁썣쎢ྔܭՈࠃ
ʣ쎩ൺֱ썮ɺଌఆث쎅ࣔࢦ쎅ਖ਼֬썬쎩֬ೝ썰쎢ۀ࡞썾썰ɻ
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ମ쎅Ԛછࠪݕ썾쎆ɺ(.ܭࣜ쎿썗쏣쎮쏫썗쏉썗쎩༻썮썽ɺશ쎩ଌ
ఆ썮쎕썰ɻݪଇ썿썮썽ɺࠪݕ쎆̎ਓ̍썾ߦ썛ɺ̍ਓ썣ଌఆ쎩ɺ쎙썝̍ਓ썣
ؒ࣌썮ɺࠪݕ썮썽ྗڠһ̎ਓ썣ࠪݕ썛쎕썰ɻཁһ쎂༨༟썣썙쎣쎇ɺߦ쎩ه
ॖ썣Մ썾썰ɻ
શԚછࠪݕ썾쎆ɺ಄썢쎠썻쎕ઌɺഎதଆ쎩쎕쎪쎐쎪쎁썦ࠪݕ썮쎕썰ɻ썪
쎅썶쎘ɺશԚછࠪݕ쎂쎆ɺҰਓ썶쎡��쎒쎀ؒ࣌쎩ཁ썮쎕썰ɻ
؆қԚછࠪݕ썾쎆ɺ಄෦ɺإ໘ɺݞɺखࢦɺۺ썿썛썺썶Ԛછ썣ண썮쎛썰
썛෦Ґ쎩ࠪݕ썮쎕썰ɻ썪쎅߹쎆ɺશԚછࠪݕ쎟쎡쎙ؒ࣌ࠪݕ쎩ॖ썰쎢
썪썿썣썾썤쎕썰ɻ
Ԛછࠪݕ쎅݁Ռ쎩ه༻ࢴ쎂ࡌه썮쎕썰ɻ
ٵ෦쎂Ԛછ썣֬ೝ썬쎣썶߹쎆ɺ์ࣹੑ쏡쏵썗쏪쎅ޱɺඓपғ쎁쎀쎅։֯ޱ
ೖ썣ٙ쎦쎣쎕썰쎅썾ɺମԚછ쎅༗ແ쎩அ썰쎢썶쎘쎂ɺඓߢ쏃쏹쏠쎩໖
썾࠾औ썮쎕썰ɻԚછࠪݕ쎅݁Ռɺ༗ҙ쎁ମԚછ쎅Մੑ썣ߴ썛썿அ썬쎣
썶߹쎆ɺ8#$ʢ쏥썗쏵쏦쏑쎭쎵쎰쏽쏉썗ʣ쎛ߕঢ়થ쏬쏕쏉썗쎂쎟쎢෦ඃ
쎇썦쎅ධՁ썣ඞཁ썿쎁쎡쎕썰ɻ썪쎣쎠쎅ࠪݕ쎆ɺඃ쎇썦ҩྍؔػ쎂ઃஔ썬
쎣썽썛쎢8#$ɺߕঢ়થ쏬쏕쏉썗쎩ར༻썮쎕썰ɻ
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൪ثछɺଌఆػثɺଌఆؒ࣌ɺଌఆ݄ɺ໊ࢯऀࠪݕ쎂쎆ɺඃࢴ༺ه
߸ɺ쏚쏍쎹쎺쏳쎰쏽쏓ɺଌఆऀ໊ࢯɺهऀ໊ࢯɺআછ쎅ཁ൱쎩ࡌه썮
쎕썰ɻ
썪쎣쎠쎅ใ썣썙쎣쎇ɺޙɺද໘ີ쎩ٻ쎘쎢썪썿쎙Մ썿쎁쎡쎕썰ɻ
ଌఆ݁Ռ쎆ɺԚછ쎅썙쎢෦Ґ쎩˓썾ғ쎖ɺܭ쎩ࡌه썮쎕썰ɻ
আછ썮썶߹쎆ɺআછ쎅ճ쎩˓썾ࣔ썮ʢྫʀ�ճ쎅আછᶃɺ�ճ쎅আ
છᶄʣɺআછޙ쎅ܭ쎩ࡌه썮쎕썰ɻ
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ଌఆث쎅쏡쏷썗쏠ʢݕग़෦ʣ쎂์ࣹੑ࣭썣ண썮쎁썛쎟썝쎂썮쎕썰ɻ௨
ৗ쎆쏝쏕썗쏵ା쎛쏳쏍쏡쎁쎀썾෴썛ɺԚછ썮썶쎠썪쎅쏝쏕썗쏵ା쎩ަ썮
쎕썰ɻ
쎕썶ɺඃऀࡂ쎅์ࣹઢඃ쎇썦쎂ର썰쎢ෆ҆쎩ྀߟ썮썽ɺ쎿썗쏣쎮쏫썗쏉쎅쏃
쏞썗쎵썗쎆쎴쏟쎂썮쎕썰ɻ
ଌఆ࣌쎆ɺଌఆ쎅ର썢쎠Ұఆ쎅ڑ쎩อ썻썪썿ɺ֯쎩Ұఆ쎂อ썻썪
썿ɺ쎝썺썦쎡ಈ썢썰썪썿쎂ҙ썮쎕썰ɻ
ڑ쎆খ썬썦쎁쎡쎕썰ɻ쎕썶ɺܭ썣쎣쎢썿ڑଌ썰쎢ද໘썢쎠쎅ܭ
썣ҟ쎁쎢썿ਖ਼֬쎁ධՁ썣썾썤쎕썲쎪ɻ
(.쎿썗쏣쎮쏫썗쏉썗쎆ɺݕग़෦쎅૭Ҏ֎썢쎠쎆쏣썗쏉ઢ썣ೖࣹ썮쎕썲쎪ɻ
ද໘썿ݕग़෦쎅֯썣ҟ쎁쎢썿ݕग़෦썿쎅ڑ쎙ҟ쎁쎡쎕썰ɻ썴쎅썶쎘ɺද
໘썿ݕग़෦쎅֯쎩Ұఆ쎂อ썸쎕썰ɻ
ද໘Ԛછࠪݕ썾쎆ɺݕग़෦쎆̍ඵؒ쎂�ʙ�DN쎅ڑ쎩ಈ썢썮쎕썰ɻ썣
썰썥쎢썿ɺࣔࢦ썣දࣔ썬쎣쎢લ쎂Ԛછ쎅쎁썛Օॴ쎂Ҡಈ썮썽썮쎕썛ɺԚ
છ쎩ݟಀ썮썽썮쎕썛쎕썰ɻ
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ද໘Ԛછ쎆ɺ୯Ґද໘ੵ쎂ଘࡏ썰쎢์ࣹ	#R�DN�
썾ද썬쎣ɺ썪쎣쎩ද໘
ີ썿썛썛쎕썰ɻ
ද໘Ԛછ쎅ଌఆث쎂쎟썺썽ಘ쎠쎣썶ܭ	NJO��
썢쎠ද໘ີ쎩ٻ쎘쎢쎂
쎆ɺࢉܭ썣ඞཁ썾썰ɻ
쎅쎬쏵쏟쎫ઢ쎕࣌쎂ର썮썽Ұఆ쎅݅썾ଌఆ썮썶ݯ썿쎆ɺඪ४ઢޮثػ
썶쎆쏣썗쏉ઢද໘์ग़쎂ର썰쎢ଌఆث쎅ਖ਼ຯ쎅ܭ쎅ൺʢઢݯ썢쎠์ग़
썬쎣쎢์ࣹઢ쎅ྔ썿ଌఆث썾ݕग़썬쎣쎢์ࣹઢ쎅ྔ쎅ൺʣ썾썙쎡ɺଌఆث
썫썿쎂ҟ쎁쎡쎕썰ɻଌఆث쎅ߍਖ਼쎩썮썽썛쎢߹ɺߍਖ਼ূ໌ॻ쎂ࡌه썬쎣썽썛
쎕썰ɻઢޮݯ썿쎆ɺԚછද໘쎅࣭ࡐɺঢ়ଶ쎂쎟쎢쎬쏵쏟쎫ઢ쎛쏣썗쏉ઢ
쎅ࢄཚ쎛ٵऩ쎅ఔ쎩ࣔ썰쎙쎅썾썰ɻଌఆث쎅ೖࣹ૭໘ੵ쎆औѻઆ໌ॻ쎂ه
썬쎣썽썛쎕썰ɻࡌ
ಉ썯Ԛછ쎩ଌఆ썮썽쎙ɺଌఆث썣ҟ쎁쎢썿ଌఆث쎅ޮثػɺೖࣹ૭໘ੵ
썣ҟ쎁쎢썶쎘ɺ࣮ࡍ쎂දࣔ썬쎣쎢ܭ쎆ҟ쎁쎡쎕썰ɻ썴쎅썶쎘ɺಉ썯ݱ
썾ɺҟ쎁쎢छྨ쎅ද໘Ԛછ쎅ଌఆث쎩༻썰쎢߹ɺআછ쎅దԠ쎅쏶쏣쏵쎩
ಉ썯ද໘ີ썾౷Ұ썰쎢쎂쎆ɺ썙쎠썢썯쎘ଌఆث썫썿쎂ܭ쎩ઃఆ썮썽썡썦
ඞཁ썣썙쎡쎕썰ɻ
ઢޮݯ
Ќઢ࠷େ쎲쏗쏵쎸썗썣���.F7Ҏ্ʀ���
Ќઢ࠷େ쎲쏗쏵쎸썗썣����썢쎠���.F7ʀ����
Ћઢ์ग़֩छʀ����
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0*-�쎆ෆҙ쎁ઁޱܦऔɺൽෘԚછ썢쎠쎅֎෦ඃ쎇썦쎩ݮ썰쎢썶쎘쎂ɺ
আછ쎩ߨ썯쎢썶쎘쎅ج४썾썰ɻ
४쎩썟쎢߹쎆ɺਝ쎂আછ썮쎕썰ɻج
��ॳ쎅̍쐀݄쎆Ќઢ썾࠷썣ൃੜ썮ɺࡂྗࢠݪ���DQN썣ج४썾썰ɻ썪쎣
쎆ओ쎂์ࣹੑ쏲쎰ૉ쎩ఆ썮썽썡쎡ɺ썬쎠쎂ຊ썾썦༻썛쎠쎣썽썛쎢ೖࣹ
૭໘ੵ썣��DN�쎅ଌఆث썾쎅ܭ쎩ఆ썮썽썛쎕썰ɻ썪쎅߹ɺද໘ີ쎆
���#R�DN�૬썿쎁쎡쎕썰ɻଞ쎅ଌఆث쎩༻썰쎢߹쎆ɺ썪쎅ද໘ີ썢
쎠ܭ쎩ࢉܭ썮쎕썰ɻ
��쎂쎆ɺ0*-�쎆Ќઢ썾ޙ썣ൃੜ썮썽̍쐀݄ࡂྗࢠݪ���DQN쎂쎁쎡쎕썰ɻ
썪쎣쎆ɺظݮ쎅썛์ࣹੑ쏲쎰ૉ썣ݮগ썮썽ɺԚછ쎅ओମ쎆์ࣹੑ쏅쏁쎰
쏪썿쎁쎢썶쎘썾썰ɻ썪쎅߹ɺද໘ີ쎆��#R�DN�૬썿쎁쎡쎕썰ɻ
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썾ࠪݕ쎛ોੜ쎂ඞཁ쎁ॲஔ쎩༏ઌ썮쎕썰ɻ쎕썶ɺթҐ쎅ইපऀ쎅Ԛછ໋ٹ
쎆ɺഎ෦쎅Ԛછࠪݕ쎩쎣쎁썛쎟썝쎂썮쎕썰ɻ
පӃ썾쎅আછ쎆ɺই෦쎅Ԛછ쎆Մ쎁ݶ쎡আછ썮쎕썰ɻ쎕썶ɺ݈ৗൽෘ
෦쎅Ԛછ쎙ɺআછ쎅ޮՌ썣썙쎣쎇ɺՄ쎁ݶ쎡আછ썮쎕썰ɻ
쎀썪쎕썾আછ쎩썰쎢썢쎆ɺҩྍ쎂썢써쎢ؒ࣌ʢইපऀ쎅ෛ୲쎩ؚ쎗ʣ썿আ
છ쎅ޮՌʢݮ썬쎣쎢ઢྔʣ쎂쎟쎡அ썬쎣쎕썰ɻ
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Ԛછ썣썙쎣쎇ɺআછ썮쎕썰ɻআછ썿쎆ɺ์ࣹੑ࣭쎩১썤썿썺썶쎡썮썽ɺ
আڈ썰쎢ࣄ썾썰ɻ
১썤썿썺썶쎛쏉쎴쏵쎂쎆ɺԚછ썣ண썮쎕썰ɻ썪쎣쎠쎆ɺԚછ쎩썩쎁
썛쎟썝쎂쏝쏕썗쏵ା쎁쎀쎂ೖ쎣썽อ썮ɺՄ썾썙쎣쎇আછ썮쎕썰ɻഇغ썾
썤쎢썛ࣺ썽쎅ෆ৫쎩༻썮썶߹쎛আછ썣썾썤쎁썛߹쎆ɺഇغ썮쎕
썰ɻ
আછ쎆ɺجຊత쎂ຊਓ썣࣮ࢪ썮쎕썰썣ɺඞཁ쎁߹쎆ɺհॿ썮쎕썰ɻ
쎕썶ɺআછ쎆썾썤쎢썷써ૣ썦࣮ࢪ썮쎕썰ɻ썪쎣쎆ɺԚછ֦େࢭ쎅썶쎘썾
쎙썙쎡ɺԚછ썢쎠쎅ඃ쎇썦쎩썾썤쎢썷써ݮ썰쎢ࣄ쎂쎙쎁쎡쎕썰ɻআછ࣌쎂
쎆ɺԚછ썣썣쎠쎁썛쎟썝쎂ɺԚછ쎅த৺쎂썢썺썽১썤썿쎢썪썿썣ݪଇ썾
썰ɻ쎁썡ɺ಄쎛إ໘쎅আછ࣌쎂쎆ɺྲྀ쎣썶ਫ쎩ҿ쎖ࠐ쎕쎁썛쎟썝쎂ҙ썣
ඞཁ썾썰ɻ
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ඃऀࡂ쎅Ԛછ쎆ɺ쎒썿쎪쎀쎅߹ɺҥ썾ɺҥ쎂쎟쎡쎒쎓আછ썣썾썤쎕
썰ɻҥ썣썬쎣썱쎂ൖૹ썬쎣썽썤썶߹쎆ɺ썴썪썢쎠࢝쎘쎕썰ɻԚછ썬쎣썽썛
쎢ҥྨ쎆ɺ쏧쏴ା쎂ೖ쎣ɺ໊ࢯɾ࣌쎩໌ه썮썶쏳쏣쏵쎩ష쎡ɺอ썮쎕
썰ɻணସ썟쎛쏚쏃쏉쎴쏵쎩썙쎠썢썯쎘༻ҙ썮썽썡썦썪썿썣쎕쎣쎕썰ɻ
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಄쎆࣪썺썶썾ໟઌ쎂썢썺썽১썤औ쎡쎕썰ɻ썪쎣썾আછ썣ෆे쎁߹
쎆ɺ쏁쏭쏽쏡썗썾಄쎩ચ썝쎅ॲஔ쎩ߦ썛쎕썰ɻ಄쎩쎢썪썿쎆ɺ௨ৗ
썛쎕썲쎪ɻߦ
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쎆ਗ਼ܿ쎁ਫ쎩༻썛썽ɺચ쎊쎪쎁쎀쎩썻썢썺썽ɺআછଆ쎩Լ쎂썮썽डਫث쎩
썽쎁썣쎠ચ썛ྲྀ썮쎕썰ɻਫ쎆ඓଆ썢쎠֎ଆ쎏ྲྀ쎣쎢쎟썝쎂썮쎕썰ɻ
ඓ쎆ຊਓ쎂ඓ쎩썢쎕썲썽썢쎠ɺ࣪썺썶໖썾ܰ썦১썤औ쎡쎕썰ɻ
쎩໖썾১썤औ쎡ɺચ썺썽썢쎠ɺ썝썣썛쎩썮쎕썰ɻ֯ޱ쎆ޱ
ࣖ쎆ද໘쎩࣪썺썶쎶썗쏆썾쎟썦১썤औ썺썽썢쎠ɺฉ썪썟쎛௧쎖쎁쎀쎅ҟৗ썣
ແ썛썪썿쎩֬ೝ࣪ޙ썺썶໖썾ࣖ쎅݀쎩১썤औ쎡쎕썰ɻ
썴쎅ଞ쎅ൽෘ쎆࣪썺썶쎶썗쏆썾১썤औ쎡쎕썰ɻ썛썱쎣쎅߹쎙ɺɺඓɺ
ࣖ쎂আછ쎂༻썛썶ೞ쎣썶쎶썗쏆쎅ਫʢԚછਫʣ썣ೖ쎠쎁썛쎟썝ҙ썮쎕썰ɻ
썪쎣쎠쎅ॲஔ썾ੜ썯쎢ચ썛ਫɺ쎶썗쏆ɺ໖쎆ɺ߹쎂쎟썺썽쎆ଌఆɾ
ੳର썿썰쎢썪썿썣썙쎡쎕썰쎅썾ɺ҆қ쎂ഇغѻ썛썿썮쎁썛쎟썝쎂썮쎕
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ൽෘ쎅আછ쎆࣪썺썶쎶썗쏆쎂쎟쎢쎌썤औ쎡썾ߦ썛쎕썰ɻ
১썤औ쎡쎆ɺৗ쎂Ԛછ쎅த৺쎂썢썺썽ߦ썛ɺԚછ쎩֦썩쎁썛쎟썝ҙ썮
쎕썰ɻ썪쎅썶쎘Ұ༻썮썶쎶썗쏆쎆࠶༻썮쎕썲쎪ɻ
ൽෘ쎅আછ쎆ɺআછޮՌ썣ظ썾썤쎢썢쎀썝썢쎂쎟쎡쎕썰썣ɺ௨ৗ쎆̎ճ
ఔ쎕썾쎩҆썿썮쎕썰ɻ
མ썸쎁썛썢쎠썿썛썺썽ɺա쎅আછ쎩ࢼ쎖쎢썪썿쎆ɺ݈ৗ쎁ൽෘ쎩ই썻
써ɺޮٯՌ쎂쎁쎡썢쎄쎕썲쎪ɻ
আછ썮썽쎙མ썸쎁썛썿썛썝썪썿쎆ɺԚછ썣֦ࢄɾ֦େ썮쎁썛ɺ썿썛썝썪썿
썾쎙썙쎡쎕썰쎅썾ɺ썴쎅෦쎆쏁썗쏒썾෴썺썽ɺ쎟쎡ߴ쎁আછ썣Մ쎁
썟쎠쎣쎕썰ɻߟ쎏ൖૹ썰쎢쎁쎀쎅ରԠ쎙ؔػ
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ɾిݯ쏃쎮쏍쏋쎩̎ඵؒԡ썰썿ɺӷথදࣔث쎅දࣔ썣Լه쎅쎟썝쎂쎁쎡ɺ
ࣗಈత쎂ిݯ쏋쎱쏍쎹썣ߦ쎦쎣ɺ썣쎁써쎣쎇ଌఆঢ়ଶ썿쎁쎢ɻ

̡̖̤̠̖ ̨̩̜ʵ̍̐̒ ɿ໊ܗ
ˣ

��ʗ̌�ʗ̍�̍̏ɿ̏̌ ɿࠁ࣌
ˣ

̗̖̩̩ɽʹ˙˙˙˙ ɿిྔ
ˣ

̡̧̢̖̖ ̛̛̤ ɿܯใಈ࡞ઃఆ
ˣ

̝̫ʹ̤̠ ɿ̝̫ঢ়ଶ
ˣ

̏ ̌ ɿଌఆঢ়ଶ
ˢ ˢ
ఆ࣌ ܭ
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쎁썡ɺ쎲쏳썗දࣔ쎂썻썛썽쎆ɺҎԼ쎅썿썡쎡썾썙쎢ɻ
ɾిྔදࣔ
ిྔදࣔ썣#"55�ʹ˙˘˘˘썾໓썮썽썛쎢߹ɺ쏚쏍쏐쏴썗쏊쎰

쏽༧ࠂදࣔ쎁쎅썾ి쎩ૣ쎘쎂ަ썰쎢ɻ쎁썡ɺଌఆத쎂ӷথදࣔث쎅ࠨ쎂
l#z썣౮썮썶 ߹쎙ಉ༷썾썙쎢ɻ
ɾ)7ঢ়ଶදࣔ
)7ʹ&3303쎆ɺ)7ग़ྗҟৗ쎅썶쎘ɺਖ਼썮썛ܭଌ썣썾썤쎁썛쎅썾ɺௐ쎩
쏫썗쎵썗쎂ґཔ썰쎢ɻ
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•
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ʀ��ؒ࣌
༰

• ڹ썾쎅Өނࣄॴిൃྗࢠݪ
• ાஔޢ쎅࣌ࡂྗࢠݪ
• ޢ쎅࣌ނࣄॴిൃྗࢠݪ
• ޢાஔ쎅ޮՌ
• ୀආ࣌쎅ҙ
• ҩྍɾࢪࢱઃ쎅ආ
• ආ࣌쎅ҙ
• ආୀҬࠪݕ࣌
• Ԛછࠪݕ
• 쎅පӃආ࣌ࡂྗࢠݪ
• ආ࣌쎅ޢରࡦ
• ंҜࢠ쎅Ԛછࠪݕ
• ड써ೖ쎣ઌҩྍؔػ썾쎅ରԠ
• ୀආɾආ࣌쎅쏋쎱쏍쎹쏴쏃쏒
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ॴ썾쎆ɺ쎰쏳쏽썣֩྾썮썽ൃੜ썬썲쎢쎩ൃి쎂ར༻썮썽썛ిൃྗࢠݪ
쎕썰ɻ썪쎅֩྾쎂쎟썺썽ੜ썯썶쎙쎅썣֩྾ੜ썾ɺ์ࣹੑ࣭쎩ଟ썦
ؚ쎪썾썛쎕썰ɻ
썾೩ྉ쎅쏤쏶쏍쏒쎛ඃ෴썣ഁଛ썰쎢썿ɺେྔ쎅์ނࣄ썾쎆ɺࡂྗࢠݪ
ࣹੑ࣭썣ڥத쎂์ग़썬쎣쎕썰ɻ
์ग़썬쎣썶ؾମঢ়쎅์ࣹੑ࣭쎆ɺӢ쎅쎟썝쎁ঢ়ଶ썾େؾத쎩ྲྀ쎣쎕썰ɻ
썪쎅쏡쏵썗쏪썢쎠߱썺썽썤썶์ࣹੑ࣭썣ද쎂ண썮썶쎡ɺࡊ쎁쎀쎅৯
쎂औ쎡ࠐ쎕쎣쎕썰ɻ썴썪썾ɺ쏡쏵썗쏪썣௨ա썮썶Ҭ쎂썛쎢썿Ԛછ썮썶쎡ɺ쏡
쏵썗쏪썢쎠쎅쎶쏽쏨ઢ쎂쎟쎢֎෦ඃ쎇썦쎩썮썶쎡ɺٵೖ쎛৯ࣄ썢쎠෦ඃ쎇
썦쎩썮썶쎡썮쎕썰ɻ썪쎅썶쎘ɺࢪྗࢠݪઃपล쎅ॅຽ쎂ର썰쎢์ࣹઢ쎅ॏ
ಞ쎁֬ఆతӨڹ쎩ճආ썮ຢ쎆࠷খԽ썰쎢썶쎘ɺٴ쎊֬తӨڹ쎅쏴쏃쎹쎩
썯쎢ඞཁ썣썙쎡쎕썰ɻߨાஔ쎩ޢ썰쎢썶쎘쎅ݮ
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썬쎣쎕썰ɻ࢝ાஔ썣։ޢ썣ൃੜ썮썶߹ɺނࣄॴ쎅ిൃྗࢠݪ
썟ํߟાஔ쎅ޢ썼썛썶جಈ쏶쏣쏵ʢ&"-ʣ쎂׆࣌ٸۓ
༧తޢાஔ쎩४උ썰쎢۠Ҭʢ1";ʣ쎂썡썛썽쎆ɺ֬ఆతӨڹ쎩ճආ썰
쎢썶쎘쎂ɺܯռࣄଶ썡썛썽ɺࢪઃෑࣄٸۓଶཁආऀ쎅ආ४උ쎩ߦ썛ɺ
ଶཁආऀ쎅ආɺॅຽආ쎅ࣄٸۓઃෑࢪଶ쎂썡썛썽ɺࣄٸۓઃෑࢪ
४උٴ쎊҆ఆ쏲쎰ૉࡎ쎅༻쎅४උ쎩ߦ썛ɺશ໘ࣄٸۓଶ쎂썛썶썺썶߹
쎆ɺॅຽආٴ쎊҆ఆ쏲쎰ૉࡎ쎅༻썬쎣쎕썰ɻ
쎕썶ɺ࣌ٸۓޢાஔ쎩४උ썰쎢۠Ҭʢ61;ʣ쎂썡썛썽쎆ɺ֬తӨڹ쎅
쏴쏃쎹쎩ݮ썰쎢썶쎘쎂ɺࢪઃෑࣄٸۓଶ쎂썡썛썽ɺୀආ쎅४උ쎩ߦ
썛ɺશ໘ࣄٸۓଶ쎂썡썛썽ɺୀආٴ쎊҆ఆ쏲쎰ૉࡎ쎅༻쎅४උ쎩ߦ썛
쎕썰ɻ์ࣹੑ࣭쎅์ग़ޙɺ61;ٴ쎊61;֎쎂썡썛썽쎆ɺ0*-쎂ج썼썛썽ɺ
ޢાஔ썣࣮ࢪ썬쎣쎕썰ɻ
1";쎅ҩྍؔػ쎆ࢪઃෑࣄٸۓଶ썾ɺආ쎩։࢝썰쎢썪썿쎂쎁쎡쎕썰ɻ

ଶཁආऀࣄٸۓઃෑࢪ
ආ쎅࣮ࢪ쎂௨ৗҎ্쎅ؒ࣌썣썢썢쎡ɺ썢썻ɺආ쎂쎟썺썽݈߁쏴쏃쎹썣
ਓɺೕ༮ࠃ֎ɺऀɺোऀྸߴɺऀױ썦쎁쎢ཁྀऀʢইපऀɺೖӃߴ
ࡎ쎩ඞཁ썿썰쎢ऀ쎩썛썝ɻʣɺ҆ఆ쏲쎰ૉޢ쎂ԉ࣌ࡂ썴쎅ଞ쎅්࢈ɺࣇ
쎩ࣄલ썬쎣썽썛쎁썛ऀٴ쎊҆ఆ쏲쎰ૉࡎ쎅༻썣ෆద쎁ऀ쎅썝썸ɺࢪ
ઃෑࣄٸۓଶ쎂썡썛썽ૣظ쎅ආ쎅ޢાஔ쎅࣮ࢪ썣ඞཁ쎁ऀ쎩썛썛쎕
썰ɻ
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์ࣹੑ࣭썣ڥத쎂์ग़썬쎣썶߹ɺେؾத썙쎢썛쎆ද쎅์ࣹੑ࣭
썢쎠쎅쎶쏽쏨ઢ쎂쎟썺썽֎෦ඃ쎇썦썮쎕썰ɻ쎂ࡏ썮썶߹쎆ɺݐ쎅
น쎛ࠜ쎂쎟썺썽์ࣹઢ쎩ः쎢썪썿썣썾썤ɺඃ쎇썦ઢྔ쎩ݮ썾썤쎕썰ɻݐ
쎆ݐ쎟쎡쎙쎽쏽쎹쏴썗쏒ݐ쎅ํ썣์ࣹઢ쎅ः쎏썛ޮՌ썣썙쎡쎕
썰ɻ
쎕썶ɺ૭쎛൶쎩ด쎘쎢썪썿썾ɺେؾத쎅์ࣹੑ࣭썣ݐ쎅த쎂ೖ썺썽썦
쎢썪썿쎩썥ɺ์ࣹੑ࣭쎅ٵೖ쎩썧썪썿쎂쎟썺썽෦ඃ쎇썦쎅ޢ썣썾썤
쎕썰ɻ
ຊ쎆ɺୀආ썿ආ썾썰ɻ썪쎣쎠쎅ج쎅ޢ쎅࣌썪썺썶ى썣ࡂྗࢠݪ
ҕһձʣ쎂ఆ쎘쎠쎣썽썡੍نྗࢠݪʢࢦࡦରࡂྗࢠݪ४쎆ɺجಈ쎅ߦ
쎡ɺࠃ쎛ํެஂڞମ쎂쎟썺썽ࣔࢦ썬쎣쎕썰ɻҩྍؔػ쎛հޢࢪࢱઃ쎅
ආ쎂ࢧԉ썣ඞཁ쎁ؔػ썾쎆ɺҬܭࡂը쎂쎟썺썽ఆ쎘쎠쎣썽썛쎢
ୀආ쎛ආ쎩썮쎕썰ɻ
���쏨쎮쎹쏷쏁썗쏣쏵쏒쎩썟썶Ҭ࣌쎂쎆ɺۭؒઢྔ썣ຖ࣌ࡂྗࢠݪ
쎆ɺ썸쎂ආ쎩썮쎕썰ɻ쎕썶ɺຖ࣌��쏨쎮쎹쏷쏁썗쏣쏵쏒쎩썟썶Ҭ
쎆ɺ̍िؒ쎩ॲ쎂Ұ࣌Ҡస썮쎕썰ɻ썪쎣쎠쎆ɺޢાஔ쎅࣮ࢪ쎩அ썰쎢

-*0	४썿썮썽ӡ༻্쎅հೖ쏶쏢㿆쏵ج썿썮썽ઃఆ썬쎣썽썛쎕썰ɻ
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ୀආ쎅ޮޢՌ쎩ࣔ썮쎕썰ɻ썪썪썾쎆ɺ쏅쏁쎰쏪���썣���쏐쏳쏣쎹쏶
쏵ɺ썴쎅ଞ֩छ썣쏅쏁쎰쏪���썿ಉ썯ׂ߹썾ࢉ썬쎣썶ྔɺ썬쎠쎂ر쎶쏃ྨ
썣શྔɺڥத쎂์ग़썬쎣쎢쎟썝쎁Ծత쎁ނࣄ쎩ఆ썮썽썛쎕썰ɻ
ޢાஔ쎩썮쎁썛߹쎂ൺ쎐썽ɺୀආ쎆ඃ쎇썦ઢྔ쎩ݮ썰쎢썪썿썣
썾썤쎕썰ɻ썬쎠쎂Ո쎟쎡ɺ쎽쏽쎹쏴썗쏒ߏ쎅ํ썣ඃ쎇썦ઢྔ쎅
썛썾썰ɻߴՌ쎆ޮݮ
썪쎅쎟썝쎂ɺҰ࣌త쎂쎆ɺୀආ쎂쎟쎢ޮޢՌ썣ظ썾썤쎢썶쎘ɺ
1";썾쎆ɺ༧త쎁ආ쎩ߦ썝썪썿쎂쎟썺썽ɺ썢썟썺썽݈߁쏴쏃쎹썣ߴ쎕쎢
쎟썝쎁ཁྀऀ쎂썻썛썽쎆ɺແཧ쎁ආ쎩ߦ쎦썱ɺୀආ쎩ߦ썝썿썿쎙쎂ɺ
ద쎂҆ఆ쏲쎰ૉࡎ쎩༻썰쎢썪썿썣߹ཧత썾썰ɻ
පӃ쎅쎽쏽쎹쏴썗쏒ݐ쎂ର썮썽์ࣹઢػޢ쎩Ճ썰쎢썪썿썾ɺ쎟
쎡Ұ쎅ޮݮՌ쎩ظ썾썤쎕썰ɻ
ආࠂקɾආࣔࢦɺୀආ썣ظ쎂ٴ쎍썿༧썬쎣쎢߹쎆ɺආ쎂
쎡ସ썟쎢썪썿썣ඞཁ썾썰ɻ
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ୀආ쎂쎟쎢ߕঢ়થ쎅ඃ쎇썦ઢྔ쎅ޮݮՌ쎩ࣔ썮쎕썰ɻ
Ո쎂ୀආ썮썶߹쎟쎡ɺ쎽쏽쎹쏴썗쏒ݐ쎏쎅ୀආ썿҆ఆ
쏲쎰ૉࡎ쎅༻쎅ซ༻쎂쎟썺썽ɺ썬쎠쎂ߕঢ়થ쎅ඃ쎇썦ઢྔ쎩ݮ썰쎢ޮՌ
썣ߴ썦쎁쎡쎕썰ɻ
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ୀආ썣ࣔࢦ썬쎣썶썿썤쎅ҙ߲ࣄ쎆ɺ֎ؾ쎩औ쎡ೖ쎣쎁썛썪썿썣쏧쎮
쏽쏒썾썰ɻ
ɾ૭쎛൶쎩ด쎘쎢ɻ
ɾؾઔ쎩ࢭ쎘쎢ɻʢۭؾ쎅ྲྀ쎣쎩ࢭ쎘쎢ɻʣ
ɾྫྷஆث۩쎩ࢭ쎘쎢ɻ
썶썷썮ɺՈఉ༻쎅쎲쎬쎽쏽쎁쎀֎ؾ쎩औ쎡ೖ쎣쎁썛ʢަ썷써쎩ߦ
썝ʣ쎆ɺ༻썰쎢썪썿썣썾썤쎕썰ɻ

ɾେ썤쎁ݐ쎁쎀쎂ઃஔ썬쎣썽썛쎢ɺؾஔ쎩ࢭ쎘쎢ɻ

썴쎅ଞ
ɾ쏐쏶쏝ɺ쏳쏂쎴ɺࡂແઢɺใं썢쎠ɺਖ਼֬쎁࠷৽쎅ใ쎩ೖख
썮쎕썰ɻ

ɾ֎썢쎠ݐ쎅த쎂ೖ쎢썿썤ɺखચ썛쎩ߦ썛쎕썰ɻ
ɾ৯쎩Ԛછ썬썲쎁썛쎟썝ɺ৯쎩쏉쏍쏛ɺ쏳쏍쏡ɺྫྷଂݿ쎂อ썮
쎕썰ɻ

ɾආɺҰ࣌Ҡస쎅ޢાஔ썣ࣔࢦ썬쎣썶߹쎂උ썟썽ɺආ쎅ࡍ쎂࣋
썸ग़썰쎩४උ썮쎕썰ɻ
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ආ쎛Ұ࣌Ҡస쎩࣮ࢪ썮썶ํ썣ྑ썛썣ɺආ쎂쎟쎡݈߁쏴쏃쎹썣ߴ쎕쎢ࡂ
࢈ɺࣇਓɺೕ༮ࠃ֎ɺऀɺোऀྸߴɺऀױཁྀऀʢইපऀɺೖӃ࣌
්ʣɺ࣮ࢪ썣ࠔ쎁߹ɺٴࠃ쎊ํެஂڞମ쎅ࣔࢦ쎂쎟쎡ୀආ썣
썛쎽ߴ썣ൺֱతੑີؾՈ쎅ݐɺҰൠత쎂ः쎏썛ޮՌ쎛ࡍ썬쎣쎕썰ɻ썴쎅ࢪ࣮
쏽쎹쏴썗쏒ݐ쎏쎅ୀආ썣༗ޮ썾썰ɻ썬쎠쎂ɺۭؾ쎅ਗ਼ড়ஔ쎛ः쎏썛
썬쎣쎕썰ɻྀߟ쎅ઃஔ쎙ࡐ
ಛ쎂ɺୀආ쎩࣮ࢪ썮썽썛쎢ؒظ쎆ɺ৯ྉɺҩༀٴ쎊ৗੜ׆쎅ඞध
ࢧԉ쎩ड써쎢ඞཁ썣썙쎢썶쎘ɺࣄલ쎂ࢢொଜ쎛ಓݝ쎅ؔؔػ썿े
ௐ썮ɺ࣮ޮੑ쎅썙쎢ܭը쎩ࡦఆ썰쎢ඞཁ썣썙쎡쎕썰ɻ
ຊ෦썿࿈བྷࡦରࡂொଜ쎅ࢢ쎛ݝଶ썢ൃੜ썮썶߹쎆ɺಓࣄٸۓྗࢠݪ
쎩ີ쎂썮ɺ্ه쎅ࢧԉࢿ쎅ఏڙ쎛์ࣹઢޢ쎂썻썛썽ཹҙ썮ɺඞཁ쎁ใ
쎅ఏڙ쎩ઈ썟썱ड써쎕썰ɻใ썣ఏڙ썬쎣쎁썛߹쎆ɺୀආऀଆ썢쎠औ쎡쎂
썦썪썿쎙େ썾썰ɻߦ
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පӃ쎛ࢪࢱઃ쎂썡썛썽ɺୀආ썢쎠ආ쎂ޢાஔ썣쎡ସ쎦썺썶썿
썤쎆ɺආऀ쎂ҩࢣ쎛ࢣޢ썣ಉߦ썮쎕썰ɻ
ҩࢣ쎛ࢣޢ쎆ɺආઌ쎏ආऀ쎂ؔ썰쎢ใ쎩썾썤쎢썷써ૣ썛ஈ֊쎂ఏ
썰쎢썪썿쎙ඞཁ썾썰ɻڙ
ܭࡂը썿썮썽ɺආઌ썿ड써ೖ쎣쎅ௐ쎩ࣄલ쎂࣮ࢪ썮썽썡썦썪썿썣ਪ
썬쎣쎕썰ɻ

247- 407 -



࣌ຊ쎆ɺୀආ썿ආ썾썰ɻආ쎅ج쎅ޢ쎅࣌썪썺썶ى썣ࡂྗࢠݪ
쎂쎆ɺ์ࣹੑ࣭썣ɺສ썣Ұɺڥத쎂์ग़썬쎣썶߹쎅ରࡦ쎙ඞཁ썾썰ɻ
֎෦ඃ쎇썦쎅ରࡦ썿썮썽ɺ֎쎅ؒ࣌ࡏ쎩쎁쎢쎐썦썦썮쎕썰ɻආ썰
쎢߹쎂쎆ɺं쎛쏚쏃쎁쎀쎩༻썮쎕썰ɻ
෦ඃ쎇썦쎅ରࡦ썿썮썽ɺ์ࣹੑ࣭쎩ٵೖ썮쎁썛쎟썝쎂쏨쏃쎹쎩༻썮
쎕썰ɻ쏨쏃쎹썣쎁썛߹쎆ɺ쏙쏽쎵쏋쎁쎀썾ޱ쎩෴썿์ࣹੑ࣭쎅ٵೖ썣গ
쎁썦쎁쎡쎕썰ɻ
Ԛછ쎅ରࡦ썿썮썽ɺࢠɺखାɺ쎽썗쏒쎁쎀쎅କ쎅ҥྨ쎩Ұຕଟ썦ண༻
썮쎕썰ɻ썪쎣쎆ɺԚછ썣쎛ൽෘ쎂ண썰쎢썪썿쎩썥ɺԚછ썮썶߹쎂쎆
ҥ썰쎢썪썿썾์ࣹੑ࣭쎩औ쎡আ썦썪썿썣썾썤쎕썰ɻ
ආ썰쎢ࡍ쎂쎆ɺށక쎕쎡쎩썮썽ɺిؾ쎅쏠쏶썗쎵썗쎩མ썿썮ɺ쎶쏃ɾਫ
ಓ쎅ݩખ쎩ด쎘ɺۙॴ쎅ਓ쎂쎩썢써쎢썪썿쎙ඞཁ썾썰ɻ
ҩྍɾӴੜؔ썾쎆ɺৗ༻ༀɺ썡ༀखாɺค쏩쏵쎹ɺࢴ썡쎗썻쎁쎀쎆쎣
썱쎂ඞ썱ߦܞ썮쎕썮쎞썝ɻ

248- 408 -



ආ࣌쎂Ԛછ썮썽썛쎁썛썪썿쎩֬ೝ썰쎢썶쎘쎂ɺආୀҬࠪݕ࣌썣ߦ쎦쎣
쎕썰ɻಛ쎂ɺආ쎅ॳظ쎆ਝੑ썣ॏ쎪썯쎠쎣ɺආं྆쎅ࠪݕ썣த৺쎂ߦ
쎦쎣ɺ݁ࠪݕՌ썣0*-쎅ج४쎩썟썽썛쎢߹쎆ɺআછ썣࣮ࢪ썬쎣쎕썰ɻ

249- 409 -



Ԛછࠪݕ쎂쎆ɺ(.쎿썗쏣쎮쏫썗쏉썗쎁쎀쎅ද໘Ԛછܭ쎩༻썮쎕썰ɻਓ쎅
Ԛછࠪݕ쎅߹ɺख쎛ۺఈ쎅Ԛછࠪݕ썣ॏཁ썾ɺखࢦ쎅Ԛછ쎆෦ඃ쎇썦쎅
Մੑ쎩ࣔࠦ썮ɺۺఈ쎅Ԛછ쎆ɺาߦ썮썶ൣғ쎅Ԛછ쎩ࣔࠦ썮쎕썰ɻ
쏃쏒쏶쏍쏋쏭썗쎛ंҜࢠ썾쎅ආ࣌쎂쎙썾썤쎢ݶ쎡Ԛછࠪݕ쎩࣮ࢪ썮쎕썰ɻ

250- 410 -



ೖӃऀױ쎆ɺࢪઃෑࣄٸۓଶཁආऀ썾썙쎢썪썿썢쎠ɺ1";쎂ཱ썰쎢
ҩྍؔػ쎛հޢࢪࢱઃ쎁쎀쎆ɺࢪઃෑࣄٸۓଶ썿쎁썺썶࣌썾ආ쎩։
쎂࣌쎩ཁ썰쎢썶쎘ɺฏؒ࣌썰쎢썪썿쎂쎁쎡쎕썰ɻ쎕썶ɺආઌ쎅બఆ쎂쎆࢝
썙쎠썢썯쎘ආઌපӃ܈쎩બఆ썮ɺௐ썮썽썡썦썪썿썣쎕썮썛썾썰ɻ
ൖૹखஈ쎆ɺݪଇ࣏ࣗݩମ썣֬อ썰쎢썪썿쎂쎁쎡쎕썰ɻ

251- 411 -



ҩྍɾࢪࢱઃ쎅ආ࣌쎂쎙ɺ֎෦ඃ쎇썦ɺ෦ඃ쎇썦쎅ޢରࡦ썣ඞཁ
썾썰ɻ썪쎣쎠쎅ޢରࡦ쎆ೖӃऀױ쎙පӃ৬һ쎁쎀쎙ಉ썯썾썰ɻ쏃쏒쏶쏍
쏋쏭썗썾쎅ൖૹ࣌쎂쎆ɺ썛ࣺ썽쎅쏁썗쏎쎩্썢쎠썢써썽썡썦썿ɺໟ쎛ҥ
쎅Ԛછࢭ쎂쎁쎡쎕썰ɻ

252- 412 -



ंҜࢠ쎩༻썮썽썛쎢ආऀ쎅Ԛછࠪݕ쎆ɺंҜࢠ쎂썺썶쎕쎕ߦ썝썢ɺ
ंҜࢠ썢쎠Ҡಈ썾썤쎢߹쎆ɺผ쎅Ҝࢠ쎛ंҜࢠ쎂Ҡಈ썮썽썢쎠Ԛછࠪݕ쎩
썛쎕썰ɻߦ
ंҜࢠ쎩ཆੜ썰쎢߹쎆ɺंྠ쎅ཆੜ쎆썮썦ɺԚછ썣ண썮쎕썰ɻ썴쎅
썶쎘ɺԚછ썣썙쎢۠Ҭ썢쎠Ԛછ썣쎁썛۠Ҭ쎏Ҡಈ썰쎢߹쎆ɺंҜࢠ쎩ม썟
쎢썪썿썾Ԛછ֦େࢭ썣썾썤쎕썰ɻ
쏃쏒쏶쏍쏋쏭썗썾쎅ൖૹ쎅߹쎙ಉ༷썾썰ɻ

253- 413 -



ҩྍɾࢪࢱઃ쎅ආ쎅߹ɺೖӃऀױ쎛ऀྸߴ쎂썿썺썽ڑ쎅ආ
쎆ෛ୲썿쎁쎡쎕썰ɻ쎕썶ɺ쎂ࡏ썮썽썛썶쎅썸ɺं྆썾쎅ආ썾썙쎢
߹쎆ɺମද໘쎅Ԛછ쎆쎒썿쎪쎀쎁썛썪썿썣༧썬쎣쎕썰ɻ썴쎅썶쎘ɺड써
ೖ쎣ઌ쎅ҩྍؔػ썾쎆ɺԚછࠪݕ쎂ؒ࣌쎩썢써쎢썪썿썾ɺආ썮썽썤썶ೖ
Ӄऀױ쎛ऀྸߴ쎅ෛ୲쎩૿෯썰쎢썪썿썣쎁썛쎟썝쎂썰쎐썤썾썰ɻ
ආऀ쎅Ԛછ썣ఆ썬쎣쎢߹쎂쎆ɺԚછࠪݕ쎩࣮ࢪ썮ɺඞཁ쎂Ԡ썯썽আ
છ썮쎕썰ɻ

254- 414 -



255- 415 -



256- 416 -



 

 

平成 30 年度放射線対策委託費 

（放射線安全規制研究戦略的推進事業費） 

放射線安全規制研究推進事業 

  

包包括括的的被被ばばくく医医療療のの体体制制構構築築にに関関すするる調調査査研研究究  

成成果果報報告告書書  

別別添添資資料料２２  

  

  

  

  

  

国⽴研究開発法⼈量⼦科学技術研究開発機構 

放射線医学総合研究所 被ばく医療センター 
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	【修正】2018年度成果報告書-包括的被ばく医療-まとめ.pdf
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	空白ページ

	空白ページ




	243_H30_包括的被ばく医療の体制構築に関する調査研究_成果報告書（２／２）.pdfから挿入したしおり
	243_H30_包括的被ばく医療の体制構築に関する調査研究_成果報告書_2.pdfから挿入したしおり
	243_H30_包括的被ばく医療の体制構築に関する調査研究_成果報告書.pdfから挿入したしおり
	【最終版】平成３０年度年度包括的被ばく医療-報告書.pdfから挿入したしおり
	【修正】2018年度成果報告書-包括的被ばく医療-表紙.pdf
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	2018原子力災害研修標準テキスト-専門-被ばく医療3-放射線障害の診断と治療.pdf
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	2018原子力災害研修標準テキスト-専門-被ばく医療5-原子力災害時のメンタルヘルス.pdf
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